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第１章 総論 

 
 国際電気通信連合電気通信標準化部門(ITU-T)は、世界的規模で電気通信の標準化を推

進するために、技術、運用及び料金の問題(無線通信研究委員会の扱う特に無線通信に関

する技術及び運用の問題を除く)についての課題を研究し、また、それらについての勧告

を作成することを任務としている。 
 

2004 年 10 月 5 日から 10 月 14 日まで、ブラジル連邦共和国フロリアノポリスにおい

て開催が予定されているＩＴＵ世界電気通信標準化総会(WTSA-04)では、勧告案の承認、

次会期(2005～2008 年)の研究課題案、作業計画及び組織、作業方法等について審議が行

われることとなっている。 
 
勧告案の承認については、今会期より政策・規制的事項を含まない技術的勧告につい

て電子的な手段による代替承認手続きが導入されたため、本総会では ITU-T 全体の管理

に関する勧告案（A シリーズ勧告）を中心に審議が行われることとなっている。これら

の勧告案及び次会期の研究課題案については、各研究委員会（SG）及び電気通信標準化

アドバイザリグループ（TSAG）での審議結果を踏まえており、我が国の意見は基本的

に取り入れられていることから、支持する方向で対処することが適当である。 
 

また、作業計画及び組織については、次世代ネットワーク(NGN)、セキュリティ等、

次会期に ITU-T で重点的に取り組むべき研究課題に適切に対応するため、SG 構成の再

編が審議される予定であり、作業方法については、複数の SG で取り組むべき大規模な

研究課題に関する各 SG 間の調整の強化等が審議される予定である。これらについては、

TSAG の審議結果を踏まえつつ、ITU-T の活動がさらに効率的、かつ、効果的に実施で

きるように見直しを図るべく対処することが適当である。 
 
 各研究委員会の研究課題等の評価は、次章以降のとおりである。 
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第２章 SG2 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG2 は、｢サービス・ネットワークの運用｣を研究対象としている｡ 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

今回 SG2 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

SG2 の次会期の研究課題案を表 1 に示す｡今会期は 9 件の研究課題があったが､WTSA-04

において､次会期の研究課題として継続 7 件の研究課題が提案される｡これらは､我が国とし

ていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) 電気通信番号（課題A）

電気通信番号は電気通信サービスにおいて不可欠なものであり、国際的な取り決めに基

づき運用されている。本課題では、電気通信サービスの環境の変化等に従い、電気通信番

号に関する勧告等の見直しを図っていくこととしている。 

(2) ENUM（課題A）

ENUM は、電話番号を用いて、インターネット上のサービスを識別するメカニズムであ

り、一つの電話番号で様々な通信サービスを対応づけることができる。現在国際的なトラ

イアルが行われており、世界各国で実用化に向け研究開発が進められている。本課題では

将来の方向性を検討していくこととしている。 

(3) 図記号（課題C） 

電気通信機器で使われている図記号（例： 電話帳）は、世界中のユーザが直感的に理

解出来るものでなくてはならず、国際的に協議をして決めていく必要がある。本課題では

図記号に関する勧告の制定や見直しを図っていくこととしている。 
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表 1 SG2 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

A 電気通信のための番号、

ネーム、アドレッシング

計画の適用 およびサー

ビス定義を含む番号のサ

ービス運用側面 

電気通信サービスのための番

号・ネーム・アドレスの定義、

利用、管理などに関する検討、

およびサービス定義に関する検

討 

継続 旧課題１及び

旧課題３を 
統合 

B 固定網および移動体網の

ルーチング及びインター

ワーキング計画 

サービス品質に関する情報を活

用するルーチング手法、および

新たなルーチング手法等の検討

継続 旧課題２ 

C 国際電気通信を通じた生

活の質の向上のためのヒ

ューマンファクター関連

課題 

電気通信サービスの利用を容易

にするためのヒューマンインタ

ーフェースの検討 

継続 旧課題４ 

D 電気通信網のサービス品

質の運用側面 
既存網および次世代網における

サービスのためのサービス品質

パラメータおよび手法の検討 

継続 旧課題５ 

E 網およびサービスの運用 既存網および次世代網のための

網およびサービスの運用手法の

検討 

継続 旧課題６ 

F 移動体通信のためのトラ

ヒック工学 
移動体網および次世代網におけ

る端末・パーソナルモビリティ

に関するトラヒック工学手法の

検討 

継続 旧課題７ 

G トラヒック工学 ＭＰＬＳ／ＩＰベース網の影響

を考慮した伝達網・信号網のた

めのトラヒック工学手法の検討

継続 旧課題８及び

旧課題９を 
統合 
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第３章 SG4 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG4 は、「電気通信管理網(TMN)及びネットワーク保守」を研究対象としている。 

 我が国からは、SG 副議長及び WP3 議長として藤井伸朗氏(NTT)が選出されている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

   SG4 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

SG4 の次会期の研究課題案を表 2 に示す｡今会期は 11 件の研究課題があったが､WTSA-04

において､次会期の研究課題として新規 1 件、継続 11 件の研究課題が提案される｡これらは､

我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) ネットワークオペレータ間接続における呼称（課題B） 

ネットワークオペレータ間接続における呼称に関する勧告として、M.1400 の改訂に伴

うレイヤ 1 表記の新版移行が 2004 年 1 月より開始されている。一般テレコムデータ辞書

（GTDD）は概念スキーマと他のスキーマ文書の参照により構成することを合意し、かつ、

プロトコル非依存の情報モデル M.neutral に回線呼称情報に関する事項が記述されること

となった。今後は、各オペレータより新旧変換作業状況の情報交換を行う。 

(2) 管理の原理及びアーキテクチャ（課題F）

新規通信技術を視野に入れた統合的な TMN インタフェース、TMN 管理機能、TMN 管

理サービスについて検討を行う。また、TMN 課題と非 TMN 課題が連携して TMN の標準

化を促進できるよう、本課題が中心となりサービスライフサイクルモデルの検討を行う。 

(3) B-B及びC-B管理インタフェースの要求条件（課題G） 

異なる TMN 間（サービスプロバイダ間、サービスプロバイダ～ネットワークオペレー

タ間、サービスプロバイダ～サービスカスタマ間）の情報交換に適用される X インタフェ

ースの要求条件のうち、特に通信サービス種別に依存しない一般的事項の研究を行う。当

面は、IP 網における End-to-End の QoS 管理および IP 網における IEPS(国際緊急通信確

保)管理の検討を行う。 
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表 2  SG4 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との

関係 

A 用語と定義 保守関連勧告のための用語と定義 継続 旧課題 1 
B ネットワークオペ

レータ間接続にお

ける呼称 

オペレータ間ネットワークで使用する伝

送路及び回線の呼称、それに付随する関連

情報に関する研究 

継続 旧課題 2 

C 性能･故障管理のた

めの伝送網及びサ

ービス運用手順 

PDH/SDH/ATM/FRを含むディジタルおよ

びアナログ伝送網、専用回線の運用手順、

保守方法、品質規格に関する研究 

継続 旧課題 3 

D 通信システム及び

その構成部品で使

用する試験及び測

定のための技術と

装置 

アナログ /ディジタル /混合回線等で使用

する測定器ならびにこれらの測定技術、使

用方法と測定技術の一般的事項に関する

研究 

継続 旧課題 4 

E 通信システム及び

その構成部品で使

用するジッタ･ワン

ダ試験、測定の技術

及び装置 

ジッタ・ワンダ用測定器、測定技術および

使用方法に関する研究 
継続 旧課題 5 

F 管理の原理及びア

ーキテクチャ 
新規通信技術を視野に入れた統合的な

TMN インタフェース、機能、管理サービ

スに関する研究 

継続 旧課題 7 

G B-B 及び C-B 
(Business to 
Business 及び
Customer to 
Business)管理イン

タフェースの要求

条件 

異なる TMN 間（サービスプロバイダ間、

サービスプロバイダ～ネットワークオペ

レータ間、サービスプロバイダ～サービス

カスタマ間）の情報交換に適用される X
インタフェースの要求条件に関する研究

継続 旧課題 9 

H 有線及び無線のた

めの音声、データ、

マルチメディア 
の融合を含む NGN
の管理フレームワ

ーク 

既存のネットワークから NGN の IP ベー

ス技術を含む混合されたネットワークへ

移行するために必要な電気通信管理及び

技術に関する研究 

継続 旧課題 10 

I 管理インタフェー

ス方法論と基盤管

理情報モデル 

TMN の管理インタフェース方法論と、OSI
システム管理、CORBA 及び XML を含む

TMN の管理技術を利用した基盤管理情報

モデルに関する研究 

継続 旧課題 12 

J アプリケーション

特化管理情報モデ

ル 

アクセスネットワーク技術の管理をサポ

ートするための要求条件、分析及びプロト

コルを含む、アプリケーションに特化した

管理情報モデルに関する研究 

継続 旧課題 14 

K 管理インタフェー

スのためのプロト

コル 

NGN のような新しいネットワークの管理

をサポートするために必要な TMN のプロ

トコルに関する研究 

継続 旧課題 18 
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課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との

関係 

L 電 気 通 信 管 理 と

OAM のプロジェク

ト 

電気通信管理と OAM(ネットワークの運

用・管理・保守)に関わる SG 間及び課題

間の調整 

新規 － 
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第４章 SG5 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG5 は、｢電磁環境の影響からの防護｣を研究対象としている｡ 

 我が国からは、WP2 議長として服部光男氏(NTT）､Q.1 ラポータとして小林隆一氏(NTT)、

Q.6 アソシエイト・ラポータとして富永哲欣氏(NTT)、Q.10 ラポータとして村川一雄氏(NTT)

が選出されている｡ 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

SG5 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

SG5の次会期の研究課題案を表 3に示す｡今会期は 14件の研究課題があったが､WTSA-04

において､次会期の研究課題として新規 4 件､継続 12 件の研究課題が提案される｡これらは､

我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) ブロードバンド、ユビキタスに関するＥＭＣの課題 (課題Ｂ、Ｏ、Ｐ)

 ユビキタス社会の到来に向けて、ADSL, VDSL, PLC 等のブロードバンド有線通信や無

線ＬＡＮ、携帯電話などの無線通信の開発・導入が急ピッチで進んでいる｡ユビキタス社

会では、これらの通信端末が多数近接して使用されることとなり、相互干渉を含むＥＭＣ

問題が重要となる。課題ＢではＰＬＣ等のブロードバンド信号による妨害波の基準作成、

課題Ｏでは無線ＬＡＮなどの１ＧＨｚ以上の無線システムに対するＥＭＣ問題、課題Ｐで

は多くの家電機器などに通信機能を付加する、ホームネットワークでのＥＭＣ・過電圧・

安全に関する基準を勧告化する方向で検討する予定である。 

(2) 電磁環境に関する情報通信装置のセキュリティ(課題N)

通信システムのセキュリティについては、システムから意図せずに放射する電磁波によ

って発生する情報漏えいや、外部からの電磁波照射によりシステムに障害を与える電磁ア

タックに対して規定を設けることが課題となっている。本課題はＩＴＵ－Ｔ以外では標準

化が行われていないことから、ＩＴＵ－Ｔでの検討に注目が集まっており、多くの国が参

画を希望している。 

(3) グローバルな環境における電気通信システムのアースとボンディング(課題F)

 従来の勧告化では、ＴＮシステムの電源系や、建物内での共通接地を前提条件とする過

電圧規定（雷害耐力規定、安全規定）が作成されており、日本を含む欧米以外の国での適

用に問題があった。これに対し前会期から、各国の配電接地条件も配慮して、勧告草案

K.pcp「加入者端末における防護」の検討が続いており、日本のような分離接地系におけ

る、接地対策、端末機器耐力の向上などについても勧告に盛り込まれる予定である。 
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表 3  SG5 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

A 電気通信網のコロ

ケーション、アンバ

ンドリング及び相

互接続 

電気通信網の相互利用時におけるＥＭ

Ｃ、過電圧、安全の課題検討と既存勧

告のメンテナンスの実施 

継続 旧課題 1 

B 広帯域アクセスシ

ステムに関するＥ

ＭＣ 

スペクトル拡散技術などの広帯域アク

セスシステムによる無線電波への影響

と対策方法の検討 

継続 旧課題 2 

C 移動体及び無線シ

ステムに関する無

線周波の電磁環境

の分類と健康への

影響 

携帯電話、無線システムのアンテナ周

囲における電界強度の推定手順、計算

方法、測定方法に関する検討 

継続 旧課題 3 

D 通信装置の過電圧

耐力 
様々な通信装置のインターフェースに

対する過電圧耐力規定や防護方法に関

する検討及び既存勧告のメンテナンス

継続 旧課題 4 及び

旧課題 13 を

統合 
E 通信システムの雷

防護 
通信システムの雷防護に関する検討と

既存勧告のメンテナンス 
継続 旧課題 5 

F グローバルな環境

における電気通信

システムのアース

とボンディング 

センタビルやユーザー環境における通

信設備の接地とボンディング方法の検

討、及び既存勧告、ハンドブックのメ

ンテナンス 

継続 旧課題 6 

G 数学的モデルによ

る EMC 予測 
通信システムに対するＥＭＣ適合性確

認のための数学的手法を検討 
継続 旧課題 7 

H 電気通信網に対す

る電力及び電鉄か

らの妨害 

電力及び電鉄からの誘導による妨害、

安全に関する検討と既存勧告及び指示

書のメンテナンス 

継続 旧課題 9 

I 電気通信設備にお

ける電磁問題の解

決方法論 

ＥＭＣ問題に対する対策ハンドブック

作成とエキスパートシステムの検討 
継続 旧課題 10 

J 電気通信網におけ

る安全 
電気通信設備に対する安全規定と安全

作業手順に関する検討、及び既存勧告

のメンテナンス 

継続 旧課題 11 

K 既存 EMC 勧告の見

直しと改定 
新たな通信装置、通信サービスに対応

したＥＭＣ規格の検討と既存ＥＭＣ勧

告のメンテナンス 

継続 旧課題 12 及び

旧課題 8 を 
統合 

L 防護素子とアセン

ブリ 
過電圧防護素子とそのアセンブリに対

する要求条件、試験方法の検討 
新規 － 

M 用語の定義と出版 勧告や指示書、ハンドブックで使用す

る用語の定義の作成とＫシリーズ勧告

のガイダンスの作成 

継続 旧課題 14 
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課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

N 電磁環境に関する

情報通信装置のセ

キュリティ 

①高々度電磁パルスや高出力電磁パル

スに対する防護方法の検討と勧告化

（ＷＰ１） 
②セキュリティ評価方法（シールド等）

や対策方法の検討と勧告化（ＷＰ２）

新規 － 

O 情報社会のＥＭＣ

規定 
無線通信システム等による情報化社会

におけるＥＭＣ問題の検討 
新規 － 

P ホームネットワー

ク 
ホームネットワークに対するＥＭＣ、

過電圧、安全の規定の検討 
新規 － 
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第５章 SG6 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG6 は、｢屋外設備｣を研究対象としている｡ 

 我が国からは、WP1 議長及び Q.8 ラポータとして冨田茂氏(NTT)､Q.5 ラポータとして泉

田史氏(NTT)、Q.9 ラポータとして保苅和男氏(NTT)が選出されている｡ 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

SG6 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

SG6の次会期の研究課題案を表 4に示す｡今会期は 10件の研究課題があったが､WTSA-04

において､次会期における SG6 のタイトルを「屋外及びそれに関連する屋内設備」に変更す

ること並びに次会期の研究課題として新規 2件､継続 7件の研究課題が提案される｡これらは､

我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) 光ファイバ網の保守(課題F) 

FTTH により光アクセス網が急速に拡大している現在、光ファイバ網の保守は、ネット

ワークの信頼性確保の観点からも非常に重要である。また、WDM や光アンプ技術により、

中継系光ファイバ網ではワット級のハイパワー伝送が行われている。本課題では、光線路

保守（インサービス試験）時に、試験光が通信光に影響を与えないための試験波長及び光

フィルタの要求条件及びハイパワー通信線路保守における安全ガイドラインについて検

討する。 

(2) 光ファイバケーブルの構造と機能(課題G) 

光ファイバケーブルの適用領域は、屋外だけでなく構内にも広がっており、他標準化機

関においても仕様の作成が活発に進められている。本検討課題では、構内も含め、用途に

応じた光ファイバケーブルの要求条件を考慮し、必要な機能・構造について検討する。ま

た、G.972 に規定された MTC(Marinized Terrestrial Cable)の機能・構造についても検討す

る。 

(3) アクセス系光ファイバ網の設計(課題H) 

アクセス系光ファイバ網を迅速かつ経済的に配備するため、FTTHに向けた初期段階、

拡大段階、成熟段階の光ファイバ配線法について検討する。また、FTTHで増大するアク

セスネットワークインフラを効率的に管理するためのデータベースについても検討を行

う。 
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表 4  SG6 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

A 屋外設備の環境問

題・安全手順 
通信ケーブル・装置のリサイクル

及び環境問題、安全施策に関する

研究 

継続 旧課題 1 及び旧

課題 2 を統合 

B 基盤設備とケーブ

ル・装置の建設 
基盤設備・ビル内の共有設備への

光ケーブルの敷設方法、及び MTC
の敷設方法に関する研究 

継続 旧課題 4、旧課題

6 及び旧課題 10
の一部を統合 

C メタル・光網におけ

る屋外設備のアン

バンドル及び共有

に関する技術的見

地 

共有ネットワーク、アンバンドル

におけるトポロジ、信頼性、相互

干渉性等の技術的問題点、解決策

に関する研究 

新規 － 

D 基盤設備とネット

ワーク構成品の管

理サポートシステ

ム 

基盤設備とネットワーク構成要

素の管理を行うためのサポート

システム及び実現手段に関する

研究 

新規 － 

E ブロードバンドア

クセスにおけるメ

タルケーブル／網

及び光接続機器 

ブロードバンドサービスを提供

するメタル網の設計・構成・建設

及び試験・保守方法に関する研究

継続 旧課題 3 

F 光ファイバ網の保

守 
光ファイバ網の保守・運用、イン

サービス試験の保守基準、ハイパ

ワー通信線路の保守方法に関す

る研究 

継続 旧課題 5 

G 光ファイバケーブ

ルの構造と機能 
屋外・屋内における用途に応じた

光ファイバケーブル及び MTC の

構造・機能に関する研究 

継続 旧課題 8 及び旧

課題 10 の一部を

統合 
H アクセス系光ファ

イバ網の設計 
FTTH に向けた光アクセス網の設

計手法及び基盤設備データベー

スに関する研究 

継続 旧課題 9 

I クロージャ、成端・

配線架、屋外設置受

動部品 

クロージャ、成端・配線架及びコ

ネクタや光スプリッタ等の部品

の要求機能・環境条件に関する研

究 

継続 旧課題 7 
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第６章 SG9 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG9 は、「統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送」を研究対象としてい

る。また、その研究対象の内容から、特に ITU-R SG6 と密接に連携をとりながら活動を行

ってきた。 

 我が国からは、SG 副議長として松本修一氏（KDDI）、Q.2 ラポータとして川田亮一氏

（KDDI）、Q.7、15 ラポータとして宮地悟史氏（KDDI）、Q.9 ラポータとして松本檀氏（NEC）、

Q.11、22 ラポータとして松本修一氏（KDDI）、Q.16 ラポータとして菊島浩二（NTT）、Q.19

ラポータとして平川秀治氏（東芝）が選出されている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

SG9 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

 SG9 の次会期の研究課題案を表 5 に示す。今会期は 22 件（会期末には 18 件）の研究課

題があったが、WTSA-04 において、次会期の研究課題として継続 6 件、改訂 9 件（統合含

む）の研究課題が提案される。これらは、我が国としていずれも「支持」することが適当で

ある。 

 以下、研究課題案の概要を記す。 

(1) デジタルテレビ、音声番組の素材伝送・一次分配・二次分配

デジタル映像及び音声の伝送における、圧縮及び映像アプリケーションの信号手順、符

号化、インタフェース、サービス品質要求条件等について研究を行うものである。 

(2) テレビジョン素材伝送・分配網でのＱｏＳの測定と制御

テレビジョンの素材伝送／１次分配／２次分配におけるサービス品質の測定方法

(MPEG-2 の TS 信号の測定法を含む)や制御方法について研究を行うものである。 

(3) デジタルケーブルテレビでの視聴制御方法

ケーブルテレビでの番組伝送においてＰＰＶなどの配信を考慮したスクランブル制御、

暗号化、コピー制御、すかしなどについて研究を行うものである。 

(4) ケーブルテレビでの番組インタフェース（ＡＰＩ）

ケーブルテレビのセットトップボックスのハードウェア／ソフトウェアと番組コンテ

ンツの接点である API について研究を行うものである。実質的には、マルチメディア・デ

ータ放送の方式を中心に勧告を作成する。 

(5) ケーブルテレビでのＳＴＢの機能要求条件

次世代 STBのためのアーキテクチャをホームネットワークとの接続を念頭に研究する。

また、放送型サービス、IP 型サービスを行うための限定アクセス、セキュリティや QoS

保証方法等について研究を行うものである。 

 

(6) 公衆網等とケーブル網との相互接続の機能特性
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公衆網等との接続によりケーブルテレビ網を利用した付加サービスを行う際の機能特

性について研究を行うものである。 

(7) ストリームでの番組挿入

テレビ映像や音声の圧縮ビットストリーム上での番組挿入方式について研究を行うも

のである。 

(8) ケーブルテレビでのＩＰ／パケットを用いた配信

デジタルケーブルテレビでのＩＰ／パケットを用いた配信における要求条件等につい

て研究を行うものである。 

(9) ケーブルテレビ網でのＩＰ音声・映像アプリケーション

ケーブルテレビ網でのＩＰベースの音声・映像の伝送におけるシステム構成、コーデッ

ク、インタフェース、ＱｏＳ等について研究を行うものである。 

(10) ホームネットワークへのケーブルサービスの拡張

ケーブルデータをアクセス網からホームネットワークへ伝送する場合に要求される特

性条件について研究する。また、IPドメインと非IPドメイン接続のためのプロトコル変換

方法等について研究を行うものである。 

(11) ＩＰネットワークでの音声・テレビ配信の要求条件と方法（ウェブキャスティング） 

映像、音声信号のＩＰネットワークを用いた配信（ウェブキャスティング）に関する要

求条件、圧縮技術、多重化方式、伝送制御プロトコル、セッション記述、サーバシステム、

端末システムなどについて研究を行うものである． 

(12) 光アクセス系多チャンネル・アナログ／デジタル映像信号伝送

光アクセス回線を利用した多チャンネル映像伝送に関するアナログ伝送技術、デジタル

伝送における要求条件、アーキテクチャ、プロトコル、伝送フォーマット、伝送品質など

について研究を行うものである。本研究課題ではこれまでアナログ伝送技術による J.185、

J.186 を勧告化したが、今後はＩＰを含むデジタルベースバンドによる多チャンネル映像

伝送を研究する。 

(13) ＩＰ技術を用いたストリーム映像・音声や大容量映像/音声ファイルの素材伝送、一次

分配

IP によるストリーミングや大容量の映像/音声ファイルの伝送(素材伝送/1 次分配)につ

いて研究を行うものである。 

(14) マルチメディアサービスの客観的・主観的評価方法

マルチメディアコンテンツ(映像/音声含む)の主観評価方式及び客観評価手法について

研究を行うものである。 

(15) 大画面ディスプレイ画像の伝送

大画面ディスプレイ画像（ＬＳＤＩ）に関して、品質要求条件、素材伝送・一次分配・

二次配信を目的とした圧縮、多重、伝送方式、ならびにコンテンツ管理や保護などについ

て研究を行うものである． 
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表 5  SG9 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

A 
デジタルテレビ、

音声番組の素材伝

送・一次分配・二

次分配 

デジタル映像及び音声の伝送

における、圧縮及び映像アプリ

ケーションの信号手順、符号化、

インタフェース、サービス品質

要求条件等についての研究 

改訂 旧課題 1 及び 
旧課題 2 を統合 

B 
テレビジョン素材

伝送・分配網での

ＱｏＳの測定と制

御 

テレビジョンの素材伝送／１

次分配／２次分配におけるサー

ビス品質の測定方法 (MPEG-2
の TS 信号の測定法を含む)や制

御方法についての研究 

改訂 旧課題 4 及び 
旧課題 20 を統合 

C 
デジタルケーブル

テレビでの視聴制

御方法 

ケーブルテレビでの番組伝送

においてＰＰＶなどの配信を考

慮したスクランブル制御、暗号

化、コピー制御、すかしなどに

ついての研究 

継続 旧課題 6 

D 
ケーブルテレビで

の番組インタフェ

ース（ＡＰＩ） 

ケーブルテレビのセットトッ

プボックスのハードウェア／ソ

フトウェアと番組コンテンツの

接点である API について研究 

継続 旧課題 8 

E 
ケーブルテレビで

のＳＴＢの機能要

求条件 

次世代 STB のためのアーキ

テクチャをホームネットワーク

との接続を念頭に研究。また、

放送型サービス、IP 型サービス

を行うための限定アクセス、セ

キュリティや QoS 保証方法等

について研究 

継続 旧課題 9 

F 
公衆網等とケーブ

ル網との相互接続

の機能特性 

公衆網等との接続によりケー

ブルテレビ網を利用した付加サ

ービスを行う際の機能特性につ

いての研究 

継続 旧課題 10 

G 
ストリームでの番

組挿入 

テレビ映像や音声の圧縮ビッ

トストリーム上での番組挿入方

式についての研究 

改訂 旧課題 11(MPEG-2
以外の圧縮ストリ

ームへ拡張) 
H 

ケーブルテレビで

のＩＰ／パケット

を用いた配信 

デジタルケーブルテレビでの

ＩＰ／パケットを用いた配信に

おける要求条件等についての研

究 

継続 旧課題 12 

I 
ケーブルテレビ網

でのＩＰ音声・映

像アプリケーショ

ン 

ケーブルテレビ網でのＩＰベ

ースの音声・映像の伝送におけ

るシステム構成、コーデック、

インタフェース、ＱｏＳ等につ

いての研究 

改訂 旧課題 13 の改訂 
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J 
ホームネットワー

クへのケーブルサ

ービスの拡張 

ケーブルデータをアクセス網

からホームネットワークへ伝送

する場合に要求される特性条件

について研究。また、IP ドメイ

ンと非 IP ドメイン接続のため

のプロトコル変換方法等につい

て研究 

改訂 旧課題 14 の改訂 

K 
ＩＰネットワーク

での音声・テレビ

配信の要求条件と

方法（ウェブキャ

スティング） 

映像・音声信号のＩＰネット

ワークを用いた配信（ウェブキ

ャスティング）に関する要求条

件、圧縮技術、多重化方式、伝

送制御プロトコル、セッション

記述、サーバシステム、端末シ

ステムなどについての研究 

改訂 旧課題 7 及び旧課題

15 を統合 

L 
光アクセス系多チ

ャンネル・アナロ

グ／デジタル映像

信号伝送 

光アクセス回線を利用した多

チャンネル映像伝送に関するア

ナログ伝送技術、デジタル伝送

における要求条件、アーキテク

チャ、プロトコル、伝送フォー

マット、伝送品質などについて

の研究 

改訂 旧課題 16 の改訂 

M 
ＩＰ技術を用いた

ストリーム映像・

音声や大容量映像

/音声ファイルの

素材伝送、一次分

配 

IP によるストリーミングや大

容量の映像 /音声ファイルの伝

送(素材伝送/1 次分配)について

の研究 

改訂 旧課題 19 の改訂 

N 
マルチメディアサ

ービスの客観的・

主観的評価方法 

マルチメディアコンテンツ

(映像/音声含む)の主観評価方式

及び客観評価手法についての研

究 

継続 旧課題 21 

O 
大画面ディスプレ

イ画像の伝送 

大画面デジタル画像（ＬＳＤ

Ｉ）に関して、品質要求条件、

素材伝送・一次分配・二次配信

を目的とした圧縮、多重、伝送

方式、ならびにコンテンツ管理

や保護などについての研究 

改訂 旧課題 22 の改訂 
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第７章 SG11 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG11 は、「信号要件及びプロトコル」を研究対象としている。 
 我が国からは、SG 議長として平松幸男氏(NTT)、WP1 課題 4 ラポータとして松本健一郎

氏(NTT)、WP2 課題 7 ラポータとして釼吉薫氏(NEC)が選出されている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

   SG11 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

 SG11 の次会期の研究課題案を表 6 に示す｡今会期は 12 件の研究課題があったが､WTSA-04

において､次会期の研究課題として新規 1 件、改訂 6 件の研究課題が提案される｡これらは､

我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1)  NGNにおけるネットワーク信号方式と制御機能アーキテクチャ（課題A）

 次世代ネットワーク(NGN)制御方法の標準参照モデルの実現には、異なる事業者間のネ

ットワーク、設備の互換性に関する物理的インタフェースの定義が求められている。本課

題では、マルチメディアサービス、あらゆるタイプの有線及び無線公共アクセスネットワ

ークを考慮した NGN の制御方法をモデル化するための機能アーキテクチャ等について検

討する。 

(2)  パケットネットワークの展開のためのハンドブックの準備支援（課題F) 

 PSTN/ISDN サービスをサポートするパケットネットワークの展開に向け ITU-T メンバ

ーを支援するためのハンドブックが必要であり、ITU-T と ITU-D 間での密接な協力が必要

である。本課題では、ITU-T と ITU-D で統一されたハンドブックを作成するために必要な

準備等について検討する｡ 

(3)  NGN環境におけるattachmentをサポートするための信号要求条件とプロトコル 

（課題G） 

 前会期においてダイアルアップインターネットアクセスと IP ネットワーク間のサービ

スへの信号要求条件が検討された。NGN は IP ネットワークへの検討手法を包含している。

「network attachment」として参照されるそれらの手続きは、ユーザー認証や IP アドレス

のセッション割り当て等を含んでいる。これらの手続きは移動性を考慮した NGN の要求

条件により設計されるべきである。PPP、DHCP、RADIUS、DIAMETER といったプロト

コルは既に pre-NGN ネットワークにおいて実現している。本課題では、緊急通報、合法

的通信傍受、ナンバーポータビリティ等の公共アプリケーションやサービスを支援するた

めの要求条件等について検討する。 
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表 6  SG11 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課 題 名 概要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との 
関係 

A NGN 環境におけ

るネットワーク

信号方式と制御

機能アーキテク

チャ 

NGN の制御方法をモデル化するた

めの機能アーキテクチャ等の研究 
改訂 旧課題 1 及び 7

を統合 

B アプリケーショ

ン制御と信号要

求条件 

Q.A/11 において定義されているイン

タフェースによる NGN でのサービ

ス制御に求められるアプリケーショ

ン信号方式とプロトコル要求条件等

の研究 

改訂 旧課題 1 と 9 と

11 と 12 を統合 

C セッション制御

と信号要求条件

とプロトコル 

NGN におけるセッション制御に必

要な新勧告や既存の勧告の見直し等

の研究 

改訂 旧課題 9 と 11 と

12 を統合、旧課

題 6 と 16 を吸収

D ベアラ制御と信

号要求条件とプ

ロトコル 

NGN におけるベアラ信号および制

御に必要な新勧告や既存勧告の見直

し等の研究 

改訂 旧課題 8 と 9 と

11 と 12 を統合、

旧課題 15を吸収

E リソース制御と

信号要求条件と

プロトコル 

NGN におけるリソース制御に必要

な新勧告や既存勧告の見直し等の研

究 

改訂 旧課題 8 と 9 と

11 を統合 

F パケットネット

ワークの展開の

ためのハンドブ

ックの準備支援 

ITU-T と ITU-D で統一されたハンド

ブックを作成するために必要な準備

等の研究 

新規  

G NGN 環境におけ

る attachment を
サポートするた

めの信号要求条

件とプロトコル 

ネットワークの付属手続きのための

信号要求条件とプロトコルのための

新勧告等の研究 

改訂 旧課題 6 

- 信号方式のため

の API/オブジェ

クトインタフェ

ースとアーキテ

クチャ 

API ベースインタフェース及びオブ

ジェクトインタフェースはプロトコ

ルベースのインタフェースと比較し

てより柔軟で共用可能なソリューシ

ョン等についての研究 

削除 旧課題 4 

- 信号処理装置と

遠隔転送ノード

の制御に関する

信号方式要求条

件 

新たなネットワークアーキテクチャ

の導入のために必要な信号処理ネッ

トワーク設備の適切な接続、制御に

ついての検討 

削除 旧課題 10 
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第８章 SG12 関連の対処 

 
１ 研究対象 

  SG12 は、「ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能」を研究対象としている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

  SG12 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

   

３ 課題の見直し 

  SG12 の次会期の研究課題案を表 7 に示す。今会期は 16 件の研究課題があったが、WTSA-04

において、次会期の研究課題として継続 9 件、新規 3 件、改訂 3 件の研究課題が提案される。

これらは、我が国としてはいずれも「支持」することが適当である。 

  以下、重要研究課題案の概要を記す。 

(1) 端末品質規定（課題B,D）

  VoIP 端末及びゲートウェイ装置の音声伝送特性を規定した勧告 P.1010 について、その広帯

域化(150～7000Hz)に対応した新規勧告の作成、及びその規定値の測定方法を規定する新規勧

告の作成を進めていく。また、自動車の走行状態等を考慮した、車載通話装置（自動車内での

ハンズフリー通話）の品質評価法及び規定値に関する新規勧告を作成していく。 

 

(2) 客観品質評価技術（課題H,I,N）

  総合通話品質指標Ｒ値を推定するための勧告 G.107（Ｅモデル）の精度向上に関する検討を

進めていく。同時に、既存の客観品質評価技術（PESQ：知覚評価、SEAM：シングルエンド評

価、VTQ：インサービス IP プロトコル分析評価、等）を用いて、ユーザ実感に即したサービス

の品質実力把握や品質管理を目的とする、Ｅモデルの適用領域の拡大となる新たな総合通話品

質推定技術に関する研究を進めていく。 

また、勧告 P.862（PESQ）に基づく評価における普遍性確保のためのガイダンス策定及びそ

の広帯域化へ向けた検討、パケット測定に基づくインサービス品質評価法を規定した勧告

P.VTQ を作成していく。 

 

(3) マルチメディア品質評価技術（課題I,M）

  マルチメディア通信を意識した低ビットレート（～384kbps）の符号化映像品質の客観評価

技術に関する研究を進めていく（勧告 P.862（PESQ）の映像版勧告の作成）。また、ブロード

バンドネットワークを用いた音声・映像コミュニケーションサービスの品質尺度の統一化を目

的とした、マルチメディア通信サービスの品質設計に用いるオピニオンモデルの標準化に関す

る研究を進めていく（勧告 G.107（Ｅモデル）のマルチメディア版勧告の作成）。 
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表 7 SG12 の次会期の研究課題案 

課

題 

番

号 

課 題 名 概   要 

新規 

継続 

改訂 

削除 

旧課題との 

関係 

A 

作業計画： 

定義・ハンドブッ

ク・ガイド・チュー

トリアル 

市場のニーズを把握し、その変化に対応し

た作業計画を検討（課題の新設・改訂を検

討）。QoS や通話品質測定関連の用語等を

規定した既存勧告のメンテナンス、勧告を

利用するユーザの理解を助けるためのハ

ンドブック・ガイド・チュートリアルの新

規作成等。 

継続 旧課題 1 

B 

パケット交換（IP）

ネットワークと接

続する端末及びゲ

ートウェイの音声

伝送特性とその測

定方法 

IP 端末やゲートウェイのための音声伝送

目標値や測定方法に関する新規勧告の作

成及び既存勧告のメンテナンス、試験信号

を規定した既存勧告の拡張等。 
継続 旧課題 2 

C 

固定回線交換、モバ

イル及びパケット

交換（IP）ネットワ

ークの音声端末の

音声伝送特性 

モバイルや IP ネットワークで用いるハン

ドセット・ヘッドセット・ハンズフリー端

末等の音声伝送特性に関する研究。 改訂 

旧課題 3 及び 

旧課題 2 の一部

を統合 

D 
自動車内のハンズ

フリー通信 

自動車の走行状態等を考慮した通話品質

評価条件（背景騒音条件など）やその規定

値に関する新規勧告の作成。 

新規 － 

E 

ハンドセット及び

ヘッドセット端末

の通話品質測定方

法 

ハンドセットやヘッドセットの音響的な

デザインの進化に対応した既存勧告（疑似

耳を規定した勧告 P.57 や HATS を規定し

た勧告 P.58）のメンテナンス。 

継続 旧課題 5 
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F 

音声強調技術及び

ハンズフリーテレ

フォニーのアプリ

ケーションを含ん

だ複雑な測定信号

を用いた分析方法 

音声強調装置の評価方法に関する研究、新

たなハンズフリー技術に適合した試験方

法に関する研究。モバイル・IP・会議シス

テム・映像端末等のハンズフリー機能を含

む端末に特化した新規勧告の作成。広帯域

伝送システム等の通話品質測定で必要と

されるテスト信号に関する研究。  

改訂 

(統合) 

旧課題 4 及び 

旧課題 6 を統合

 

G 

音声及び音響品質

の主観評価のため

の方法、ツール、実

験計画 

音声・映像信号伝送のために実装された機

器や、音声/音楽符号化器のような新たなデ

ジタルシステムの伝送性能のための主観

評価試験方法に関する研究（主観試験方法

に関するハンドブックや勧告 P シリーズ

のメンテナンス等）。 

継続 旧課題 7 

H E モデルの拡張 

総合通話品質指標 R 値を算出するアルゴ

リズムである E モデルを規定した勧告

G.107 のメンテナンス、E モデルの音質を

規定する le,eff 値の算出方法を規定した勧

告 P.833・P.834 のメンテナンス等。広帯

域伝送計画モデルに関する新規勧告の作

成。 

継続 旧課題 8 

I 

電気通信サービス

における、音声・音

響・画像品質測定の

ための知覚ベース

の客観手法 

客観品質試験方法及び知覚モデルに関す

る勧告 P シリーズのメンテナンス。広帯域

音声品質、通話品質、客観評価受聴品質と

会話品質との関係、端末の音響的なインタ

フェースでの測定、等を規定した客観評価

技術関連勧告の新規作成。 

継続 旧課題 9 

J 

音声帯域・データ及

びマルチメディア

サービスのための

伝送計画及び性能

検討 

IP ネットワークを用いた音声及び音声帯

域アプリケーションの性能指標を規定し

た勧告 G.1020 のメンテナンス。IP 接続を

含めた音声帯域サービスの伝送計画／複

数の IP ドメインを用いたサービスを対象

としたネットワーク伝送計画、に関するガ

イドラインを規定した新規勧告の作成。 

改訂 

(統合) 

旧課題 10、12

及び 14 を統合 
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K 

複数の相互接続さ

れたネットワーク

のための IP マルチ

メディアサービス

のエンド・エンドの

伝送計画 

次世代ネットワークにおけるマルチメデ

ィアサービスのエンド・エンド品質に影響

を与える品質パラメータとその規定値を、

ネットワークの相互接続の観点から明確

にするための研究。 

新規 － 

L 

音声技術にもとづ

くサービスの性能

評価 

音声対話システムに基づくサービスや合

成音声のための主観評価法を規定した勧

告 P.85,P.851 のメンテナンス。音声認識・

合成技術を用いた音声応答装置などの品

質評価法に関する新規勧告の作成。 

新規 － 

M 

マ ル チ メ デ ィ ア

QoS/QoE 性能要件

及び評価手法 

マルチメディアの QoS 要求条件を規定し

た勧告 G.1010 のメンテナンス。マルチメ

ディアアプリケーションのためのエンド

ユーザの性能推定に関するガイダンスを

規定した新規勧告 G.MMPERF の作成。エ

ンド・エンドの IP 性能を評価するための

簡略化した計画モデルに関する研究。 

継続 旧課題 13 

N 

音声伝送性能のイ

ンサービス非侵入

型評価 

IP レベルの品質パラメータからエンド・エ

ンドの通話品質を推定する技術に関する

新規勧告 P.VQT の作成。サービスに妨害

を与えない、音声品質測定法・マルチメデ

ィア品質評価法に関する研究。 

継続 旧課題 16 

O QoS と性能の調和 
QoS 標準化活動に関する ITU 内外の機関

との連携。 
継続 旧課題 15 
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第９章 SG13 関連の対処 

 
１ 研究対象 

  SG13 は、「マルチプロトコル網及び IP 網とそれらのインタワーキング」を研究対象として

いる。 

我が国からは、副議長・WP3 議長として前田洋一氏（NTT）、課題 3 ラポータとして太田宏

氏（NTT）、課題 4 ラポータとして米田進氏（JT）、課題 9 ラポータとして四宮光文氏（NTT）、

課題 10 ラポータとして森田直孝氏（NTT）が選出されている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

  SG13 から WTSA-04 に提出される勧告案及びその評価は、表 8 のとおりであり、新規 1 件

である。当該勧告案については、我が国として「支持」することが適当である。 

  当該勧告案の概要は、以下のとおりである。 

  新規勧告案Y.1271（緊急時通信のための網要求条件） 

   当該勧告は、変革環境下のネットワークが提供できる緊急時通信の基本的要件、機能、コ

ンセプトについて規定したものである。 

 

３ 課題の見直し 

  SG13 の次会期の研究課題案を表 9 に示す。今会期は 15 件の研究課題があったが、WTSA-04

において、次会期の研究課題として継続 12 件、新規 3 件、改訂 1 件の研究課題が提案される。

これらは、我が国としてはいずれも「支持」することが適当である。 

  以下、重要研究課題案の概要を記す。 

(1) 次世代ネットワーク関連（課題A～K）

  次世代ネットワーク（ＮＧＮ）では、ネットワークにおける全ての構成要素間での相互運用

性の確保が重要であると考え、2001-2004 年会期から検討してきた以下の NGN アーキテクチ

ャ関連勧告草案（Y.NGN シリーズ）等について研究していく。 

 ・ＮＧＮの定義と特徴 

 ・サービス機能とネットワーク機能の分離に代表される参照モデルの規定 

 ・機能ブロックの規定 

 ・既存ネットワークからＮＧＮへの移行に関する課題 

 ・外部から制御可能な可管理ネットワークの規定 

 ・サービス面から見た要求条件 

 ・移動管理に関する要求条件とアーキテクチャ 

 

(2) ネットワーク品質とリソース管理（課題L～O）

  IP ネットワークや B-ISDN を含むネットワークのネットワーク品質とリソース管理に関する

課題についての研究が行われる。具体的には、従来のトラフィック制御技術のイーサネットへ
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の適用、複合型ネット・イーサーネット品質の規定、MPLS 品質の尺度・目標値の規定、等に

関する研究を進めていく。また、今後の IP ベースのネットワーク品質等を考える上で、ワイヤ

レスネットワークとの連携は不可欠との考えのもと、3GPP で規定された QoS クラスと勧告

Y.1541で規定された IPネットワークのQoSクラスとのマッピングに関する研究を進めていく。 

 

(3) トランスポート関連（課題P）

  新しい伝達技術を取り入れたコアネットワークアーキテクチャの仕様を規定するための研究

を進めていく。具体的には、伝達網の汎用的な機能的アーキテクチャを規定した勧告 G.805、

自動切替伝達網（ASTN）の要求条件を規定した勧告 G.807、コネクションレスレイヤネットワ

ークの機能的アーキテクチャを規定した勧告 G.809 の改訂作業等。 
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表 8 SG13 から WTSA-04 に提出される勧告案及びその評価 

 

勧告 

番号 
勧告名 

勧告の内容 

及びコメント 

関連 

研究 

課題 

/WP 

新規 

改訂 

削除 

評価 

Y.1271 

変革環境下の回線交

換網及びパケット交

換網上の緊急時通信

をサポートするネッ

トワークの要件と機

能に関する枠組み 

緊急通信で直面する固有の

課題に対処するため、変革

環境下のネットワークが提

供できる緊急時通信の基本

的要件、機能、コンセプト

についての概説。 

1/2 新規 支持 

 
 

表 9 SG13 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課 題 名 概   要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題と

の関係 

A NGN のプロジェクト

調整及びリリース計画 

NGN のアプリケーションをサポートし、

網における全ての構成要素間での相互運

用性を確保するための NGN に関する計

画の策定。NGN に関する標準化作業を推

進するため他機関との連携。 

継続 旧課題 12

B 
NGN で現れるサービ

スのための要求条件及

び実行シナリオ 

次世代マルチサービスネットワーク環境

で現れるサービスの要求条件・サービス

及びネットワークアーキテクチャ・実行

シナリオに関する研究、その象徴的サー

ビスである VPN サービス関連勧告のメ

ンテナンス。 

継続 旧課題 11

C NGN の原則及び機能

的アーキテクチャ 

融合した NGN を実現するためのベース

としての共通的なアーキテクチャの作成

（NGN のフレームワーク・機能的要求条

件及びアーキテクチャ・参照モデル等に

関する勧告の作成）。 

継続 旧課題 1 

D 
NGN の QoS のための

要求条件及びフレーム

ワーク 

パケットネットワークで QoS をサポー

トするためのアーキテクチャフレームワ

ーク勧告 Y.1291 のメンテナンス。各種

QoS アーキテクチャ勧告（Y.123.qos、
Y.e2eqos 等）の作成。 

継続 旧課題 16

E NGN の OAM 及びネッ

トワーク管理 

NGN 実現のため、プロテクション切替・

リルーティング・OAM インタワーキン

グ、を含んだ OAM の要求条件やメカニ

ズムを規定する勧告の作成。 

継続 旧課題 3 
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F NGN モビリティ及び

固定と移動の融合 

NGN やモバイルネットワーク等の基本

的なアーキテクチャやサービスの融合を

含んだ固定と移動の融合のための要求条

件等を把握し、関連勧告を作成。 

新規 － 

G 
NGN 環境でのネット

ワーク及びサービスの

インタワーキング 

IPやMPLSベースのバックボーンネット

ワークとそれらのインタワーキング、既

存ネットワークとの相互作用性。他のネ

ットワークとのインタワーキングを通じ

たイーサネットトラフィックの拡張。統

合された IP ベースのネットワーク内で

狭帯域・広帯域サービスを実現するため

の方法。既存ネットワーク以上のサービ

スのインタワーキングを実現するための

プロトコルの要求条件や記述を定義。 

継続 旧課題 5 

H NGN のサービスシナ

リオ及び配置モデル 

現状のサービス環境の進化に勝る NGN
サービスシナリオのアプリケーションに

関する研究。（IP サービスとセルラーモ

バイルサービスの統合のための固定と移

動の融合シナリオ勧告の作成等。） 

新規 － 

I NGN への IPv6 のイン

パクト 

NGN の機能的アーキテクチャ及び参照

モデルと連携した各プレーン間フローの

ための IPv6 プロトコル及びメカニズム

に関する研究。NGN における固定と移動

ネットワークの統合のための IPv6 プロ

トコルアーキテクチャ及び機能的ブロッ

クに関する研究。 

新規 － 

J 衛星と地上・次世代網

の相互運用性 

衛星と地上・NGN との相互接続性確保の

ためのアーキテクチャや参照モデルの作

成、性能評価に関する研究。 
継続 旧課題 13

K 一般的なネットワーク

用語 
ITU-T 勧告だけでなく他機関とも連携し

た IP 関連の共通用語を定義。 継続 旧課題 15

L 広帯域及び IP 関連リ

ソース管理 

MPLS 及びイーサネットワークのトラフ

ィック及び輻輳制御、ハイブリッドネッ

トワーク構成におけるリソース管理及び

トラフィック制御、を規定する勧告の作

成。IP 網におけるトラフィック制御を規

定する勧告 Y.1221 のメンテナンス（トラ

フィックエンジニアリングの手法及びツ

ールの追加等）。 

継続 旧課題 4 

M IP ベースのネットワー

ク性能 

MPLS・イーサ・IP ネットワーク及び ATM
セル転送の性能に関する研究（QoS クラ

スの定義、目標値の設定等）。新しいアク

セス形態・サービス・アプリケーション・

ネットワーキング技術の出現による汎用

的な性能に関する研究。 

改訂 
(統合) 

旧課題 6
及び 7 を

統合 
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N 伝送誤り及び安定性能 

技術変革に伴う既存の伝送誤り及び安定

性能関連勧告のメンテナンス。LCAS を

用いた場合・用いない場合の両方で、バ

ーチャルコンカチネーション技術を採用

したシステム（SDH・OTN 等）の伝送誤

り及び安定性能に関する研究。 

継続 旧課題 8 

O 呼処理性能 

IP ベースのネットワークや B-ISDN の呼

処理性能（目標値・QoS クラス、パラメ

ータ等）を規定（参照モデル・アーキテ

クチャ・プロトコルに関する研究、速さ・

確かさ・信頼性の定量化）。 

継続 旧課題 9 

P コアネットワークアー

キテクチャ 

新しい伝達技術を取り入れたコアネット

ワークアーキテクチャの仕様を規定する

ため、既存勧告のメンテナンス及び新規

勧告の作成（伝達網の汎用的な機能的ア

ーキテクチャ勧告 G.805・自動切替伝達

網の要求条件勧告 G.807・コネクション

レスレイヤネットワークの機能的アーキ

テクチャ勧告 G.809 のメンテナンス等）。

継続 旧課題 10
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第１０章 SG15 関連の対処 

 
１ 研究対象 

  SG15 は、「光及びその他の伝達網」を研究対象としている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

  SG15 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

   

３ 課題の見直し 

  SG15 の次会期の研究課題及案を表 10 に示す。今会期は 18 件の研究課題があったが、

WTSA-04 において、次会期の研究課題としてこれらすべてを継続するとして継続 18 件の研究

課題が提案される。これらは、我が国としてはいずれも「支持」することが適当である。 

  以下、重要研究課題案の概要を記す。 

 

(1) アクセス網 

 ア 光アクセスシステム関連（課題A1） 

B-PON、G-PON を中心に光アクセス全般に関する勧告作成作業を進める。B-PON 関連は

仕様追加(Amendment)等で複雑化した基本仕様（G.983.1 及び G.983.2）の改訂版等勧告の整

備及び映像信号多重技術等の既存勧告への追加、修正を行っていく。また、WDM システムの

アクセス系への適用等の新技術の検討を進めていく。 

 

イ メタリック電話線アクセス関連（課題A2）

ADSL2(G.992.3)での Annex C を作成し、長延化仕様及び上り帯域拡張仕様も含め次期会合

でのコンセントを目指し検討予定。ADSL2+（G.992.5）は、下り帯域拡張及び上り帯域拡張

も含め次期会合でのコンセントを予定。VDSL については、VDSL1 の完了に伴い、VDSL2 の

検討が本格的に開始されることとなる。また、100Mbps クラスのホーム PNA 仕様（G.pnt3）

を次期会合での勧告化を図る予定である。 

 

 (2) 光伝送網（Optical Transport Network：OTN） 

ア 制御系（課題C1～C5）

イーサネットサービスを円滑化するための標準化や ASON（自動切替光ネットワーク）を

実現するための各種技術の勧告化に向けて検討が行われてきている。イーサネット関連は、

サービスマネージメント規定(G.asm)、G.8010 の MPLS 版(G.mta)、G.8021 の MPLS 版

(G.mplseq)、VCAT & LCAS マネージメント（G.vcm）、MPLS NNI(G.motnni)、DSL ベースの

アクセス網のアーキテクチャ(G.atd)の勧告の検討を行っていく。また、ASON 関連は、ASON

アーキテクチャ勧告 G.8080 の改訂版の検討を予定しており、ASON の管理フレームワーク勧

告 G.7718 及び管理情報モデル勧告 G.7718.1 は次期会合でコンセント予定。 
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イ 物理系（課題D1～D5）

・ファイバやケーブルの試験法を規定した G.650 シリーズの新試験法の追加の検討を進めて

いく。 

・メトロエリアへの適用を想定したDWDMアプリケーション勧告G.dappの勧告化を進める。 

・分布ラマン増幅器勧告 G.665、偏波モード分散補償器勧告 G.666 の新規勧告を進める。 

・光ファイバ海底ケーブルシステムの G.97x シリーズの改訂や改版を行い、特に G.975.1

（Super FEC）及び Sup.dsnsub（海底システム設計ガイドライン）の完成を目指す。 

・また、光ファイバとケーブルに関連する既存勧告等を調査・収集し、勧告が不足する領域

の勧告化を推進する。 

 

 

- 32 - 



  
 

表 10 SG15 の次会期の研究課題案 

課題 

番号 
課 題 名 概   要 

新規 

継続 

改訂 

削除 

旧課題と 

の関係 

A１ 
アクセス網における光

システム 

B-PON 及び G-PON を中心に、光アクセスシ

ステム全般に関する勧告の作成。 
継続 旧課題 2 

Ａ２ 

メタリック電話線によ

るアクセス伝送装置

（xDSL）及び宅内ネッ

トワーク用送受信器

(PNT) 

上り下り伝送容量の対称な HDSL、SHDSL、

非対称な ADSL、短距離大容量な VDSL、及

び宅内ネットワーク用送受信器(PNT)の伝送

技術の装置仕様に関する研究。 

継続 旧課題 4 

Ｂ１ 
回線多重化装置及びシ

ステム 

TDM ベース、ATM ベース及び IP ベースの回

線多重化装置の仕様を規定する勧告の作成。 
継続 旧課題 5 

Ｂ２ 

音声信号処理ネットワ

ーク装置における音声

品質制御 

ネットワークベースの音声品質制御に関す

る装置仕様の審議を行う。エコーキャンセラ

装置、音声エンハンスメント装置に関する機

能定義と同機能の実現機構に関する規定勧

告の作成。 

継続 旧課題 6 

Ｂ３ 音声ゲートウェイ装置 

GSTN と IP ネットワークを相互接続するた

めのネットワーク伝送装置の機能とインタ

フェース規定の勧告の作成。 

継続 旧課題 7 

Ｂ４ 

音声信号処理ネットワ

ーク装置と外部との相

互作用 

音声信号処理ネットワークと装置間の相互

作用に関する規定を行い各勧告のコーディ

ネート。 

継続 旧課題 8 

Ｃ１ 
伝送網装置及び網の切

替／復旧 

SDH、OTN、PDH、クロック供給装置の機能

特性（装置を構成する基本機能ブロック）の

定義、並びに SDH、OTN の切替機構の詳細

を規定。 

継続 旧課題 9 

Ｃ２ 

伝送網の信号構造、イン

タフェース及びインタ

ワーキング 

SDH、OTN、ATM の多重構造、フレーム構

造、マッピング及び論理インタフェース条件

の検討 

継続 旧課題 11 
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Ｃ３ 
テクノロジ依存の伝達

網アーキテクチャ 

SDH、OTN、ATM、Ethernet のネットワーク

アーキテクチャと要求条件の検討。OTN／

SDH ベースの自動切替可能な光ネットワー

ク（ASON）のアーキテクチャと要求条件の

検討。 

継続 旧課題 12 

Ｃ４ 
網同期及び時刻配信品

質 

網同期及び時刻配信品質関連勧告の作成。 
継続 旧課題 13 

Ｃ５ 

伝送システム及び装置

のためのネットワーク

管理 

SDH、OTN、ATM の装置管理並びに管理情

報モデルの規定、ASON におけるシグナリン

グ、ルーティングのプロトコル依存・無依存

な仕様の作成、SDH、OTN、ATM、ASON に

て用いられる管理制御信号用ネットワーク

のアーキテクチャと要求条件等を規定の検

討。 

継続 旧課題 14 

Ｄ１ 
光ファイバとケーブル

の特性と試験法 

光ファイバケーブルの試験法、非線形パラメ

ータの試験法、偏波モード分散（PMD）の定

義と試験法、新しい光ファイバ及び IEC との

調和に関する研究。 

継続 旧課題 15 

Ｄ２ 
陸上伝達網における光

システムの特性 

基幹伝送系及びメトロ伝送系光ネットワー

クに適用される光伝送システムの特性及び

規格について検討し勧告を作成。特に波長多

重、超高速光伝送、光アンプ系システムにつ

いて検討。 

継続 旧課題 16 

Ｄ３ 
光部品及びサブシステ

ムの特性 

プリアンプ、パワーアンプ、ラインアンプ等

に関するパラメータの定義、測定法、各種伝

送システムへの応用を前提としたパラメー

タの検討等を行う。一方、伝送システムから

見た受動光部品の要求条件に関する勧告を

作成。 

継続 旧課題 17 

Ｄ４ 
光ファイバ海底ケーブ

ルシステムの特性 

光ファイバ海底ケーブルシステムの中継／

無中継システム、測定法関連の勧告 G.971～

G.977 の充実及び海底システム設計ガイドラ

インの作成に向けて検討。 

継続 旧課題 18 

Ｄ５ 

ビル・家庭内外アクセス

ネットワーク用光ファ

イバ及びケーブル 

経済的なビル、家庭内のブロードバンドサー

ビスの実現に向けた新規勧告の作成。 継続 旧課題 20 
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E１ アクセス系伝達網 

アクセス網に関するリード課題として、各機

関から寄せられたリエゾン情報を基にアク

セス系伝達網（ANT）に関する標準化プラン

やワークプランを作成。 

継続 旧課題 1 

E２ 光伝達網の一般的特性 

光ネットワークに関するガイダンスと、複数

SG/WP/Q 間のコーディネーションを行う。

勧告 G.871 のメンテナンス。 

継続 旧課題 19 
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第１１章 SG16 関連の対処 

 
１ 研究対象 

  SG16 は、「マルチメディアサービス、システム及び端末」を研究対象としている。 

我が国からは、副議長・WP1 議長として松本充司氏（早大）、WP2 議長・課題 4 ラポータと

して大久保榮氏（早大）、課題 9 ラポータとして内藤悠史氏（三菱電機）、課題 C アソシエイト

ラポータとして岸上順一氏（NTT）が選出されている。 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

  SG16 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

  SG16 の次会期の研究課題案を表 11 に示す。今会期は 26 件の研究課題があったが、WTSA-04

において、次会期の研究課題として継続 16 件、改訂 4 件の研究課題が提案される。これらは、

我が国としてはいずれも「支持」することが適当である。 

  以下、重要研究課題案の概要を記す。 

 

(1) パケット交換ネットワーク上のリアルタイム音声・映像・データ通信（課題 2） 

  画像・音声・データの統合が進んでいく中で、次世代ネットワークに即したマルチメディア

システムプラットフォームを規定するため、勧告 H.323（パケットベースのマルチメディア通

信システム）システムの拡張に関する研究が行われる。また、勧告 H.323 システムと、インタ

ーネット電話等における呼制御プロトコルとして現在急速に普及している SIP（Session 

Initiation Protocol）との相互接続に関しても重要なアイテムとして研究していく。 

    

(2) 音声信号の可変ビットレート符号化（課題 9）

  IP 及び無線ネットワーク等への適用を主な目的とする、可変ビットレート（Variable Bit Rate）

音声符号化方式に関する研究が行われる。音声の各部位毎に専用のコーデックを備える MSC

（Multi-mode Source Controlled）方式及び、階層的コーデックを備える EV（Embedded）方式

の 2 つのアプローチについて、そのアプリケーション及び要求条件を特定し、「公開された共同

作業」方式のもとで協力して勧告 G.VBR の作成を進めていく。 

 

(3) マルチメディアシステム及びサービスへのアクセシビリティー（課題H）

  マルチメディアシステム及びサービスを用いて、多くの人々が個々の事情にあったアクセス

形態でより有用な情報を入手できるようにするためのアクセシビリティーに関する研究が行わ

れる。具体的には、通信機器とユーザインタフェース機器の間のインタフェースのためのアク

セシビリティー要求条件や、アクセシビリティーの特性を踏まえた IP 電話・IP 通信システムの

デザイン等に関する研究を行う。 
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(4) E-Healthアプリケーションのためのマルチメディアフレームワーク（課題J）

  E-Health アプリケーションをサポートするためのマルチメディアシステムの標準化に関する

研究が行われる。具体的には、ユーザ要求条件の把握、E-Health アプリケーションのためのフ

レームワーク・アーキテクチャの作成、画像・音声符号化等の特殊なシステム特性に関する研

究を行う。 
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表 11 SG16 の次会期の研究課題案 

課

題 

番

号 

課 題 名 概   要 

新規 

継続 

改訂 

削除 

旧課題と 

の関係 

A メディアコム 

ITU 及び他機関で作成されるマルチメディア

通信標準が調和・調整のとれたものとするた

めのフレームワーク構築を目的としたメディ

アコムプロジェクトの推進。 

継続 旧課題 A 

B 
マルチメディア

アーキテクチャ 

メディアコムプロジェクトのもとでのマルチ

メディア標準化作業が、システム設計の一貫

性・ソリューションの拡張性・システム構成

要素の再利用・より幅広い電気通信網アーキ

テクチャの整合性、を推進するアーキテクチ

ャフレームワーク内で実施されるための調

整。 

継続 旧課題 B 

C 

マルチメディア

アプリケーショ

ン及びサービス 

電気通信・テレビ・コンピュータ分野の技術

的変革や、SG16 で開発されたアプリケーショ

ン及びサービスのその技術的変革への適用、

に考慮した様々なマルチメディアアプリケー

ション及びサービスの一貫したアプローチに

関する研究。 

継続 旧課題 C 

E メディア符号化 

IP 電話や視聴覚マルチメディア通信のような

対話型・非対話型アプリケーションに影響を

与えるメディア符号化に関する研究。対話

型・非対話型サービス及びシステムで用いる

既存メディア符号化勧告のメンテナンス。 

改訂 

(統合) 

旧課題 E 及び

7,8,15(一部)を

統合 

F 

マルチメディア

システムにおけ

る QoS 及びエン

ド-エンド性能 

マルチメディアシステム及び符号化で必要と

される QoS に関する研究。マルチメディアシ

ステムでの QoS のためのよりよいシグナリン

グ方法、ルート化したパケットネットワーク

やモバイルネットワークを含んだ低損失ネッ

トワークでのよりよい QoS を規定する方法等

に関する研究。 

継続 旧課題 F 
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G 

NGN におけるマ

ルチメディアセ

キュリティ 

次世代マルチメディアアプリケーション及び

サービスのセキュリティ要求条件の把握。

H.323 ベースのマルチメディアシステムのセ

キュリティフレームワーク勧告 H.235 のメン

テナンス。 

継続 旧課題 G 

H 

マルチメディア

システム及びサ

ービスへのアク

セシビリティー 

マルチメディアシステム及びサービスを用い

て、多くの人々が個々の事情にあったアクセ

ス形態でより有用な情報を入手できるように

するためのアクセシビリティーに関する研

究。 

継続 旧課題 H 

I 

マルチメディア

アプリケーショ

ン及びサービス

の災害救援通信

（TDR）側面 

マルチメディアアプリケーション及びサービ

スを TDR 側面から定義する TDR 要求条件勧

告の作成。ネットワークへの優先アクセス権

をもつユーザの TDR 通信許可のために、いか

にしてネットワーク・サービス・運用能力を

用いるかを定義する TDR システムフレームワ

ーク勧告の作成。 

継続 旧課題 I 

J 

E-Health アプリ

ケーションのた

めのマルチメデ

ィアフレームワ

ーク 

E-Health アプリケーションをサポートするマ

ルチメディアシステムの標準化に関する研究

（ユーザ要求条件の把握。E-Health アプリケ

ーションのためのフレームワーク及びアーキ

テクチャの作成、画像・音声符号化等の特殊

なシステム特性に関する研究等）。 

継続 旧課題 J 

K 

マルチメディア

システム及びサ

ービスのための

モビリティ 

異なる環境でユーザ・マルチメディアサービ

スモビリティをサポートするため、ネットワ

ーク側・モバイル端末側から必要とされる要

求条件の把握。マルチメディアモビリティを

サポートするプロトコルに関する研究。マル

チメディア端末、キーボード、ディスプレイ

間のインタフェースの標準化。 

継続 旧課題 5 

1 

マルチメディア

システム、端末及

びデータ会議 

既存の視聴覚通信システム勧告群について、

音声・画像・遅延等の品質（性能評価方法を

除く）面やセキュリティ面の強化、高度映像

符号化の勧告化に伴うメンテナンス等。 

改訂 
旧課題 1 及び 

G(一部)を統合
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2 

パケット交換ネ

ットワーク上の

リアルタイム音

声・映像・データ

通信 

画像・音声・データの統合が進むうえで NGN

に即したマルチメディアシステムプラットフ

ォームを規定するため勧告 H.323 のメンテナ

ンス。勧告 H.323 システムとその他のシステ

ム（SIP 等）との相互接続性確保のための研究。

改訂 

(統合) 

旧課題2及びD

を統合 

3 

マルチメディア

ゲートウェイ制

御アーキテクチ

ャ及びプロトコ

ル 

NGN のような新しいネットワークと既存ネッ

トワークとの間を相互接続するゲートウェイ

のための制御プロトコルの開発及びアーキテ

クチャに関する研究。 

継続 旧課題 3 

4 

ITU-T マルチメデ

ィアシステムプ

ラットフォーム

上の高度マルチ

メディア通信サ

ービス特性 

NGN 環境におけるテレビ電話・テレビ会議・

データ会議・遠隔教育・遠隔医療・双方向マ

ルチメディア情報流通・リアルタイムマルチ

メディア協調等の SG16 が規定するマルチメ

ディアサービスのプラットフォーム上の高度

サービス特性を規定。 

継続 旧課題 4 

5 

マルチメディア

システムのため

の NAT 及びファ

イヤウォール越

え制御 

アクセス、ネットワーク間のポリシー制御・

構成・保守等を含んだファイヤウォールのた

めのサービス要求条件に関する研究。マルチ

メディアアプリケーションやファイヤウォー

ル等のアーキテクチャに関する研究。シグナ

リング及びメディア伝送プロトコルのサポー

ト。 

継続 旧課題 5 

6 高度映像符号化 

既存の映像符号化勧告のメンテナンス。ビッ

トレート・品質・遅延・アルゴリズム間の煩

雑なトレードオフを改善するための新規勧告

に関する研究。インターネット・LAN・モバイ

ル等の各種伝送タイプに適応可能な画像符号

化標準の開発。 

継続 旧課題 6 

9 

音声信号の可変

ビットレート符

号化 

IP 及び無線ネットワーク等への適用を主な目

的とする、可変ビットレート音声符号化方式

の開発。 

継続 旧課題 9 
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10 

信号処理標準化

活動のためのソ

フトウェアツー

ル及び既存の音

声符号化標準の

メンテナンス、拡

張 

複雑化する信号処理標準と相互接続性試験方

法への必要性を踏まえた信号処理標準化活動

のためのソフトウェアツールの開発・保守。

既存の音声符号化勧告のメンテナンス。 継続 旧課題 10 

11 

音 声 帯 域 モ デ

ム：仕様及び性能

評価 

PSTN 等のネットワーク上での音声帯域モデ

ムの伝送性能の改善。モデムや DTE 技術等の

変化に即した DTE-DCE 間及び DCE-DCE 間

のインタフェース及びプロトコルに関する研

究。PSTN モデムの標準化全般に関する研究。

改訂 

(統合) 

旧課題 11,12

及び 13 を統合

14 
FAX端末(G3及び

G4) 

GSTN 及び ISDN 上での既存 FAX 端末勧告の

メンテナンス。それ以外のネットワーク上で

の蓄積型及び即時型インターネット FAX のデ

ータ伝送手順の拡張。FAX の QoS に関する研

究。 

継続 旧課題 14 
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第１２章 SG17 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SG17 は、「データ網及び電気通信ソフトウェア」を研究対象としている。 

 我が国からは、WP2 課題 10 ラポータとして大野浩之氏(NICT）、WP2 課題 10 アソシエイ

トラポータとして村瀬一郎氏(三菱電機）が選出されている｡ 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

   SG17 から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

 SG17 の次会期の研究課題案を表 12 に示す｡今会期は 27 件の研究課題があったが､

WTSA-04 において､次会期の研究課題として継続 3 件、改訂 15 件の研究課題が提案される｡

これらは､我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) フレームリレー(課題A)

 前会期に引き続き、フレームリレーのリードグループとして検討を行う。MPLS（マル

チプロトコル・ラベルスイッチング）とフレームリレーとのインターワーキングや、フレ

ームリレーの運用・管理について検討する。 

(2) 生体認証（課題K）

 勧告 X.1081 に見られる生体認証モデルフレームワーク（TMMF）による生体認証は、

セキュリティマネジメントの点で期待されている。本課題は、生体認証について ITU-T 以

外の関係機関とも連携しつつ、その要求条件等について検討する｡ 

(3) セキュアコミュニケーションサービス（課題L）

 本課題では、Web サービスシステムを攻撃から守るためのセキュリティガイドラインの

検討や、安全なアプリケーションサービス実現のための相互接続手法やプロトコル及びそ

の安全性評価の検討等を行う。 
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表 12  SG17 の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との関係 

A フレームリレー Q.933,X.36,X.76,X.84,X.142,X.14
4,X.145,X.146,X.147,X.148,X.149,
X.151,X.272 の維持管理 

改訂 旧課題 5 
旧課題 2と 10を統

合 
B 公共データ通信網 PDN,ISDN に関するデータ通信、

データ通信網に関する検討及び X
シリーズ勧告の維持管理 

改訂 旧課題 1,3,4,6 
旧課題 2 を統合 

C MSDN のプロトコ

ルとサービスメカ

ニズム 

マルチサービスデータネットワー

クのためのプロトコルサービスメ

カニズムの検討 

継続 旧課題 7 

D エンドーエンドマ

ルチキャスト通信

品質 

マルチキャストサービスを提供す

るネットワークでのエンド－エン

ドのデータ伝送に必要な新しいユ

ーザ－ユーザ機能、サービス及び

プロトコル等に関するエンド－エ

ンドマルチキャストの研究 

継続 旧課題 8 

E ディレクトリサー

ビスとシステム 
アットリビュートと公開キー、提

供するネットワーク、LDAP と

X.500 の相互接続、現状のディレク

トリ機能と今後の拡張性に関する

研究 

継続 旧課題 9 

F OSI X.200 シリーズ、X.400 シリーズ、

X.600 シリーズ、X.800 シリーズ勧

告の維持管理 

改訂 旧課題 2 
旧課題 11 を統合

G セキュリティプロ

ジェクト 
セキュリティ要件へのアプローチ

方法、ハンドブックの内容等セキ

ュリティプロジェクトのビジョン

の研究 

改訂 旧課題 10 

H セキュリティアー

キテクチャとフレ

ームワーク 

エンド－エンドのセキュリティ、

NGN,IP 通信網等を満足するセキ

ュリティアーキテクチャに関する

研究 

改訂 旧課題 10 

I サイバーセキュリ

ティ 
ネットワークの惰弱性についての

情報級や重要ネットワークの保護

戦略等のサイバーセキュリティに

ついての研究 

改訂 旧課題 10 

J セキュリティ管理 情報セキュリティ管理について、

勧告 X.1051 の更なる検討、情報セ

キュリティ管理システム(ISMS)の
標準等についての研究 

改訂 旧課題 10 

K 生体認証 生体認証の要求条件、モデル等に

ついての研究 
改訂 旧課題 10 

L セキュア通信サー

ビス 
タイムスタンプ等認証サービスに

ついての研究 
改訂 旧課題 10 
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課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との関係 

M ASN.1 等データ言

語 
ANS.1,IDL.OMG 等についての研

究 
改訂 旧課題 12 

旧課題 11,14 を統

合 
N 仕様実行言語 仕様記述言語と実行言語の一貫し

たセット等についての研究 
改訂 旧課題 13,24,25

旧課題 14 を統合

O 要求言語 MSC,URN 等についての研究 改訂 旧課題 15,18 
P 仕様記述言語フレ

ームワークと統一

仕様言語 

UML と SDL についての研究 改訂 旧課題
17,21,22,23 

Q 試験言語、手法、フ

レームワーク 
試験言語についての研究 改訂 旧課題 19,20 

R 開放型分散処理 Z.600 シリーズ、X.900 シリーズ勧

告の維持管理 
改訂 旧課題 26,27 
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第１３章 SSG IMT 関連の対処 

 
１ 研究対象 

 SSG IMT は、｢IMT-2000 及び将来の移動通信｣を研究対象としている｡ 

 我が国からは、副議長として中村寛氏(NTT ドコモ）が選出されている｡ 

 

２ WTSA-04 に提出される勧告案 

   SSG IMT から WTSA-04 に提出される勧告案はない。 

 

３ 課題の見直し 

SSG IMT の次会期の研究課題案を表 13 に示す｡今会期は 7 件の研究課題があったが､

WTSA-04 において､次会期の研究課題として継続 5 件の研究課題が提案される｡これらは､

我が国としていずれも｢支持｣することが適当である｡ 

 以下､重要研究課題案の概要を記す｡ 

(1) サービスとネットワーク能力要求条件及びネットワークアーキテクチャ(課題A)

 ユーザはユーザのロケーションもしくはネットワークのタイプに関わりなく、高速のマ

ルチメディアサービス、高い QoS、一貫性のあるサービス利用の要望をサポートするネッ

トワーク能力をどのように拡張するかは、ネットワーク設計の重要な課題である。本課題

では、プロトコル設計のような技術的な作業を継続するために、将来の移動体サービスと

ネットワーク能力の要求条件に関する明確なビジョンを定め、サービスとネットワーク能

力の要求条件及び長期的アーキテクチャについて検討する。 

(2) 既存及び発展するIMT-2000 システムの確認(課題C)

 既存の IMT-2000 ファミリメンバから IMT-2000 以降のシステムへの移行の確立とイン

ターワーキング実行の要望は、IMT-2000 ファミリメンバ のアーキテクチャの確認を必要

とする。本課題では、ファミリメンバ間のインターワーキングを促進するために、SDO

により作成された既存 IMT 2000 ファミリメンバのアーキテクチャと詳細仕様について検

討する｡ 

(3) 固定網と既存IMT-2000 システムとのコンバージェンス(課題E)

 異種の固定ネットワーク（例：PSTN、ISDN、PSDN、WAN/LAN/CATV 等）と発展する

移動体ネットワークに跨って提供されるシームレスなサービスは、コンバージェンスシス

テムにおいて保証されるべきである。本課題では、相互運用可能なネットワークアーキテ

クチャへの移行パスの基礎となるような、固定と既存 IMT-2000 のコンバージェンスに関

するネットワークの側面の要求条件等について検討する。 
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表 13-2  SSG IMT の次会期の研究課題案 

課題 
番号 課題名 概 要 

新規 
継続 
改訂 
削除 

旧課題との関係

A サービスとネット

ワーク能力要求条

件及びネットワー

クアーキテクチャ 

IMT-2000 以降のサービスとアプ

リケーションをサポートするため

のサービスとネットワーク能力の

要求条件及び長期的アーキテクチ

ャに関する研究 

継続 旧課題 1 

B 移動性管理 異なる IMT-2000 ファミリシステ

ム間で、グローバルローミングを

可能にする IMT-2000 サービスを

サポートするための移動管理シグ

ナリングアプリケーションプロト

コルに関する研究 

継続 旧課題 2 

C 既存及び発展する

IMT-2000 システム

の確認 

SDO による既存及び発展する

IMT-2000 システムのアーキテク

チャ、詳細仕様及びリリース作成

に関する研究 

継続 旧課題 3 

D IMT-2000 ハンドブ

ックの準備 
管理、料金、技術的な問題におけ

る異なる見方を含む ITU の３セク

タにより準備された  単一のハン

ドブックへの T セクタのインプッ

トの調整及び準備に関する研究 

継続 旧課題 5 

E 固 定 網 と 既 存

IMT-2000 システム

とのコンバージェ

ンス 

固定ネットワークと IMT-2000 ネ

ットワークのコンバージェンスに

関する原則と要求条件に関する研

究 

継続 旧課題 7 

4 既存及び発展する

IMT-2000 システム

に使用すべきイン

ターワーキング機

能 

既存及び発展する IMT 2000 ファ

ミリメンバと PSTN/ISDN、パケッ

トデータネットワーク間で、適切

なインターワーキングのための機

能に関する研究 

削除 旧課題 4 

6 発展する IMT-2000
システム間のハー

モナイゼーション 

シームレスなグローバルローミン

グの提供における既存及び発展す

る IMT-2000 システムのハーモナ

イゼーションのためのインタフェ

ース要求条件とネットワークアー

キテクチャに関する研究 

削除 旧課題 6 
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第１４章 TSAG 関連の対処 

 
１ 作業対象 
 電気通信標準化アドバイザリグループ(以下「TSAG」)は、ITU-T 標準化作業への市場

ニーズの反映、標準化作業の効率化等のため、作業の優先順位及び戦略計画等を審議し、

その結果を電気通信標準化局(以下「TSB」)局長へアドバイスすることとなっている。 
 我が国からは、WP3 のラポータ(RG3)として柴田達雄氏(KDDI)が選出されている。 

 
２ WTSA-04 に提出される決議案及び勧告案 
 TSAG から WTSA-04 に提出される予定の決議案及びその評価は表 14 のとおりであり、

新規 2 件、改訂 11 件、削除 1 件である。 
 また、TSAG から WTSA へ提出される予定の勧告案及びその評価は表 15 のとおりで

あり、新規 0 件、改訂 4 件、削除 0 件である。 
 これらの決議案及び勧告案は、全て ITU-T の標準化作業の効率的かつ効果的な実施を

図るために必要であり、かつ、我が国として受け入れ可能であると考えられることから、

我が国としてはいずれも「支持」することが適当である。 
以下、作業方法、作業計画及び組織の見直しの概要等を記す。 
 

(1) 標準化作業の迅速な開始 
現在、研究課題の承認には２回の SG 会合を経ることが必要であるが、SG 会合の

十分前に新規課題を提案すれば、１回の SG 会合で課題の承認まで行えるよう我が国

から TSAG に提案した。これについては合意に至らなかったが、課題が正式に承認さ

れる前に SG で当該課題に関する標準化作業を開始することができるよう決議１の改

正が提案されている。 
我が国としても作業の迅速化を推進する観点から改訂を「支持」することが適当で

ある。  
 

(2) AAP（代替承認手続き）における拒否権の見直し 
現状では１ヶ国が反対すれば勧告は承認されないために標準化が大幅に遅れる可能性

があるため、政策や規制に関係しない技術に関する勧告承認手続きについては、複数の国

の反対がない限り承認されるように改める提案を豪州と共同で TSAG に提案したものの、

合意に至らず、WTSA-04 への APT 共同提案の候補となっている。 

我が国としては、これらの見直しを推進する立場で対処することが適当である。 

 
(3) 標準化作業の戦略的な調整 

ITU-T 内の複数の SG が取り組むべき重要な標準化課題について、各 SG 間の戦略的な

調整を推進するための原則を我が国が豪州と共同で提案し、合意された。これを踏ま

えて、ITU-T 活動の調整の原則を規定した WTSA 新決議、TSAG の役割強化を図るた

めの決議 22 の改正、新たな組織である Other Groups の有効活用を求める新決議、及
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び Technology Watch のための機構確立の検討を求める寄書が、APT 共同提案の候補

となっている。 
我が国としては、これらの ITU-T の標準化体制の強化を推進する立場で対処するこ

とが適当である。 
 

(4) SG構成の見直し 
ITU-T が電気通信技術の進展及び市場ニーズに合った標準作成を目的とした研究体

制を維持するため、次会期(2005 年～2008 年)における研究委員会(SG)の構成につい

て TSAG での検討が行われてきた。 

ア TSAG で合意された事項 
TSAGで合意されたWTSAに提案される次会期の研究委員会構成の主な事項は以

下のとおりである。 
(ｱ) SGA、SGB、SGC、SGE は、現行の SG3、SG5、SG6、SG9 をそれぞれその

まま維持し、その他は現行の SG の所掌から変更がある。SGB 及び SGC、SGE
及び SGF の会合は連続開催する。 
・SGA（料金及び会計原則） 
・SGB（電磁環境の影響からの防護） 
・SGC（屋外設備及び関連屋外装置） 
・SGD（光及びその他の伝達網） 
・SGE（統合広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送） 
・SGF（マルチメディア端末、システム及びアプリケーション） 
・SGG（パフォーマンス及び品質） 
・SGK（セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェア） 

(ｲ) 現行の SG4、SG11、SSG は、分割せず一体として扱う 
 これら TSAG で合意された提案については、我が国としても支持する方向で対処

することが適当である。 
 

イ TSAG で合意されなかった事項 
TSAG で合意されなかった事項については、次のとおりオプションとして

WTSA-04 に提案される。 
(ｱ) シグナリングについては、(i) アーキテクチャと独立の SG として維持(SGL 及

び I)、(ii) アーキテクチャとともに単独の SG に統合(SGI’)、(iii)妥協案として 2006
年まで独立の SG として維持し、アーキテクチャの SG と共同開催をし、その後

体制を再検討、 
(ｲ ) SG2 については、 (i)３分割して関連する SG に統合、 (ii)現行のまま、

(iii)SG4(SGH)と統合、 
(ｳ) TDR を SG2(SGM)、SGK、SGI(I’)のいずれに含めるか 
(ｴ) アーキテクチャ (SGI)に、モビリティ (SGJ)、シグナリング (SGL)を加えた

NGN-SG を作るか 

- 48 -  



(ｱ)、(ｴ)に関しては、NGN のための一つの大きな SG を設置することはほとんど

の標準化作業にその範囲が及ぶ NGN を検討する上で、効率的ではなく、むしろそ

れぞれの SG 間の調整が重要であることから、WTSA は(iii)を承認すべき旨の APT
共同提案の候補が作成されている。我が国としてはこのような機能別の SG を維持

し、SG 間の調整を強化して NGN の標準化を推進すべきという立場で対処すること

が適当である。また、SSG に関しては３G 関連の作業が次期会期も重要となるため、

単独の SG として維持することが適当である。 
(ｲ)、(ｳ)等のその他の課題に関しては、ＡＰＴで共同ポジションを作成することに

なっており、各国の意見も踏まえ、共同ポジションが作成できるように対処するこ

とが適当である。 
 

(5) 途上国の標準化活動の支援 
途上国の標準化活動に関する決議 17 について、途上国への情報提供を推進する改

正案が TSAG に提出され、合意された。APT 共同提案の候補となっており、我が国と

しては「支持」することが適当である。 
また、マラケシュ全権委員会議決議 123（標準化のデジタル・ディバイドの解消）

に基づくアクション・プランとして、標準化に関する途上国の人材開発の支援等が

TSAG に提案されたが、電気通信開発部門（D セクター）との調整を要するとの指摘

を受け、合意されなかった。APT 共同提案の候補となっているが、現状では静観し、

今後の D セクターとの調整の動向等を考慮して対処することが適当である。 
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表 14 WTSA-04 に提出される決議案及びその評価 
新規 2 件、改訂 11 件、削除 1 件 

決議 
番号 決議名 決議の内容及びコメント

新規 
改訂 
削除 

評価 備考 

1 
ITU 電気通信標準化部門

(ITU-T)の手続き規則及び作

業方法 

課題承認前の標準化活動

の開始等の改訂 改訂 支持  

2 研究委員会の責任及び権限 SG の構成及び課題の見

直しに伴う改訂 改訂 支持  

7 
国際標準化機関(ISO)及び国

際電気標準会議(IEC)との協

調 
 継続 支持  

11 

郵便及び電気通信の両分野

に関係する業務の研究につ

いての万国郵便連合(UPU)の
郵便業務理事会(POC)との協

調について 

 改訂 支持  

17 発展途上国の利益に関する

電気通信標準化 

発展途上国の ITU-T 活動

へのより一層の参加促進

を目的とした改訂 
改訂 支持  

18 

無線通信部門と電気通信標

準化部門間の作業割当て及

び調整に関わる原則と手続

き 

 継続 支持  

20 国際番号資源の割当て及び

管理の手続き  継続 支持  

22 
次回 WTSC(WTSA)が開催さ

れるまでの間の TSAG の役

割について 

“other group”の記述の追

加等の改訂 改訂 支持  

26 地域料金グループへの援助 地域を限定する表現の削

除等の改訂 改訂 支持  

29 国際電気通信網における代

替通話手段 
“recalling”部分の記述の

現行化に伴う改訂 改訂 支持  

31 
ITU-T 作業への団体又は機関

のアソシエートとしての参

加の許可 
 継続 支持  

32 ITU-T の作業のための電子的

文書取扱いの使用強化 

電子的文書取扱い(EDH)
を 電 子 的 作 業 方 法

(EWM)に修正 
改訂 支持  

33 ITU-T 戦略活動ガイドライン  継続 支持  
34 任意拠出金  改訂 支持  

35 
ITU-T SG 及び TSAG の議長

及び副議長の任命及び 大

任期 
 継続 支持  

36 ITU 機構改革  継続 支持  

37 ITU-T のための代替承認手続

き  削除 支持  

- 50 -  



38 
IMT-2000 活 動 の た め の

ITU-T、ITU-R 及び ITU-D の

間の調整 
現行化のための改訂 改訂 支持  

39 世界電気通信標準化総会の

変化しつつある役割  継続 支持  

40 ITU-T 作業の規制的側面 現行化のための改訂 改訂 支持  

41 国際電話サービスの計算料

金原則   継続 支持  

- WTSA のための地域準備 
WTSAのための地域準備

会合に対する TSB の支

援 
新設 支持  

- 成果主義予算の実施 

リソース配分と成果との

関係や評価指標を明示

し、その評価を計画やリ

ソース配分に反映した予

算策定の実施 

新設 支持  

 (注)改訂が提案されない既存決議は「継続提案」とみなして掲載。 
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表 15 WTSA-04 に提出される勧告案及びその評価 
新規 0 件、改訂 4 件、削除 0 件、維持 8 件 

勧告 
番号 勧告名 勧告の内容及びコメント

新規 
改訂 
削除 

評価 備考 

A.1 
ITU-T に割当てられた課

題の研究寄書のための提

案 

用語の定義の追加、ソフ

トウェア著作権に関する

記述追加等の改訂 
改訂 支持  

A.2 
ITU-T に割り当てられた

研究課題に関する寄書の

発表方法 
 維持 支持  

A.4 ITU-T とフォーラム、コン

ソーシアム間の交流  維持 支持  

A.5 
ITU-T 勧告に他機関の文

書を参照する一般的手続

き 
 維持 支持  

A.6 

ITU-T のメンバー以外の

国内及び地域標準化機関

と ITU-T との協力及び情

報交換 

 維持 支持  

A.7 フォーカスグループの作

業方法及び手続き  維持 支持  

A.8 新規及び改訂勧告のため

の代替承認手続き 
ソフトウェア著作権に関

する記述追加等の改訂 改訂 支持  

A.9 
IMT-2000 を含む将来の移

動通信に関する SSG の暫

定作業手順 
 維持 支持  

A.11 ITU-T 勧告及び WTSA 議

事録の出版 
勧告文書のアーカイブへ

の保存期間の変更 改訂 支持  

A.12 ITU-T 勧告の及びレイア

ウト 
勧告の責任元 SG に関す

る文言の修正 改訂 支持  

A.13 ITU-T 勧告の補遺  維持 支持  

A.23 
ITU-T と ISO/IEC JTC1 と

の協調に関するガイドラ

イン 
 維持 支持  

 (注)改訂が提案されない既存勧告は「継続提案」とみなして掲載。 
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諮問書・諮問理由 
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郵通技 第 ２３ 号 

昭和６０年４月２３日 

 

電気通信技術審議会 

 会長  斎 藤 成 文  殿 

 

 

                     郵政大臣 左 藤  恵 

 

 

諮  問  書 

 

 

  下記のことについて諮問する。 

 

 

記 

 

 

 

諮問第２号 国際電信電話諮問委員会（ＣＣＩＴＴ）総会への対処について 
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諮問第２号 

  国際電信電話諮問委員会総会への対処について 

 

１ 諮問理由 

 国際電信電話諮問委員会（以下「ＣＣＩＴＴ」という。）においては、交換、伝送、端

末、データ通信、ディジタル網、線路等について、技術的研究を積極的に進めている。

ＣＣＩＴＴの発する勧告は、国際的規格基準として世界的に広く採用されており、ＣＣ

ＩＴＴの果たす役割は、非常に大きくなっている。したがってＣＣＩＴＴの研究調査に

対し積極的に寄与し、電気通信の発展に貢献するとともに、我が国の優位性を保持する

ことが極めて重要である。 

 このため、ＣＣＩＴＴの研究調査のうち、技術的事項について、我が国の主張あるい

は意見を取りまとめて対処する必要があり、審議を求めるものである。 

 

２ 答申を希望する事項 

 ＣＣＩＴＴ総会に提出される勧告案に対する評価 

 

３ 答申が得られたときの行政上の措置 

 国際電信電話諮問委員会総会に対する我が国の対処方針の策定に活用する。 
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 参 考  

郵通技第  ３ 号 

平成５年４月２６日 

 

   国際電気通信連合（ＩＴＵ）の組織改革に伴う諮問第２号「国際電信電話 

   諮問委員会総会への対処について」の一部修正について 

 

 

 社会ニーズの多様化、急速な技術革新の進展等に伴い、電気通信サービスはますます高

度化・多様化すると予想され、電気通信の相互接続性・相互運用性を確保する上で適宜迅

速な標準化が行われることが従来に増して重要となってきている。 

 過去、国際電信電話諮問委員会（ＣＣＩＴＴ）に対する審議については、諮問第２号「国

際電信電話諮問委員会総会への対処について」により進めてきたが、昨年１２月に行われ

たＩＴＵの組織改革に伴い、ＩＴＵの常設機関の一つであった国際電信電話諮問委員会（Ｃ

ＣＩＴＴ）が電気通信標準化部門へ発展的に改組されたことから国際電信電話諮問委員会

に係る本件諮問を別紙２のとおり修正するものである。 
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別紙２ 

諮問第２号 

 

国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動への対処について 

 

１ 諮問理由 

 国際電気通信連合電気通信標準化部門（以下「ＩＴＵ－ＴＳ」という。）においては、

世界的規模で電気通信に関する標準化を行うことを目的として、電気通信全般を対象と

した交換、伝送、端末、運用等に関する技術的研究を積極的に進めており、その研究成

果となるＩＴＵ－ＴＳの勧告は、国際的規格基準として世界的に広く採用され、ＩＴＵ

－ＴＳの果たす役割は非常に大きなものとなっている。 

 我が国としても電気通信の国際的な発展に貢献するため、ＩＴＵ－ＴＳの活動に効果

的に対応していくことが必要であり、中長期的な観点から今後の電気通信の発展を考慮

した総合的な標準化ビジョン、通信の規律の維持、市場原理等を踏まえて、効率的な標

準化を行っていくことが必要である。 

 このため、ＩＴＵ－ＴＳの活動のうち、技術に関する事項についての我が国の主張あ

るいは意見を取りまとめるとともに、的確な対処を行うため、審議を求めるものである。 

 

２ 答申を希望する事項 

(1) 世界電気通信標準化会議に提出される勧告案に対する評価 

(2) 電気通信標準化部門の研究課題の望ましい作業計画 

 

３ 答申を得られたときの行政上の措置 

 電気通信標準化部門の活動に対する我が国の対処方針の策定に活用する。 

 

 

 

（注）ITU-TS：International Telecommunication Union – Telecommunication  

              Standardization Sector 
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参 考 資 料 
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情報通信審議会 

情報通信技術分科会 

ＩＴＵ－Ｔ部会 

報 告 

（平成 16 年 12 月 15 日） 
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１ 任 務 

 情報通信審議会情報通信技術分科会 ITU-T 部会は、「国際電気通信連合電気通信

標準化部門（ITU-T）の活動への対処について」（情報通信審議会諮問第 2号）の審

議を任務としており、ITU-T の活動のうち技術に関する事項について、我が国の主

張あるいは意見を取りまとめるとともに、的確な対処を行うための審議を行う。ま

た、世界電気通信標準化総会(WTSA)に提出される勧告案等に対する評価及び ITU-T

の研究課題の望ましい作業計画について審議を行う。 

 

 

２ 審議事項 

 ITU-T 部会では、2000 年 10 月に開催された世界電気通信標準化総会（WTSA-2000）

において承認された研究課題についての各研究委員会（SG）等の活動に対して、我

が国の意見を取りまとめる等、所要の審議を行った。また、本年 10 月に開催され

た 2004 年世界電気通信標準化総会(以下「WTSA-04」)に提出される勧告案・研究課

題等の評価等を取りまとめた。さらに、WTSA-04 の結果を受けて今後の ITU-T 部会

の検討体制についての審議を行い、ITU-T 部会の構成を見直した。以下に、これま

での 4年間の審議の状況を総括し報告する。 

 

 

３ 審議体制 

 WTSA-2000 において決定された 2000 年-2004 年研究会期（前研究会期）の ITU-T

の構成及び研究体制は、別紙 1のとおりである。 

ITU-T 部会では、ITU-T の各研究委員会（SG）、電気通信標準化アドバイザリグル

ープ（TSAG）等の会合（以下「SG 会合等」）に対して、我が国から提出する寄書、

対処方針並びに承認手続きに付される勧告案及び研究課題案に対する評価等につ

いての審議を適切かつ効率的に行うため、ITU-T の組織構成に対応し、別紙 2 のと

おり 10 の委員会を設置し、必要に応じて委員会の下にワーキンググループを設置

して調査研究を行った。ITU-T 部会の構成員を別紙 3に示す。 

 

 

４ 審議経過 

 ITU-T 部会における審議経過は別紙 4のとおりであり、前研究会期における SG 会

合等の活動及び WTSA-04 会合への対処等に関して審議を行うとともに、WTSA-04 の

結果を受けた今後の検討体制について審議を行った。 

 

 

５ 審議概要 

ITU-T における標準化作業に対して、我が国は勧告作成に向けて多数の寄書を提

出し、SG 会合等に多数の専門家が出席するとともに、前研究会期は 1 名の SG 議長

及び 6 名の SG 副議長をはじめ数多くの役職を引き受けるなど、積極的に貢献して

きた。これらの状況を各々別紙 5、6及び 7に示す。 

  ITU-T 部会及び各委員会における主な審議概要は、以下のとおりである。 
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(1) 勧告案の審議 

 前研究会期から、市場の標準化ニーズに迅速に応えて勧告作成を行うため、代

替承認手続き（AAP）を採用している。AAP は技術的内容の勧告案の承認について

電子的手法を用いるものであり、勧告案が完成してから勧告承認に要する時間が

平均約 2ヶ月へと大幅に短縮されている。各委員会を中心に、従来の承認手続き

（郵便投票）及び AAP への対応並びに SG 会合への対処に関する審議を行った。

ITU-T において前研究会期に承認された勧告の状況を別紙 8に示す。 

 

(2) SG 会合等への対応の審議 

ITU-T 部会では、委員会ごとに ITU-T の各 SG 会合等における検討項目への対応

について審議を行った。各委員会の活動状況報告を別添 1として添付する。また、

前研究会期中の主な活動を参考に示す。 

 

(3) 標準化体制に関する審議 

国際標準の重要性の増大、フォーラム等による ITU 外での標準化活動の活発化、

迅速な標準策定に係る市場のニーズ等の ITU-T を取り巻く環境変化を踏まえ、

TSAG が中心となって行われた ITU-T の標準化体制に関する SG 構成の見直しや、

標準化作業の迅速な開始、SG 間の標準化作業の戦略的な調整等の審議について、

作業計画委員会が中心となって積極的に対応し、TSAG 会合への対処としてとりま

とめた。 

 

(4) WTSA-04 への対処の審議 

ITU-Tの SG会合等が作成しWTSA-04に提出される勧告案や決議案等の評価及び

2004 年-2008 年研究会期の研究課題案についての審議を行った。審議の結果、

WTSA-04 に提出される勧告案、研究課題案、作業計画等に対する評価について別

添 2のとおり一部答申を行った。具体的には、勧告案及び研究課題案については、

各 SG 等での審議結果を踏まえており、我が国の意見は基本的に取り入れられてい

ることから、「支持」する方向で対処することが適当である旨、また、作業計画及

び組織、作業方法については、TSAG の審議結果を踏まえつつ、ITU-T の活動がさ

らに効率的かつ効果的に実施できるように見直しを図るべく対処することが適当

である旨一部答申した。これらのうち主要なものは別紙 9のとおりである。なお、

本審議結果に基づき対処した WTSA-04 の結果概要を別紙 10 に示す。 

 

(5) 今後の検討体制の審議 

WTSA-04 において、2004 年-2008 年研究会期（今研究会期）における ITU-T の

構成及び研究対象が別紙 11 のとおり決定された。これを受けて、今研究会期にお

けるITU-Tの各SG会合等に対する対応についての審議を適切かつ効率的に行うた

め、ITU-T 部会の構成の見直しについて審議を行った。特に、今研究会期の重要

課題である次世代ネットワーク(NGN)、セキュリティ、ホームネットワーク、光伝

達網等の重要課題に積極的に対処するべく審議を行った。その結果、今研究会期

に対する ITU-T 部会の構成を別紙 12 のとおりとした。 
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６ 今後の対応 

  WTSA-04 の結果を踏まえ見直しを行った新体制により、次世代ネットワーク

(NGN)等の重要課題をはじめとして、ITU-T における標準化活動に対して、我が国

として、なお一層の貢献を行うよう積極的に対処していく。 

 

－別紙－ 

別紙 1 ITU-T の 2000 年-2004 年研究会期の体制 

別紙 2 2000 年-2004 年研究会期に対する ITU-T 部会の構成 

別紙 3 情報通信審議会情報通信技術分科会 ITU-T 部会名簿 

別紙 4 ITU-T 部会における審議経過 

別紙 5 2000 年-2004 年研究会期における寄書提出状況 

別紙 6 2000 年-2004 年研究会期における SG 会合等出席者数 

別紙 7 2000 年-2004 年研究会期における日本からの役職者 

別紙 8 2000 年-2004 年研究会期における勧告化の状況 

別紙 9 情報通信審議会一部答申（平成 16 年 8 月 17 日）の概要 

- WTSA-04 における主な検討項目への対処 - 

別紙 10 WTSA-04 の結果概要 

別紙 11 ITU-T の 2004 年-2008 年研究会期の体制 

別紙 12 2004 年-2008 年研究会期に対する ITU-T 部会の構成 

参考 2000 年-2004 年研究会期中の主な活動 
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ＩＴＵ-Ｔの2000年-2004年研究会期の体制

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関 ４年毎に開催

世界電気通信標準化総会 WTSA
研究課題設定、勧告の承認 ４年毎に開催

TSAG 電気通信標準化アドバイザリグループ

ITU-Tの活動の作業方法、優先事項、計画について審議･検討

SG2 サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面

サービス定義、ナンバーリング、ルーティング関連

SG4 ＴＭＮを含む電気通信管理

ＴＭＮ（電気通信管理網）関連

SG5 電磁環境の影響からの防護

電磁環境の影響に対する防護関連

SG6 屋外設備

腐蝕及び他の破損からの防護等、屋外設備関連

SG9 統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送

ケーブルテレビ網による放送・通信サービス並びに有線によるテレビ・音声番組の素材伝
送及び分配関連

SG17 データ網及び電気通信ソフトウェア

フレームリレー、通信システムセキュリティ、並びに言語及び記述技術関連

SG11 信号要件及びプロトコル

ＩＮ(インテリジェント・ネットワーク)関連

SG12 ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能

サービス品質及び性能関連

SG13 マルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインターネットワーキング

ＩＰ関連、Ｂ-ＩＳＤＮ、世界情報通信基盤及び衛星関連

SG15 光及びその他の伝達網

アクセス網及び光技術関連

SSG IMT IMT-2000を含む将来の移動通信

ＩＭＴ－２０００を含む将来の移動通信及びモビリティ研究関連

SG16 マルチメディアサービス、システム及び端末

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ、ｼｽﾃﾑ及び端末関連並びに電子ビジネス及び電子商取引関連

研究委員会 ＳＧ

SG3 電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則

計算料金制度改革、清算原則関連

別紙１
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別紙２ 

 

2000 年-2004 年研究会期に対するＩＴＵ－Ｔ部会の構成 

 

 

 

 

情
報
通
信
技
術
分
科
会 

 

分
科
会
長 

 

齊
藤 

忠
夫 

 
東
京
大
学
名
誉
教
授

サービス・ネットワーク運用委員会

網管理システム・保守委員会 

電磁防護・屋外設備委員会 

伝達網・品質委員会 

ＩＰネットワーク委員会 

マルチメディア委員会 

移動通信ネットワーク委員会 

作業計画委員会 

相田 仁（東京大学教授） 

坂庭 好一（東京工業大学教授） 

日髙 邦彦（東京大学教授） 

三谷 政昭（東京電機大学教授）

淺谷 耕一（工学院大学教授）

酒井 善則（東京工業大学教授） 

浦野 義頼（早稲田大学教授）

淺野 正一郎（国立情報学研究所 
研究主幹） 

担当：ＳＧ１２、ＳＧ１５ 

担当：ＳＧ１３ 

担当：ＳＧ１６ 
カラードキュメントＷＧ

セキュリティＷＧ 担当：ＳＧ１１、ＳＧ１７ 

村岡 洋一（早稲田大学教授）プロトコル委員会 

ケーブル網・番組伝送委員会 伊東 晋（東京理科大学教授）

担当：ＳＧ９ 通信方式ＷＧ 

番組伝送ＷＧ 

担当：ＳＧ４ 

担当：ＳＧ５、ＳＧ６ 

担当：ＳＧ２ 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
‐
Ｔ
部
会 

 

部
会
長 

 

原
島 
博 

 

東
京
大
学
教
授

情
報
通
信
審
議
会 

 
 

会 

長 
 

秋
山 

喜
久 

 

関
西
電
力
㈱
会
長

担当：ＳＳＧ 

担当：ＴＳＡＧ 

- 67 - 



別紙３
 

 

- 68 - 

情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＴＵ－Ｔ部会名簿 

１．ＩＴＵ－Ｔ部会構成員（順不同･敬称略）

部会長 委  員 原島 博 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

 委  員 生駒 俊明 日立金属㈱取締役 

 委  員 酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

 委  員 土井 美和子 ㈱東芝研究開発センターヒューマンセントリックラボラトリー研究主幹 

部会長代理 委  員 中川 正雄 慶應義塾大学理工学部教授 

 委  員 名取 晃子 電気通信大学電気通信学部教授 

 専門委員 秋山 正樹 松下電器産業㈱取締役パナソニックシステムソリューションズ社社長 

 専門委員 池田 茂 情報通信ネットワーク産業協会専務理事 

 専門委員 岩田 秀行 日本電信電話㈱第三部門標準化推進室室長 

 専門委員 浦野 義頼 早稲田大学国際情報通信研究科教授 

 専門委員 榎並 和雅 日本放送協会放送技術研究所長 

 専門委員 遠藤 静夫 三菱電機㈱電子システム事業本部顧問（技師長待遇） 

 専門委員 大塚 隆史 (社)日本ＣＡＴＶ技術協会常任副理事長 

 専門委員 大森 愼吾 (独)情報通信研究機構執行役 

 専門委員 杉山 文夫 ㈱東芝自動車システム事業統括部自動車システム技術開発センター長 

 専門委員 多田 壽 日本電気㈱政策調査部シニアエキスパート 

 専門委員 田中 憲次 通信電線線材協会専務理事 

 専門委員 津田 俊隆 
㈱富士通研究所取締役兼ネットワークシステム研究所長兼モバイルコミ
ュニケーション開発研究所担当兼欧州富士通研究所所長 

 専門委員 棟上 昭男 東京工科大学メディア学部教授（情報処理学会情報規格調査会会長） 

 専門委員 橋本 了 (財)日本ＩＴＵ協会専務理事 

 専門委員 堀崎 修宏 (社)情報通信技術委員会専務理事 

 専門委員 村上 仁己 ＫＤＤＩ㈱執行役員技術開発本部長 

 専門委員 森 忠久 (社)日本民間放送連盟常務理事兼研究所長 

 専門委員 山本 浩治 ㈱ＮＴＴドコモＩＰコアネットワーク開発部長 

 専門委員 若尾 正義 (社)電波産業会専務理事 

 
２．ＩＴＵ－Ｔ部会委員会主査（順不同・敬称略）

サービス･ネットワーク運用委員会主査 相田 仁 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

網管理システム･保守委員会主査 坂庭 好一 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

電磁防護･屋外設備委員会主査 日髙 邦彦 東京大学大学院工学系研究科電気工学専攻教授 

プロトコル委員会主査 村岡 洋一 早稲田大学副学長兼理工学部情報学科教授 

ケーブル網･番組伝送委員会主査 伊東 晋 東京理科大学理工学部電気電子情報工学科教授 

伝達網･品質委員会主査 三谷 政昭 東京電機大学工学部情報通信工学科教授 

IP ネットワーク委員会主査 淺谷 耕一 工学院大学工学部電子工学科教授 

マルチメディア委員会主査 酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

移動通信ネットワーク委員会主査 淺野 正一郎 国立情報学研究所情報基盤研究系研究主幹 

作業計画委員会主査 浦野 義頼 早稲田大学大学院国際情報通信研究科教授 

 



別紙４

 

ＩＴＵ－Ｔ部会における審議経過 

 

 

第１回 
開催日：平成１３年１月２６日（金） 

議 事：１．部会長の選出及び部会長代理の指名について 
    ２．ＩＴＵ－Ｔ部会の運営について 

    ３．委員会の設置について 

    ４．委員会に所属する委員及び専門委員の指名について 
    ５．委員会の主査の指名について 
    ６．国際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）の活動状況

について 

第２回 
開催日：平成１４年１月２５日（金） 

議 事：１．ＩＴＵ－Ｔ部会の公開について 

    ２．ＩＴＵ－Ｔ部会における委員会の設置（平成１３年１月２６日Ｉ

ＴＵ-Ｔ部会決定第１号）の変更について 

    ３．ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会の活動状況報告 

    ４．ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告（案）について 

    ５．ＩＴＵ－ＴとＩＳＯ及びＩＥＣの協調について 

６．その他 

第３回 
開催日：平成１５年１月３１日（金） 

議 事：１．ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会活動状況報告 

    ２．ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告（案）について 

    ３．ＩＴＵ全権委員会議結果報告について 

    ４．その他 

第４回 
開催日：平成１６年２月２日（月） 

議 事：１．ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会活動状況報告 

    ２．ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告（案）について 

    ３．その他 

第５回 
開催日：平成１６年８月１７日（火） 

議 事：１．ITU-T 部会各委員会の活動状況報告について 

    ２．WTSA-04（世界電気通信標準化総会）への対処（案）について 

    ３．ITU-T 部会報告（案）について 

    ４．その他 

第６回 
開催日：平成１６年１２月３日（金） 

議 事：１．WTSA-04 の審議結果について 

    ２．本部会の検討体制について 

    ３．ITU-T 部会報告（案）について 

    ４．その他 
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　研究委員会 ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ

　（ＳＧ） 2 4 5 6 9 11 12 13 15 16 17※2

日本寄書 1 5 1 34 7 1 22 5 3 22 101

ＡＰＴ共同提案 1 4 3 8
ＲＯＡ提出寄書

ＫＤＤＩ 12 10 5 12 2 41

イーアクセス※1 14 14

ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ※1 7 7

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸＢＢ 6 6

NTTドコモ 3 2 5

日本テレコム 2 2 1 5

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 1 1 2
ＳＩＯ提出寄書

ＮＴＴ 1 5 15 24 2 19 8 87 84 20 2 267

日本電気 4 6 4 17 8 5 44

松下電器 15 15 30

富士通 7 12 1 20

電線線材協会 2 17 19

沖電気 2 6 8 16

ＣＩＡＪ 1 9 3 2 15

住友電工 12 12

日立製作所 6 6 12

沖縄ﾌｫﾄﾆｸｽ※1 9 9

三菱電機 1 5 3 9

リコー 8 8

キヤノン 7 7

東芝 5 5

早稲田大学※1 4 4

日本ITU協会 2 2

NTTコムウェア 2 2

シャープ 1 1 2

3 21 15 27 52 32 17 114 144 68 9 12 29 543

256 226 107 61 187 640 288 597 1367 437 388 231 201 4986

1.2 9.3 14.0 44.3 27.8 5.0 5.9 19.1 10.5 15.6 2.3 5.2 14.4 10.9

※1  アソシエートとして参加。

※2  SG7及びSG10も含む。

※3  複数社の連名により提出した寄書があるため、縦の欄の合計と提出寄書数は一致しない。

※4　各国全てのContributionとDelayed Contributionを合計したもの。

全寄書数に対する日本
の提出寄書の割合(%)

全寄書数
※4

2000年-2004年研究会期における寄書提出状況

提出寄書数
※3

SSG TSAG 合計

寄
　
書
　
の
　
件
　
数
　
（

　
提
　
出
　
元
　
）

別紙５
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全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本 全体 日本

ＳＧ２
123 5 119 5 110 5 99 5 74 0 53 1 112 5 - - 690 26 3.8

ＳＧ４
87 11 95 12 86 10 73 8 76 6 68 3 - - - - 485 50 10.3

ＳＧ５
50 4 55 3 66 3 50 6 50 4 45 4 - - - - 316 24 7.6

ＳＧ６
42 4 42 4 45 6 34 0 56 4 39 4 - - - - 258 22 8.5

ＳＧ７
＊

64 4 66 7 - - - - - - - - - - - - 130 11 8.5

ＳＧ９
89 8 79 8 76 7 48 4 47 8 56 9 - - - - 395 44 11.1

ＳＧ10
＊

44 0 79 0 - - - - - - - - - - - - 123 0 0.0

ＳＧ11
200 23 160 20 121 15 103 14 96 13 98 10 - - - - 778 95 12.2

ＳＧ12
65 0 79 0 54 0 49 0 72 5 69 4 - - - - 388 9 2.3

ＳＧ13
185 25 158 19 134 10 143 12 132 12 146 13 - - - - 898 91 10.1

ＳＧ15
357 43 272 9 285 38 288 45 328 39 297 41 - - - - 1827 215 11.8

ＳＧ16
187 26 111 20 150 18 129 18 109 15 120 13 - - - - 806 110 13.6

ＳＧ17
＊

90 9 89 9 113 11 96 10 - - - - - - - - 388 39 10.1

SSG IMT
80 8 87 11 63 6 86 6 62 6 45 5 47 5 98 10 568 57 10.0

ＴＳＡＧ
150 13 155 13 126 12 119 10 125 12 160 18 - - - - 835 78 9.3

計
1813 183 1646 140 1429 141 1317 138 1227 124 1196 125 159 10 98 10 8885 871 9.8

＊　2001年9月17日にSG7及びSG10は合併しSG17となった。

第５回
ＳＧ会合

第８回
ＳＧ会合

第６回
ＳＧ会合

第７回
ＳＧ会合

2000年-2004年研究会期におけるＳＧ会合等出席者数

日本
の

比率
(%)

第３回
ＳＧ会合

第１回
ＳＧ会合

第２回
ＳＧ会合

計
第４回

ＳＧ会合

別紙６
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別紙７

2000年-2004年研究会期における日本からの役職者（敬称略） 

 

SG 
日本からの 

SG議長/副議長 

全役 

職数 

日本からの 

WP議長/副議長 

全役 

職数 

日本からのラポータ/ 

アソシエイトラポータ 

全役

職数

SG2 
－－ 議長 ：1 

副議長：3 

－－ 議長 ：2 

副議長：2 

－－ 9 

SG4 
副：藤井 

（ＮＴＴ） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP3議長：藤井 

（ＮＴＴ）

議長 ：2 

副議長：0 

－－ 11 

SG5 

－－ 議長 ：1 

副議長：2 

WP2議長：服部 

（ＮＴＴ）

議長 ：2 

副議長：0 

Q.1：小林（ＮＴＴ） 

Q.6：富永(NTT:ｱｿｼｴｲﾄ） 

Q.10：村川（ＮＴＴ） 

16 

 

 

SG6 

－－ 議長 ：1 

副議長：0 

WP1議長：冨田 

(ＮＴＴ) 

議長 ：2 

副議長：0 

Q.5：泉田（ＮＴＴ） 

Q.8：冨田（ＮＴＴ） 

Q.9：保苅（ＮＴＴ） 

10 

 

 

SG9 

副：松本 

（ＫＤＤＩ） 

議長 ：1 

副議長：3 

－－ 議長  ：0 

副議長：0 

Q.2：川田（ＫＤＤＩ） 

Q.7,15：宮地（KDDI） 

Q.9：松本（ＮＥＣ） 

Q.11：松本（KDDI） 

Q.22：松本（KDDI:ｱｿｼｴｲﾄ） 

Q.16：菊島（ＮＴＴ） 

Q.19：平川（東芝） 

29 

SG11 
議長：平松 

（ＮＴＴ） 

議長 ：1 

副議長：2 

－－ 議長 ：4 

副議長：4 

Q.4：松本（ＮＴＴ） 

Q.7：釼吉（ＮＥＣ） 

16 

 

SG12 
－－ 議長 ：1 

副議長：2 

－－ 議長 ：3 

副議長：0 

－－ 17 

SG13 

副：前田 

(ＮＴＴ) 

議長  ：1 

副議長：5 

WP3議長：前田 

(ＮＴＴ) 

議長 ：4 

副議長：0 

Q.3：太田（ＮＴＴ） 

Q.4：米田（ＪＴ） 

Q.9：四宮（ＮＴＴ） 

Q.10：森田（ＮＴＴ） 

Q.11：若山（日立:ｱｿｼｴｲﾄ） 

18 

SG15 

副：岡村 

（ｺｰﾆﾝｸﾞ） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP2議長：内藤 

（三菱電機）

WP5議長：岡村 

（ｺｰﾆﾝｸﾞ）

議長 ：5 

副議長：0 

Q.5：内藤（三菱電機） 

Q.18:大橋（ＮＴＴ） 

18 

 

SG16 

副：松本 

（早稲田大） 

議長 ：1 

副議長：1 

WP1議長：松本 

(早稲田大) 

WP2議長：大久保

(早稲田大) 

議長 ：2 

副議長：0 

Q.4：大久保(早稲田大) 

Q.9：内藤（三菱電機） 

Q.C：岸上（NTT:ｱｿｼｴｲﾄ） 

23 

SG17 
－－ 議長 ：2 

副議長：5 

－－ 議長 ：5 

副議長：0 

Q.10：大野(ＣＲＬ)、 

村瀬(三菱総研:ｱｿｼｴｲﾄ) 

29 

SG19 

(旧

SSG) 

副：中村 

（Docomo） 

議長 ：1 

副議長：11 

－－ 議長 ：0 

副議長：0 

－－ 5 

TSAG 
 議長 ：1 

副議長：6 

－－ 議長 ：6 

副議長：1 

RG2：柴田（ＫＤＤＩ） 2 

合計 
議長 ：1 

副議長：6 

議長 ：14 

副議長：46 

議長 ：8 

副議長：0 

議長 ：37 

副議長：7 

ﾗﾎﾟｰﾀ      ：24 

ｱｿｼｴｰﾄﾗﾎﾟｰﾀ ：5 

203 
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(2000.10～2004.10)

区分
削除された

勧告数

 ＳＧ 新規 （AAP） 改訂 （AAP） 合計 （AAP） 削除

ＳＧ２ 23 (7) 17 (2) 40 (9) 12

ＳＧ４ 46 (45) 24 (24) 70 (69) 1

ＳＧ５ 9 (7) 8 (8) 17 (15) 5

ＳＧ６ 17 (16) 6 (6) 23 (22) 0

ＳＧ９ 56 (40) 18 (12) 74 (52) 2

ＳＧ１１ 94 (55) 21 (16) 115 (71) 10

ＳＧ１２ 22 (20) 15 (13) 37 (33) 7

ＳＧ１３ 39 (34) 37 (32) 76 (66) 3

ＳＧ１５ 89 (83) 136 (123) 225 (206) 3

ＳＧ１６ 118 (92) 83 (69) 201 (161) 0

ＳＧ１７ 49 (46) 67 (50) 116 (96) 6

ＳＳＧ 9 (9) 0 (0) 9 (9) 0

ＴＳＡＧ 0 (0) 10 (0) 10 (0) 0

合　計 571 (454) 442 (355) 1013 (809) 49

ＳＧ会合等により承認された勧告数

2000年-2004年研究会期における勧告化の状況

別紙８
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別紙９ 

情報通信審議会一部答申諮問第２号に対する（平成１６年８月１７日）の概要 

－ WTSA-04における主な検討項目への対処 － 

 

（１）ＮＧＮ（ＳＧ１３） 

 

ア 概 要 

従来の回線交換ベースからパケットベースへと移行を図る次世代のネットワークであるＮ

ＧＮ (Next Generation Network)について、今会期から SG13 等で検討を進めている。 

 

イ 審議状況 

2001 年 5 月以降、ITU-T において SG13 がリード SG として SG11 や SG16 などとともに検討

を進めてきた。2003 年 7 月の SG13 会合において、通常の課題とは別にＮＧＮの検討を進め

る特別グループ JRG (Joint Rapporteur Group)-NGN が結成され、ＮＧＮ関連勧告の検討が進

められてきた。2004 年 6 月の WP においては、２つの勧告草案が同意されている。また、市

場の緊急なニーズに応え、タイムリーな標準化の実現を目指し、5 月初旬にはＮＧＮについ

てのフォーカスグループ (FG) が設立されており、ＮＧＮの検討は JRG-NGN から NGN-FG に引

き継がれている。 

 

ウ 今後の審議予定 

今後は、さらに詳細なNGN関連勧告案の合意を目指し、WTSA-04において以下の11の研究課

題の設置が承認に付されることとなっており、我が国として支持していくことが適当である。 

 

①今会期に成立が予想されるＮＧＮ関連勧告 

Y.NGN-Overview 

(Y.2001) 

ＮＧＮの定義と特徴 

Y.NGN-GRM 

(Y.2011) 

サービス機能と NW 機能の分離に代表される 

参照モデルの規定 

現在、承認 

手続き中 

 

②次会期の研究課題案（ＮＧＮに関する SG13 の研究課題案） 

課題番号 課題名 

課題 A ＮＧＮのプロジェクト調整及び公表計画 

課題 B ＮＧＮにおけるサービスの要件及び実施シナリオ 

課題 C ＮＧＮの原則及び機能アーキテクチャ 

課題 D ＮＧＮの QoS の要件及びフレームワーク 

課題 E ＮＧＮの OAM 及びネットワーク管理 

課題 F ＮＧＮモビリティ・固定統合 

課題 G ＮＧＮ環境におけるネットワークとサービスの相互作用 

課題 H ＮＧＮのサービス・シナリオと展開モデル 

課題 I ＮＧＮへの IPv6 のインパクト 

課題 J 衛星及び地上網・ＮＧＮの相互運用性 

課題 K 一般的なネットワーク用語 
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（２）セキュリティ（ＳＧ１７） 

 

ア 概 要 

セキュリティについては、ITU-T SG17 を中心に、各 SG にまたがるセキュリティ関連課題

の取りまとめ等の調整を行いつつ、検討を進めている。 

 

イ 審議状況 

ITU-Tで検討しているセキュリティの範囲はソフトウェア、ハードウェア全般にわたるが、

今研究会期は、①情報セキュリティマネジメント、②モバイルセキュリティ、③テレバイオ

メトリクス、④情報通信システムのセキュリティに焦点を当てて活動を行ってきた。 

これまで、①及び②について、我が国が中心となって、電気通信分野に関する情報セキュ

リティマネジメントの勧告案やモバイルセキュリティ技術のフレームワークに関する勧告案

等を作成し、2004 年 3 月に開催された第 4回 SG17 会合において合意された。 

 

ウ 今後の審議予定 

現在 1つの課題（SG17 課題 10）で行われているセキュリティ関連の課題は、今後のセキュ

リティの重要性の高まりを背景に、WTSA-04 において以下の 6 つの研究課題の設置が承認に

付されてることとなっており、我が国として支持していくことが適当である。 

①モバイルセキュリティ関連勧告の概要 
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この技術を組み合わせればよいのか

モバイルデータ通信システムの設計者

モバイルセキュリティ技術の分類基準
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具体的な技術のガイドライン
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②次会期の研究課題案（セキュリティに関する SG17 の研究課題案） 

課題番号 課題名 

課題 G セキュリティプロジェクト（セキュリティ全体像の展望、ビジョン等） 

課題 H セキュリティアーキテクチャとフレームワーク（次世代の体系化等） 

課題 I サイバーセキュリティ（インシデント分析、サイバーテロ対策等） 

課題 J セキュリティマネジメント（リスク分析、インシデント管理等） 

課題 K テレバイオメトリクス（バイオ PKI、バイオ利用ガイドライン等） 

課題 L 
セキュア通信サービス（モバイルセキュリティ、タイムスタンプ技術等の 

応用セキュアサービス提供技術） 

モバイルセキュリティ
技術の分類

モバイルセキュリティモバイルセキュリティ
技術の分類技術の分類

技術を組み合わせる
ための基準を提供

モバイル特有の
セキュリティ要件

モバイル特有の
セキュリティ要件

PKI楕円
暗号

暗号化
通信

現在の検討例：PKI技術を利用するためのガイドライン
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モバイルセキュリティ技術の分類基準
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セキュリティ要件

CP/SP視点からの
セキュリティ要件

CP/SP視点からの
セキュリティ要件

モバイルセキュリティ
技術の分類

モバイルセキュリティモバイルセキュリティ
技術の分類技術の分類

技術を組み合わせる
ための基準を提供

モバイル特有の
セキュリティ要件

モバイル特有の
セキュリティ要件

PKI楕円
暗号
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通信

モバイル網

CP/SP
サーバ
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オープン
ネットワーク

認証局 認証局

セキュリティ要件セキュリティ要件＋

•証明書の発行・管理における考慮点
•証明書の失効情報提供における考慮点
•暗号化処理における考慮点

•証明書の発行・管理における考慮点
•証明書の失効情報提供における考慮点
•暗号化処理における考慮点
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（３）標準化体制の強化（ＴＳＡＧ） 

 

① 標準化作業の迅速な開始 

ア 概要 

 現在、研究課題を設置するためには、２回のＳＧ会合を経ることが必要であり、ＳＧ

会合は９ヶ月に１回しか開催されないことから新たな課題に関する標準化作業を開始す

るために１年弱を必要としている。このため、TSAG において標準化作業の迅速な開始に

ついての検討が進められた。 

 

イ 審議状況 

 2004 年７月に開催された第６回 TSAG 会合に、我が国から SG 会合の十分前に新規課題

の提案があり、迅速に関係者に情報提供できる場合は１回の SG 会合で課題の設置の承認

まで行える手続きを提案した。議論の結果、同手続きの導入について合意されなかった

が、日本からの提案をもとに、SG は研究課題の設置が承認される前に当該課題に関する

標準化作業を開始することを可能とする作業手続きの改正案がまとめられた。 

 

ウ 今後の審議予定 

上記の改正案が WTSA-04 の承認に付されることとなっており、我が国としても ITU-T

の活動がさらに効率的かつ効果的に実施できるように作業方法の見直しを図るべく対処

することが適当である。 

 

 

 

[研究課題設置の承認手続きの流れ]

▲ ▲▲
MS又はSMが
新規課題を提案

当該課題を承認
手続きにかけるこ
とに合意

2ヶ月以上

TSAG会合で新規
課題の他との重複
の有無等をレビュー

9ヶ月

SG会合の関係者
へ提案を配布

SG会合

1ヶ月以上

SG会合

MS及びSMのコン
センサスにより課
題の設置を承認

これまでの作業の
開始可能時期

新たな作業の
開始可能時期

前倒し
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② 標準化作業の戦略的な調整 

ア 概要 

  ＮＧＮ、セキュリティ、ホームネットワーク等の複数のＳＧが取り組むべき大規模な

標準化テーマについて、各ＳＧの標準化作業の戦略的な調整について TSAG において検討

が進められた。 

 

イ 審議状況 

2004 年７月に開催された第６回 TSAG 会合に、日豪共同で各ＳＧの標準化作業の戦略的

調整に関する原則、ITU-T の活動における戦略的調整における TSAG の役割強化、前回の

全権委員会議で認められた勧告を作成しないグループ“other group”を活用した戦略的

調整の実施について提案を行った。議論の結果、原則については承認されたものの、戦

略的調整の方法論については合意できなかった。このため、第２回 APT WTSA 準備会合に

おいて、これらについて WTSA-04 への APT 共同提案の候補とすることを提案し、合意さ

れた。 

 

ウ 今後の審議予定 

上記の改正案が WTSA-04 の承認に付されることとなっており、我が国としても ITU-T

の活動がさらに効率的かつ効果的に実施できるように作業方法の見直しを図るべく対処

することが適当である。 

 

【標準化作業の戦略的な調整に関する原則】 

・ 複数の SG が取り組む重要標準化テーマの特定 

・ 当該テーマに関する ITU-T の標準化の目標、タイムフレーム、マイルストン、アウトプット等の調整 

・ SG 間の作業の重複の回避、関連する作業項目間の連携等の SG 間の調整の強化           等 
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大規模な標準化テーマの標準化
に当たっては、SG間の作業の戦
略的な調整が必要
（勧告を作成しない”other group”
の活用等）
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③ＳＧ構成の見直し 

 

ア 概 要 

情報通信技術の進展及び市場ニーズに見合った標準を迅速に作成できるように、次会期の

SG 構成についての議論を行っており、WTSA-04 への提案に向けて検討が進められた。 

 

イ 審議状況 

2003 年 10 月に開催された第 1 回 SG 再編会合では、日本を始めとする 9 カ国から SG 再編

案が提出された。2003 年 11 月に開催された第 5 回 TSAG 会合では、各国の SG 再編案が入力

され、SG 再編についての議論が進捗した。 

2004 年 7 月に開催された第 6 回 TSAG 会合において、SG 再編案（下記の表参照）が合意さ

れ、WTSA-04 に入力されることとなった。但し、いくつかの項目に関しては合意できず、オ

プションを残し、WTSA-04 において引き続き検討される予定である。 

 

ウ 今後の審議予定 

WTSA-04において次会期のSG構成の最終調整が行われる予定であり、我が国としてもITU-T

の活動がさらに効率的かつ効果的に実施できるように組織の見直しを図るべく対処するこ

とが適当である。 

 

表 SG 再編案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SG 11 の課題 (A: オプション1)NGNへの融合のための信号要求条件とプロトコルSG L

SG 4の課題 {独立, B: オプション2}
{+ Q.D,E,F,G/2 (B: オプション1)}
{SG 2を統合 (B: オプション3)}

電気通信管理 (オプション2)

{+ 運用(オプション1)}
SG H

Q.A～D/13, E1/13, F～K/13 , Q.A, B, C1/17
Q.A, B/2 (B: オプション1), SG 11 の課題 (A: オプション2→SG Ｉ’)

NGN－構造、発展、融合SG I

SSGの課題 (A: オプション1)移動通信ネットワークSG J

Q.D～R/17セキュリティ、言語と電気通信ソフトウェアSG K

SG 2の課題 (B: オプション2)
{+ SG 4の課題 (B: オプション3)}

サービス提供、ネットワーク、性能(オプション2) 

{+ 電気通信管理 (オプション3)}の運用的側面

SG 16の課題及びQ.3/16と5/16, Q.B1～B4/15の改訂版

{+ Q.C/2 (B: オプション1)}
マルチメディア端末、システム及びアプリケーションSG F

SG 9の課題統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送SG E

SG 12 , Q.L,M,N,O/13の課題性能とサービス品質SG G

SG M

Q.A1/15, A2/15, C1～C5/15, D1～D5/15, E1/15, E2/15, Q.E2/13,
Q.P/13, Q.C2/17

光及びその他の伝達網SG D

SG 6の課題屋外設備SG C

SG 5の課題電磁環境の影響からの防護SG B

SG 3の課題電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則SG A

内容タイトルSG

SG 11 の課題 (A: オプション1)NGNへの融合のための信号要求条件とプロトコルSG L

SG 4の課題 {独立, B: オプション2}
{+ Q.D,E,F,G/2 (B: オプション1)}
{SG 2を統合 (B: オプション3)}

電気通信管理 (オプション2)

{+ 運用(オプション1)}
SG H

Q.A～D/13, E1/13, F～K/13 , Q.A, B, C1/17
Q.A, B/2 (B: オプション1), SG 11 の課題 (A: オプション2→SG Ｉ’)

NGN－構造、発展、融合SG I

SSGの課題 (A: オプション1)移動通信ネットワークSG J

Q.D～R/17セキュリティ、言語と電気通信ソフトウェアSG K

SG 2の課題 (B: オプション2)
{+ SG 4の課題 (B: オプション3)}

サービス提供、ネットワーク、性能(オプション2) 

{+ 電気通信管理 (オプション3)}の運用的側面

SG 16の課題及びQ.3/16と5/16, Q.B1～B4/15の改訂版

{+ Q.C/2 (B: オプション1)}
マルチメディア端末、システム及びアプリケーションSG F

SG 9の課題統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送SG E

SG 12 , Q.L,M,N,O/13の課題性能とサービス品質SG G

SG M

Q.A1/15, A2/15, C1～C5/15, D1～D5/15, E1/15, E2/15, Q.E2/13,
Q.P/13, Q.C2/17

光及びその他の伝達網SG D

SG 6の課題屋外設備SG C

SG 5の課題電磁環境の影響からの防護SG B

SG 3の課題電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則SG A

内容タイトルSG

注１）上記の表において、通常のフォントは承認されたアイテムであり、イタリック体のものは第 6 回 TSAG 会合で最終合意が

取れていないものである。 

注２）Aはシグナリングとアーキテクチャの関係に関する３つのオプション、Bは SG2 と SG4 の関係に関する３つのオプション。 
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別紙１０ 

 

WTSA-04 の結果概要 

 

 

2004 年世界電気通信標準化総会(WTSA-04)が、以下のとおり開催された。 

 (1) 開催期間： 平成１６年１０月５日（火）～１４日（木）（１０日間） 

 (2) 開催場所： ブラジル連邦共和国フロリアノポリス市 

 (3) 参 加 者： ７５か国及び６地域機関等から約４８０名 

         我が国からは、鬼頭総務省技術総括審議官を代表団長として、総務省、 

電気通信事業者、メーカ、関係機関等の計４１名が出席。 

ＷＴＳＡ：World Telecommunication Standardization Assembly 

 

 本世界電気通信標準化総会については、本年８月１７日付け情報通信審議会諮問第２号「国

際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）の活動への対処について」に対する一部

答申を踏まえ、我が国の意見を反映するべく積極的に対処した。また、ＡＰＴ（アジア太平

洋電気通信共同体）共同提案等を通じてアジア・太平洋地域諸国とも協力しつつ対処した。 

 本総会における主な審議結果の概要は、以下のとおりである。 

 

１ 次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の標準化体制の確立 

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）は、従来の回線交換のネットワークに代わる次世代の

オールパケット型ネットワークであり、新会期のＩＴＵ－Ｔにおける最も重要な標準化

課題である。 

今総会では、ＮＧＮの標準化を一層加速化するために､網構成に関しては１１研究課題

の設置が承認された。 

また、標準化体制については、ＳＧ１３、ＳＧ１１等を統合して１つの SG-NGN を設置

する欧州提案と、従来通りの技術分野別（網構成、信号方式等）のＳＧを維持し、連携

して標準化を推進するＡＰＴ及び米国提案が出された。 

審議の結果、我が国の提案をもとにＮＧＮの標準化の中核となる SG-NGN（ＳＧ１３）

の設置、並びに SG-NGN が関連するＳＧと連携してＮＧＮの標準化を推進する体制が合意

された。２年後に標準化の進捗状況等を踏まえ、更に体制の見直しを図る予定である。 

 ・ＮＧＮの標準化を取り扱う新たなＳＧの設置（SG-NGN(SG13)） 

 ・SG-NGN はＩＴＵ－ＴのＮＧＮ標準化の総合調整等を実施 

 ・SG-NGN の作成する要求条件に基づき関連ＳＧで各分野の標準を作成 

 

２ ホームネットワーク、セキュリティ、光伝達網に関する標準化 

 ホームネットワーク、セキュリティ、光伝達網等の重要分野に関する新会期からの研

究課題について合意した。 
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 ホームネットワークについては、情報家電のネットワークとの円滑な接続の実現に向

けて必要な技術（ゲートウェイの機能等）についての標準化活動が開始されることとな

った。セキュリティについては、情報通信ネットワークにおけるセキュリティの重要性

を踏まえ、セキュリティ技術に関する標準化活動を総合的に推進することとなった。 

 また、光伝達網は、光ファイバを多数の加入者で共同利用する技術であるＰＯＮ

（Passive Optical Network）等の標準化を推進しており、途上国からの出席者も急増し

ているところであるが、今総会で我が国からＳＧ議長が選出された。 

 

３ ＩＴＵの勧告承認プロセスの改善 

 現在、規制に関係しないＩＴＵ標準（勧告）については、通常は電子的な手続きによ

って承認作業が行われているが、ＳＧ会合における承認が必要になった場合、現行手続

きでは１か国でも反対があれば勧告として承認されないため、標準化作業の大幅な遅延

を招くおそれがある。このため、我が国を含むＡＰＴ共同提案として、複数（３か国以

上）の反対がない限り勧告が承認されるよう改正提案を提出したが、反対する米国等と

対立したため、議長の裁定により、２か国以上の反対がない限り承認されるように改正

する方向で、ＴＳＡＧにおいて要件の改訂を行うこととなった。 

 

４ 標準化作業の戦略的調整の推進 

 ＮＧＮ、ホームネットワーク、セキュリティ等の標準化作業は、今後ＩＴＵ－Ｔの多

くのＳＧが共同で取り組む必要があるために、共通の目標設定やスケジュール管理等の

ＳＧ間の戦略的な調整が一層重要になってきている。このため、我が国が中心となりＡ

ＰＴ加盟諸国による共同提案として提出していたＳＧ間の戦略的な調整の強化を求める

決議が採択された。 

 

５ 研究課題設置の承認手続きの改善 

 従来、研究課題を設置するためには、２回のＳＧ会合（９ヶ月毎に開催）を経ること

が必要であるために新たな課題に関する標準化作業を開始するために１年弱が必要であ

る。 

 今総会では、日本提案をもとに、ＳＧは課題の設置が承認される前に当該課題に関す

る標準化作業を開始することを可能とする作業手続きの改訂が承認された。 

 

６ スパム(迷惑メール)対策等のインターネット分野に関する取組みの強化 

現在、電子メールのトラヒックの相当な割合を占め、インターネット利用にとって重

大な問題となっているスパム問題についてＩＴＵとしての取組みを強化するため、以下

の決議が採択された。 

① スパムに関して国際的に協力して取り組むための具体的な活動案の策定、また、

各メンバー国による取組みの強化 

② 関連する標準化機関（ＩＥＴＦ等）と連携しつつ、スパム対策に資する技術勧告

を早急に策定 

また、２００５年にチュニジアで開催される世界情報社会サミット（ＷＳＩＳ）に向
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けた国連の準備作業を加速化するため、インターネットに係る電気通信ネットワークの

技術的側面について検討を行うグループの設置等、インターネットに関する諸課題の早

期解決に向けて、ＩＴＵとして技術的な側面の検討を推進することが決議された。 

 

７ 新会期の体制の決定並びにＳＧ議長及び副議長の選出 

 新会期におけるＩＴＵ－Ｔの体制が次表のとおり決定された。また、我が国からは、

以下のとおり、議長２名、副議長８名の全ての候補者が任命された。 

議 長 ＳＧ１１（プロトコル)   平松 幸男（ＮＴＴ） 再任 

ＳＧ１５（光伝達網等）  前田 洋一（ＮＴＴ） 新任 

副議長 ＳＧ３ （料金）  津川 清一（ＫＤＤＩ） 新任 

ＳＧ４ （ネットワーク管理）  藤井 伸朗（ＮＴＴ） 再任 

    ＳＧ９ （広帯域ケーブル網） 松本 修一（ＫＤＤＩ） 再任 

ＳＧ１３（ＮＧＮ）   森田 直孝（ＮＴＴ）  新任 

ＳＧ１６（アプリケーション、端末） 内藤 悠史（三菱電機） 新任 

ＳＧ１７（セキュリティ、言語） 渡辺 裕 （ＫＤＤＩ） 新任 

ＳＧ１９（移動通信網）  田村 基 （ドコモ） 新任 

ＴＳＡＧ（ITU-T の戦略・体制） 岡村 治男（ＳＣＡＴ） 新任 
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2004 年-2008 年研究会期におけるＩＴＵ－Ｔの体制 

 

ＳＧ 活動内容 議長 

ＳＧ２ サービス提供、ネットワーク及び性能 Mrs. M-T Alajouanine (仏)

ＳＧ３ 料金及び会計原則 Mr. K-S Park (韓) 

ＳＧ４ ネットワーク管理 Mr. D. Sidor (米) 

ＳＧ５ 電磁的環境影響に対する防護 Mr. R. Pomponi (伊) 

ＳＧ６ 屋外施設及び関連屋内装置 Mr. F. Montalti (伊) 

ＳＧ９ 統合広帯域ケーブルネットワーク及びテレビ

ジョン・音声伝送 
Mr. R. R. Green (米) 

ＳＧ１１ 信号要求条件とプロトコル 平松 幸男 (日) 

ＳＧ１２ 性能及びサービス品質 Mr. J-Y. Monfort (仏) 

ＳＧ１３ ＮＧＮ－アーキテクチャ、展開、融合 Mr. B. Moore (英) 

ＳＧ１５ 光その他の伝達ネットワーク 前田 洋一 (日) 

ＳＧ１６ マルチメディアのアプリケーション、システ

ム及び端末 
Mr. P-A Probst (スイス) 

ＳＧ１７ セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェ

ア 
Mr. H. Bertine (米) 

ＳＧ１９ 移動通信ネットワーク Mr. J. Visser (加) 

ＴＳＡＧ ＩＴＵ－Ｔの戦略、体制 Mr. G. Fishman (米) 
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ＩＴＵ-Ｔの2004年-2008年研究会期の体制

全権委員会議ＰＰ
最高意思決定機関 ４年毎に開催

世界電気通信標準化総会 WTSA
研究課題設定、勧告の承認 ４年毎に開催

TSAG 電気通信標準化アドバイザリグループ

ITU-Tの活動の作業方法、優先事項、計画について審議･検討

SG2 サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面

サービス定義、ナンバーリング、ルーティング関連

SG4 電気通信管理

ＴＭＮ（電気通信管理網）関連

SG5 電磁環境の影響からの防護

電磁環境の影響に対する防護関連

SG6 屋外設備及び関連屋内装置

腐蝕及び他の破損からの防護等の屋外設備及び屋内装置関連

SG9 統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送

ケーブルテレビ網による放送・通信サービス並びに有線によるテレビ・音声番組の素材伝
送及び分配関連

SG17 セキュリティ、言語及び電気通信ソフトウェア

電気通信セキュリティ並びに言語及び記述技術関連

SG11 信号要件及びプロトコル

信号及びプロトコル、ＩＮ(インテリジェント・ネットワーク)関連

SG12 性能及びサービス品質

性能及びサービス品質関連

SG13 ＮＧＮ アーキテクチャ、展開及び融合

ＮＧＮ及び衛星関連

SG15 光及びその他の伝達網

アクセス網及び光技術関連

SG19 移動通信ネットワーク

ＩＭＴ－２０００を含む将来の移動通信及びモビリティ研究関連

SG16 マルチメディア端末、システム及びアプリケーション

マルチメディア端末、システム、プロトコル及び信号処理を含むマルチメディア・サービ
ス及びアプリケーション関連

研究委員会 ＳＧ

SG3 電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則

計算料金制度改革、清算原則関連

別紙１１
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別紙１２ 

 

2004 年-2008 年研究会期に対するＩＴＵ－Ｔ部会の構成 

（平成１６年１２月１５日現在） 

 

 

 

 

情
報
通
信
技
術
分
科
会 

 

分
科
会
長 

 

齊
藤 

忠
夫 

 

東
京
大
学
名
誉
教
授

サービス・ネットワーク運用委員会

網管理システム・保守委員会 

電磁防護・屋外設備委員会 

伝達網・品質委員会 

セキュリティ・言語委員会 

マルチメディア委員会 

移動通信ネットワーク委員会 

作業計画委員会 

相田 仁（東京大学教授） 

坂庭 好一（東京工業大学教授） 

日髙 邦彦（東京大学教授） 

三谷 政昭（東京電機大学教授）

淺谷 耕一（工学院大学教授）

酒井 善則（東京工業大学教授） 

浦野 義頼（早稲田大学教授）

淺野 正一郎（国立情報学研究所 
研究主幹） 

次世代ネットワーク委員会 

カラードキュメントＷＧ

セキュリティＷＧ 

担当：ＳＧ１９ 

担当：ＳＧ１６ 

担当：ＳＧ１７ 

担当：ＳＧ１２、ＳＧ１５ 

ケーブル網・番組伝送委員会 伊東 晋（東京理科大学教授）

担当：ＳＧ９ 通信方式ＷＧ 

番組伝送ＷＧ 

担当：ＳＧ４ 

担当：ＳＧ５、ＳＧ６ 

担当：ＳＧ２ 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
‐
Ｔ
部
会 

 

部
会
長 

 

原
島 
博 

 

東
京
大
学
教
授

情
報
通
信
審
議
会 

 
 

会 

長 
 

秋
山 

喜
久 

 

関
西
電
力
㈱
会
長

担当：ＳＧ１１、ＳＧ１３ 

村岡 洋一（早稲田大学教授）

担当：ＴＳＡＧ 

- 84 - 



参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000年-2004年研究会期中の主な活動 
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（１）光アクセス網の保守基準（ＳＧ６） 

 

ア 概 要 

アクセス系光ファイバケーブル網においては、ＰＯＮや光リング網等の新たなネットワーク構

成があるため、シングル・スター方式とは異なり、従来の試験方法では光線路の全区間の試験を

実施できない。光線路網の信頼性の向上、保守運用の効率化のため、これらのネットワーク構成

の保守基準に関する検討がＩＴＵ－Ｔ ＳＧ６で進められた。 

 

イ 審議状況 

平成１５年４月に開催されたＳＧ６第４回会合で、日本からＰＯＮ及び光リング網の保守区間、

試験項目及び試験方法について規定した新勧告草案 L.53『光アクセス網の保守基準』を提出し

た。また、ＰＯＮにおける高距離分解能ＯＴＤＲを用いた所外設置光スプリッタ下部心線の試験

方法及び光ファイバケーブルの浸水検知センサーに関する提案を行い、技術的に有効であること

が確認された。同会合において、上記の技術情報や試験光バイパスモジュールを用いた光リング

網の試験方法等の技術情報をＡｐｐｅｎｄｉｘに追加する形で、本勧告草案は、日本からの提案

どおりコンセントされ、ＡＡＰ手続きを経て、平成１５年５月に了承された。 

 

ウ 今後の審議予定 

今後は、インサービス試験における保守基準の作成を提案し、試験光遮断フィルタのアイソレ

ーション規定に関する検討を進める予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント・トゥー・マルチポイント(PON)  

光ファイバ
ONU

光スプリッタ 

光ファイバ

光リング網  

電話局 

OLT : 局内伝送装置 

電話局 

OLT 

ONU : 加入者伝送装置 
ADM : 多重化端局装置 
PON : 分岐型光線路 

加入者 

ADM 

光スプリッタ

電話局 

光ファイバ 光ファイバ

光ファイバ光ファイバ

加入者

加入者

加入者 

ONU

ADM

ADM

ADM 

新勧告L.53

・保守区間の明確化   ・光線路の信頼性向上 

・新しい試験技術の提案  ・保守運用の効率化 

OLT 

従来 
ポイント・トゥー・ポイント（シングル・スター方式 ）→L.40

加入者 

図 光アクセス網の保守基準の対象とするネットワーク構成 
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（２）映像品質客観評価法（ＳＧ９） 

 

ア 概 要 

映像の品質を評価する際,従来行われている主観評価では,多くの評価者に対して映像を提示

し,評価結果を統計的に処理することにより,映像品質を算出している.この評価に伴う労力は膨

大なものであり,従来より機械による自動評価の必要性が指摘されていた.これを解決するため,

人間の知覚メカニズムをモデル化し自動的に評価を行える映像品質客観評価法の検討が,ＩＴＵ

－Ｔ ＳＧ９で積極的に展開されている。 

下記のような勧告が成立している．これらの検討により，低コストでの運用監視/画質評価が

可能となり，デジタルケーブル映像伝送の更なる普及が期待される。 

 

イ 審議状況 

   原画と処理画を比較し,人間の主観評価結果と同じ評価値を出す客観評価法について,専門家

グループ VQEG(Video Quality Experts Group)と連携を取って検討を行い,4 方式（英 British 

Telecom 方式，韓国 Yonsei 大方式，ブラジル CPqD 方式，米 NTIA 方式）が J.144 で標準方式と

して勧告化された.この勧告では符号化劣化映像(ビットレートとして 768kbps～5Mbps)を対象

としており,伝送路誤りによる映像破綻の評価は対象としてない。 

J.144 は原画と符号化再生画が共に手元にある必要があり,実際の伝送時の運用監視には適用

できない.そこで,送信側にて視認不可能なマーカをあらかじめ映像に埋め込み,受信側でマーカ

の劣化度から映像の品質劣化を推定する方式を,日本より提案し,その有効性が認めら

れ,J.147(インサービステスト信号による客観映像品質評価)として勧告化された.これには受信

画像の信号対雑音比を推定する方法が記載されており，符号化ビットレートには特に制限を設け

ていない．また，伝送路誤りによる映像破綻も評価対象としている。 

また,遠隔地にある映像伝送の各中継ポイントにおける映像品質を中央監視室にて監視するた

めの方式として,同じく日本より,遠隔映像の信号対雑音比の推定法を提案し,有効性が実証さ

れ,J.240(スペクトル拡散と直交変換による遠隔映像 SN 比監視法)として勧告化された.本勧告

では，遠隔地における映像品質の情報を，低速の監視回線で如何にして送り如何に高精度に品質

監視するかが重要な点である．日本の独自方式が高く評価される結果となった．本方式も符号化

ビットレートには制限を設けておらず，また伝送路誤りによる映像破綻も評価対象としている。 

 

ウ 今後の審議予定 

引き続きVQEGと連携を取りながら,マルチメディアの客観評価法や,遠隔のテレビ映像の主観

評価値推定法(上記J.240は信号対雑音比の推定法)について,検討が進められる予定である。 
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（３）受動光網（ＰＯＮ）に基づいた広帯域光アクセスシステム（ＳＧ１５） 

 

ア 概 要 

ADSL の普及によりアクセス回線のブロードバンド化が急速に進むとともに、さらなる高速化

に向けた要求が高まってきている。 

こうした高速・広帯域な情報の伝送を可能とするために、安価にオフィスや家庭までの光伝送

を可能とする技術であるＰＯＮ（Passive Optical Network）が注目され、ＳＧ１５において標

準化がなされてきた。 

 

イ 審議状況 

Ｂ－ＰＯＮについては、今会期において、エンドユーザ側に配置された光ネットワークユニッ

トから送出される上り信号の帯域割当を動的に制御することによってＰＯＮの伝送効率化を促

進する勧告Ｇ．９８３．４やファイバー・トゥー・ザ・ビジネス（ＦＴＴＢ）などで利用される

場合に必要な高い信頼性を実現するためファイバ区間等での故障耐力を向上させたＰＯＮの保

護切替機能を規定するＧ．９８３．５が承認されるなど、Ｇ．９８３シリーズとして標準勧告化

されてきている。２００２年５月に開催されたＳＧ１５第３回会合において、基本仕様の勧告化

がほぼ終了した。 

一方、Ｂ－ＰＯＮよりさらに高速なギガビットクラスの伝送容量を備えたＧ－ＰＯＮ（Gigabit 

PON）の検討が２００１年４月から開始されている。サービス要件を定めたＧ．９８４．１、物

理媒体レイヤの仕様を規定したＧ．９８４．２などＧ．９８４シリーズとして勧告化されている。

Ｇ－ＰＯＮについても、２００４年４月に開催されたＳＧ１５第６回会合で基本仕様の勧告がほ

ぼ終了した。 

 

ウ 今後の審議予定 

今後は、Ｂ－ＰＯＮにおいては、マルチベンダインタフェース化をより一層推進するための勧

告改版や、サービス追加に必要な管理制御機能に関する勧告の追加などが予定されている。Ｇ－

ＰＯＮにおいては、フルサービスに必要な管理制御機能に関する勧告化を図り、Ｂ－ＰＯＮと同

様の勧告体系の確立に向けた作業が予定されている。 
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図 ＰＯＮに基づく広帯域光アクセスシステムのイメージ 
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（４）カラーＦＡＸ（ＳＧ１６） 

 

ア 概 要 

カラーＦＡＸとデジタルカメラとの間は、色空間や画像フォーマットなどの基準が異なるため送

受信ができなかったが、カラーＦＡＸのより一層の普及を目指し、カラーＦＡＸに使用する色空

間として、従来の CIELAB 方式に加え、新たに、デジタルカメラなどで使用されている sYCC 方式

を追加するための検討が、ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１６で進められた。 

 

イ 審議状況 

   ２００２年２月に開催されたＳＧ１６第３回会合で日本からカラーＦＡＸへの sYCC 色空間を

追加する提案を行い、同会合で検討を開始することが合意された。 

その後、同年１０月に開催されたＳＧ１６第４回会合で日本より、勧告 T.42（ファクシミリ

のための連続階調カラー表現方法）の改訂を目的とした『カラーＦＡＸ色空間への sYCC 追加提

案』、及び、G3ＦＡＸにおいてデジタルカメラの sYCC 圧縮出力をそのまま送信できるようにする

『sYCC 色空間適用に関する T.4 /T.30 勧告修正提案』を行った。同会合において、本提案どお

りカラーＦＡＸへ sYCC 色空間を導入するための技術的な問題が無いことが確認された。 

２００３年５月に開催されたＳＧ１６第５回会合で、カラーＦＡＸへ sYCC 色空間を導入する

ための関連勧告案の改訂が合意された。 

 

ウ 今後の審議予定 

勧告T.44（混合ラスタ・コンテント：ＭＲＣ(Mixed Raster Content））にT.42をベースにした

sYCC色空間を追加することが検討されることになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジカメ画像データ 

導入前 

導入後 

FAXに、新たに
sYCC色空間を
導入することで 

ｓYCC ｓYCC

従来のLab方式カラーＦＡＸ     

sYCC から
 Labへの
変換装置 Lab

従来のLab方式カラーＦＡＸ
(Lab機能を搭載) (Lab機能搭載のみのため、 

解凍→ｓYCCからLabへの変換 
→圧縮の処理が必要) 

ｓYCC 

メリット
・処理の高速化を実現 
・安価なコストを実現 

sYCC機能搭載カラーＦＡＸ 
(ｓＹＣＣ機能搭載) 

 

 

 

sYCC機能搭載カラーＦＡＸ 
(ｓＹＣＣ機能搭載のため、 
ｓYCCからLabへの変換が不要)

デジカメ画像データ 

図 カラーＦＡＸ標準化のイメージ 
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（５）ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信のネットワーク（ＳＳＧ ＩＭＴ） 

 

ア 概 要 

IMT-2000 に関しては ITU や 3GPPs の場で標準化が進められてきたが、IMT-2000 以降の将来の

移動通信に関する研究も開始されている。SSG IMT 会合では、IMT-2000 以降の将来の移動通信に

関する研究開発の指針を与えるネットワークの長期ビジョンが 2002 年 7 月に勧告化された。ま

た、そのサービス提供能力要求条件・ネットワーク能力要求条件に関しての勧告化の検討が行わ

れてきた。 

 

イ 審議状況 

2004 年 4 月に開催された第 8 回 SSG IMT 会合において、2010 年頃に実現すると考えられてい

る IMT-2000 以降の移動通信システム(Beyond IMT-2000)におけるサービス提供能力要求条件・ネ

ットワーク能力要求条件がが取りまとめられ、2004 年 5 月に勧告 Q.1703 として策定された。 

 

サービス提供能力要求条件

 ①サービス能力設計目標、②サービス構築、③サービス提供、④サービス管理、 

⑤仮想的環境サービス 

ネットワーク能力要求条件

 ①ネットワーク設計目標、②移動性管理、③セッション管理、④サービス品質(QoS)管理、 

⑤運搬管理、⑥トラフィック運搬、⑦ネットワークリソース管理、⑧システム互換性、 

⑨多元接続支援と無線リソース管理、⑩課金支援の強化、 

⑪OAM&P(運用・管理・運用とプロビジョニング)支援の強化、 

⑫セキュリティ提供と管理、⑬グローバルローミング、⑭仮想的環境支援 

 

ウ 今後の審議予定 

今後は長期的、かつ、ハイレベルなネットワークアーキテクチャについて審議を行う予定。 

 

２００２年 ２００４年 ２０１０年 

 

  

２００５年 ２００３年 

▲２００２年７月 ネットワーク長期ビジョン（システムの基本コンセプト）の勧告策定 

▲２００４年５月 
 サービス提供能力要求条件・ネットワーク能力要求条件の勧告策定

具体的な技術基準の検討 ２０１０年頃 ▲ 
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ＩＴＵ－Ｔ部会各委員会の活動状況報告 
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（１）サービスネットワーク運用委員会の活動状況報告 
 
１ サービスネットワーク運用委員会の開催状況 
（１）はじめに 
   サービスネットワーク運用委員会は、ＳＧ２（サービス提供、ネットワーク及び性能の運

用側面）を担当している。 
 
（２）開催状況 

サービスネットワーク運用委員会は､第 1 回 ITU-T 部会(平成 13 年 1 月 26 日)以降､次の

とおり 11 回開催している｡ 
・第 1 回会合 平成１３年３月１日 
 第 1 回ＳＧ２会合の結果について報告が行われた。また、代替承認手続き（ＡＡＰ）に

付されていたＳＧ２関連勧告案２件について審議を行い、これらの勧告案に対して日本か

らコメントを提出しないこととなった。  
・第 2 回会合 平成１３年８月２１日 
 第２回ＳＧ２会合への対処について審議が行われた。また、郵便投票にかけられた１件

の新規勧告草案、１件の改訂勧告草案について検討を行い、ＳＧ会合での勧告化を支持す

ることとなった。 
・第 3 回会合 平成１３年１０月１０日 
 第２回ＳＧ２会合の結果について報告が行われた。また、代替承認手続（ＡＡＰ）に付

されていたＳＧ２関連勧告案２件について審議を行い、これらの勧告案に対して日本から

コメントを提出しないこととなった。 
・第 4 回会合  平成１４年２月２８日 

    第３回ＳＧ２会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より対処方針に

ついてそれぞれ説明があった。また、郵便投票にかけられていた１３件の新規勧告草案、

１件の改訂勧告草案について検討を行い、ＳＧ会合での勧告化を支持することとなった。     
・第 5 回会合  平成１４年６月１３日 

        第３回ＳＧ２会合の結果について報告が行われた。また、代替承認手続き（ＡＡＰ）に

付されていたＳＧ２関連勧告案３件について審議を行い、これらの勧告案について日本か

らコメントを提出しないこととなった。  
・第 6 回会合  平成１４年１１月１２日 

        第４回ＳＧ２会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より、対処方針

及び提出寄書についてそれぞれ説明があった。      
・第 7 回会合  平成１５年１月１０日

        第４回ＳＧ２会合の結果について報告が行われた。 
・第 8 回会合  平成１５年４月９日 

    第５回ＳＧ２会合に向けての対処方針について検討を行った。課題４「国際電気通信サ

ービスにおけるヒューマンファクタ」に関して、第１回ＳＧ２会合から第４回ＳＧ２会合

の審議を通じて選定された９図記号について、勧告Ｅ．１２１への追加を提案することと

なった。 
・第 9 回会合  平成１５年６月１１日

第５回ＳＧ２会合の結果について、新規勧告案３件の承認、新規勧告案１件・改訂勧告

案２件の凍結、補遺文書１件の承認、既存勧告等２件の削除が合意されたこと等が報告さ

れた。 
・第 10 回会合  平成１５年１０月９日 

    第６回ＳＧ２会合への対処方針について、会合出席予定者から説明があった。番号計画

については、極めて重要な問題であることから積極的に対応する点が確認された。（第６回

ＳＧ２会合の結果は平成 15 年 12 月にメールにより構成員に報告。） 
・第 11 回会合  平成１６年４月２０日 
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    第７回ＳＧ２会合への対処方針について、会合出席予定者から説明があった。ヒューマ

ンファクタに関する日本寄書の改訂勧告案への反映に関して積極的に対応するとともに、

ＥＮＵＭの審議内容についても内容に応じて積極的寄与を図ることが確認された。    
・第 12 回会合  平成１６年６月２５日 

    第７回ＳＧ２会合の結果について、日本提案の９図記号の勧告Ｅ．１２１への追加が合

意され、ＡＡＰにより７月中旬には承認される予定であること等が報告された。 
 
２ ＳＧ２の状況 
（１）はじめに 

ＳＧ２（サービス・ネットワーク運用委員会）は、サービス提供、ネットワーク及び性能

の運用側面に関する課題を研究対象としており、現在、９つの課題が設定されている。これ

らの関連課題を総合的に審議するため、第４回ＳＧ２会合までは３つのＷＰが設置されてい

たが、ＷＰ３／２の参加者が減少してきており、また、今後の活動の活性化を図るため、Ｗ

Ｐ２／２とＷＰ３／２を合併することとなった。合併後のＳＧ２における検討体制を図１に

示す。 
  ・ＷＰ１：番号、ネーム、アドレス、ルーチング及びサービスの定義 
  ・ＷＰ２：網サービスと評価及びトラヒック工学  
（２）会合開催状況 
  ・第１回ＳＧ２会合：２００１年１月２３日～２月２日 

   開催地：スイス（ジュネーブ） 

   出席国及び出席者数：35 か国、2機関、123 名（うち日本から 5名） 

  ・第２回ＳＧ２会合：２００１年９月４日～１４日 
   開催地：スイス（ジュネーブ） 
   出席国及び出席者数：31 か国、1機関、119 名（うち日本から 5名） 
  ・第３回ＳＧ２会合：２００２年５月７日～１６日 
   開催地：スイス（ジュネーブ） 
   出席国及び出席者数：30 か国、3機関、110 名（うち日本から 5名） 
  ・第４回ＳＧ２会合：２００２年１１月２６日～１２月６日 
   開催地：スイス（ジュネーブ） 
   出席国及び出席者数：31 か国、1機関、99 名（うち日本から 5名） 
  ・第５回ＳＧ２会合：２００３年４月２３日～５月２日 
   開催地：ジュネーブ（スイス） 
   出席国及び出席者数：27 か国、1機関、74 名（うち日本から 0名） 
  ・第６回ＳＧ２会合：２００３年１０月２５日～３１日 
   開催地：フロリアノポリス（ブラジル） 
   出席国及び出席者数：22 か国、1機関、53 名（うち日本から 1名） 
  ・第７回ＳＧ２会合：２００４年５月１８日～５月２８日 
   開催地：ジュネーブ（スイス） 
   出席国及び出席者数：29 か国、1機関、112 名（うち日本から 5名） 
   
（３）検討状況 
   今会期中は、ＥＮＵＭ、ヒューマンファクタを中心に議論が行われた。WTSA2000 以降、

決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）にて承認された勧

告は、表 1 に示すとおり、新規 23 件、改訂 16 件、削除 13 件である。重点項目に関する

検討状況を以下に示す。 
  ア ＥＮＵＭ 

ＥＮＵＭのＴＬＤとして、IETF より提唱されている“．ａｒｐａ” あるいはこれ

以外の新たなＴＬＤのどちらを使用するべきかについて、検討が行われてきているが、

ＴＬＤ及びＴＬＤサーバの管理主体、管理体制等の観点から、様々な意見が出され、継

続検討となっている。 
  イ ヒューマンファクタ 
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日本から、９図記号を勧告 E.121 へ追加することを提案（COM2 -D109）幾度かの改

訂を経て、平成１５年９月のラポータ会合において、参加各委員の合意を得た。 
これを受け、第７回ＳＧ２全体会合において、勧告 E.121 の改訂が合意され、ＡＡＰ

による承認手続きも終了した。 
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表１ SG２会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

 

勧告番号 

 

勧告名 

関連 WP

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

 

備考 

E.164.2 トライアル用Ｅ.１６４国番号 
WP1 

Q.1 
新規 

第１回 

郵便投票 

E.191.1 
ＩＴＵ－Ｔ ＩＮＤ-ＡＥＳＡ割当基準と

手続き 

WP1 

Q.1 
新規 

第１回 

郵便投票 

E.353 
国際ルーチングアドレスを用いたルーチ

ング 

WP1 

Q.2 
新規 

第１回 

郵便投票 

E.370 

ＩＰベース網とＩＴＵで定義された国際

電気通信網間のサービスインターワーキ

ングの基本原則 

WP1 

Q.3 
新規 

第１回 

郵便投票 

E.417 
ＩＰベース網における網管理のフレーム

ワーク 

WP2 

Q.6 
新規 

第１回 

郵便投票 

E.118 国際電気通信チャージカード 
WP1 

Q.3 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.123 
国際及び国内電話番号、e-mail アドレス及

び Web アドレスの表記方法 

WP1 

Q.4 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.152 国際フリーフォンサービス 
WP1 

Q.3 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.155 国際プレミアムレートサービス 
WP1 

Q.3 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.161 

電話網へのアクセスを増すために用いら

れうる電話及び他装置上の数字、文字及び

シンボルの配列 

WP1 

Q.4 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.451 ファクシミリ呼切断性能 
WP2 

Q.5 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.502 ディジタル交換機のトラヒック測定要件 
WP3 

Q.8 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.737 Ｂ-ＩＳＤＮの設計法 
WP3 

Q.8 
改訂 

第１回 

郵便投票 

E.411 国際網監視―運用ガイド 
WP2 

Q.6 
新規 

AAP 

2001.03.30 

E.412 網管理制御 
WP2 

Q.6 
新規 

AAP 

2001.03.30 
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E.681 
ＨＦＣ（ファイバー／同軸混成）システム

に基づくＩＰアクセス網のトラヒック工

学手法 

WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2001.10.28 

E.164.3 国グループへの国番号割当基準と手続き 
WP1 

Q.1 
新規 

第２回 

郵便投票 

E.169.1 Ｅ.１６４番号計画のＵＩＦＮへの応用 
WP1 

Q.1 
改訂 

第２回 

郵便投票 

B.18 トラヒック強度ユニット 
WP3 

Q.7 
削除 

第２回 

回章 84 

2002.02.04 

E.211 
ＶＨＦ／ＵＨＦ海事移動サービスの選択

手順 

WP1 

Q.3 
削除 

第２回 

回章 84 

2002.02.04 

E.425 国際自動監査 
WP2 

Q.5 
改訂 

AAP 

2002.03.15 

E.168 E.164 番号計画の UPT への応用 
WP1 

Q.1 
改訂 

第３回 

郵便投票 

E.168.1 
UPT ｻｰﾋﾞｽの提供における UPT 番号の割

り当て 

WP1 

Q.1 
新規 

第３回 

郵便投票 

E.169 
E.164 番号計画のﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ国際番号への応

用 

WP1 

Q.1 
新規 

第３回 

郵便投票 

E.217 

(旧 E.mmsi) 
海事通信－船舶識別 

WP1 

Q.1 
新規 

第３回 

郵便投票 

E.360.1～

360.7 

(旧 E.TE1～

TE7) 

IP/ATM/TDM ﾍﾞｰｽﾏﾙﾁｻｰﾋﾞｽ網の QoS ﾙｰﾁﾝ

ｸﾞと関連ﾄﾗﾋｯｸ工学手法 

WP1 

Q.2 
新規 

第３回 

郵便投票 

E.138 
高齢者のﾕｰｻﾞﾋﾞﾘﾃｨを改善するための公衆

電話ﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰ 

WP1 

Q.4 
新規 

AAP 

2002.06.28 

E.860 ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ合意の枠組み 
WP2 

Q.5 
新規 

AAP 

2002.06.28 

E.129 

(旧 E.RNN) 
国内番号計画の提示 

WP1 

Q.1 
新規 

AAP 

2002.09.05 

C.3 国際電気通信ｻｰﾋﾞｽの使用法 
WP1 

Q.3 
削除 

第３回 

回章 126 

2002.09.18 

E.201 移動体ｻｰﾋﾞｽのための参照勧告 
WP1 

Q.3 
削除 

第３回 

回章 126 

2002.09.18 

- 97 - 



E.510 手動運用における回路数の決定 
WP3 

Q.7 
削除 

第３回 

回章 126 

2002.09.18 

E.412 ネットワーク管理制御 
WP2 

Q.6 
改訂 

AAP 

2003.01.12 

E.490.1 トラフィック技術に関する概観 
WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2003.01.12 

E.141 
オペレータアシスト型国際電話を提供す

る事業者へのインストラクション 

WP1 

Q.3 
削除 

第４回 

回章 156 

2003.03.25 

E.215 
インマルサット移動衛星サービスのため

の電話／ＩＳＤＮ番号計画 

WP1 

Q.1 
削除 

第４回 

回章 156 

2003.03.25 

F.125 
インマルサット移動衛星サービスのため

のテレックス番号計画 

WP1 

Q.1 
削除 

第４回 

回章 156 

2003.03.25 

E.212 

Annex A 

E.212 の共有 MCC および MNC の割当基

準および手順 

WP1 

Q.1 
新規 

第５回 

郵便投票 

E.361 

(旧 E.QSC) 

ＱｏＳサービスクラスのインターワーク

のためのＱｏＳルーチングサポート 

WP1 

Q.2 
新規 

第５回 

郵便投票 

E.418 

(旧 E.41 

IMT-2000) 

ＩＭＴ－２０００ネットワークの網管理

の枠組み 

WP2 

Q.2 
新規 

第５回 

郵便投票 

E.162 
タイムＴにおける国際Ｅ．１６４番号の７

桁分析のための能力 

WP1 

Q.1 
削除 

第５回 

回章 182  

2003.08.22 

E.106 
災害救援活動のための国際緊急通信施策

(IEPS) 

WP1 

Q.3 
改訂 

第６回 

郵便投票 

E.164.1 
E.164 国番号及び関連識別子(IC)の保留、

付与及び返還のための基準・手続き 

WP1 

Q.1 
改訂 

第６回 

郵便投票 

E.168 

Appendix I 
UPT への E.164 番号計画の適用 

WP1 

Q.1 
改訂 

第７回 

郵便投票 

E.212 
移動体端末と移動体ユーザのための国際

識別計画 

WP1 

Q.1 
改訂 

第７回 

郵便投票 

E.218 TETRA 移動体国番号(MCC)の付与管理 
WP1 

Q.1 
新規 

第７回 

郵便投票 

E.408 

(旧 E.sec.1) 
電気通信網のセキュリティ要求条件 

WP2 

Q.5 
新規 

第７回 

郵便投票 
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E.409 

(旧 E.sec.2) 

事故当事者とセキュリティ事故の対処法

（ガイドライン） 

WP2 

Q.5 
新規 

第７回 

郵便投票 

E.121 
電話および FAX サービスにおけるユーザ

支援用図記号 

WP1 

Q.4 
改訂 

AAP 

2004.06.28 

F.86 国際テレックスサービスとビデオテック
スサービス間の相互接続 

WP1 

Q.3 
削除 

第７回 

回章 251 

2004.09.20 

F.300 ビデオテックスサービス 
WP1 

Q.3 
削除 

第７回 

回章 251 

2004.09.20 

F.301 高速 PSTN ビデオテックス 
WP1 

Q.3 
削除 

第７回 

回章 251 

2004.09.20 
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議　長 ：Mr.Philippe Distler(仏) 
副議長 ：Mr.Mark Neibert(米)

：Mr.E.A.Matarazzo(伯)

ＷＰ１：番号、ネーム、アドレス、ルーチング及びサービスの定義
議　長 ：Mr.Philippe Distler(仏) 
副議長 ：Mr.Steven Lind(米) 

課題１ 固定及び移動サービスへの番号、ネーム及び
アドレス計画の応用

Mr.G.Richenaker(米)

課題２ 固定網及び移動網のルーチングと相互接続 Mr.Jerry Ash(米)

課題３ Mr.L.Homan(英)

課題４ Mr.K.Nordby(ノルウェー)

ＷＰ２：網サービスと評価及びトラヒック工学
議　長 ：Mr.Mark Neibert(米)
副議長 ：Mr.Wai-Sum Lai(米)

課題５ 網のサービス品質 Mr.Eric Yam(米)

課題６ 網管理 Mr.M.Ahman(スウェーデン)

課題７ パーソナル通信のトラヒック工学 Mr.D.Grillo(伊)

課題８ Mr.M.Tuxen(独)

課題９ ＩＰサービスをサポートする網のトラヒック工学 Mr.Wai-Sum Lai(米)

図１　ＳＧ２の検討体制

ＳＧ２：サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面

音声、非音声電気通信サービスの管理及び開発

国際電気通信サービスのヒューマンファクター

ＳＳ７とＩＰベース信号網のトラヒック工学
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（２）網管理システム・保守委員会の活動状況報告 

 
１ 網管理システム・保守委員会の開催状況 

 (1) はじめに 

 網管理システム・保守委員会は、SG4（TMN（電気通信管理網）を含む電気通信管

理）を担当している。 

 (2) 開催状況 

網管理システム・保守委員会は､第1回ITU-T部会(平成13年1月26日)以降､次のとおり

11回開催している｡ 

・第1回会合  平成13年2月23日 

第1回SG4会合の結果について報告が行われた。また、代替承認手続き（AAP）に

付されているSG4関連勧告案への対応について検討が行われた。 

・第2回会合  平成13年6月13日 

第2回SG4会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より、対処方

針及び提出寄書についてそれぞれ説明があった。また勧告案M.QoS、勧告案M.IEPS

について情報提供があった。 

・第3回会合  平成13年8月31日 

第2回SG4会合の結果について報告が行われた。勧告案の作成状況や他標準化機関

との連携状況等について質疑応答が行われた。 

・第4回会合  平成14年2月28日 

第3回SG4会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より、対処方

針及び提出寄書についてそれぞれ説明があった。勧告案M.QoSの進捗状況について

質疑応答があった。 

・第5回会合  平成14年6月13日

第3回SG4会合の結果について報告が行われた。勧告案の作成状況や他標準化機関

との連携状況等について質疑応答が行われた。ITUキャリアコード（ICC）の管理方

法に関する検討状況等について質疑応答が行われた。 

・第6回会合  平成15年1月20日

第4回SG4会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より、対処方

針及び提出寄書についてそれぞれ説明があった。 

・第7回会合  平成15年4月24日 

第4回SG4全体会合の結果について報告が行われた。勧告M.1400に使用されるICC

の管理方法に関する検討状況やTMN Xインターフェースにおける国際緊急通信網の

情報交換管理の要求条件勧告M．3350（M．ETS）に関する検討状況等について質

疑応答が行われた。 

・第8回会合  平成15年10月7日 

  第5回SG4会合への対処方針について検討を行った。会合出席予定者より、対処方

針及び提出寄書についてそれぞれ説明があった。勧告M.3350に関する検討状況等に
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ついて質疑応答が行われた。 

・第9回会合  平成15年12月19日 

第5回SG4会合の結果について報告が行われた。課題の再編成とWP3とWP4の統

合について報告があった。また、勧告M.3350について、TAP（従来の承認手続き）

による承認手続きが行われる旨報告された。さらにICCの登録に関する説明が行わ

れた。 

・第10回会合  平成16年4月13日 

  第6回SG4会合への対処方針について検討を行った。また、勧告草案M.3350の審

議について説明があり、郵便投票にて勧告化についての承認の権限をSG4会合に与

えることに、日本として賛成する旨の文書を提出したことについて報告があった。 

・第11回会合  平成16年6月15日 

第6回SG4会合の結果について報告が行われた。勧告M.3350については、郵便投

票の承認手続きでシリアが保留したことについて報告された。 

 
２ SG4の状況 

(1) はじめに 

SG4は、ネットワーク、TMNフレームワークを用いた設備等の管理、伝送関連の運用

手続き及び試験・測定の技術・機器に関する電気通信管理等について検討を行っている。

SG4には、現在、11の課題が設定され、これらの関連課題を総合的に審議するため3つの

WPが設置されている。SG4における検討体制を図2に示す。 

 (2) 会合開催状況 

・第1回全体会合  平成13年1月15日～19日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：17か国、87名（うち日本から11名） 

・第2回全体会合  平成13年7月2日～13日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：22か国、1機関、95名（うち日本から12名） 

・第3回全体会合  平成14年4月8日～19日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：21か国、86名（うち日本から10名） 

・第4回全体会合  平成15年2月5日～14日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：20か国、73名（うち日本から8名） 

・第5回全体会合  平成15年10月27日～11月7日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：19か国、76名（うち日本から6名） 

・第6回全体会合  平成16年4月26日～5月7日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：17か国、68名（うち日本から3名） 
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(3) 検討状況 

 WTSA2000以降、決議1及び勧告A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き

（AAP）にて承認された勧告は、表2に示すとおり、新規38件、改訂23件、削除1件と

なっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 
ア TMN標準プロトコルとして新たにCORBAを採用 

従来のCMIP/GDMOに加え、新たにCORBAの採用が決定された。同時にCORBA勧告

として3GPP（3rd Generation Partnership Project）等の要求に沿う粒度の粗いオブジェ

クトモデルと関連する情報定義を確立した。これにより従来ではオブジェクトの量的問

題により適用が困難であった小規模の通信網機器へのCORBA技術の適用が可能となる。 

 
イ XML技術をテレコム管理に利用するtMLの検討 

電子商取引等で普及が進むXML技術をオペレータ間の情報交換にも適用することを目

的としたtMLの検討が進み、tMLのフレームワーク勧告が2002年8月に承認された。これ

により、通信網装置の管理からオペレータ間の情報交換まで、幅広くTMNが適用できる

下地が出来つつある。また、従来の電気通信網管理装置の管理制御に焦点を当てていた

TMN研究が、オペレータ間の情報交換だけでなく、W3C等で標準化が進められているe-

コマース等の、ビジネス寄りの規格との柔軟なシステム間の相互運用が可能となる。 

 
ウ 広帯域光アクセスシステム（B-PON）管理 

安価にオフィスや家庭までの広帯域光伝送を可能とする技術として、広帯域光アクセ

スシステム（B-PON：Broadband Passive Optical Networks）が注目されている。SG4で

はB-PONにおけるシステムの管理シナリオ等について検討を行っているが、我が国から

の寄書等に基づき、管理対象（ME：Managed Entity）を定義する勧告Q.834.1が承認さ

れた。 

 
エ 回線呼称 勧告M.1400の承認 

勧告M.1400（オペレータネットワーク間接続の呼称）では、ネットワーク管理の観点

から、相互接続されているネットワーク/サービスオペレータを特定するため、ITUキャ

リアコード（ICC）の登録が勧告されている。2004年1月に旧版から新版への移行を開始

し、2005年1月に新版に完全切り替えることとなっている。第5回SG4会合において、勧

告M.1400にxDSLの呼称を盛り込むとともに、回章183の参照、ICCの登録方法、キャリ

ア名の修正等を行い、勧告M.1400が2004年1月に承認された。 

  
オ 勧告M.3400に関するフォーカスグループの設立 

ソフトウェア開発において迅速かつ柔軟なプロセス管理を実現するため、TMNの管理

機能を拡張することを検討しており、TMN管理機能を記述する勧告M.3400（TMN 
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Management Functions ） に 、 TMF （ TeleManagement Forum ） が 開 発 し た

eTOM(Enhanced Telecom Operations Map)ビジネスプロセスを導入することを検討して

いる。SG4とTMFの間において、勧告A.7に基づくフォーカスグループを立ち上げ、

M.3400を参照するような勧告案を作成し、第6回SG4会合でコンセントされた。フォー

カスグループは次回SG4会合まで継続することとなった。 

 
 カ TMN Xインターフェースの要求条件 

   風水害や地震等の緊急時に、公衆網の優先的な通信を必要とする場合があり、このと

き、限られたリソースの中で緊急時通信を確保する手順が必要となる。勧告M.3500は、

緊急時国際間通信において事業者顧客間で情報を交換する場合の機能要求条件を定めて

いる。第4回SG4会合においては、M.3350が参照すべき勧告（SG2、SG16関連）の策定

状況と歩調を合わせるべきこと等が指摘され勧告化に至らなかった。第5回SG4会合にお

いて、他のSGにおける議論に進捗がみられたことから、TAP（郵便投票による勧告承認

手続き）により勧告化することが合意され、平成16年6月に承認されました。 
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表2 SG4会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成12年10月～平成16年10月） 

 
勧

 
勧

関

関

課

告番号 告名 

連ＷＰ

連研究

題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.831  

Corr.1 

周囲

フェ

W

Q

状況と提携顧客情報のV5インター

イスの誤りと効率管理 
P3 

.14 
新規 AAP 

2001.02.28 

Q.832.1 

Corr.1 
VB5.

W

Q
1管理 

P3 

.14 
新規 AAP 

2001.02.28 

Q.835  

Corr.1 
ISDN

W

Q
とアナログ顧客接続の回線管理 

P3 

.14 
新規 AAP 

2001.02.28 

X743. 

Corr.1 

情報

理:時
W

Q

技術－開放型システム間相互接続管

刻管理機能 
P4 

.17 
新規 AAP 

2001.02.28 

X.744  

Corr.3 

情報

理:ソ
W

Q

技術－開放型システム間相互接続管

フトウェア管理機能 
P4 

.17 
新規 AAP 

2001.02.28 

X.790  

Corr.2 

デー

理:IT

能 

W

Q

タ網及び開放型システム通信OSI管

U-Tアプリケーション用障害管理機
P4 

.17 
新規 AAP 

2001.02.28 

M.2201 

国際

経路

並び

W

Q

ATM網の永続的及び半永続的、仮想

及び仮想経路接続の性能実行目標値

に許容及び限界性能範囲 

P1 

.3 
新規 AAP 

2001.03.14 

O.172 
SDH

測定

W

Q

を利用したデジタルジッタ－ワンダ

装置 
P1 

.5 
改訂 AAP 

2001.03.14 

Q.834.1 
ATM

理機

W
Q

 PONの要求条件と網構成部品図の管

器 
P3 
.14 新規 AAP 

2001.04.12 

Q.834.2 
ATM

理機

W
Q

 PONの要求条件と網構成部品図の管

器 
P3 
.14 新規 AAP 

2001.04.12 

X.721 

Amd.1 

ASN

誤表

W

Q

.1:1997を含む管理情報定義(DMI)正

1 
P3 

.14 
改訂 

AAP 

2001.08.12 

X.780.1 COR

スの

WP4

Q.17 
改訂 BA管理オブジェクトインターフェー

粗粒定義のTMNガイドライン 
 AAP 

2001.08.12 

X.781 
COR 様システムとの実装一致のため

の要

WP4 

Q
新規 

AAP 

8.12 

BA仕

求条件とガイドライン .17 2001.0

X.792  

Corr.1 
監査サポート概要 

W

Q
新規 

8.12 

P4 

.17 

AAP 

2001.0

Q.821.1 CORBA仕様のTMN警報監視 
W
Q 新規 

0.06 

P4 
.19 

AAP 

2001.1

M.1400 国際網呼称 
W

Q.2 
改訂 

2001.10.13 

P1 AAP 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

M.3120 CORBA汎用ネットワークとNEレベル情

報モデル 
W

Q

P3 

.12 
新規 AAP 

2001.08.12 

Q.822.1 COR
W

Q
BA仕様のTMN性能管理サービス 

P3 

.14 
改訂 AAP 

2001.10.06 

X.780 
Corr.1 

CORBA管理オブジェクト定義のTMNガ

イド 表1)
W

Qライン(正誤  
P4 

.17 
新規 AAP 

2001.10.06 

X.834.3 広帯

ンタ L記述 
W

Q

域受動光ネットワーク（PON）のイ

ーフェース要求条件のUM
P3 

.14 
新規 

AAP 

2001.11.28 

M.1400 ネッ

呼称
WP1

Q.
新規 5.28 Amd.1 

トワークオペレータ間接続における

（改訂 1） 
 

2 
AAP 
2002.0

M.2301 IPベ Wの開通および保守における

性能

WP1 

Q
新規 

AAP 

7.13 (M.23ip) 

ースN

目標と手順 .3 2002.0

M.2120 
国際 クション・伝送シ

ステ

W

Q
改訂 

7.13 

相互運用パス・セ

ムの故障発見および切り分け手順 
P1 

.3 

AAP 

2002.0

M.2110 
国際 ン・伝送シ

ステ

W

Q.3 
改訂 

2002.07.13 

相互運用パス・セクショ

ムの開通手順 
P1 AAP 

O.181 STM-N測定装置 
WP1

Q.
改訂 

 

4 

AAP 

2002.05.28 

O.151 
1次群以上のエラー測定器（正誤表1） 

W

QCorr.1 

P1 

.4 
新規 

AAP 

2002.05.28 

O.150 

Corr.1 

デジタ 送装置のパフォーマンス測定

器の 求条件（正誤表1） 
W

Q

ル伝

汎用的要

P1 

.4 
新規 

AAP 

2002.05.28 

M.3030 

 
tMLフレームワーク 

W

Q(M.tML)

P2 

.9 
新規 

AAP 

2002.08.21 

M.3120 

Amd.1 

COR

情報

スイッチング） 

WP3

Q.12 
新規 

BA汎用ネットワークとNEレベルの

モデル（改訂1）（プロテクション
 AAP 

2002.05.28 

X.780 

Corr.2 

CORBA ブジェクト定義のための

TMN
W

Q.17 
新規 

2002.05.28 

管理オ

ガイドライン（正誤表2） 
P4 AAP 

X.780.1  

Corr.1 

コー

定義 ン（正誤表

1） 

W

Q.17 
新規 

2002.05.28 

スグレインCORBA管理オブジェクト

のためのTMNガイドライ
P4 AAP 

Q.816  

Corr.2 

COR 表

2） 
W

Q.18 
新規 

2002.08.05 

BAベースのTMNサービス（正誤 P4 AAP 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.816  

Amd.2 

COR

2）（

ガイ

W

Q

BAベースのTMNサービス）（改訂

ローカル名称解決のためのユーザ

ド） 

P4 

.18 
新規 

AAP 

2002.08.05 

X.780  

Amd.1 

COR

TMN ライン （改訂1）（バルクで

属性

トと

W

Q.17 
新規 

2002.05.28 

BA管理オブジェト定義のための

ガイド

抽出するためのシステムオブジェク

ユーザガイド） 

P4 AAP 

X.780.1 

1 

コー A管理オブジェクト

定義

1）（

テム

WP4  

Q
新規 

AAP 

5.28 Amd.

スグレインCORB

のためのTMNガイドライン）（改訂

バルクで属性抽出するためのシス

ファサードとユーザガイド） 
.17 2002.0

M.3100 

Amd.6 
汎用ネットワーク情報モデル 改訂6 

WP3 

Q.12 
改訂 

AAP 

2003.03.28 

M.3120

Amd.

COR

情報

WP3

Q.12 
改訂 

 

2 

BA汎用ネットワークとNEレベルの

モデル 改訂2 装置モデル 
 AAP 

2003.03.28 

O.172 

Amd.1 
SDH用ジッタ ダ測定器 改訂1 

WP1

Q.5 
改訂 

2003.03.28 
ワン

 AAP 

O.173 OTN
W

Q
用ジッタ測定器 

P1 

.5 
新規 

AAP 

2003.03.28 

Q.822 

Amd.1 

汎用

Q.82
W

Q

伝送性能管理のための ITU-T勧告

2の改訂 
P4 

.19 
改訂 

AAP 

2003.03.28 

Q.822.1 汎用伝送性能管理のための ITU-T勧告

Q.822.1の改訂 
W

QAmd.1 

P4 

.19 
改訂 

AAP 

2003.03.28 

X.744.1 
CORBA のTMNソフトウェア管理

サー

W

Q

ベース

ビス 
P4 

.17 
新規 

AAP 

2003.03.28 

M.2100 
国際

開通 能限界 
W

Q

相互運用PDHパスとコネクションの

及び保守のための性

P1 

.3 
改訂 

AAP 

2003.04.12 

M.2101 
国際

ンの めの性能限界 
W

Q

相互運用SDHパスとマルチセクショ

開通及び保守のた

P1 

.3 
改訂 

AAP 

2003.06.12 

M.3017 

(M.hpcn) 

回線

ワー

W

Q

/パケット IP網統合管理のフレーム

ク 
P2 

.10 
新規 

AAP 

2003.06.21 

Q.834.4 
UML

PON
W

Q

インタフェース要求条件に基づくB-

のCORBA版インタフェース規定 
P3 

.14 
新規 

AAP 

2003.07.06 

O.201 オプ

ため

WP1

Q.
新規 

(O.qfm) 

ティカルチャネルの伝送特性評価の

のQ値測定器 
 

4 

AAP 

2003.07.21 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

国際

及び のエラー性能限界と手順 
W

Q

相互運用OTNパスとセクション開通

保守のため

P1 

.3 
新規 

AAP 

2003.12.13 

M.2401 

(M.24otn) 

M.3010 TMN

とTM
WP2

Q.
改訂 

Amd.1 

の原理-改訂1-TMNコンフォーマンス

Nコンプライアンス 改訂1 
 

7 

AAP 

2003.12.13 

M.3341 

IPベ ービスのためのXインター

フェ

件 

WP2

Q.
新規 

ースサ

ースにおけるQoS/SLA管理の要求条
 

9 

AAP 

2003.12.13 

M.3100 
汎用ネットワーク情報モデル 改訂7 

WP3

Q.12 
改訂 

Amd.7 

 AAP 

2003.12.13 

M.1400 
ネッ オペレータ間接続における

呼称

WP1 

Q
改訂 

AAP 

1.09 

トワーク

 .2 2004.0

Q.834.4 

Corr

.1 

UML

B-PO

定正

WP3

Q
新規 

1.12 

インターフェース要求条件に基づく

N CORBA版インターフェース規

誤表1 

 

.14 

AAP 

2004.0

Q.834.4 

.1 

UML フェース要求条件に基づく

B-PON CORBA版インターフェース

定 改訂1 

WP3

Q.14 
改訂 Amd

インター

規
 AAP 

2004.01.12 

Q.811 
Q及

ヤプ プロファイル 
W

Q

びXインタフェースのための下位レイ

ロトコル

P4 

.18 
改訂 

AAP 

2004.02.12 

Q.812 
Q及

ヤプ

WP4
改訂 

びXインタフェースのための上位レイ

ロトコルプロファイル Q.

 

18 

AAP 

2004.02.12 

Q.837.1 
SDH NEビューに

おけ

WP3

Q.
新規 

 

-DLCのネットワークと

る機能要求条件 
 

14 

AAP 

2004.02.12

M.1401 

(M.fi

 

ッ

称 ョン（データ

構造

W

Q.
新規 

 
des)

ネ

呼

トワークオペレータ間接続における

のフォーマライゼーシ

の定義） 

P1 

2 

AAP 

2004.02.21

B.11 法的  - 定世界時刻の使用  削除 
3.04 

時間 協
回章226 

2004.0

Q.834.1 
ATM ーの

ため

W

Q
改訂 

6.12 

-PONのネットワークとNEビュ

の要求条件と管理エンティティ 
P3 

.14 

AAP 

2004.0

Q.834.3 
B-PO 要求条件の

ため

W

Q.
改訂 

 

N管理インターフェース

のUML記述 
P3 

14 

AAP 

2004.06.12

M.30

1 

度

O スフレーム

ワーク 

W

Q.7 
新規 

50.
高

(eT

化テレコムオペレーションマップ

M) – ビジネスプロセ
P2 AAP 

2004.06.28 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

M.3050.

2 

高度

(eTO
W

Q

化テレコムオペレーションマップ

M) – プロセスの分析と記述様式 
P2 

.7 
新規 

AAP 

2004.06.28 

M.3050.

3 

高度

(eTO と記述例 
W

Q

化テレコムオペレーションマップ

M) – プロセスフロー

P2 

.7 
新規 

AAP 

2004.06.28 

M.3050. 高度

(eTO
WP2

Q.
新規 

4 

化テレコムオペレーションマップ

M) – eTOMを利用したB-B統合 
 

7 

AAP 

2004.06.28 

M.3350 

テレ 災害救済管理と集中緩和能

力を

フェ

管理

W

Q

郵便投票 

244号

コム網で

サポートするためのTMNXインター

ース情報交換におけるTMNサービス

の要求条件 

P2 

.9 
新規 回章第

2004.06.30 

M.3031 

(M.T

MLc

onf) 

tMLス

トプ

W

Q

キーマの実装適合性ステートメン

ロフォルマのためのガイドライン 
P2 

.9 
新規 

AAP 

2004.07.13 

M.3050. 高度

(eTO
W

Q

AAP 

2004.07.21 0 

化テレコムオペレーションマップ

M) – 序論 
P2 

.7 
新規 

M.3100(

.8 

用
W

Q

199

5) 

Amd

汎 ネットワーク情報モデル 改訂8 
P3 

.12 
改訂 

AAP 

2004.08.21 

Q.827.1 
NMS 理機能の要求条件

析 
W

Q
新規 

0.06 

-EMS間の共通管

と分

P3 

.14 

AAP 

2004.1

Q.838.1
PON管理インターフェースのための要

求条

W

Q
新規 

0.06 
 

E-

件と分析 
P3 

.14 

AAP 

2004.1
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議　長 ：Mr. David J. Sidor(米）
副議長 ：Mr. Dmitri Cherkesov（露) 

：藤井　伸朗氏(NTT) 
：Mr. Qi Feng (中)

課題１ 用語と定義 Mr. Qi Feng(中)

ＷＰ１：回線呼称、性能及び試験装置
議　長 ：Mr. Leen Mak (蘭)

課題２ ネットワークオペレータ間接続における呼称 Mr. Paul Levine（米)

課題３ 性能･故障管理のための伝送網及びサービス運用手順 Mr. Leen Mak(蘭)

課題４ Mr. Renee Le Viol(仏)

課題５ Mr. David Taylor(英）

ＷＰ２：テレコミュニケーション管理共通機能
議　長 ：Mr. Geoff Caryer(英)

課題７ 管理の原理及びアーキテクチャ Mr. Petre Dini （米)

課題９ B-B及びC-B管理インタフェースの要求条件 Mr. Ken Smith （米)

課題10 Ms. Sharon Chisholm(加)

ＷＰ３：テレコミュニケーション管理情報モデルとプロトコル
議　長 ：藤井　伸朗氏(NTT) 

課題12 管理インターフェース方法論と基盤管理情報モデル Mr. Knut Johannessen（ﾉﾙｳｪｰ）

課題14 アプリケーション特化管理情報モデル Ms. Lakshmi Raman（米）

課題18 管理インターフェースのためのプロトコル Ms. Lakshmi Raman（米）

図２　ＳＧ４の検討体制

ＳＧ４：TMN及びネットワーク保守

通信システム及びその構成部品で使用する試験及び
測定のための技術と装置
通信システム及びその構成部品で使用するジッタ･
ワンダ試験、測定の技術及び装置

有線及び無線のための音声、データ、マルチメディア
の融合を含むNGNの管理フレームワーク
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（３）電磁防護・屋外設備委員会の活動状況報告 
 
１ 委員会の開催状況 

 (1) はじめに 

電磁防護・屋外設備委員会は、ＳＧ5(電磁環境の影響からの防護)及びＳＧ6(屋外設備)

を担当している。 

 (2) 開催状況 

 電磁防護・屋外設備委員会は､第1回ＩＴＵ－Ｔ部会(平成13年1月26日)以降､次のとお

り12回開催している｡ 

・第1回会合 平成13年5月29日

 第2回ＳＧ5会合（6/18～6/22）の対処について検討が行われた。 

 第1回ＳＧ6会合（3/6～3/9）の結果について報告が行われ、さらに鉄道沿いの光フ

ァイバケーブル敷設に関するＴＳＢからの質問状（回章39）の扱いについて検討が

行われた。 

・第2回会合 平成13年7月18日

 第2回ＳＧ5会合（6/18～6/22）の結果について報告が行われ、さらに勧告Ｋ．16

（電力線からの誘導電圧計算方法）の削除の合意に関する回章について検討が行われ

た。 

 また、ＳＧ6におけるＴＳＢからの質問状（回章39、52「課題7」、53「課題9」）

について検討が行われた。 

・第3回会合 平成13年11月6日

 第3回ＳＧ5会合（12/10～12/14）の対処について、さらに無線基地局のための電

力線柱の使用に関するＴＳＢからの質問状（回章57）について検討が行われた｡ 

 第2回ＳＧ6会合（12/10～12/14）の対処について検討が行われた。 

・第4回会合 平成14年1月22日

 第3回ＳＧ5会合（12/10～12/14）及び第2回SG6会合（12/10～12/14）の結果につ

いて報告が行われた。 

・第5回会合 平成14年5月29日

 ＳＧ5 ＷＰ会合（6月24日～6月27日）の対処について検討が行われた。 

 また、ＳＧ6におけるＴＳＢからの質問状4件（回章89（課題2）、回章101（課題5）、

回章102（課題1）及び回章103（課題3））について検討が行われた。 

・第6回会合 平成14年7月4日

 ＳＧ5 ＷＰ会合（6月24日～6月27日）の結果について報告が行われ、さらに第3

回ＳＧ6会合の対処について検討が行われた。 

・第7回会合 平成14年9月20日

 第4回ＳＧ5会合の対処について検討が行われた｡ 

 また、ＳＧ6に係る遅延寄書2件（課題6及び課題8）について検討が行われた。 

・第8回会合 平成14年11月6日 

 第4回ＳＧ5会合の結果について報告が行われ、第3回SG6会合の結果について報告
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が行われた。 

・第9回会合 平成15年2月5日

ＳＧ５ラポータ会合及び第４回ＳＧ６会合の対処について検討が行われた。    

また、ＳＧ６における遅延寄書２件（課題５及び課題８）について検討が行われた。 

   ・第10回会合 平成15年4月23日

     ＳＧ５ラポータ会合及び第４回ＳＧ６会合の結果について報告が行われ、さらに第

５回ＳＧ５会合の対処について検討が行われた。 

   ・第11回会合 平成15年9月10日

     第５回ＳＧ５会合の結果について報告が行われ、さらに第５回ＳＧ６会合の対処に

ついて検討が行われた。 

   ・第12回会合 平成15年12月18日

     第５回ＳＧ６会合の結果について報告が行われ、さらに第６回ＳＧ５会合の対処に

ついて検討が行われた。 

   ・第13回会合 平成16年3月12日

     第６回ＳＧ５会合の結果について報告が行われ、さらにＳＧ５ラポータ会合及び第

６回ＳＧ６会合の対処について検討が行われた。 

・第14回会合 平成16年10月8日 

  第６回ＳＧ６会合及びＳＧ５ラポータ会合の結果について報告が行われ、さらに第

１回ＳＧ５会合の対処について検討が行われた。 

 
２ SG5の状況 

(1) はじめに 

SG5は､「電磁環境の影響からの防護」を研究対象としており、通信施設の電磁防護、

雷防護（試験、対策及びリスクアセスメント）、電力線誘導（誘導危険電圧等）、エミッ

ション（伝導・放射妨害波）、イミュニティ（電磁波に対する耐力）及び人体安全（電磁

暴露、動作電圧等）に関する標準化の検討を行っており、Kシリーズ勧告を担当している。 

 SG5には､現在14の課題が設定されており､これらの関連課題を総合的に審議するため､

次の2つのWPが設置されている。審議体制は図3-1のとおりである｡ 

･WP1: 被害防止と安全 

･WP2: エミッション、イミュニティ及び電磁分野 

 (2) 会合開催状況 

・第1回SG5会合:2000年12月5日～8日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数:20カ国、2機関、50名（うち日本から4名） 

・第2回SG5会合: 2001年6月18日～22日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数:17カ国、2機関、55名（うち日本から3名） 

・第3回SG5会合: 2001年12月10日～14日

開催地：ハノイ（ベトナム） 
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出席国及び出席者数:19カ国、1機関、66名（うち日本から3名） 

・ＳＧ5 ＷＰ会合:2002年6月24日～27日

開催地：ブダペスト（ハンガリー） 

出席国及び出席者数:16カ国、42名（うち日本から4名） 

・第4回SG5会合:2002年10月7日～11日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数:21カ国、1機関、50名（うち日本から6名） 

・ＳＧ5 ラポータ会合:2003年2月17日～21日

開催地：シドニー（オーストラリア） 

出席国及び出席者数:11カ国、22名（うち日本から2名） 

・第5回SG5会合:2003年6月16日～20日

開催地：カモリ（イタリア） 

出席国及び出席者数:17カ国、2機関、50名（うち日本から4名） 

・第6回SG5会合:2004年1月12日～16日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数:17カ国、2機関、45名（うち日本から4名） 

・SG5 ラポータ会合:2004年5月24日～28日

開催地：ラニオン（フランス） 

出席国及び出席者数:13カ国、1機関、27名（うち日本から4名） 

    
(3) 検討状況 

 今会期は、コロケーション及びアンバンドリング、接地とボンディング及び過電圧・

過電流に関する検討が重点的に行われた。WTSA2000以降、決議1及び勧告A.8の適用

により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）にて承認された勧告は、表3-1に示すと

おり、新規9件、改訂8件及び削除5件である｡なお､重点項目についての検討状況を以下

に示す｡ 

  ア コロケーション及びアンバンドリング（課題１関連） 

    コロケーションとは、複数の事業者が通信センタ施設等を共用することを意味し、ア

ンバンドリングは通信ケーブルが開放され、通信ケーブル内に複数事業者の多様な通信

サービスが展開することを意味している。コロケーション及びアンバンドリングにおい

ては、エミッション（伝導・放射妨害波）により近接した他の装置が誤動作したり、ケ

ーブル内における漏話や電磁誘導などによる干渉が発生することがある。これに対し、

ＥＭＣを始め、過電圧、接地、安全及び事業者の責任等に係わる勧告草案が審議され、

コンセントされた。平成１５年７月のＡＡＰの結果、コロケーション勧告Ｋ．５８とア

ンバンドリング勧告Ｋ．５９が勧告化された。 

 
  イ 接地とボンディング（課題６関連） 

    国内と海外では接地系・配電系統の違いがあり、機器に対する雷サージの負担に大き

な差異がある。特に、通信と電力の接地が分離している分離接地系では、雷サージによ
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って発生する大きな電位差が機器に印加される問題がある。この分離接地問題に対する

解決策を明確化するため、接地に係わる新たな勧告草案Ｋ．ｐｃｐが審議された。審議

の結果、接地方法及び過電圧防護の考え方、さらに過電圧耐力レベルの参考情報の他、

代表的な接地方式や配電方式に対する過電圧対策方法を勧告草案に盛り込むことが合

意された。なお、平成１６年１月開催のＳＧ５会合及び５月のラポータ会合において、

ユーザビルにおける接地を含む過電圧防護対策の実施責任の所在について議論があり、

審議の結果、勧告草案Ｋ．ｐｃｐは次会期に勧告化する方向で検討されることとなった。 

 
ウ 過電圧・過電流（課題１３関連） 

欧米などの共通接地系においても、通信線－電源線間などのポート間に対する雷サー

ジ試験の重要性が認識され、ポート間試験を盛り込んだ過電圧勧告草案の修正案が出さ

れた。平成１５年６月の会合での審議の結果、既存過電圧勧告Ｋ．２０、Ｋ．２１、Ｋ．

４４、Ｋ．４５の改定が了承され、ＡＡＰの結果、勧告化された。 

 
３ SG6の状況 

(1) はじめに 

SG6は「屋外設備」を研究対象としており、光ファイバケーブル、メタリックケーブル

及び関連構造物の建設、設置、接続、終端、損傷防護に関する屋外設備並びにこれらの設

備の環境への影響（電磁的プロセスを除く）に関する標準化の検討を行っており､Lシリー

ズ勧告を担当している｡ 

 SG6には､現在10の課題が設定されており､これらの関連課題を総合的に審議するため､

次の2つのWPが設置されている。審議体制は図3-2のとおりである｡ 

･WP1: インフラと環境問題 

･WP2: 通信設備の屋外への適用技術 

(2) 会合開催状況 

・第1回SG6会合:2001年3月6日～9日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国数及び出席者数:17カ国、2機関、42名（うち日本から4名） 

・第2回SG6会合: 2001年12月10日～14日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国数及び出席者数:21カ国、2機関、42名（うち日本から4名） 

・第3回SG6会合: 2002年9月23日～27日

開催地：ケッセルロー（ベルギー） 

出席国数及び出席者数:18カ国、2機関、45名（うち日本から6名） 

・第4回SG6会合:2003年4月7日～11日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国数及び出席者数:18カ国、2機関、34名 

※戦争の影響により日本からの出席はなかったが、電話会議で3名が参加。 

・第5回SG6会合:2003年11月25日～28日
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開催地：ハノイ（ベトナム） 

出席国数及び出席者数: 15カ国、2機関、56名（うち日本から4名） 

・第6回SG6会合:2004年6月14日～18日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国数及び出席者数:20カ国、2機関、39名（うち日本から4名） 

 
(3) 検討状況 

 今会期は、光ファイバケーブル網の保守、光ファイバケーブルの構造及びアクセス系光

ファイバ網の建設に関する検討が重点的に行われた。WTSA2000以降、決議1及び勧告

A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）にて承認された勧告は、表3-2

に示すとおり､新規17件及び改訂6件である。なお、重点項目について検討状況を以下に示

す。 

ア 光ファイバケーブル網の保守（課題５関連） 

光アクセス網の多様化に対応するため、分岐型光線路網及びリング網の保守・試験方

法について検討が進められた。高距離分解能ＯＴＤＲを用いた所外設置光スプリッタ下

部心線の試験方法や、試験光バイパスモジュールを用いた光リング網の試験方法等を提

案し、これらの技術情報を、ラポータ（日本）より提出した勧告草案のAppendixに追加

する形で、分岐型光線路網及びリング網に対する保守・試験基準を規定するＬ．５３「光

アクセス網の保守基準」が承認された。 

 
イ 光ファイバケーブルの構造（課題８関連） 

アクセス系で使用されることを想定する光ファイバケーブルに対しては、従来の中継

用ケーブルと比べ、付加的な機能が求められており、アクセスネットワーク用光ファイ

バケーブルに対する要求条件と、それらの機能の具体的な実現方法について検討が進め

られた。ラポータ（日本）より、多数の心線を収容できるケーブル構造例、中間点で分

岐し易いケーブル構造等を提案した勧告草案Ｌ．５８「アクセスネットワーク用光ファ

イバケーブル」を提出し、ＡＡＰの結果、平成１６年３月に承認された。また、平成１

６年６月のＳＧ６会合で構内用光ファイバケーブル、複合光ファイバケーブルに関する

勧告草案が審議・合意された。 

 
ウ アクセス系光ファイバ網の建設（課題９関連） 

アクセス系光ファイバ網の設計・構築時に考慮すべき、ネットワークトポロジ－、 配

線方法、拡張性、保守性等の項目について検討が進められ、ラポータ（日本）より、勧告

草案Ｌ．４２「アクセス系光ファイバ網の設計及びその拡張性」を提出し、承認された。

また、局内伝送装置（ＯＬＴ）と加入者伝送装置（ＯＮＵ）間に光Passive componentを

設けたことを特徴とするＰＯＮ（Passive optical network）の設計・構築方法に関して、

光受動部品及びその設置場所、要求特性等について検討を行い、ラポータ（日本）より、

勧告草案Ｌ．５２「パッシブ光ファイバ網（ＰＯＮ）の展開」を提出し、承認された。 
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表3－1  SG5会合により承認（削除）された勧告 
(平成12年10月～平成16年10月) 

勧告番号 勧 告 名 
関連研究

課題/WP

新規 

改訂 

削除 

備考 

K.46 誘導雷サージに対するメタル平衡導体を使用

する通信線の防護 

WP1 

Q.5 

新規 第1回会合

郵便投票 

K.47 直撃放電に対するメタル導体を使用する通信

線の防護 

WP1 

Q.5 

新規 第1回会合

郵便投票 

K.16 電力線からの誘導電圧計算方法  削除 回章65 

2001.10.1 

K.55 絶縁コネクタ終端に対する過電圧・過電流要求 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2002.8.12 

K.20 

(Rev.) 

通信センタビルにおける通信装置の過電圧・過

電流耐力 

WP1 

Q.4、13 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.21 

(Rev.) 

ユーザビルにおける通信装置の過電圧・過電流

耐力 

WP1 

Q.4、13 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.44 

(Rev.) 

過電圧・過電流に暴露される通信装置の耐力

－基本勧告－ 

WP1 

Q.4、13 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.45 

(Rev.) 

アクセス及びトランクネットワークにおける

通信装置の過電圧・過電流耐力 

WP1 

Q.4、13 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.34 

(Rev.) 

通信装置に対する電磁環境の分類 

－基本勧告－ 

WP2 

Q.12 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.43 

(Rev.) 
通信装置に対するイミュニティ規定 

WP2 

Q.12 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.46  

(Rev.) 

メタリック導体を用いた通信線の誘導雷サー

ジに対する防護 

WP1 

Q.5 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.48 

 (Rev.) 
通信装置のEMC規定 －製造群勧告－ 

WP2 

Q.12 
改訂 

AAP 

2003.7.28 

K.56 

 (K.rbs) 
無線基地局に対する雷防護 

WP1 

Q.5 
新規 

AAP 

2003.7.28 

K.58  

(K.colo) 

コロケーションされた通信施設に対する

EMC、耐力、安全及びその手順 

WP2 

Q.1 
新規 

AAP 

2003.7.28 

K.59  

(K.unb) 

アンバンドリングされたケーブルに対する

EMC、耐力、安全及びその手順 

WP2 

Q.1 
新規 

AAP 

2003.7.28 

K.60 

 (K.bb) 
広帯域アクセスシステムに対するEMC規定 

WP2 

Q.2 
新規 

AAP 

2003.7.28 

K.57  

(K.bsp) 

電力線鉄塔に搭載された無線基地局の防護方

法 

WP1 

Q.9 
新規 

AAP 

2003.9.5 
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勧告番号 勧 告 名 
関連研究

課題/WP

新規 

改訂 

削除 

備考 

K.61  

(K.mes) 

通信施設における電磁界の人体暴露規格に対

する測定方法と予測方法のガイダンス 

WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2003.9.5 

K.15 
雷及び隣接電力線からの干渉に対する遠隔給

電システムとラインリピータの防護 

WP1 

Q.4 
削除 

AAP 

2003.12.12

K.17 
半導体素子を用いた受電リピータに対する外

部妨害からの防護機構を調べるための試験 

WP1 

Q.4 
削除 

AAP 

2003.12.12

K.22 ISDN/Tバスに接続される装置の過電圧耐力 
WP1 

Q.4 
削除 

AAP 

2003.12.12

K.41 
通信センタにおける内部インタフェースのサ

ージ過電圧耐力 

WP1 

Q.4 
削除 

AAP 

2003.12.12

 
 
 

表3－2  SG6会合により承認された勧告 
(平成12年10月～平成16年10月) 

勧告番号 勧 告 名 
関連研究 

課題/WP 

新規 

改訂 

削除 

備考 

L.29 浅海海底ケーブルの敷設・保守・修理記録 WP1 

Q.10 

改訂 AAP 

2002.01.12

L.28 海底陸揚げケーブルの保護方法 WP1 

Q.10 

改訂 AAP 

2002.10.28

L.10 地下用光ファイバケーブル WP2 

Q.8 

改訂 AAP 

2002.12.21

L.26 架空用光ファイバケーブル WP2 

Q.8 

改訂 AAP 

2002.12.21

L.43 直埋用光ファイバケーブル WP2 

Q.8 

新規 AAP 

2002.12.21

L.48 

(L.mini) 
微小開削構への敷設技術 

WP1 

Q.6 
新規 

AAP 

2003.3.28 

L.49 

(L.micro) 
極小開削構への敷設技術 

WP1 

Q.6 
新規 

AAP 

2003.3.28 

L.13 屋外環境における光クロージャの要求条件 
WP2 

Q.7 
改訂 

AAP 

2003.4.11 

L.51 
屋外設置光受動部品の性能評価に関する原則

及び定義 

WP2 

Q.7 
新規 

AAP 

2003.4.11 
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勧告番号 勧 告 名 
関連研究 

課題/WP 

新規 

改訂 

削除 

備考 

L.42 
アクセス系光ファイバ網の設計及びその拡張

性 

WP2 

Q.9 
新規 

AAP 

2003.5.13 

L.52 パッシブ光ファイバ網の展開 WP2 

Q.9 

新規 AAP 

2003.5.13 

L.53 

(L.mai) 

光アクセス網の保守基準 WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2003.5.13 

L.56 

(L.rail) 

鉄道沿いの光ケーブル敷設 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003.5.13 

L.57 

(L.blow) 

エアブロン技術による光ケーブル敷設 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003.5.13 

L.19 POTs/ISDN/xDSLのシェアドマルチサービス

を提供する多対ケーブル 

WP2 

Q.3 

改訂 AAP 

2003.11.28

L.50 所内環境における光成端架の要求条件 WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2003.11.28

L.55 海底ケーブルのデジタルデータベース WP1 

Q.10 

新規 TAP 

2003.11.28

L.54 MTC用クロージャ WP1 

Q.10 

新規 AAP 

2004.2.5 

L.58 アクセスネットワーク用光ファイバケーブル WP1 

Q.10 

新規 AAP 

2004.3.7 

L.61 フローティング技術を用いた光ファイバケー

ブルの敷設 

WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004.7.28 

L.59  構内光ファイバケーブル WP2 

Q.8 

新規 AAP 

2004.9.5 

L.60  メタル複合光ファイバケーブルの構造 WP2 

Q.8 

新規 AAP 

2004.9.5 

L.62 共有ネットワークにおいて複数オペレータで

提供されるアンバンドルの実務的見地 

WP2 

Q.3 

新規 AAP 

2004.9.5 
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ＳＧ５：電磁環境の影響からの防護
議　長 ：Mr. R. Pomponi(伊)
副議長 ：Mr. A. Zeddam(仏)
副議長 ：Mr. G. Varju(ハンガリー)

課題１４ 用語の定義（全体会合において審議） Mr. P. Whelan(英)

ＷＰ１：被害防止と安全
議　長 ：Mr. A. Zeddam(仏)

課題４ データ通信装置とアクセス網の過電圧耐力 Mr. P. Day(豪)

課題５ 固定通信、移動通信及び無線システムの雷防護 Mr. C. F. Barbosa(ブラジル)
　

課題６ グローバルな環境における電気通信システムの Mr. P. Whelan(英）
アースとボンディング 富永　哲欣氏(ＮＴＴ)(Associate)

課題９ 電気通信網に対する電力及び電鉄からの妨害 Mr. H. G. Ohlin（スウェーデン）

課題１０ 電気通信設備における電磁問題の解決方法論 村川　一雄氏(ＮＴＴ)

課題１１ 電気通信環境下における人体安全に関する既存 Mr. O. Daguillon（仏）
勧告の見直しと改定

課題１３ 既存過電圧勧告の見直しと改定 Mr. P. Day(豪)

ＷＰ２：エミッション、イミュニティ及び電磁分野
議　長 ：服部　光男氏(ＮＴＴ)

課題１ 電気通信網の相互接続とアンバンドリングに 小林　隆一氏(ＮＴＴ)
おけるＥＭＣ、安全、過電圧耐力

課題２ 広帯域アクセスシステムに関するＥＭＣ Mr. C. Monney(スイス)
　

課題３ 移動体通信及び無線システムの健康への影響と Mr.J. Boksiner(米）
安全作業方法 Mr.V.Squizzato (伊)(Associate)

課題７ 数学的モデルによるＥＭＣ予測 Mr. D. Carpenter(英)
　 　

課題８ 電磁両立性の確保に対する適切な品質管理手法 Mrs. A. Bochicchio(伊)

課題１２ 既存ＥＭＣ勧告の見直しと改定 Mr. P. Gemma(伊)

図３－１　ＳＧ５の検討体制
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ＳＧ６：屋外設備
議　長 ：Mr. F. Montalti(伊)

ＷＰ１：インフラと環境問題
議　長 ：冨田　茂氏(ＮＴＴ)

課題１ 電気通信設備の環境問題 不在

課題２ 電気通信設備の火災対策 Mr. R. Arruda(ブラジル)

課題４ 基盤設備とケーブル・装置の建設 Mr. J. L. Novoa Lozano (スペイン)

　
課題６ 微小開削溝への通信用地下ケーブル敷設 Mr. P. Trombetti(伊)

課題１０ ITU-T G.972に定義されたＭＴＣ Mr. M. Guglielmucci(伊)

ＷＰ２：通信設備の屋外への適用技術
議　長 ：Mr. A. Reggiani(ブラジル)

課題３ シェアドマルチサービスを提供するネットワークMr. W. Kang(韓国)

課題５ 光ファイバケーブル網の保守 泉田　史氏(ＮＴＴ)

課題７ クロージャ、成端・配線架、屋外設置受動部品 Mr. C. Radelet(ベルギー)

課題８ 光ファイバケーブルの構造 冨田　茂氏(ＮＴＴ)

課題９ アクセス系光ファイバ網の建設 保苅　和男氏(ＮＴＴ)

図３－２　ＳＧ６の検討体制
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（４）ケーブル網・番組伝送委員会の活動状況報告 

 

１ ケーブル網・番組伝送委員会の活動状況 

(1) はじめに 

ケーブル網・番組伝送委員会は、ＳＧ９（統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・

音声伝送）を担当している。 

 

(2) 会合の開催状況 

ケーブル網・番組伝送委員会は、第１回ＩＴＵ－Ｔ部会（平成１３年１月２６日）以降、

次のとおり１６回の会合を開催した。 

・第１回会合  平成１３年２月９日 

平成１２年１１月に開催された、ＷＰ１／９会合の結果について報告が行われた。Ｗ

ＴＳＡ－２０００で決定された研究課題に関する説明を実施した。また、平成１３年３

月に開催された第１回ＳＧ９全体会合に向けた対処方針と、提出する寄与文書について

検討を行った。 

・第２回会合  平成１３年５月１０日

第１回ＳＧ９全体会合の結果について報告が行われ、他のＳＧとの調整が未了のため

継続審議となったIPCablecom※1関係４勧告案に対する、今後の対応について検討が行わ

れ、他のＳＧ会合の動向を注視しながら、今後の対応を図ることとなった。 
※1  IPCablecom： ケーブルテレビ網における、Voice/Video over IP 等、IP を利用した双方向リア

ルタイムサービスに関するプロジェクト 

・第３回会合  平成１３年９月１８日

平成１３年９月下旬に開催が予定されていたホームネットワークに関する課題 14 ラ

ポータ会合（開催中止）と、同年１０月に開催された IPCablecom に関する課題 10・13

合同ラポータ会合に対する対処方針と、提出する寄与文書について検討を行った。また、

同年１２月に開催されたＳＧ９会合に提出する正式寄与文書について検討を行った。 

・第４回会合  平成１３年１１月１６日

平成１３年１０月に開催された IPCablecom 関係のラポータ会合について報告が行わ

れた。なお、本会合への日本からの参加は諸事情から見送られ、電子メールによる審議

参加となっている。 

また、同年１２月に開催された第２回ＳＧ９全体会合への対処方針と、ケーブルモデ

ムに関する勧告への新変調方式の追加、映像伝送方式、画質評価等に関する寄与文書に

ついて検討を行った。 

・第５回会合  平成１４年１月１１日

 第２回ＳＧ９全体会合の結果について報告が行われた。 

・第６回会合  平成１４年５月１５日

- 121 - 



平成１４年３月開催の、Workshop on Multimedia Convergence 及び平成１４年４月開

催の、ホームネットワーク関連（Ｑ14）ラポータ会合の結果について報告が行われた。

また、平成１４年６月に開催された第３回ＳＧ９全体会合に向けた対処方針と提出する

寄与文書について検討を行った。 

・第７回会合  平成１４年７月５日

第３回ＳＧ９全体会合の結果について報告が行われた。また、本会合に関連した投票

について審議した。 

・第８回会合  平成１４年１１月２７日

平成１４年８月に開催されたケーブルモデム関係（Ｑ12）ラポータ会合結果及び関係

の勧告案の状況について報告が行なわれた。また、次世代ＳＴＢに関する寄与文書素案

について検討を行なった。 

・第９回会合  平成１５年１月１５日

第４回ＳＧ９（平成１５年３月３１日～４月４日開催予定）会合に提出する寄与文書

について検討を行なった。 

・第１０回会合  平成１５年３月６日

平成１５年２月開催の IPcablecom 関連（Q10、Q13）ラポータ会合の結果について報告

が行われた。また、第４回ＳＧ９会合（平成１５年３月３１日～４月４日開催）に向け

た対処方針と提出する寄与文書について検討を行った。 

・第１１回会合  平成１５年４月２５日

第４回ＳＧ９全体会合の結果について報告が行われた。また、本会合に関連した投票

について審議した。 

・第１２回会合  平成１５年９月２６日

平成１５年９月に開催されたケーブルモデム関係（Q10、Q12、Q13）ラポータ会合の結

果について報告が行われた。また、第５回ＳＧ９会合（平成１６年１月１５日～２１日

開催）に提出する寄与文書について検討を行なった。 

・第１３回会合  平成１５年１１月６日

第５回ＳＧ９会合（平成１６年１月１５日～２１日開催）に提出する寄与文書につい

て検討を行なった。 

・第１４回会合  平成１５年１２月１１日

第５回ＳＧ９会合（平成１６年１月１５日～２１日開催）に向けた対処方針と提出す

る寄与文書について検討を行なった。 

・第１５回会合  平成１６年２月２５日

第５回ＳＧ９全体会合（平成１６年１月１５日～２１日開催）の結果について報告が

行われた。また、本会合に関連した投票について審議した。 

第６回ＳＧ９会合（平成１６年５月１０日～１４日開催）に提出する寄与文書につい

て検討を行った。 

・第１６回会合  平成１６年４月１６日

第６回ＳＧ９会合（平成１６年５月１０日～１４日開催）に向けた対処方針と提出す
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る寄与文書について検討を行なった。また、委員会の中にＷＧを設置することとした。 

 

２ ＳＧ９の状況 

(1) はじめに 

ＳＧ９は、ＩＴＵ－Ｔにおいて「統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送」

に関する課題を研究対象として検討を行っている。 

ＳＧ９の研究対象は、ケーブルテレビ網における映像・音声番組配信からＩＰを用いたサ

ービスや、映像・音声番組の素材伝送等、幅広い標準化作業を行っており、その成果は勧告

Ｊシリーズ（映像及び音声番組その他マルチメディア信号の伝送）、勧告Ｎシリーズ（音声番

組及び映像の国際伝送回線の管理）及びＰ．９００シリーズ（会話品質のマルチメディアサ

ービスの評価方法）としてまとめられている。なお、無線による放送の標準化を担当するＩ

ＴＵ－Ｒ ＳＧ６や、ＩＰに関係するＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１１、１３、１６等とも互いに連携し

て活動を進めている。 

ＳＧ９における審議体制は図４のとおりである。 

 

(2) 会合の開催状況 

・第１回全体会合  平成１３年３月６日～３月９日

開催地：スイス国ジュネーブ 

出席国及び出席者数：１９か国、２機関、８９名（うち日本から８名） 

・第２回全体会合  平成１３年１２月３日～１２月７日

開催地：スイス国ジュネーブ 

出席国及び出席者数：１７か国、２機関、７９名（うち日本から８名） 

・第３回全体会合  平成１４年６月３日～６月７日

開催地：スイス国ジュネーブ 

出席国及び出席者数：１６か国、２機関、７６名（うち日本から７名） 

・第４回全体会合  平成１５年３月３１日～４月４日

開催地：スイス国ジュネーブ 

出席国及び出席者数：１５か国、１機関、４８名（うち日本から４名） 

・第５回全体会合  平成１６年１月１５日～１月２１日

開催地：ホノルル（ハワイ） 

出席国及び出席者数： ８か国、４７名（うち日本から８名） 

・第６回全体会合  平成１６年５月１０日～５月１４日

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数： １９か国、１機関、５６名（うち日本から９名） 

 

(3) 検討状況 

WTSA2000 以降、決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）

にて承認された勧告は、表 4 のとおり、新規 56 件、改訂 18 件、削除 2 件となっている。 
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なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

ア ケーブルモデム 

ケーブルテレビ網においてインターネット等の通信サービスに使用するケーブルモデムに

関する勧告化が行われた。DOCSIS1.0 及び 1.1※をベースにJ.112「双方向ケーブルテレビサ

ービスの伝送システム」（下り 42Mbps、上り 10Mbps）が勧告化され、日本のケーブル網にあ

わせた仕様としてAnnexCが盛り込まれた。また、DOCSIS 2.0 をベースにした上り回線の増

速と耐雑音性能の向上を図ったJ.122「双方向ケーブルテレビのための第二世代伝送システ

ム」（下り 42Mbps、上り 30Mbps）が勧告化された。なお、日本のケーブル網に合致する仕様

はAnnex Jとして盛り込まれている。これにより、ケーブルインターネットにおいても「対称

型」の超高速インターネット接続が可能となった。 

※  DOCSIS: 米国ケーブルラボが中心となって制定しているケーブル網上でデータ伝送を行うための

インターフェース仕様（Data Over Cable System Interface Specification） 

 

イ IPCablecom（ケーブルテレビにおける IP 電話ネットワーク） 

IPCablecom はケーブルテレビ網を利用したＶｏＩＰに関するものであり、アーキテクチ

ャ、プロトコルの構造、品質、通信セキュリティ等の各種勧告化が図られた。基本となるア

ーキテクチャとして J.160、さらに関連する相互通信可能なネットワークシステムの実装上

必要となるインタフェースとして J.160 番台、170 番台の１８の勧告がある。 

また、緊急通信への要求条件は J.260(J.tdr)として TAP の手続きに入った。 

 

ウ ネットワーク伝送 

ＭＰＥＧ－２関連技術では、長距離国際テレビ伝送の秘匿性確保の技術要件を規定したＪ．

９６，日本からの提案を元に策定された素材伝送や局間伝送を対象としたＭＰＥＧ－２に準

拠したＨＤＴＶ番組構成情報を伝送するメカニズムを規定したＪ．１８７（Ｊ．ｍｐｐｈ）

（ＡＲＩＢ標準 ＳＴＤ Ｂ４０）、二重化された回線を利用して映像伝送の高信頼化・高

画質化を実現するための技術として日本から提案したＪ．１８８, MPEG-2 のビットストリー

ム上で番組切替を行うための技術として日米で検討されたＪ．１８１，Ｊ．１８９、Ｊ．２

８０の 3件の勧告が採択されている。 

ＦＴＴＨによる番組配信関連技術ではアナログおよびディジタルの映像信号を光ケーブル

で多チャンネル伝送するための技術として日本から提案したＪ．１８５，Ｊ．１８６の 2 件

の勧告が採択されている。 

ケーブルテレビ関連技術では、番組付随情報(メタデータ）の要求条件を規定したＪ．９７，

ＶｏＤに特化したメタデータに関する要求条件を規定したＪ．９８が勧告化されている。 

 

エ 条件付きアクセスとウェブキャスティング（IP によるビデオ・オーディオ配信） 

勧告J.120ではメディア伝送にUDP/IPを用いたウェブキャスティングを行うためのシステ

ムが規定されていた。加えてネットワーク品質管理を行うためのプロトコルとして J.121 が

勧告化された。 
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また、TCP/IP 上でメディア伝送を行うことを前提とした多重化フォーマットを規定した

J.123、J.124 が勧告化され、さらに、プレゼンテーション情報記述ならびにセッション制御

プロトコルを規定した J.127 が勧告化された。本勧告は、制御情報ならびにメディアデータ

伝送を一貫して従来の Web ブラウザと同等の HTTP/TCP/IP で実現している。 

さらに、IP ストリーミングに関する J.ipqos が検討されている。 

 

オ 品質評価 

画像品質評価専門家グループ（ＶＱＥＧ）を中心として、ＩＴＵ－Ｒ ＳＧ－６、ＩＴＵ

－Ｔ ＳＧ１２と連携して勧告化策定作業が行われている。具体的にはネットワークにおけ

るＭＰＥＧ－２トランスポートストリームの測定を規定したＪ．１３３が勧告された。 

客観画質評価技術に関しては、３つの評価モデル（原画像を利用した評価法（ＦＲ），原

画像の一部特徴量を利用した評価法（ＲＲ），受信画像のみによる評価法（ＮＲ））を規定

したＪ．１４３，ＦＲ法の具体的評価アルゴリズムを規定したＪ．１４４，ＮＲ法として日

本より提案した不可視マーカを用いて品質評価を行うＪ．１４７が勧告された。また、ＲＲ

法として日本より提案した画像の特徴量を利用した評価アルゴリズムを規定するＪ．２４０

が勧告化された。 

さらに、音声と画像を統合的に品質評価するマルチメディア評価モデルを規定したＪ．１

４８と画像品質尺度の単位・精度を規定したＪ．１４９の両勧告も採択された。 

 

カ ＡＰＩ（アプリケーションプログラムインターフェース） 

ＡＰＩ関連では、日本からの寄書も反映されたデジタル双方向テレビサービスのためのア

プリケーション環境を規定した J.200 (ARIB STD-B23、STD-B24 関連)、双方向テレビのコン

テンツフォーマットを規定した J.202 (ARIB STD-B23 関連)の勧告が採択された。さらに、日

本からの提案を元に宣言型コンテンツフォーマットのハーモナイゼーションに関して J.201

が勧告化された。 

 

キ STB とホームネットワーク 

IPCablecom の延長上として、家庭内における通信サービスに関する勧告案が米国から提

示され、日本からもアーキテクチャ等を提示し、ホームネットワークのアーキテクチャとし

て J.190 が勧告化された。さらに、J.190 に基づくホームネットワーク仕様が検討され、J.191

ケーブルモデム IP 拡張パッケージ、J.192 ケーブルデータサポート用レジデンシャルゲート

ウェイが勧告化された。 

ＭＰＥＧベースの放送信号とＩＰベースの通信信号の両方を柔軟に処理することが可能な

次世代ＳＴＢに関して、要求条件を規定した J.193（J.stb-req）が勧告化された。また、IP 

over 1394 に関する提案（J.Ipol）は議論を継続することとなった。 

 

ク 大画面表示デジタル映像（LSDI） 

D-シネマは、デジタル化された映画コンテンツをネットワークを介して映画館に配信する
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ための技術であり、第３回会合において研究課題として追加されたが、ITU-R SG6 との関係

などから継続審議となり、その後、LSDI と課題を変更し、MPEG-2 HDTV 信号を利用した大画

面デジタルデジタル映像の伝送として J.600 が勧告化された。また、拡張解像度の LSDI を規

定する勧告案 J.exlsdi が検討されている。 

 

ケ その他 

デジタルケーブルテレビのためのサービス情報を STB とそれ以外の機器間で接続するイ

ンターフェースを規定した勧告 J.94 には、日本から提案したＤ端子に関する内容も含まれて

いる。 
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表４ ＳＧ９会合において承認された勧告一覧 

（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

勧告番号 勧告名 
関連研究

課題 

新規/

改訂/

削除 

備 考 

J.67 

(Revised) 

MAC(Media Access Control)パケット信号

用伝送回線のテスト信号と測定技術 

Q.4/9 改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.84 

(Amd.1) 

(Revised) 

衛星共聴施設(SMATV)を通じたデジタル多

チャネル配信 付録Ｃの改訂 

(日本のＢＳ／ＣＳデジタル伝送方式に関

する記述追加) 

Q.2/9 

Q.9/9 

改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.87 

(Revised) 

加入者宅へのテレビジョン２次分配のた

めのデジタル／アナログハイブリッドケ

ーブル網の利用 

(日本の OFDM 方式のパラメータ追加) 

Q.2/9 改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.94 

(Amd.2) 

(Revised) 

デジタルケーブルテレビのためのサービ

ス情報 

付録Ｃの改訂 

(日本が引用する付録Ｃの修正) 

Q.2/9 

Q.9/9 

改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.96 勧告J.89に準拠したMPEG-2による長距離

国際テレビ伝送における秘匿性確保の技

術条件 

Q.2/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.112 

(Amd.1) 

(Revised) 

双方向ケーブルテレビサービスの伝送シ

ステム（ケーブルモデム） 

付録 A及び Bの改訂 

Q.12/9 改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.144 参照画像を利用したデジタルケーブルテ

レビの客観画質評価技術 

Q.4/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.145 素材配信、一次分配ネットワーク上での音

声伝送のための QoS 測定と制御 

Q.1/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.150 

(Amd.2) 

(Revised) 

多チャネル・多地点分配システム(MMDS)

を介したデジタル多チャネルテレビ、音

声、データサービス提供のための運用機能

Q.2/9 改訂 第 1回会合 

郵便投票 

J.161 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での双方向音声サービス(ＩＰ電

話)提供のための音声符号化要求条件 

Q.13/9 

 

新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.162 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での即時サービス配信のためのネ

ットワーク呼制御プロトコル 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.163 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での即時サービス提供のためのダ

イナミックＱｏＳ 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 
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J.164 IPCablecom のイベント・メッセージ(課金

情報等) 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.166 IPCablecomの管理情報データベース(MIB)

の構成 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.167 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での即時サービス配信のための終

端装置(MTA) 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.168 IPCablecomの終端装置(MTA)の管理情報デ

ータベース(MIB)の構成要件 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.169 IPCablecomのネットワーク呼信号(NCS)の

情報データベース構成(MIB)要求項目 

Q.13/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.181 ケーブルテレビシステムのデジタル番組

挿入ポイントの通知情報 

Q.11/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.182 家庭におけるセットトップボックス(ＳＴ

Ｂ)と映像表示機器との相互接続のための

アナログインタフェース仕様パラメータ 

(日本のＤ端子に関する規定を含む) 

Q.9/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.183 ケーブルテレビシステム上の多重 MPEG-2 

トランスポートストリーム(ＴＳ)の時分

割多重 

(日本のＢＳデジタル放送再送信技術) 

Q.2/9 

Q.9/9 

新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.184 ケーブルテレビの伝送帯域外周波数にお

ける双方向伝送のためのプロトコル 

Q.9/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.200 デジタル双方向テレビサービスのための

アプリケーション環境 

(日本からの提案を含む) 

Q.8/9 新規 第 1回会合 

郵便投票 

J.112 

AnnexB 

Amendment1 

ﾃﾞｰﾀ・ｵｰﾊﾞ・ｹｰﾌﾞﾙ（ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ）ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

仕様：無線周波数ｲﾝﾀﾌｪｰｽ仕様改訂１ 

Q.12/9 改訂 AAP 

2002.02.12 

J.112 

AnnexC 

Amendment1 

ﾃﾞｰﾀ・ｵｰﾊﾞ・ｹｰﾌﾞﾙ（ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ）ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

仕様：QAM 技術を用いた無線周波数ｲﾝﾀﾌｪｰ

ｽ仕様改訂１ 

Q.12/9 改訂 AAP 

2002.02.12 

J.121 

(J.qweb) 

ｳｪﾌﾞｷｬｽﾄにおける品質制御ﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.7/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.160 (IPCablecom)ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑを用いた時間に厳

しいｻｰﾋﾞｽの配信のためのﾌﾚｰﾑﾜｰｸ・ｱｰｷﾃｸ

ﾁｬ 

Q.13/9 
新規 AAP 

2002.02.12 

J.162 

Addendum1 

(IPCablecom)ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑを用いた時間に厳

しいｻｰﾋﾞｽの配信のためのﾌﾚｰﾑﾜｰｸ・ｱｰｷﾃｸ

ﾁｬ 補遺１ 

Q.13/9 改訂 AAP 

2002.02.12 

J.165 

(J.istp) 

IPCablecom ｼｸﾞﾅﾘﾝｸﾞ伝送ﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 
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J.170 

(J.sec) 

IPCablecom ｾｷｭﾘﾃｨ資料 Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.171 

(J.tgcp) 

IPCablecom ｹﾞｰﾄｳｪｲ呼・信号ﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.172 

(J.mem) 

IPCablecom ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ｲﾍﾞﾝﾄ構造 Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.173 

(J.pls) 

IPCablecom 埋め込み MTA ﾌﾟﾗｲﾏﾘ・ﾗｲﾝのｻﾎﾟ

ｰﾄ 

Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.174 

(J.iqos) 

IPCablecom ｲﾝﾀｰﾄﾞﾒｲﾝ Qos Q.13/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.185 

(J.fmc) 

FM一括変換による多ﾁｬﾝﾈﾙ映像の光ｱｸｾｽ伝

送装置 

Q.16/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.186 

(J.scm) 

ｻﾌﾞｷｬﾘｱ多重(SCM)による多ﾁｬﾝﾈﾙ映像の光

ｱｸｾｽ伝送装置 

Q.16/9 新規 AAP 

2002.02.12 

J.96 

(Amd.1) 

長距離 MPEG-2 伝送のﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ強化 Q.6/9 改訂 AAP 

2002.07.28 

J.97 

(J.metadata) 

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸにおけるﾒﾀﾃﾞｰﾀ Q.2/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.123 

(J.mfweb) 

ｳｪﾌﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞのための多重化ﾌｫｰﾏｯﾄ Q.7/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.133 

(J.pcr) 

ﾈｯﾄﾜｰｸ上の MPEG-2TS の測定 Q.20/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.146 

(J.lpl) 

素材伝送における会話型 TV 番組のﾙｰﾌﾟ遅

延問題 

Q.4,21/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.147 

(J.ists) 

信号埋め込みによる画質客観評価 Q.4,21/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.175 

(J.as) 

ｵｰﾃﾞｨｵｻｰﾊﾞﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.13/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.176 

(J.memmib) 

IPCablecom監視機能のための監視情報ﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽ 

Q.13/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.187 

(J.mpph) 

MPEG-2 を用いた HDTV 信号素材伝送、一次

分配方式 

Q.11/9 新規 AAP 

2002.07.28 

 

J.188 

(J.ret) 

高能率映像二重圧縮伝送のﾌﾚｰﾑﾜｰｸ Q.2,4, 

21/9 

新規 AAP 

2002.07.28 

J.189 

(J.mbi) 

MPEG-2 ﾋﾞｯﾄｽﾄﾘｰﾑのｼｰﾑﾚｽｽﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ Q.11/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.190 

(J.hna) 

ﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸのｱｰｷﾃｸﾁｬ Q.14/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.191 ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑの IP 拡張ﾊﾟｯｹｰｼﾞ Q.12/9 新規 AAP 

2002.07.28 

J.1 ＳＧ９で使用する用語の意味・定義につい

て 

 削除 回章 127 

2002.09.23 
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J.122 

(J.rfi2gen) 

双方向ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞのための第二世代伝送ｼｽ

ﾃﾑ 

Q.12/9 新規 AAP 

2002.12.06 

J.suplement4 専門用語について  削除 第３回会合 

郵便投票 

J.98 

(J.metadata.r

eq) 

ケーブル網における VoD 用メタデータ要

求条件 

Q.3/9 新規 AAP 

2003.05.13 

J.148 

(J.mmq-req) 

客観的マルチメディア品質評価モデルの

要求条件 

Q.4,21/9 新規 AAP 

2003.05.13 

J.171 

Amendt 1 

ﾄﾗﾝｷﾝｸﾞｹﾞｰﾄｳｪｲ制御ﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.10/9 改訂 AAP 

2003.05.13 

J.202 ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ TV のｺﾝﾃﾝﾂﾌｫｰﾏｯﾄ Q.8/9 新規 AAP 

2003.05.13 

J.165 

Amendt 1 

IPCablecom ｼｸﾞﾅﾘﾝｸﾞ伝送ﾌﾟﾛﾄｺﾙ Q.10/9 改訂 AAP 

2003.05.28 

J.177 

(J.cmsp) 

IPCablecom CMS－加入者間ﾌﾟﾛﾋﾞｼﾞｮﾆﾝｸﾞ

仕様 

Q.10,13/

9 

新規 AAP 

2003.05.28 

J.178 

(J.cmss) 

IPCablecom CMS－CMS 間ｼｸﾞﾅﾘﾝｸﾞ Q.10,13/

9 

新規 AAP 

2003.05.28 

J.112 Annex B 

Rev. 1 

ﾃﾞｰﾀ・ｵｰﾊﾞ・ｹｰﾌﾞﾙ（ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑ）ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

仕様：無線周波数ｲﾝﾀﾌｪｰｽ仕様 

Q.12/9 改訂 AAP 

2004.03.14 

J.124 

(J.mfmweb) 

TCP/IP Webcasting の多重化フォーマット Q.15/9 新規 AAP 

2004.03.14 

J.144 Rev. 1 参照画像を利用したデジタルケーブルテ

レビの客観画質評価技術 

Q.4/9 改訂 AAP 

2004.03.14 

J.149 (J.vqm) 画質評価尺度の単位・精度の規定法 Q.4,21/9 新規 AAP 

2004.03.14 

J.162 rev. 1 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での即時サービス配信のためのネ

ットワーク呼制御プロトコル 

Q.13/9 改訂 AAP 

2004.03.14 

J.163 rev.1 ケーブルモデムを利用したケーブルテレ

ビ網上での即時サービス提供のためのダ

イナミックＱｏＳ 

Q.13/9 改訂 AAP 

2004.03.14 

J.191 rev. 1 ｹｰﾌﾞﾙﾓﾃﾞﾑの IP 拡張ﾊﾟｯｹｰｼﾞ Q.14/9 改訂 AAP 

2004.03.14 

J.192 

(J.191.1) 

ケーブルデータサービス配信用レジデン

シャルゲートウェイ 

Q.14/9 新規 AAP 

2004.03.14 

J.280 (J.sapi) MPEG-2 ビットストリーム上での TV番組挿

入装置に対するアプリケーションプログ

ラムインタフェース規定 

Q.8/9 新規 AAP 

2004.03.14 

J.125 (J.bpi) ケーブルモデムにおけるベースラインプ

ライバシーインタフェース 

Q.12/9 新規 AAP 

2004.04.21 

J.126 (J.ecm) 埋め込み型ケーブルモデムデバイス仕様 Q.12/9 新規 AAP 

2004.04.21 
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J.179 (J.imm) マルチメディアへのIPCablecom サポート Q.12/9 新規 AAP 

2004.04.21 

J.127 

(J.tcpweb) 

TCP/IP ネットワーク上でのマルチメディ

ア配信のための伝送プロトコル 

Q.15/9 新規 AAP 

2004.06.28 

J.181 rev.1 ケーブルテレビシステムのデジタル番組

挿入ポイントの通知情報 

Q.11/9 改訂 AAP 

2004.06.28 

J.193 

(J.stb-req) 

次世代 STB の要求要件 Q.9/9 新規 AAP 

2004.06.28 

J.240 (J.ssot) スペクトル拡散と直交変換を用いた伝送

画像の SN 比の遠隔監視方式 

Q.2,4,21

/9 

新規 AAP 

2004.06.28 

J.600 

(J.tlsdi) 

MPEG-2 HDTV 形式の LSDI 伝送 Q.22/9 新規 AAP 

2004.06.28 

J.201 

 

インタラクティブ TV のための宣言型コン

テンツフォーマットのハーモナイゼーシ

ョン 

Q.8/9 新規 AAP 

2004.07.13 

 

 

- 131 - 



ＳＧ９：統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送
   議　長：Mr.Richard Green(米)
   副議長：松本　修一氏(KDDI)
   副議長：Mr.Charles Sandbank(米)
   副議長：Mr.Yuriy D. Shavdia(露)

課題１ 音声及びテレビ番組のデジタル伝送 Mr.Yuriy Shavdiya(露)

課題２ 標準テレビジョン及びHDTVのデジタル伝送と二次分配 川田　亮一氏(KDDI)

課題４ テレビジョン分配網でのQoSの測定と操作 Ms.Alina Karwowska-Lamparska
(ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ)
Mr.Lionel Durant(英) Associate

課題６ デジタルケーブルテレビでの視聴制限方法 Mr.Richard Prodan(米)

課題７ ウェブキャスティングの方法と要件 宮地　悟史氏(KDDI)

課題８ ケーブル網での番組インタフェース(API) Mr.Charles Sandbank(英)

課題９ ケーブルテレビSTBの機能の要件 松本　檀氏(NEC)
Mr.Bernard Mcewen(英) Associate

課題10 公衆網等とケーブル網との相互接続の機能特性 Mr.Neil Olsen(米)
Mr.Richard Catchpole(英) Associate

課題11 MPEG-2番組挿入 松本　修一氏(KDDI)

課題12 IP/パケットを用いたマルチメディアへの応用 Mr.Rouzbeh Yassini(米)
Mr.Richard Catchpole(英) Associate

課題13 IP音声・映像アプリケーション Mr.Edward Miller(米)
Mr.Volker Leisse(独) Associate

課題14 ホームネットワークへのケーブルサービスの拡張 Mr.James Dahl(米)
Mr.Stephen Palm(米) Associate
Mr.Lawrence M.Palmer(米) Associate

課題15 高速ウェブ・キャスティング 宮地　悟史氏(KDDI)

課題16 光アクセス系多チャンネル・アナログ/ディジタル映像信号 菊島　浩二氏(NTT)

課題19 IP技術を用いた映像・音声一次分配 平川　秀治氏（東芝）

課題20 電気通信網によるMPEG-2信号伝送の品質条件 Mr.Lionel Durant(英)

課題21 会話品質のマルチメディアサービスの客観的・主観的評価 Mr.Arthur Webster(米)
Mr.David Hands(英) Associate

課題22 大画面表示画像 Mr.Paolo Zaccarian(伊)
Ms.Wendy Aylsworth（米）Associate
松本　修一氏(KDDI) Associate
Mr.Charles Sandbank(英) Associate

図４　ＳＧ９の検討体制
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（５）プロトコル委員会の活動状況報告 
 
１ プロトコル委員会の開催状況 

 (1) はじめに 

 プロトコル委員会は、SG11（信号要件及びプロトコル）及びSG17（データ網及び

電気通信ソフトウェア）を担当している。 

なお、SG17については、平成13年3月に開催された第1回TSAG会合において、SG7

（データ網及び開放型システム通信）及びSG10（言語及び電気通信システムの一般的

なソフトウェア側面）をSG17として統合することが決定し、同年9月17日から活動を

開始している。 

 (2) 開催状況 

プロトコル委員会は､第1回ITU-T部会(平成13年1月26日)以降､次のとおり13回開催し

ている｡ 

・第1回会合  平成13年2月21日 

情報セキュリティについて検討を行うセキュリティWGを設置することとした。 

第1回SG11全体会合の結果及び第1回SG7全体会合の結果について報告が行われた。

また、代替承認手続き（AAP）に付されていたSG11関連勧告案及びSG7関連勧告案

について検討を行い、これらの勧告案に対して日本からのコメントを提出しないこ

ととなった。 

・第2回会合  平成13年4月24日

第1回TSAG全体会合の結果のうち、SG7、SG10及びSG11関連の事項について報

告が行われた。また、第2回SG11全体会合への対処方針及び郵便投票への回答につ

いて検討を行い、1件の新規勧告草案及び1件の改訂勧告草案について、SG会合での

勧告化に賛成することとなった。 

・第3回会合  平成13年6月14日

第2回SG11全体会合の結果について報告が行われた。また、臨時SG11全体会合へ

の対処方針及び郵便投票への回答について検討を行い、15件の新規勧告草案につい

て、SG会合での勧告化に賛成することとなった。 

第2回SG7全体会合に提出する寄書案について検討を行い、アジア・太平洋電気通

信標準化機関（ASTAP）を通じてアジア・太平洋電気通信共同体（APT）共同提案

として提出することとなった。 

・第4回会合  平成13年8月3日

臨時SG11全体会合の結果について報告が行われた。また、第2回SG7全体会合及

び第2回SG10全体会合への対処について検討が行われた。 

・第5回会合  平成13年10月10日

第2回SG7全体会合及び第2回SG10全体会合の結果について報告が行われた。 

・第6回会合  平成14年2月1日 

第5回ASTAP総会（Information Security EG）の結果について報告が行われた。 

第1回SG17会合への対処について説明があり、了承された。また、APT共同提案
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「PKI技術に基づく安全なモバイルシステム構築のためのガイドライン」について

出席予定者より説明があり、日本の賛同が了承された。 

第3回SG11会合への対処について説明があり、了承された。 

平成14年5月にソウルにおいて開催予定のワークショップについて情報提供がな

された。 

・第7回会合  平成14年5月30日 

第3回SG11会合の結果について報告が行われた。また、 ITU-TにおけるNGN

（Next Generation Network）及びIP網への取組等について意見交換が行われた。 

第1回SG17会合の結果について報告が行われた。また、 ITU-Tにおける情報セ

キュリティへの取組等の方針について意見交換が行われた。 

・第8回会合  平成14年10月23日 

第4回SG11会合への対処について説明があり了承された。 

第2回SG17会合への対処について説明があり了承された。日本が中心となって作

成したSG17課題10に提出予定のAPT共同提案「情報セキュリティマネジメントの

テレコム実装要求条件」について出席予定者より説明があり、了承された。また、

事前の文書審議により日本賛同となった、SG17課題10へ提出予定のAPT共同提案

「モバイルセキュリティ技術のフレームワーク」について説明が行われた。 

・第9回会合  平成15年1月8日 

第4回SG11会合の結果について報告が行われた。 

第2回SG17会合の結果について報告が行われ、ITU-Tを横断するセキュリティプ

ロジェクトの設立について説明された。 

・第10回会合  平成15年8月19日 

第5回SG11会合への対処について説明があり了承された。 

第3回SG17会合への対処について説明があり了承された。SG17課題10に提出予

定の2つの寄書「情報セキュリティマネジメントのテレコム実装要求条件のベースラ

イン文書」、「モバイルEnd-to-Endデータ通信のためのセキュリティ技術」を日本

寄書として提出することが了承された。 

・第11回会合  平成15年11月25日 

第5回SG11会合の結果について報告が行われた。 

第3回SG17会合の結果について報告が行われた。現在、SG17課題10で扱われて

いるセキュリティ関連の課題を6つ（Overall Security Project、Security Architecture 

and Framework、Cyber Security、Security Management、Telebiometrics、Secure 

Communication Service）に増やすことが合意されたとの説明があった。 

 ・第12回会合  平成16年2月9日 

     第6回SG11会合の対処方針及び提出寄書について説明があった。 

     第4回SG17会合の対処方針及び提出寄書について説明があった。「情報セキュリ

ティマネジメントのテレコム実装要求条件（勧告草案X.ism）」及び「テレバイオメ

トリクスに関する新しい検討項目（PKIと連携した生体認証フレームワーク）」の2

件を日本寄書として、「X.msec-1およびX.msec-2の修正ドラフト（モバイルEnd-to-
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Endデータ通信のためのセキュリティ技術のフレームワークとPKIをベースとするセ

キュアモバイルシステム実装のガイドライン）」の1件を日韓共同寄書とすることが

了承された。 

・第13回会合  平成16年5月20日 

第6回SG11会合の結果について説明があった。 

第4回SG17会合の結果について説明があった。日本から提案した3つの勧告案「情

報セキュリティマネジメントのテレコム実装要求条件」、「モバイルEnd-to-End

データ通信のためのセキュリティ技術のフレームワーク」、「PKIをベースとするセ

キュアモバイルシステムの実装ガイドライン」は合意されたことが報告された。 

 
２ SG11の状況 

(1) はじめに 

 SG11は、「信号要件及びプロトコル」に関する課題を研究対象とし、インテリジェン

トネットワーク（IN）、ベアラ非依存呼制御（BICC）等について検討を行っている。 

SG11には、現在12の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議する

ため4つのWPが設置されている。SG11における検討体制を図5-1に示す。 

 (2) 会合開催状況 

・第1回全体会合  平成12年11月27日～12月6日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：23か国、3機関、200名（うち日本から23名） 

・第2回全体会合  平成13年5月14日～25日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：26か国、2機関、160名（うち日本から20名） 

・臨時全体会合   平成13年7月2日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：5か国、10名（うち日本から1名） 

・第3回全体会合  平成14年2月18日～3月1日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：24か国、3機関、121名（うち日本から1名） 

・第4回全体会合  平成14年11月11日～22日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：28か国、103名（うち日本から14名） 

・第5回全体会合  平成15年9月1日～9月12日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：19か国、94名（うち日本から13名） 

・第6回全体会合  平成16年3月1日～3月12日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：19か国、98名（うち日本から10名） 
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 (3) 検討状況 

 WTSA2000以降、決議1及び勧告A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き

（AAP）にて承認された勧告は、表5-1に示すとおり、新規94件、改訂21件、削除10件

となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

ア インテリジェントネットワーク（IN） 

勧告案Q.1241（IN CS-4へのイントロダクション）及びQ.1244（IN CS-4の分散機能プ

レーン）を勧告化するとともに、他のCS-4関連勧告（Q.1248.1～Q.1248.7）を承認した。 

 
イ VHE（Virtual Home Environment）関連 

VHE（Virtual Home Environment）の共通認識、SG11とSSG IMTの作業分担及び共同

作業方法について検討するためジョイント会合を開催し、今後の検討手順について合意

した。 

 
ウ ベアラ非依存呼制御（BICC） 

現在の電話網／ISDNからIP形のネットワークへの円滑な発展を目的として開発された

ベアラ非依存呼制御（BICC：Bearer Independent Call Control）について、BICC/ISUP

（ISDN User Part）とIETFで検討されてきたSIPとのインターワーキングに関する要求条

件、プロトコルの検討が行われている。SIPとBICCプロトコル/ISDNユーザ間のインター

ワーキングに関する勧告Q.1912.5が第6回SG11会合で承認された。 

 
エ APIリファレンスドキュメントの作成 

API（Application Program Interface）についてはJAIN、ETSI、3GPPなど、ITU-Tの外

部の多くの団体で検討が進められているため、これらの検討状況を比較し、それぞれの

適用範囲を明確化するためのAPIリファレンスドキュメントを作成しており、ドラフトの

改版を重ね、第4回会合において補遺（Supplement）として承認された。 

API（Application Program Interface）についてはITU-Tの外部の多くの団体で検討が進

められているため、これらの検討状況を比較し、それぞれの適用範囲を明確化するため

のAPIリファレンスドキュメントが第4回SG11会合において補遺（Supplement）として

承認されている。第5回SG11会合においては、新たな検討課題として、API規定の際のガ

イドラインとなる要求条件に関する検討が行われた。第6回SG11会合においてガイドラ

インドキュメントを補遺として承認した。 

 
オ NGNに関する要求条件 

  NGNのプロトコルに関する要求条件についての審議が行われており、今後メールベー

スでレビューを続け、平成16年末を目処にテクニカルレポートを完成させることとなっ

た。 

  また、NGNに関する3つの新規課題を設置予定で、第6回SG11会合で以下の課題が承

認された。 
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① NGN環境に現れるネットワーク制御機能アーキテクチャ(新課題A) 

② NGNアーキテクチャのためのサービス、セッション、リソース制御要求条件(新

課題C) 

③ NGNアーキテクチャのためのサービス、セッション、リソース制御プロトコル

(新課題D) 

 
３ SG17の状況 

(1) はじめに 

SG17は、「データ網及び電気通信ソフトウェア」に関する課題を研究対象とし、デー

タコミュニケーションネットワーク、開放型システム通信及び記述言語及びその使用方

法等について検討を行っている。 

SG17には、現在27の課題が設定されており、これらの関連課題を総合的に審議する

ため5つのWPが設置されている。SG17における検討体制を図5-2に示す。また、第4回

SG17会合にて、来会期(WTSA-04以降)における新WP及び新課題案が、別紙のとおり、

策定されている。ただし、新課題のラポータ案については暫定的なものである。 

 (2) 会合開催状況 

・SG10第1回全体会合  平成12年11月27日～12月6日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：15か国、1機関、44名（日本からの参加者なし） 

・SG7第1回全体会合   平成13年1月29日～2月2日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：19か国、2機関、64名（うち日本から4名） 

・SG7第2回全体会合   平成13年8月27日～9月7日 

開催地：バンガロール（インド） 

出席国及び出席者数：18か国、1機関、66名（うち日本から7名） 

・SG10第2回全体会合  平成13年9月6日～14日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：10か国、1機関、32名（日本からの参加者なし） 

・SG17第1回全体会合  平成14年2月27日～3月8日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：23か国、2機関、90名（うち日本から9名） 

・SG17第2回全体会合   平成14年11月20日～29日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：26か国、2機関、89名（うち日本から9名） 

・SG17第3回全体会合  平成15年9月10日～9月19日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：21か国、2機関、113名（うち日本から11名） 

・SG17第4回全体会合  平成16年3月10日～3月19日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 
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出席国及び出席者数：21か国、1機関、96名（うち日本から10名） 

(3) 検討状況 

 今会期に、決議1及び勧告A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）にて

承認又は削除された勧告は、表5-2に示すとおり、新規46件、改訂58件、削除6件となっ

ている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 
ア ネットワークセキュリティ関連勧告の作成 

ネットワークセキュリティのリードSGとして、セキュリティ関連の勧告作成を行って

いる。 

情報セキュリティマネジメント及びモバイルセキュリティについて、日本から積極的

に提案を行ってきた。モバイルデータ通信システムを構築する際に解決すべきセキュリ

ティ要件ごとに分類するためのモバイルセキュリティ技術の分類基準と、特に広く利用

されうる具体的なモバイルセキュリティ技術を使用する際の考慮点をまとめたガイドラ

インについて、日本提出のベースラインドキュメントに基づいた勧告案が作成され、第4

回SG17会合にて勧告化が完了した。 

また、現在課題10で行われているセキュリティ関連の課題は、以下の6つの課題に増や

すことが合意された。 
①セキュリティプロジェクト、②セキュリティアーキテクチャとフレームワーク、③

サイバーセキュリティ、④セキュリティマネジメント、⑤テレバイオメトリクス、⑥

セキュアコミュニケーションサービス 

 
イ フレームリレー関連勧告の作成 

フレームリレーのリードSGとして、SG11、SG13や他の団体等と協調しながら、フ

レームリレー関連の勧告作成を行っている。 

MPLS（マルチプロトコル・ラベルスイッチング）上でのフレームリレーに関し、

MPLS and Frame Relay AllianceやIETF等との連携の下に勧告作業を進め、フレームリ

レーとMPLSとのインターワーキングについて規定する勧告X.84や、フレームリレーの

OAM（運用・管理）のためのフォーマットや手続きについて規定する勧告X.151が第3回

SG17会合において合意された（勧告X.84については現在勧告承認手続き中、X.151は勧

告化）。 
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別紙 
 
 

新会期(WTSA-04以降)における新WP及び新課題案 
 

・Working Party A: フレームリレーとデータ通信 
議長:  Byoung-Moon CHIN 
新課題 新課題タイトル ラポータ（敬称略） 
A/17 フレームリレー Garry COUCH 

B/17 公共データ通信網 Garry COUCH 

C/17 MSDNのプロトコルとサービスメカニズム Shaohua YU 

D/17 エンドーエンドマルチキャスト通信品質 Shin-Gak KANG 

E/17 ディレクトリサービスとシステム Erik. ANDERSEN 

F/17 OSI  Stephen VAN TREES

 

・Working Party B: 電気通信のセキュリティ 
議長:  Herbert BERTINE 
G/17 セキュリティプロジェクト Mike HARROP 

H/17 セキュリティアーキテクチャとフレームワーク Zachary ZELTSAN 

I/17 サイバーセキュリティ 大野 浩之 

J/17 セキュリティ管理 中尾 康二 

K/17 生体認証 村瀬 一郎 

L/17 セキュア通信サービス Heung Youl YOUM 
 

・Working Party C: 言語と電気通信ソフトウェア 
議長:  Ostap MONKEWICH 
M/17 ASN.1等データ言語 John LARMOUTH 

N/17 仕様実行言語 Rick REED 

O/17 要求言語 Daniel AMYOT 

P/17 仕様記述言語フレームワークと統一仕様言語 Thomas WEIGERT 

Q/17 試験言語、手法、フレームワーク Dieter HOGREFE 

R/17 開放型分散処理 Arve MEISINGSET 
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表5-1 SG11会合等において承認（削除）された勧告一覧 

（平成12年10月～平成16年10月） 

 
勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.2931bis DSS2 UNIレイヤ3仕様基本呼制御におけ

るプロトコル実装要求 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2931ter DSS2 UNIレイヤ3仕様基本呼制御におけ

るユーザテスト構造（TSS、TP） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2931 

quarter 

DSS2 UNIレイヤ3仕様基本呼制御におけ

るユーザテスト概要（ATS、PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2931 

quinquies 

DSS2 UNIレイヤ3仕様基本呼制御におけ

る網テスト構造（TSS、TP） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2931 

sexies 

DSS2 UNIレイヤ3仕様基本呼制御におけ

る網テスト概要（ATS、PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2961bis 

 

DSS2 追 加 ト ラ ヒ ッ ク パ ラ メ ー タ

（PICS） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2961ter DSS2追加トラヒックパラメータ（ユーザ

テスト構造） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2961 

quarter 

DSS2追加トラヒックパラメータ（ユーザ

テスト概要） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2961 

quinquies 

DSS2追加トラヒックパラメータ（網テス

ト構造） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2961 

sexies 

DSS2追加トラヒックパラメータ（網テス

ト概要） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2962bis 

 

DSS2コネクション特性交渉におけるプロ

トコル実装要求 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2962ter DSS2コネクション特性交渉におけるユー

ザテスト構造（TSS、TP） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2962 

quarter 

DSS2コネクション特性交渉におけるユー

ザテスト概要（ATS、PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2962 

quinquies 

DSS2コネクション特性交渉における網テ

スト構造（TSS、TP） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2962 

Sexies 

DSS2コネクション特性交渉における網テ

スト概要（ATS、PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2963.1 

bis 

DSS2コネクション所有者によるPCR変更

手順におけるプロトコル実装要求 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.2963.1 

ter 

DSS2コネクション所有者によるPCR変更

手順におけるユーザテスト構造（TSS、

TP） 

旧WP1 

Q.20/11 新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2963.1 

quarter 

DSS2コネクション所有者によるPCR変更

手順におけるユーザテスト概要（ATS、

PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2963.1 

quinquies 

DSS2コネクション所有者によるPCR変更

手順における網テスト構造（TSS、TP） 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2963.1 

Sexies 

DSS2コネクション所有者によるPCR変更

手 順 に お け る 網 テ ス ト 概 要 （ ATS 、

PIXIT） 

旧WP1 

Q.20/11 新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2965.1 

bis 

DSS2 QoSクラスサポートにおけるプロト

コル実装要求 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2965.2 

bis 

DSS2単独QoSパラメータ信号におけるプ

ロトコル実装要求 

旧WP1 

Q.20/11 
新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.2630.2 

 

AAL2信号プロトコルの能力セット2 旧WP1 

Q.13, 

20/11 

新規 

第１回会合 

郵便投票 

Q.784.3 

 

ISUP97年版  基本呼制御手順試験に対す

る付属資料（PIXIT、PCTR、ATS） 

旧WP2 

Q.12/11 

改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

Q.785.2 

 

ISUP97年版  付加サービスに対する付属

資料（ATS） 

旧WP2 

Q.12/11 

改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

Q.1600bis 

 

ISUP97年版と INUP CS1の相互作用手順

試験に対する付属資料（PIXIT、PCTR、

ATS） 

旧WP2 

Q.12/11 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

Q.765.1 

bis 

PSS1情報フローを用いたVPNアプリケー

ションのサポートに対する付属資料

（PIXIT、PCTR、ATS） 

旧WP2 

Q.12/11 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

Q.56 IP網における信号処理網要素と国際交換

センタ間のシグナリング 
WP3 

Q.10 
新規 

第２回会合 

郵便投票 

Q.714 SCCP手順 WP4 

Q.13 
改訂 

第２回会合 

郵便投票 

Q.1902.1 

 

BICC能力セット2機能概要 WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1902.2 

 

BICC能力セット 2及びNo.7信号方式－

ISUPメッセージとパラメータの機能－ 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.1902.3 

 

BICC能力セット 2及びNo.7信号方式－

ISUPフォーマット及びコード－ 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1902.4 

 

BICC能力セット基本呼手順 WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1902.5 

 

BICC能力セット 2におけるアプリケー

ション転送メカニズムの適用法 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1902.6 

 

BICC能力セット2における汎用信号手順

とISUP付加サービスサポート 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1912.1 

 

No.7信号方式ISUPとBICCとのインタワー

ク 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1912.2 

 

既 存 信 号 方 式 （ PSTN ア ク セ

ス,DSS1,C5,R2,TUP）とBICCとのインタ

ワーク 

WP3 

Q.11/11 新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1912.3 

 

H.323とBICCとのインタワーク WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1912.4 

 

DSS2とBICCとのインタワーク WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1922.2 

 

INAP CS2とBICCとのインタワーク WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1950 

 

BICC能力セット2における呼ーベアラ制

御プロトコル 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1970 

 

BICC能力セット2におけるIPベアラ制御プ

ロトコル 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.1990 

 

BICC能力セット2におけるベアラ制御ト

ンネリングプロトコル 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.765.5 

Addend 

No.7信号方式アプリケーション転送メカ

ニズム－BICC補遺 
WP3 

Q.11/11 
新規 

臨時会合 

郵便投票 

Q.52 

 

国際交換センタと単独エコー制御デバイ

ス間のシグナリング 
WP3 

Q.10/11 
新規 

AAP 

2001.2.28 

Q.763 

Amend 

ISUPフォーマット及びコードの修正 WP3 

Q.11/11, 

12/11 

新規 
AAP 

2001.2.28 

Q.2630.1 

Addend 

AAL2シグナリングプロトコル（CS1）に

付属資料BとしてSDL図を追加する補遺 
WP3 

Q.15/11 
新規 

AAP 

2001.2.28 

Q.711 

 

信号接続制御部（SCCP）の機能 WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2001.2.28 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.713 

 

SCCPフォーマット及びコード WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2001.2.28 

Q.2150.0 ジェネリックシグナリングトランスポー

トサービス 
WP4 

Q.13/11 
新規 

AAP 

2001.5.14 

Q.2150.1 MTP3及びMTP3bのシグナリングトランス

ポートコンバータ 
WP4 

Q.13/11 

改訂 

 

AAP 

2001.5.14 

Q.2150.2 SSCOP及びSSCOPMCEのシグナリング

トランスポートコンバータ 
WP4 

Q.13/11 

改訂 

 

AAP 

2001.5.14 

Q.1241 

 

インテリジェントネットワーク能力セッ

ト4へのイントロダクション 
WP1 

Q.1/11, 

2/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1244 

 

インテリジェントネットワーク能力セッ

ト4の分散機能プレーン 
WP1 

Q.1/11, 

2/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.1 

 

INAP能力セット4－共通規定 WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.2 

 

INAP 能 力 セ ッ ト 4 － SCF-SSF イ ン タ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.3 

 

INAP 能 力 セ ッ ト 4 － SCF-SRF イ ン タ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.4 

 

INAP 能 力 セ ッ ト 4 － SCF-SDF イ ン タ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.5 

 

INAP 能 力 セ ッ ト 4 － SDF-SDF イ ン タ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.6 

 

INAP 能 力 セ ッ ト 4 － SCF-SCF イ ン タ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 

Q.1248.7 

 

INAP 能力セット 4 － SCF-CUSF インタ

フェース 
WP1 

Q.3/11, 

5/11 

新規 
AAP 

2001.7.12 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.2111 

Amend.1 

マルチリンク及びコネクションレス環境

におけるサービス特定接続指向プロトコ

ル 

WP4 

Q.13/11 
改訂 

 

AAP 

2001.7.12 

Q.50 

 

CME（circuit multiplication equipment）と

ISC（International Switching Centers）間

のシグナリング 

WP3 

Q.10/11 改訂 
AAP 

2001.7.12 

Q.50.1 

 

DCME圧縮制御可能な ISC-DCMEインタ

フェース 
WP3 

Q.10/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.850 

Amend 1 

DSS1とISUPにおける理由表示 WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.732.2 

Amend 1 

着信転送サービス WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.733.3 

Amend 1 

話中時再呼出サービス WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.761 

Amend 1 

ISUP機能概要 WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.763 

Corr 1 

ISUPフォーマット及びコード WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.764 

Amend 1 

ISUP信号手順 WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2001.7.12 

Q.2112 

Amdt2 

Ethernet上のSSCOPMCEのためのAPI WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.715 信号接続制御部（SCCP）のユーザガイド WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.781 MTPレイヤ2の試験規定 WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.782 MTPレイヤ3への試験規定 WP4 

Q.13/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.2630.2 

Annex D 

AAL Type2信号プロトコルのSDL定義 WP4 

Q.15/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.1901 

Corr1 

 

BICCプロトコル WP3 

Q.11/11 改訂 
AAP 

2002.4.12 

Q.1902.3 

Corr1 

BICC能力セット 2及びNo.7信号方式－

ISUPフォーマット及びコード 
WP3 

Q.11/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.1902.4 

Corr1 

BICC能力セット基本呼手順 WP3 

Q.11/11 
改訂 

AAP 

2002.4.12 

Q.1930 BICCアクセスネットワークプロトコル WP3 

Q.11/11 
新規 

AAP 

2002.4.12 

Q.50.2 IPネットワーク上のDCME制御プロトコル WP3 

Q.10/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.115.0 SPNEの制御プロトコル WP3 

Q.10/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.115.1 エコー制御装置の制御ロジック WP3 

Q.10/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q1922.4 BICCとINAP CS4とのインタラクション WP3 

Q.11/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.1950 BICC呼－ベアラ制御プロトコル WP3 

Q.11/11 
改訂 

AAP 

2002.12.28 

Q.931  

Amd. 1 

DME提供のための拡張 WP3 

Q.12/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.761 

Amd.2 

国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12 

/11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.762 

Amd. 1 

国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12 

/11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.763 

Amd.2 

国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.764 

Amd.2 

国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.767 

Amd.1 

国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.1902.1 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.1902.2 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.1902.3 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.1902.4 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.2761 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.2762 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.2763 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.2764 国際緊急呼サポート WP3 

Q.11&12/

11 

新規 
AAP 

2002.12.28 

Q.2150.3 

 

SCTPにおける信号転送コンバータ WP4 

Q.13/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q. 2220 

 

転送非依存SCCP WP4 

Q.13/11 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.2111 

Amd.3 

イーサネットと UDP ポート番号上の

SSCOPMCEのためのAPI 
WP4 

Q.13 
新規 

AAP 

2003.10.13 

Q.2630.3 
AAL タイプ２信号プロトコル－能力セッ

ト３ 
WP4 

Q.15 
新規 

AAP 

2003.10.13 

Q.2631.1 
IP接続制御信号プロトコル－能力セット

１ 
WP4 

Q.15 
新規 

AAP 

2003.10.13 

Q.2632.1 

 

AALタイプ２信号プロトコル能力セット２

と IP接続制御信号プロトコル能力セット

１間のインターワーキング 

WP4 

Q.15 
新規 

AAP 

2003.10.13 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.2920 

B-ISDN DSS2:ATM-MPLSネットワークイ

ンターワーキングのサポートのための呼/

接続制御 

WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2003.12.21 

Q.1000 
PLMNのためのQ.1000シリーズ勧告の構

造 
 削除 

回章187 

2003.9.24 

Q.1002 ネットワーク機能  削除 
回章187 

2003.9.24 

Q.1003 位置登録手続き  削除 
回章187 

2003.9.24 

Q.1004 位置登録回復手続き  削除 
回章187 

2003.9.24 

Q.1005 ハンドオーバー手続き  削除 
回章187 

2003.9.24 

Q.1031 
ISDN/PSTNとPLMN間のインターワーキ

ングの一般信号要求条件 
 削除 

回章187 

2003.9.24 

Q.1032 
移動通信加入者への呼のルーティングに

関する信号要求条件 
 削除 

回章187 

2003.9.24 

Q.1061 
デジタルPLMNアクセス信号参照ポイント

に関する一般的観点と原理 
 削除 

回章187 

2003.9.24 

Q.1062 デジタルPLMNアクセス信号参照構成  削除 
回章187 

2003.9.24 

Q.1063 

Amd.2 

無線インターフェースのデジタルPLMN

チャンネル構造とアクセス能力 
 削除 

回章187 

2003.9.24 

Q.1912.5 
SIPとBICCプロトコル/ISDNユーザ間のイ

ンターワーキング 
WP3 

Q.11 
新規 

AAP 
第6回会合 

Q.2920 

B-ISDNのDSS2: ATM/MPLSネットワーク

インターワーキングのサポートのための

呼/接続制御 

WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2003.12.21 

Q.762  

Amd.2 

SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの

メッセージ及び信号の一般機能 補遺2 
WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.763  

Amd.3 

SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの

フォーマットとコード 補遺3 
WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.764  

Amd.3 

SS7(信号方式No.7)ISDNユーザパートの

信号手順 補遺3 
WP3 

Q.12 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.765.5 SS7(信号方式No.7)アプリケーション転送

メカニズム: BICC 
WP3 

Q.12 
改訂 

AAP 

2004.04.12 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.1902.2  

Amd.2 

BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信

号方式)のISDNユーザパート: メッセージ

とパラメータの一般機能 補遺2 

WP3 

Q.11 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.1902.3 

Amd.2 

BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信

号方式)のISDNユーザパート: フォーマッ

ト及びコード 補遺2 

WP3 

Q.11 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.1902.4 

Amd.2 

BICC CS2(能力セット2)及びSS7(No.7信

号方式)のISDNユーザパート: 基本呼手順

補遺2 

WP3 

Q.11 
新規 

AAP 

2004.04.12 

Q.1902.6 

Amd.1 

BICC能力セット2における汎用信号手順

とISUP付加サービスサポート 補遺1 
WP3 

Q.11 
新規 

AAP 

2004.04.12 
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表5-2 SG17会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成12年10月～平成16年10月） 

 
勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.86 LAPSを用いたイーサネット WP2 

Q.7/7 
新規 

第１回会合 

郵便投票 
X.500 
(Corr.1) 

(Revised) 

ディレクトリ：概念、モデル及びサービ

スの概説 

WP3 
Q.12/7 改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.501 
(Corr.1) 
(Corr.2) 
(Revised) 

ディレクトリ：モデル WP3 

Q.12/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.509 
(Corr.1) 
(Corr.2) 

ディレクトリ：公開鍵及び属性証明の枠

組み 

WP3 

Q.12/7 
改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.511 
(Corr.1) 
(Corr.2) 
(Revised) 

ディレクトリ：抽象サービス定義 WP3 

Q.12/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.518 
(Corr.2) 
(Amd.1) 
(Revised) 

ディレクトリ：分散型処理手順 WP3 

Q.12/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.519 
(Corr.1) 
(Corr.2) 
(Revised) 

ディレクトリ：プロトコル仕様 WP3 

Q.12/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.520 
(Corr.2) 
(Amd.1) 
(Revised) 

ディレクトリ：属性タイプ WP3 

Q.12/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.521 
(Corr.1) 
(Revised) 

ディレクトリ：オブジェクトクラス WP3 

Q.12/7 
改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.525 
(Corr.2) 
(Revised) 

ディレクトリ：応答 WP3 

Q.12/7 
改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.530 
(Corr.1) 
(Revised) 

ディレクトリ：ディレクトリ管理のため

のシステム管理の利用 

WP3 

Q.12/7 
改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.680 
(Corr.3) 
(Corr.4) 
(Corr.5) 

ASN.1：基本表記詳細 WP2 

Q.9/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 

X.682 
(Corr.2) ASN.1：制約条件詳細 WP2 

Q.9/7 

改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.690 
(Corr.2) 
(Corr.3) 

ASN.1：BER（基本符号化規則）、CER

（正規符号化規則）及びDER（上級符号

化規則） 

WP2 

Q.9/7 
改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.691 
(Corr.2) 
(Corr.3) 

ASN.1：エンコーディングルール：PER

詳細 
WP2 

Q.9/7 

改訂 

 
第１回会合 

郵便投票 
X.371 公衆データ網とインターネット間のイン

ターワーキング 

WP1 

Q.3 新規 
第１回会合 

郵便投票 
X.85 
/Y.1321 
(Amd.1) 

LAPSを用いたSDH上のIP WP2 

Q.7/7 

改訂 

 

AAP 

2001.3.14 
X.680 
(Corr.4) ASN.1：基本表記詳細 WP2 

Q.9/7 

改訂 

 

AAP 

2001.3.14 
X.682 
(Corr.3) ASN.1：制約条件詳細 WP2 

Q.9/7 

改訂 

 

AAP 

2001.3.14 
X.691 
(Corr.3) ASN.1：エンコーディングルール：PER

詳細 
WP2 

Q.9/7 

改訂 

 

AAP 

2001.3.14 
X.213 開放型システムの相互接続-ネットワーク

サービス定義 
WP2 

Q.11/7 

改訂 

 
AAP 

2001.10.28 
X.509 
(1997) 

(Corr.3) 

ディレクトリ：証明のフレームワーク WP3 

Q.12/7 
改訂 

 
AAP 

2001.10.28 
X.509 
(2000) 

Corr.1 

開放型システムの相互接続 -ディレクト

リ：公開鍵及び属性証明のフレームワー

ク 

WP3 

Q.12/7 改訂 

 

AAP 

2001.10.28 

X.606 ECTP：単方向マルチキャスト伝送の仕様 WP2 

Q.8/7 
新規 

AAP 

2001.10.28 
X.680 

Amend.3 ASN.1：情報オブジェクト仕様 

 

WP2 

Q.9/7 

改訂 

 
AAP 

2001.10.28 
X.680 

Amend.4 ASN.1：基本表記の仕様 WP2 

Q.9/7 

改訂 

 
AAP 

2001.10.28 
X.681 

Amend.2 
ASN.1：情報オブジェクト仕様 WP2 

Q.9/7 

改訂 

 
AAP 

2001.10.28 
X.693 ASN.1：エンコーディングルール：XML

エンコーディングルール 
WP2 

Q.9/7 
新規 

AAP 

2001.12.21 
X.911 開放型分散処理：リファレンスモデル－

企業言語－ 
WP3 

Q.14/7 
新規 

AAP 

2001.10.28 
Z.100 仕様記述言語（SDL） Annex F WP1 

Q.6/10 

改訂 

 

第１回会合 

郵便投票 
Z.106 SDL用共通置換フォーマット WP1 

Q.6/10 
改訂 

第１回会合 

郵便投票 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Z.110 ITU-Tにおける記述技術の利用要件 WP2 

Q.1/10 
改訂 

第１回会合 

郵便投票 
Z.600 分散処理環境アーキテクチャ WP3 

Q.3/10 
新規 

第１回会合 

郵便投票 
B.17 CCITTの詳細及び記述言語の承認  

削除 
回章６２ 

2001.9.21 
Z.140 TTCN-3 : 中核言語 WP2 

Q.8/10 
新規 

AAP 

2001.7.21 
Z.141 TTCN-3 : 表による表現フォーマット WP2 

Q.8/10 
新規 

AAP 

2001.7.21 
Z.100 
Corr.1 仕様記述言語（SDL） マスターリスト WP1 

Q.6/10 

改訂 

 

AAP 

2001.10.28 
Z.120 
Corr.1 メッセージシーケンスチャート（MSC） WP1 

Q. 9/10 

改訂 

 

AAP 

2001.12.13 
Z.105 ASN.1モジュールと結合したSDL WP1 

Q.6/10 

改訂 

 

AAP 

2001.10.28 
X.86/Y/1323 
Amd. 1 LAPSを用いたイーサネット– 

レート・リミティングに関するイーサ

ネットフローコントロール使用  

WP2 

Q.7/17 新規 
AAP 

2002.4.12 

X.110 パブリックデータネットワークにおける

国際間ルーティング原則及びルーティン

グ計画 

WP1 

Q3/17 改訂 
AAP 

2002.4.12 

X.509(2000)  
Cor. 2 

ディレクトリ：公開鍵及び属性証明の枠

組み 
WP2 

Q.9/17 
新規 

AAP 

2002.4.12 
X.509(1997) 
Cor. 4 ディレクトリ：公開鍵及び属性証明の枠

組み 
WP2 

Q.9/17 
新規 

AAP 

2002.4.12 
X.520 (2001) 
Cor. 1 ディレクトリ：属性タイプ WP2 

Q.9/17 
新規 

AAP 

2002.4.12 
X.520 (1997) 
Cor. 3 

ディレクトリ：属性タイプ WP2 

Q.9/17 
新規 

AAP 

2002.4.12 
X.292 ITU－Tアプリケーション勧告における

OSI適合テスト方法論及びフレームワー

ク TTCN 

WP4 

Q.19/17 改訂 
AAP 

2002.5.13 

X.680 ASN.1：基本表記詳細 WP3 

Q.12/17 
改訂 

AAP 

2002.7.13 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.681 ASN.1：情報オブジェクト仕様 WP3 

Q.12/17 
改訂 

AAP 

2002.7.13 
X.682 ASN.1：制約条件詳細 WP3 

Q.12/17 
改訂 

AAP 

2002.7.13 

X.683 ASN.1:ASN.1仕様のパラメータ化 WP3 

Q.12/17 
改訂 

AAP 

2002.7.13 

X.690 ASN.1：BER（基本符号化規則）、CER

（正規符号化規則）及びDER（上級符号

化規則） 

WP3 

Q.12/17 改訂 
AAP 

2002.7.13 

X.691 ASN.1：エンコーディングルール：PER

詳細 
WP3 

Q.12/17 
改訂 

AAP 

2002.7.13 

Z.100 仕様記述言語（SDL） Annex F WP3 

Q.13/17 
改訂 

AAP 

2002.8.5 

Z.106 仕様記述言語（SDL）用共通置換フォー

マット 
WP3 

Q.13/17 
改訂 

AAP 

2002.8.5 

X.581 オープンシステム相互接続 – ディレクト

リ :ディレクトリアクセスプロトコル

PICS プロフォーマ 

WP2 

Q.9/17 
削除 

回章109 

2002.6.13 

X.582  オープンシステム相互

接続 – ディレクトリ:

ディレクトリシステム

プロトコル  PICSプロ

フォーマ 

WP2 

Q.9/17 
削除 

回章109 

2002.6.13 

Z.120 

/Annex C 

メッセージ  シーケン

ス  チ ャ ー ト (MSC) 

Annex C 

WP3 

Q.15/17 削除 

回章109 

2002.6.13 

X.208  ASN.1 仕様 WP3 

Q.12/17 
削除 

回章130 

2002.10.31 

X.209  ASN.1 エンコーディング ルール 仕様 WP3 

Q.12/17 
削除 

回章130 

2002.10.31 

F.510 
自動ディレクトリ支援－ホワイトページ

サービス定義 
WP2 

Q.9 
改訂 

AAP 

2003.2.12 

Q.933 

ISDN DSS-フレームモデルスイッチと永

久仮想接続制御と状況モニタのための信

号仕様 

WP1 

Q.5 
改訂 

AAP 

2003.2.12 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.36 

専用回路によるPDN提供フレームリレー

データ伝送サービスのためのDTEとDCE

のインタフェース 

WP1 

Q.5 
改訂 

AAP 

2003.2.12 

X.76 
PVC and/or SVCフレームリレーデータ伝

送サービス提供における公衆網間のネー

トワークインタフェース 

WP1 
Q.5 改訂 AAP 

2003.2.12 

X.111 
（ X.frr and 
X.frar） 

国際フレームリレートラフィックのルー

ティングの原理 
WP1 
Q.3 新規 AAP 

2003.2.12 

X.144 
Amd.1 

国際フレームリレーPVCサービス提供の

データネットワークのためのユーザ情報

伝送性能パラメータ 

WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.2.12 

X.145 
Amd.1 

国際フレームリレーSVCサービス提供の

データ網のための性能 
WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.2.12 
X.148 
(X.14frmm) 

国際触れ無リレーサービス提供の公衆

データネットワークの性能測定の手順 
WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.2.12 
X.509
（2000） 
Cor.3 

ISO/IEC9594-8:2001/Cor.3と共通、技術

正誤表（DTC3とDTC5のカバーリング） 
WP2 
Q.9 新規 AAP 

2003.2.12 

X.509(1997) 
Cor.5 

ISO/IEC9594-8:1998/Cor.5と共通、技術

正誤表（DTC12のカバーリング） 
WP2 
Q.9 新規 AAP 

2003.2.12 

X.606.1 
ISO/IEC14476-2、高度通信伝送プロトコ

ル：単純マルチキャスト伝送のための

QoS管理仕様 

WP2 
Q.8 新規 AAP 

2003.2.12 

Z.121 メッセージシーケンスチャートに結びつ

いた仕様記述言語データ 
WP3 
Q.16 新規 AAP 

2003.2.12 

Z.142 TTCN-3：グラフプレゼンテーション

フォーマット 
WP4 
Q.20 新規 AAP 

2003.2.12 

Z.150 電気通信アプリケーション言語－ユーザ

要求表記 
WP3 
Q.18 新規 AAP 

2003.2.12 

Z.141 TTCN-3：表のプレゼンテーションフォー

マット 
WP4 
Q.20 改訂 AAP 

2003.2.12 

F.515 統一ディレクトリ仕様 WP2 
Q.9 新規 AAP 

2003.4.21 

Z.140 TTCN-3：コア言語 WP4 
Q.20 改訂 AAP 

2003.4.21 

Z.105 SDL/ASN.1 WP3 
Q.13 改訂 AAP 

2003.7.6 

Z.130 
eODL:分散ソフトウェアコンポーネント

開発コンセプトの技術、表記法と技術

マッピング 

WP5 
Q.24,25 改訂 AAP 

2003.7.21 

X.42 
一般化ポーリングプロトコル制御上での

DTEオペレーティングからの公衆データ

網評価の手続き及び方法 

WP1 
Q.4 改訂 AAP 

2003.10.28 

X.87/Y.1324 
(X.msr-rpr） RPRに基づくマルチプルサービスリング WP2 

Q.7 新規 AAP 
2003.10.28 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.142 
(X.14fra） 

フレームリレー /ATMサービスインター

ワーキングのためのサービス測定品質 
WP 
Q.2 新規 AAP 

2003.10.28 

X.144 公衆フレームリレーデータ網のための

ユーザ情報伝送性能パラメータ 
WP1 
Q.2 改訂 AAP 

2003.10.28 

X.145 
SVCサービス提供の公衆フレームリレー

データ網のための接続及び開放性能パラ

メータ 

WP1 
Q.2 改訂 AAP 

2003.10.28 

X.147 フレームリレーネットワーク能力 WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.10.28 
X.149 
(X.14frip） 

公衆フレームリレーデータ網によるサ

ポート時におけるIPネットワークの性能 
WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.10.28 
X.151 
(X.froam） 

フレームリレーの運用と管理－原理と機

能 
WP1 
Q.2 新規 AAP 

2003.10.28 
X.680 
Amd.1 EXTENDED-XERのサポート WP3 

Q.12 新規 AAP 
2003.10.28 

X.681 
Amd.1 EXTENDED-XERのサポート WP3 

Q.12 新規 AAP 
2003.10.28 

X.690 
Amd.1 EXTENDED-XERのサポート WP3 

Q.12 新規 AAP 
2003.10.28 

X.691 
Amd.1 EXTENDED-XERのサポート WP3 

Q.12 新規 AAP 
2003.10.28 

X.693 
Amd.1 XER符号化指示とEXTENDED-XER WP3 

Q.12 新規 AAP 
2003.10.28 

X.805 
(X.css） 

エンドエンド通信提供システムのための

セキュリティアーキテクチャ 
WP2 
Q.10 新規 AAP 

2003.10.28 
Z.100(2002) 
Cor.1 

仕様記述言語 
Corrigendum 1 

WP3 
Q.13 新規 AAP 

2003.10.28 
Z.100  
Annex B 後方互換性 WP3 

Q.13 新規 AAP 
2003.10.28 

Z.100  
Annex C コンプライアンス WP3 

Q.13 新規 AAP 
2003.10.28 

Z.450 プロトコル関連勧告の品質観点 WP4 
Q.22 新規 AAP 

2003.10.28 

X.694 ASN.1へのW3C XMLスキームの定義 WP3 
Q.28 新規 AAP 

2004.01.12 

X.84  
(X.fr-mpls) 

MPLSコアネットワーク上のフレームリ

レーサービスのサポート 
WP1 
Q.5 新規 

AAP 
第 4 回 SG17
会合 

F.600 公衆データ通信のサービスと運用方針 WP1 
Q.1 改訂 AAP 

2004.04.28 

X.7 データ通信サービスの技術特性 WP1 
Q.1 改訂 AAP 

2004.04.28 
X.85/Y.1321 
Amd.1 LAPSを用いたSDH上のIP WP2 

Q.7 改訂 AAP 
2004.04.28 

X.147  
Amd.1 フレームリレーネットワーク能力 WP1 

Q.2 改訂 AAP 
2004.04.28 

X.509(1997)  
Cor.6 ディレクトリ：OSI WP3 

Q.12 改訂 AAP 
2004.04.28 

X.509(2000)  
Cor.3 ディレクトリ：証明のフレームワーク WP3 

Q.12 改訂 AAP 
2004.04.28 
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勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

X.602 
(X.gmp) グループマネジメント WP2 

Q.8 新規 AAP 
2004.04.28 

X.603 
(X.rmcp-1) リレードマルチキャストプロトコル WP2 

Q.8 新規 AAP 
2004.04.28 

X.1081 (X.tb) 生体認証モデル WP2 
Q.10 新規 AAP 

2004.04.28 
X.1121 
(X.msec-1) 

移動体エンド－エンド通信のためのセ

キュリティ技術のフレームワーク 
WP2 
Q.10 新規 AAP 

2004.04.28 
X.1122 
(X.msec-2) 

PKIによ安全な移動体通信システムの実現

に向けたガイドライン 
WP2 
Q.10 新規 AAP 

2004.04.28 

Z.120 MSC WP3 
Q.O 改訂 AAP 

2004.04.28 
X.1051 
(X.ism) 

情報セキュリティ管理システムのテレコ

ム要求条件 
WP2 
Q.10 新規 AAP 

2004.07.28 

X.662 
情報技術 - OSI - OSI登録局の運用手順：

ISO及びITU-Tで管理されているオブジェ

クト識別子の登録 

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.665 
情報技術 - OSI - OSI登録局の運用手順：

応用プロセスと応用エンティティ信シス

テムの実現に向けたガイドライン 

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.666 
情報技術  – OSI - OSI登録局の運用手

順：国際機関のISO及びITU-Tへの共同登

録  

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.669 認証機関のITU-Tへの登録手順 WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.670 X.660 RH-name-treeに従った名前登録の

ための、登録エージェントの利用 
WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.671 X.660 RH-name-treeに従った組織名の登

録のための、国が運用する登録局の手順 
WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.660 
情報技術 - OSI - OSI登録局の運用手順：

一般的な手順とASN.1オブジェクト識別

子 

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.21 

X.680 (2002) 

Amd. 2 

情報技術 – ASN.1：基本記法仕様 改訂

２：ITU-T勧告X.660及びISO/IEC 9834-1
の2004年版協同勧告  

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.28 

X.692 (2002) 

Amd. 1 

情報技術 – ASN.1符号化規則：符号化制

御記法 (ECN)仕様 改訂１：拡張性サ

ポート 

WP3 
Q.M 改訂 AAP 

2004.08.28 

Z.100 (2002) 

Cor. 1 

仕様記述言語（SDL）追記 WP3 
Q.O 改訂 AAP 

2004.08.28 

X.667 

情報技術 - OSI - OSI登録局の運用手順：

汎用一意識別子(UUIDs) の生成と登録、

ASN.1オブジェクト識別子要素としての

使い方 

WP3 
Q.M 新規 AAP 

2004.10.06 

Z.104 SDLデータの符号化 WP3 
Q.O 新規 AAP 

2004.10.06 
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ＳＧ１１：信号要件及びプロトコル
議　長 ：平松　幸男氏(NTT)
副議長 ：Mr. Alain Le Roux(仏)

：Mr. Greg Ratta(米)

ＷＰ１：ＩＮのアプリケーション
議　長 ：Mr.Jay HILTON(独)
副議長 ：Ms. Jane Humphrey(英)

：Mr. Wayne Zeuch(米)

課題１ インターネットサービス、ＩＮベース新規付加価値 Mr. Janusz Dobrowolski(米)
サービスのためのシグナリング要求条件

課題４ 信号方式のためのＡＰＩ／オブジェクトインター 松本　健一郎氏(NTT)
フェースとアーキテクチャ

ＷＰ２：ＩＰベース、他拡張ネットワークアプリケーションの信号方式要求条件
議　長 ：Mr. Greg Ratta(米)
副議長 ：Mr. Dick Knight(英)

課題６ ダイヤルアップインターネットアクセスとＩＰ網上のMr. Keith Mainwaring
音声、データ、マルチメディア通信の両者のインター(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)
ワークサービスの提供のための信号方式要求条件

課題７ ＩＳＰを効果的に特定して、トラヒックを向けるため釼吉　薫氏(NEC)
の信号方式要求条件

課題８ コネクション制御における動的な帯域とＱｏＳ要求の
柔軟な管理のための信号方式要求条件

課題９ ＢＩＣＣアプリケーション提供のための信号方式要求Mr. Leslie Graf(豪)
条件

ＷＰ３：ＢＩＣＣと従来プロトコルの技術検討
議　長 ：Mr. Alain Le Roux(仏)
副議長 ：Mr. Martin Dolly(米)

課題10 信号処理装置と遠隔転送ノードの制御に関する信号 Mr. Peter Goldstein(スイス)
方式要求条件

課題11 ＢＩＣＣアプリケーション提供のためのプロトコル Mr. Steve Norreys(英)
Mr. Christian Groves (豪)(Associate)

Mr. Tom Taylor(加)(Associate)
Mr. Rainer Munch(独)(Associate)

課題12 狭帯域、広帯域サービス拡張のためのアクセス及び Mr. Rainer Munch(独)(Associate)
ネットワーク信号方式 Mr. Olivier Le Grand(仏)(Associate)

課題16 IPセッション制御プロトコル内のPSTN/ISDN提供の Mr. Rajiv Kapoor(米)
ためのメカニズムに基づいたシンタックス言語

ＷＰ４：ＡＡＬ２信号方式と共通信号方式プロトコルの技術検討
議　長 ：Mr. Kurt Waber(スイス)

課題13 共通転送プロトコル Mr. Pietro Schicker(スイス)
Mr. Russell Scott(英)(Associate)

課題15 ＡＡＬタイプ２とＩＰベアラの提供及びインタ Mr. Ian Rytina(豪)

ワークのためのプロトコル

図５－１　ＳＧ１１の検討体制
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ＳＧ１７：データ網及び電気通信ソフトウェア
議　長 ：Mr. Herbert Bertine (米)、Mr. Amardeo Sarma (独)

副議長 ：Mr. Byoung-Moon Chin (韓)、Mr. Vladimir Efimouchkine (露)、

　Mr. Ostap Monkewich (加)、Mr. Arve Meisingset (ノルウェー)、
　Mr. Valentine Ossipov (露)

ＷＰ１：データ網
議　長 ：Mr. Edmond Blausten (米)

課題１ データ通信を提供するネットワークのための技術的 Mr. Valentine Ossipov(露)
特性、サービスクラス、ファシリティ及びアクセスカテゴリ

課題２ データ通信網における網性能及びサービス品質 Mr. Garry Couch(米)
課題３ 公衆データ網のナンバリング及びルーティング Mr. Peter R. Hicks(豪)
課題４ アクセスとインターワーキング手順 Mr. Michael S. Berlant(米)
課題５ フレームリレーサービスを提供又は利用する端末 Mr. Michael S. Berlant(米)

及び公衆網に適用できるインターフェースと信号方式
課題６ データネットワーク勧告の改訂 Mr. Edmond BLAUSTEN (米)

ＷＰ２：開放型システムテクノロジー
議　長 ：Mr. Byoung-Moon Chin(韓)

課題７ ＩＰ関連の下位層プロトコルとサービスメカニズム Mr. Shaohua Yu(中)
課題８ エンドトゥエンドＱｏＳマルチキャスト通信 Mr. Shin-Gak Kang(韓)

課題９ ディレクトリサービス及びシステム Mr. Erik Andersen(ﾃﾞﾝﾏｰｸ)

課題10 情報通信システム及びサービスにおける 大野　浩之氏(NICT)
セキュリティ要件、モデル及びガイドライン Mr. Heung Youl Youm(韓)(Associate)

村瀬　一郎氏(三菱総研)(Associate)
課題11 ＯＳＩ勧告の改訂 Mr. Stephen P. Van Trees(米)

ＷＰ３：言語及び記述
議　長 ：Mr. Rick Reed(英)

課題12 言語記述概論１ Mr. John Larmouth(英)
課題13 ＳＤＬ：仕様記述言語 Mr. Thomas Weigert(米)
課題14 ＳＤＬの保守及びサポート符号化 Mr. Rick Reed(英)
課題15 ＭＳＣ：メッセージシーケンスチャート Mr. Clive Jervis(英)
課題17 ＵＭＬとＩＴＵ－Ｔ言語との結合 Mr. Thomas Weigert(米)(暫定)

課題18 ＵＲＮ：ユーザー需要表示 Mr. Daniel Amyot (加)
課題28 勧告における言語文法定義 Mr. Rick Reed（英）

ＷＰ４：品質及び方法
議　長 ：Mr. Ostap Monkewich(加)

課題19 情報・通信プロトコルの試験 Mr. Sungwon Kang(韓)
課題20 言語試験と形式モデルの認証基準 Mr. Dieter Hogrefe(独)
課題21 品質保証、方法論と技術の記述の使用について Mr. Olle Hydbom(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)
課題22 プロトコル勧告の品質様相 Mr. Ostap Monkewich(加)
課題23 ＩＴＵ－Ｔ用語における時間表現と性能注記 Mr. Daniel Vincent(仏)

ＷＰ５：分散オブジェクト技術
議　長 ：Mr. Arve Meisingset(ノルウェー)

課題24 ＯＤＬ：目的定義言語 Mr. Jhachim Fischer(独)
課題25 ＤＣＬ：展開と構成言語 Mr. Jhachim Fischer(独)
課題26 開放型分散処理 Mr. Arve Meisingset(ノルウェー)
課題27 電気通信システムのためのソフトウェアプラット Mr. Arve Meisingset(ノルウェー)

フォーム及びミドルウェア

図５－２　ＳＧ１７の検討体制
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（６）伝達網・品質委員会の活動状況報告 
 
１ 伝達網・品質委員会の活動状況 

（１） はじめに 

   伝達網・品質委員会は、ＳＧ１２（ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性

能）及びＳＧ１５（光及びその他の伝達網）を担当している。 

 

（２） 会合の開催状況 

   伝達網・品質委員会は、第１回ＩＴＵ－Ｔ部会（平成１３年１月２６日）以降、次のとお

り１５回の会合を開催した。 

  ・第１回会合  平成１３年６月２０日 

    第１回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第２回会合  平成１３年９月２６日 

    第２回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。

この結果、２２件の寄書が提出されることとなった。このうち、勧告 G.994.1 に記述され

ている非標準機能提供者コードに関するコンタクト先をＴＴＣから総務省に変更する寄書

については日本寄書として提出することが了承された 

  ・第３回会合  平成１３年１２月１９日 

    第２回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第４回会合  平成１４年４月１０日 

    第３回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。

この結果、２３件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第５回会合  平成１４年６月２０日 

    第３回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第６回会合  平成１４年１２月２４日 

    第４回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。

この結果、３１件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第７回会合  平成１５年４月１８日 

    第４回ＳＧ１２及びＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第８回会合  平成１５年９月１日 

    第５回ＳＧ１２全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

７件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第９回会合  平成１５年１０月２日 

    第５回ＳＧ１５全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

２３件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第１０回会合  平成１５年１１月２０日 

    第５回ＳＧ１２全体会合の結果報告が行われた。また、ＴＳＢから各国主管庁あてに送

付される予定の勧告 P.38 及び P.84 削除の可否を問う照会について、賛成する旨が了承さ
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れた。 

  ・第１１回会合 平成１５年１２月１６日 

    第５回ＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。また、ＴＳＢから各国主管庁あてに送

付された勧告 G.167 削除、課題３及び１０削除の可否を問う照会について、賛成する旨が

了承された。 

  ・第１２回会合 平成１６年３月４日 

    第６回ＳＧ１２全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１０件の寄書が提出されることとなった。 

・第１３回会合 平成１６年４月１日 

    第６回ＳＧ１５全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１９件の寄書が提出されることとなった。 

・第１４回会合 平成１６年６月２日 

    第６回ＳＧ１２全体会合の結果報告が行われた。 

・第１５回会合 平成１６年７月６日 

    第６回ＳＧ１５全体会合の結果報告が行われた。 

 

２ ＳＧ１２の活動状況 

（１） はじめに 

   ＳＧ１２は、ＩＴＵ－Ｔにおいて「ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性

能」に関する課題を研究対象とし、３つのＷＰを設置して検討を行っている。 

   ＳＧ１２における検討体制を図 6-1 に示す。 

 

（２） 会合の開催状況 

  ・第１回全体会合 2001 年 2 月 19 日～23 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：21 ヶ国、2 機関、66 名（うち日本から 0 名） 

  ・第２回全体会合 2001 年 10 月 22 日～26 日 

   開催地：セネガル共和国ダカール 

   出席国及び出席者数：31 ヶ国、1 機関、78 名（うち日本から 0 名） 

・第３回全体会合 2002 年 5 月 27 日～31 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：21 ヶ国、1 機関、50 名（うち日本から 0 名） 

・第４回全体会合 2003 年 1 月 27 日～1 月 31 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：18 ヶ国、1 機関、49 名（うち日本から 0 名） 

・第５回全体会合 2003 年 9 月 22 日～30 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：20 ヶ国、1 機関、72 名（うち日本から 5 名） 
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・第６回全体会合 2004 年 3 月 24 日～31 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：20 ヶ国、1 機関、69 名（うち日本から 4 名） 

 

（３） 検討状況 

   WTSA2000 以降、決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）

にて承認された勧告は、表 6-1 に示すとおり、新規２２件、改訂１５件、削除７件となって

いる。 

   なお、重点項目ごとの検討状況は以下のとおりである。 

 

  ア テレフォノメトリー及び端末 

   今会期では、各種の端末品質を規定した以下の勧告が承認されている。 

  ・ハンドセット端末：勧告 P.310 今後、その広帯域化・雑音抑圧アルゴリズム

に関する検討を行っていく予定   ・ハンズフリー端末：勧告 P.340 

  ・コードレス及びモバイル端末：勧告 P.313 

  ・グループオーディオ端末：勧告 P.300 

  ・ヘッドセット端末：勧告 P.380 

   その他、通信端末の音響特性を測定するために使用される人工耳のモデルを規定した勧告

P.57 や、音響エコーキャンセラ・雑音抑圧装置の品質評価法及びその規定値を規定した勧告

P.330 が承認されている。 

   また、第 6 回会合において、音声品質客観評価に用いられる試験信号データベース勧告

P.501 Annex B が AAP により承認された。当該データベースが策定されたことにより、品質

評価の普遍性がより一層高まることが期待される。 

 

イ 音声品質評価技術 

 音声品質の知覚的評価（ＰＥＳＱ）法を規定した勧告 P.862 について、第 5 回会合におい

て、当該アルゴリズムの実装による測定ノイズの影響や入力信号の違いによる評価結果への

影響を指摘した寄書を日本より提出した結果、その指摘が認められ、第 6 回会合において、

当該勧告の利用上の注意喚起を目的とした新勧告案 P.862.2 を作成していくことが合意され

た。また、ＰＥＳＱ値を主観評価値であるＭＯＳ値にマッピングする関数を規定した勧告

P.862.1 が承認されている。 

 また、第 6 回会合においては、ＰＥＳＱと異なり、レファレンス信号を必要とせずに被測

定音声信号のみを用いて電話帯域の通話品質を推定する勧告P.563がAAPにより承認された。

当該アルゴリズムでは、受話端末等で起こる劣化は考慮できない反面、インサービスの品質

監視等が可能となる。 

 

  ウ ＩＰ上のサービス品質 

   第 5 回会合において、ＩＰネットワーク上での音声及び音声帯域サービス品質の性能パラ
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メータを規定した勧告 G.1020 が AAP により承認された。また、第 6 回会合においては、VoIP

ゲートウェイに関する参照ポイント等を規定した同勧告 Annex B が承認されている。 

   第 2 回会合より、電話帯域でのＩＰパケットベース端末及びゲートウェイ装置の基本的な

音声伝送性能条件に関する検討を継続してきた結果、第 6 回会合において、主に遅延時間・

音量・エコー量等を規定した勧告 P.1010 が AAP により承認された。今後は、その広帯域化・

測定方法等についての検討を進めていく予定である。 

 

３ ＳＧ１５の活動状況 

（１） はじめに 

   ＳＧ１５は、ＩＴＵ－Ｔにおいて「光及びその他の伝達網」に関する課題を研究対象とし、

５つのＷＰを設置して検討を行っている。 

   ＳＧ１５における検討体制を図 6-2 に示す。 

 

（２） 会合の開催状況 

  ・第１回全体会合 2001 年 2 月 5 日～9 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：28 ヶ国、1 機関、332 名（うち日本から 41 名） 

  ・第２回全体会合 2001 年 10 月 15 日～26 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：16 ヶ国、3 機関、273 名（うち日本から 9 名） 

・第３回全体会合 2002 年 4 月 29 日～5 月 10 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：26 ヶ国、293 名（うち日本から 40 名） 

・第４回全体会合 2003 年 1 月 20 日～31 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：24 ヶ国、1 機関、288 名（うち日本から 45 名） 

・第５回全体会合 2003 年 10 月 21 日～31 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：26 ヶ国、1 機関、328 名（うち日本から 39 名） 

・第６回全体会合 2004 年 4 月 19 日～30 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：25 ヶ国、297 名（うち日本から 41 名） 

 

（３） 検討状況 

   WTSA2000 以降、決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）

にて承認された勧告は、表 6-2 に示すとおり、新規８９件、改訂１３６件、削除３件となっ

ている。 

   なお、重点項目ごとの検討状況は以下のとおりである。 
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  ア アクセス網 

   （ア）光アクセス関連 

B-PON 関連では、B-PON 仕様を規定した勧告 G.983 シリーズが、第 3 回会合までで

作成作業が概ね完了し、第３回会合以降は、G-PON 仕様書に関する検討が行われてきて

いる。また、G-PON 関連では、第５回会合までに、サービス要求条件 G.984.1、物理層

規定 G.984.2 及びフレーム構成等の伝送収束規定 G.984.3 が承認され、第 6 回会合で

G-PON 用の OMCI（ONT 管理制御インタフェース）仕様を規定した勧告 G.984.4 がコ

ンセントされた。これにより、G-PON も B-PON 関連勧告と同様の陣容が確立し、勧告

体系としては商用化の準備が整うこととなった。 

 

  （イ）ADSL 関連 

ADSL は G.992.1（フルレート ADSL）、G.992.2（スプリッタレス ADSL）として勧告

化されてきており、その後第３回会合において、G.992.1 及び G.992.2 に伝送速度、伝送

距離の改善、低消費電力等を図った勧告案 G.992.3 及び勧告案 G.992.4 が承認されてい

る。第４回会合では、ADSL について下り信号の使用帯域を従来の 1.1MHz から 2.2MHz

に拡張することで、下り伝送速度を 大 20Mbps 超とする高速化を図った勧告 G.992.1 

Annex I 及び G.992.5 Annex A が承認されている。 

第６回会合において、TCM-ISDN 環境下での ADSL2 仕様（G.992.3 Annex C）がコン

セントされ、長延化と上り帯域拡張は、分離して次期会合でのコンセントを予定してい

る。また、TCM-ISDN 環境下での ADSL2+仕様（G.992.5 Annex C）は、上り下りの帯域

拡張とともに次期会合でのコンセントを予定している。 

 

  イ 光伝送網（Optical Transport Network：OTN） 

（ア）制御系 

 SDH/OTN 網にイーサネットを転送するためのネットワークアーキテクチャ及び

SDH/OTN 網にルータ的な制御技術を適用した ASON（自動切替ネットワーク）の標準

化について検討を行っている。イーサネット関連では、サービスフレームワーク勧告

G.8011、イーサネット専用線サービス勧告 G.8011.1、イーサネットと UNI と NII 勧告

G8012.がコンセントされている。ASON 関連では、管理・制御・伝送の各プレーン間の

機能分担を規定するため、ASON 管理フレームワーク勧告 G.7718 及び管理フレームワ

ークのソリューションについて管理情報モデル勧告 G7718.1 が検討されており、次期会

合でコンセントを予定している。 

  

（イ）物理系 

 WDM（波長分割多重）光インタフェースの標準化について、CWDM（低密度波長分

割多重）／DWDM（高密度波長分割多重）各々に関して、異なるメーカ間の送受対向を
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可能とする勧告の策定作業を中心に検討が進められている。 

 CWDM 関連では、CWDM アプリケーション用光インタフェース勧告 G.695 が第５回

会合においてコンセントされた。当該勧告では、装置の入口において、波長を WDM 用

に変換せずに、波長指定の光を受け光のまま直接波長多重する方式（ラムダインタフェ

ース）等の技術を採用しているため、WDM システムの低コスト化につながるものと期

待されている。 

一方、DWDM 関連では、OTN 物理インタフェース勧告 G.959.1 の改訂が完了し、40G

アプリケーションについてコンセントしている。長距離伝送システムに適用される

DWDM について、メトロエリアへの適用を想定した DWDM アプリケーション新勧告

G.dapp の作成作業を開始し、次期会合でコンセントを予定している。 
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表 6-1 SG12 会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.100 国際電話接続及び回線の一般的特性に関する勧告

において使用される定義 

WP2 

Q.10 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.113 音声処理による伝送損失要因 WP2 

Q.10 

改訂 第１回会合

郵便投票 

P.833 主観聴取試験からの機器損失要因除去方法 WP2 

Q.8 

新規 第１回会合

郵便投票 

P.862 音声品質知覚評価(PESQ)－狭帯域電話網及び音

声符号化のエンド－エンド音声品質測定の客観評

価方法 

WP2 

Q.9 

新規 第１回会合

郵便投票 

P.35 ハンドセット電話 WP1 

Q.3 

削除 回章４１ 

2001/07/24

P.861 電話帯域(300-3400Hz)音声符号化の客観品質評価 WP2 

Q.9 

削除 回章４１ 

2001/07/24

P.350 ハンドセットの寸法 WP1 

Q.3 

新規 AAP 

2001/03/28

P.300 グループオーディオ端末の伝送性能 WP1 

Q.3 

新規 AAP 

2001/11/28

P.79 

Annex G 

広帯域ラウドネス比アルゴルズム WP1 

Q.5 

改訂 

 

AAP 

2001/11/28

G.101.1 音声帯域通信におけるデシベル及び関連レベルの

使用 

WP2 

Q.10 

新規 AAP 

2001/11/28

G.1010 エンドユーザーのマルチメディアサービス品質の

カテゴリ 

WP3 

Q.13 

新規 AAP 

2001/11/28

G.1000 通信サービス品質：フレームワーク及び定義  

Q.15 

新規 AAP 

2001/11/28

B.12 電気通信におけるデシベルとネーパの利用 WP2 

Q.10 

削除 回章９３ 

2002/03/18

G.100 

Annex A 

単位：dB, dBm, dBmp, dBr, dBm0, sBm0p  WP2 

Q.10 

削除 回章９３ 

2002/03/18

P.30 グループオーディオ端末の伝送性能 WP1 

Q.3 

削除 回章９３ 

2002/03/18
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G.107 E モデル－伝送計画に用いる計算モデル WP2 

Q.8 

改訂 AAP 

2002/07/13

P.57 耳モデル WP1 

Q.5 

改訂 AAP 

2002/07/13

P.561 サービス中の非割込み測定－音声サービス WP3 

Q.16 

改訂 AAP 

2002/07/13

P.834 受話器モデルからの機器損失要因の算出方法 WP2 

Q.8 

新規 AAP 

2002/07/13

G.108.2 エコーキャンセラーの伝送計画側面 WP2 

Q.11 

新規 AAP 

2003/01/31

G.107 E モデル－伝送計画に用いる計算モデル WP2 

Q.8 

改訂 AAP 

2003/03/15

P.310 300-3400Hz 帯のデジタル電話の伝送特性 WP1 

Q.3 

改訂 AAP 

2003/03/15

P.330 音響特性向上のための音声処理装置 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/03/15

P.800.1 MOS 用語 Q.1 新規 AAP 

2003/03/15

P.862 

Annex A 

参照方法及び適合試験のためのソースコード WP2 

Q.9 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.114 片方向伝送時間 WP2 

Q.10 

改訂 AAP 

2003/05/06

G.101 伝送計画 WP2 

Q.10 

改訂 AAP 

2003/11/12

G.131 送話者エコーの制御 WP2 

Q.10 

改訂 AAP 

2003/11/12

G.1020 IP 網を使った音声及びその他の音声帯域サービス

の品質に及ぼす性能パラメータの定義 

WP3 

Q.12 

新規 AAP 

2003/11/12

P.10 

Annex A 

音響心理パラメータリスト WP1 

Q.6 

新規 AAP 

2003/11/12

P.380 ヘッドセットの電気音響特性 WP1 

Q.5 

新規 AAP 

2003/11/12

P.835 ノイズ抑圧アルゴリズムを含んだ音声通信システ

ムのための主観品質評価法 

WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2003/11/12

P.840 回線多重化装置の主観受聴品質評価法 WP2 

Q.7 

改訂 AAP 

2003/11/12
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P.851 音声応答装置にもとづく電話サービスの主観品質

評価 

WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2003/11/12

P.862.1 P.862 を MOS-LQO に変換するためのマッピング

関数 

WP2 

Q.9 

新規 AAP 

2003/11/12

P.38 オペレータ電話システムの伝送特性 WP1 

Q.5 

削除 回章２１９

2004/02/16

P.84 デジタル回線多重化及びパケット化された音声装

置の主観受聴品質評価法 

WP2 

Q.7 

削除 回章２１９

2004/02/16

G.1020 

Annex A 

VoIPゲートウェイ－特殊参照ポイント及び性能パ

ラメータ 

WP3 

Q.12 

新規 AAP 

2004/05/13

P.313 コードレス及びモバイルデジタル端末の伝送特性 WP1 

Q.3 

改訂 AAP 

2004/05/13

P.501 

Annex A 

TCL 試験のためのテスト信号 WP1 

Q.6 

新規 AAP 

2004/05/13

P.501 

Annex B 

音声ファイル及びノイズ拡散 WP1 

Q.6 

新規 AAP 

2004/05/13

P.562 INMD 音声サービス測定の評価及び判定 WP3 

Q.16 

改訂 AAP 

2004/05/13

P.563 狭帯域電話アプリケーションにおける客観音声品

質評価のためのシングルエンド方法 

WP2 

Q.9 

新規 AAP 

2004/05/13

P.880 時間変動音声品質の連続評価 WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2004/05/13
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表 6-2 SG15 会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 

改訂/ 

削除 

備考 

G.989.1 電話網トランシーバー：原理 WP1 

Q.4 

新規 第１回会合

郵便投票 

G.991.2 一対メタリック高速デジタル加入者線(DSL)送受

信機 

WP1 

Q.4 

新規 第１回会合

郵便投票 

G.994.1 DSL 送受信機のハンドシェーク手順 WP1 

Q.4 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.995.1 DSL 勧告の概要 WP1 

Q.4 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.996.1 DSL 送受信機のテスト方法 WP1 

Q.4 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.709 光伝達網(OTN)インタフェース WP3 

Q.11 

新規 

 

第１回会合

郵便投票 

G.774 同期デジタルハイアラーキ(SDH)管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.774.1 SDH 双方向性能監視管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.774.2 SDH ペイロード構造管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.774.3 SDH MS プロテクション管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.774.4 SDH サブネットワークプロテクション管理情報

モデル 

WP3 

Q.14 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.774.5 SDH コネクション監視管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.774.6 SDH 片方向性能監視管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.774.7 SDH 低次群パストレース・ラベリング管理情報モ

デル 

WP3 

Q.14 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.774.8 SDH 無線システム管理情報モデル WP3 

Q.14 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.774.9 SDH MS プロテクション管理情報モデル WP3 

Q.14 

新規 第１回会合

郵便投票 
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G.774.10 SDH MSSPRING 管理情報モデル WP3 

Q.14 

新規 

 

第１回会合

郵便投票 

G.959.1 OTN 物理インタフェース WP4 

Q.16 

新規 第１回会合

郵便投票 

G.671 光部品の伝送特性 WP4 

Q.17 

改訂 

 

第１回会合

郵便投票 

G.964 デジタルローカル交換機の V インタフェース-ア

クセス網をサポートするための V5.1 インタフェ

ース(2Mbps) 

WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2001/02/28

G.965 デジタルローカル交換機の V インタフェース-ア

クセス網をサポートするための V5.2 インタフェ

ース(2Mbps) 

WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2001/02/28

G.707/  

Y.1322 

Corr.2 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2001/03/14

G.768 8kbpsのCS-ACELPを用いたデジタル回線多重化

装置 

WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2001/03/14

G.783 

Corr.1 

SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 

 

AAP 

2001/03/14

G.983.3 波長分配を用いてサービス能力の増加した広帯域

光アクセスシステム 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2001/03/14

Q.552 デジタル交換の 2 線式アナログインタフェースの

伝達特性 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/11/28

Q.553 デジタル交換の 4 線式アナログインタフェースの

伝達特性 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.693 イントラオフィスシステムの光インタフェース WP4 

Q.16 

新規 AAP 

2001/11/28

G.703 階層型デジタルインタフェイスの物理的／電子的

特性 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.707/ 

Y.1322 

(Corr.2) 

SDH ネットワークノードインタフェース 

 

WP3 

Q.11 

 

改訂 

 

AAP 

2001/11/28

G.707/ 

Y.1322 

(Amd.1) 

SDH ネットワークノードインタフェース 

 

WP3 

Q.11 

 

改訂 

 

 

AAP 

2001/11/28
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G.709/ 

Y.1331 

Amd.1 

SDH ネットワークノードインタフェース 

 

WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2001/11/28

G.712 PCM チャンネルの伝送性能特性 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.813 

Corr.1 

SDH 機器スレーブブロックのタイミング性能 WP3 

Q.13 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.872 OTN のアーキテクチャ WP3 

Q.12 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.874 OTN エレメントの管理側面 WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/11/28

G.983.1 

Amd.1 

受動光ネットワーク(PON)にもとづく広帯域光ア

クセスシステム 

WP1 

Q.2 

改訂 

 

AAP 

2001/11/28

G.983.2 

Amd.1 

ATM PON のための光伝達網管理及び制御インタ

フェース仕様 

WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.983.2 

Amd.2 

ATM PON のための光伝達網管理及び制御インタ

フェース仕様 

WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.983.4 ダイナミック帯域割当(DBA)を用いてサービス能

力の増加した広帯域光アクセスシステム 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2001/11/28

G.983.7 DBA B-PONのためのOTN管理及び制御インタフ

ェース仕様 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2001/11/28

G.989.2 電話線網送受信機－ペイロードフォーマット及び

リンクレイヤー要求条件 

WP1 

Q.3 

新規 AAP 

2001/11/28

G.991.2 

Amd.1 

一対メタリック高速 DSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.992.1 

Corr.1 

非対称デジタル加入者線(ADSL)送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.993.1 超高速デジタル加入者線(VDSL)送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2001/11/28

G.995.1 

Amd.1 

DSL 勧告の概要 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2001/11/28

G.7042/ 

Y.1305 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法 

WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2001/11/28

G.7710/ 

Y.1701 

装置の一般的な管理要求条件 WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/11/28

G.7712/ 

Y.1703 

データ転送網のアーキテクチャ WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/11/28
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G.7714/ 

Y.1705 

一般的なディスカバリ機能 WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/11/28

G.8080/ 

Y.1304 

自動切替光ネットワーク(ASON)アーキテクチャ WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/11/28

G.8251 OTN におけるジッタ・ワンダ制御 WP3 

Q.13 

新規 AAP 

2001/11/28

G.7713/ 

Y.1704 

分散型接続呼及び接続管理 WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2001/12/04

G.7041/ 

Y.1303 

ジェネリックフレーミング手順 WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2001/12/13

G.798 OTN ハイアラーキ装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2002/01/05

G.874.1 ネットワークエレメントの OTN プロトコル管理

情報モデル 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2002/01/05

G.983.5 高耐久性広帯域光アクセスシステム WP1 

Q.2 

新規 

 

AAP 

2002/01/05

Q.551 デジタル交換の伝送特性 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2002/01/05

G.681 光多重を含む光増幅を用いた長期間にわたるライ

ン・システムやインタオフィスの機能的特性 

WP3 

Q.9 

削除 回章８２ 

2002/02/04

G.958 光ファイバケーブル上で使用するための SDH に

もとづいたデジタルラインシステム 

WP2 

Q.5 

削除 回章８２ 

2002/02/04

G.161 信号処理ネットワーク機器の相互作用側面 WP2 

Q.6 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.168 デジタルネットワークエコーキャンセラ WP2 

Q.6 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.692  

Corr.2 

光アンプ多チャンネルシステムの光インタフェー

ス 

WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.694.1 波長分割多重アプリケーションのスペシャルグリ

ッド：高密度波長分割多重周波数グリッド 

WP4 

Q.16 

新規 AAP 

2002/06/12

G.694.2 波長分割多重アプリケーションのスペシャルグリ

ッド：低密度波長分割多重周波数グリッド 

WP4 

Q.16 

新規 AAP 

2002/06/12

G.783  

Amd.1 

SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.798  

Amd.1 

OTN ハイアラーキ装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2002/06/12
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G.983.2 B-PON の ONT 管理及び制御インタフェース仕様 WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.983.3  

Amd.1 

波長分配を用いてサービス能力の増加した広帯域

光アクセスシステム 

WP1 

Q.2 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.983.6  保護特性をもつ B-PONシステムのための ONT管

理及び制御インタフェース仕様 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2002/06/12

G.7041/ 

Y.1303  

Amd.1 

ジェネリックフレーミング手順 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.7042/ 

Y.1305  

Corr.1 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.7715/ 

Y.1706  

ASON 上での伝送のためのアーキテクチャ及び必

要条件 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2002/06/12

G.8251  

Corr.1 

OTN におけるジッタ・ワンダ制御 WP3 

Q.13 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.8251  

Amd.1 

OTN におけるジッタ・ワンダ制御 WP3 

Q.13 

改訂 AAP 

2002/06/12

G.650.1 シングルモードファイバ及びケーブルの線形測定

Attribute 試験法及び定義 

WP4 

Q.15 

新規 AAP 

2002/06/28

G.650.2 シングルモードファイバ及びケーブルの非線形及

び統計的 Attribute 試験法及び定義 

WP4 

Q.15 

新規 AAP 

2002/06/28

G.654 カットオフシングルモード光ファイバ及びケーブ

ル特性 

WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2002/06/28

G.671 光部品の伝送特性 WP4 

Q.17 

改訂 AAP 

2002/06/28

G.992.1  

Corr.2 

ADSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2002/07/28

G.992.2  

Corr.1 

スプリッタレス ADSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2002/07/28

G.992.3 ADSL 送受信機 2 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2002/07/28

G.992.4 スプリッタレス ADSL 送受信機 2 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2002/07/28

G.707/ 

Y.1322  

Amd.2 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2002/08/05
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G.769/ 

Y.1242 

IP 網に 適化された回線多重化装置 WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2002/08/05

G.994.1 DSL 送受信機のハンドシェーク手順 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2002/07/28

G.841  

Corr.1 

SDH ネットワークプロテクションの特性 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2002/08/15

G.650.1 

Amd.1 

シングルモードファイバ及びケーブルの線形測定

Attribute 試験法及び定義 

WP4 

Q.15 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.650.2 

Amd.1 

シングルモードファイバ及びケーブルの非線形及

び統計的 Attribute 試験法及び定義 

WP4 

Q.15 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.652 シングルモード光ファイバ及びケーブルの特性 WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.655 ノンゼロ分散シフトシングルモード光ファイバ及

びケーブルの特性 

WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.664 光伝送システムの安全性機能と要求条件 WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.707/ 

Y.1322 

Corr3 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.709/ 

Y.1331 

OTN インタフェース WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.783 

Corr.2 

SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.806 

Amd.1 

伝送装置の一般機能及び記述方法特性 WP3 

Q.9 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.813 SDH 装置のスレーブクロックのタイミング特性 WP3 

Q.13 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.873.1 OTN のリニアプロテクション WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2003/03/15

G.983.1 

Amd.2 

PON に基づく広帯域光アクセスシステム WP1 

Q.2 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.983.2 

Amd.1 

ATM-PONのためのONT管理及び制御インタフェ

ース仕様 

WP1 

Q.2 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.983.8 IP,ISDN,ビデオ,VLAN タグ,VC 交換接続等の新サ

ービスをサポートするための B-PON OMCI 仕様 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2003/03/15

G.984.1 G-PON の一般特性 WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2003/03/15
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G.985 100Mbps の PtoP 型イーサネット光アクセスシス

テム 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2003/03/15

G.989.3 電話線ネットワーキング送受信機       

－アイソレーション機能 

WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/03/15

G.992.2 

Amd.1 

スプリッタレス ADSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.996.1 

Amd.1 

DSL 送受信機のためのテスト方法 WP1 

Q.4 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.7041/ 

Y.1303 

Amd2 

ジェネリックフレーミング手順 WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.7041/ 

Y.1303 

Corr1 

ジェネリックフレーミング手順 WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.7042/ 

Y.1305 

Corr2 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法 

WP3 

Q.11 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

G.7712/ 

Y.1703 

データ通信網のアーキテクチャ及び仕様 WP3 

Q.14 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.7713.1/ 

Y.1704.1 

分散制御における呼及びコネクションの管理 

（PNNI） 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2003/03/15

G.7713.2/ 

Y.1704.2 

分散制御における呼及びコネクションの管理 

（GMPLS RSVP-TE を用いた信号メカニズム） 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2003/03/15

G.7713.3/ 

Y.1704.3 

分散制御における呼及びコネクションの管理 

（GMPLS CR-LDP を用いた信号メカニズム） 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2003/03/15

G.8080/ 

Y.1304 

Amd1 

自動切替光ネットワーク WP3 

Q.12 

改訂 

 

AAP 

2003/03/15

I.326 ATM 伝送ネットワークの基本アーキテクチャ WP3 

Q.12 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.707/ 

Y.1322 

Amd3 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2003/04/12

G.984.2 GPON：PMD レイヤ規定 WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2003/03/15

G.992.1 

Amd.1 

ADSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/03/15
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G.993.1 

Amd.1 

VDSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/03/15

G.7714.1

/ 

Y.1705.1 

SDH 及び OTN ネットワークにおける自動検出プ

ロトコル 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2003/04/21

G.992.3 

Amd.1 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/05/11

G.992.5 ADSL 送受信機－モアトーンズ WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/05/11

G.994.1 DSL 送受信機のハンドシェーク手順 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/05/11

G.997.1 DSL 送受信機の物理層での管理手法 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/05/11

G.691 STM-64,STM-256 システム及び光アンプを用い

る SDH システムにおけるシングルチャネル光イ

ンタフェース 

WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.694.2 波長分割多重アプリケーションのスペシャルグリ

ッド：低密度波長分割多重周波数グリッド 

WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.707/ 

Y.1322 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.709/ 

Y.1331 

Amd.1 

OTN インタフェース WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.808.1 一般的なプロテクション交換－リニアトレイル及

びサブネットワークプロテクション 

WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2003/12/13

G.872 

Amd.1 

OTN アーキテクチャ WP3 

Q.12 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.873.1 

Amd.1 

OTN リニアプロテクション WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.957 

Amd.1 

SDH に関する装置及びシステムの光インタフェ

ース 

WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.959.1 OTN の物理レイヤインタフェース WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.983.4 

Amd.1 

DBA を用いてサービス能力が増加した広帯域光

アクセスシステム 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2003/12/13

G.991.2 一対メタリック高速 DSL 送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2003/12/13
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G.992.1(1

999) 

Corr.1 to 

Amd.1 

ADSL 送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/12/13

G.992.3 

Corr.1 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/12/13

G.7041/ 

Y.1303 

ジェネリックフレーミング手順 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.8040/ 

Y.1340 

PDH 信号へマッピングする GFP フレーム WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2003/12/13

G.653 分散シフトシングルモード光ファイバ及びケーブ

ル特性 

WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.693 イントラオフィスシステムの光インタフェース WP4 

Q.16 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.973 無中継光ファイバ海底ケーブルシステム特性 WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2003/12/13

G.997.1 

Amd.1 

DSL 送受信機の物理層での管理手法 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2003/12/13

G.167 音響エコー制御装置 WP2 

Q.8 

削除 回章２１２

2004/01/15

G.783 SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2004/02/05

G.806 伝送装置の特性－手法及び一般機能の記述 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2004/02/05

G.7042/ 

Y.1305 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/02/05

G.695 低密度波長分割多重(CWDM)アプリケーションの

ための光インタフェース 

WP4 

Q.16 

新規 AAP 

2004/02/21

G.975.1 高ビットレート高密度波長分割多重(DWDM）海底

システムのための前方向誤り訂正(FEC) 

WP4 

Q.18 

新規 AAP 

2004/02/21

G.984.3 ギガビット容量をもつ受動光ネットワーク

(GPON)：伝送収束層仕様 

WP1 

Q.2 

新規 AAP 

2004/02/21

G.992.3  

Cor.1 to 

Amd.1 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/02/21

G.994.1  

Amd.1 

DSL 送受信機のハンドシェーク手順 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/02/21
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G.7715.1/ 

Y.1706.1 

リンクステート型 ASON ルーチングアーキテク

チャ及び要求条件のプロトコル 

WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2004/02/21

G.8010/ 

Y.1306 

イーサネットレイヤネットワークのアーキテクチ

ャ 

WP3 

Q,12 

新規 AAP 

2004/02/21

G.977 光学的に増幅した光ファイバ海底ケーブルシステ

ム特性 

WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2004/03/07

G.992.3 

Amd.2 

ADSL2 送受信機 WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2004/04/30

G.992.5 

Amd.1 

ADSL 送受信機－モアトーンズ WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2004/04/30

G.992.5 

Cor.1 

ADSL 送受信機－モアトーンズ WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2004/04/30

G.161 信号処理ネットワーク機器の相互作用側面 WP2 

Q.6 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.650.1 シングルモードファイバ及びケーブルの線形測定

Attribute 試験法及び定義 

WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.654 カットオフシングルモード光ファイバ及びケーブ

ル特性 

WP4 

Q.15 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.656 広波長非零分散光ファイバ及びケーブル特性 WP4 

Q.15 

新規 AAP 

2004/06/04

G.697 DWDM システムの光モニタリング WP4 

Q.16 

新規 AAP 

2004/06/04

G.707/Y.1

322 

(2003) 

Corr.1 

SDH ネットワークノードインタフェース WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2004/06/04

G.781(19

99) 

Corr.1 

同期レイヤ機能 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2004/06/04

G.783(20

04) 

Corr.1 

SDH 装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2004/06/04

G.798 

 

OTN ハイアラーキ装置の機能的ブロック特性 WP3 

Q.9 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.799.1/ 

Y.1451.1 

GSTN と IP ネットワークを相互接続するネット

ワーク伝送装置(TIGIN)の機能とインタフェース

規定 

WP2 

Q.7 

新規 AAP 

2004/06/04
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G.804 PDH 信号へマッピングする ATM セル WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.806(20

04) 

Amd.1 

伝送装置の一般機能及び記述方法特性 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2004/06/04

G.812 同期網でノードクロックとして利用するために適

したスレーブクロックのタイミング特性 

WP3 

Q.13 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.832(19

98) 

Amd.1 

PDH 網における SDH エレメントの伝達 

－フレーム及び複合構造 

WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2004/06/04

G.870/Y.1

352 

OTN の役割及び定義 WP5 

Q.19 

新規 AAP 

2004/06/04

G.971 光ファイバ海底ケーブルシステムの一般的事項 WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.972 光ファイバ海底ケーブルシステムの定義と用語 WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.974 光ファイバ海底ケーブルシステムの再生中継シス

テムの特性 

WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.976 光ファイバ海底ケーブルシステムの試験法 WP4 

Q.18 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.983.9 無線 LAN ユーザインタフェースに関する B-PON 

OMCI 規定 

WP4 

Q.2 

新規 AAP 

2004/06/04

G.983.10 ｘDSL ユーザインタフェースに関する B-PON 

OMCI 規定 

WP4 

Q.2 

新規 AAP 

2004/06/04

G.984.4 G-PON OMCI 規定 WP4 

Q.2 

新規 AAP 

2004/06/04

G.992.3(2

002)Amd.

3(Annex 

C) 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/06/04

G.992.3(2

002)Amd.

4 

ADSL2 送受信機 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/06/04

G.992.5(2

003) 

Amd.2 

ADSL 送 受 信 機 － ADSL2 の 帯 域 幅 の 拡 張

（ADSL2+） 

WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/06/04
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G.993.1 超高速デジタル加入者線(VDSL)送受信機 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.994.1(2

003) 

Amd.2 

DSL 送受信機のハンドシェーク手順 WP1 

Q.4 

新規 AAP 

2004/06/04

G.7713/Y.

1704 

(2001) 

Amd.1 

分散型接続呼及び接続管理 WP3 

Q.14 

新規 AAP 

2004/06/04

G.8040/Y.

1340 

PDH 信号へマッピングする GFP フレーム WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/06/04

G.8081/Y.

1353 

ASON の用語と定義 WP5 

Q.19 

新規 AAP 

2004/06/04

G.769/Y.1

642 

ＩＰネットワークに 適化したパケットの多重化 WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2004/06/12

G.7041/Y.

1303 

ＧＦＰ（ジェネリック・フレイミング・プロシー

ジャ）の追加規定 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/06/12

G.780/Y.1

351 

ＳＤＨ網の用語と定義 WP5 

Q.19 

新規 AAP 

2004/07/21

G.991.2 

Amd.1 

ＳＨＤＳＬ２仕様の誤記修正と記述の明確化 WP1 

Q.4 

改訂 AAP 

2004/07/21

G.7043/Y.

1343 

ＰＤＨ(Plesiochronous Digital Hierarchy)信号の仮

想連結 

WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2004/07/21

G.168 ディジタルエコーキャンセラ WP2 

Q.6 

新規 AAP 

2004/08/05

G.7042/Y.

1305 

Corr.1 

バーチャルコンカチネーション信号を用いたリン

ク量調整方法の改訂 

WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/08/05

G.707/Y.1

322(2003

) Amd.1 

SDH ネットワークノードインタフェースの改訂 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/08/04

G.806(20

04)Amd.1 

伝送装置の一般機能及び記述方法特性の改訂 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2004/08/04

G.8011/Y.

1307 

イーサネット・サービス・フレイムワーク WP3 

Q.16 

新規 AAP 

2004/08/04
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G.8011.1/

Y.1307.1 

イーサネット・プライベートライン・サービス WP3 

Q.16 

新規 AAP 

2004/08/04

G.8012/Y.

1308(G.e

ont) 

イーサネットＵＮＩとイーサネットＮＮＩ WP3 

Q.16 

新規 AAP 

2004/08/04

G.8021/Y.

1341(G.e

equ) 

イーサネット伝送設備の特性 WP3 

Q.9 

新規 AAP 

2004/08/04

G.7041/Y.

1303(200

3)Amd.1 

ジェネリックフレーミング手順の改訂 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/10/04
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ＳＧ１２：ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能
議　長 ：Mr. J-Y. Monfort  (仏）
副議長 ：Mr. K. P. F. Adler(独)
副議長 ：Mr. C. A. Dvorak (米)

ＷＰ１：テレフォノメトリー及び端末
議　長 ：Mr. R. Ceruti(伊)

課題３ 固定回線交換及び移動網双方の音声端末の伝送特性 Mr. R. Ruhala(米)

課題４ ハンズフリー端末及び音声強調装置（AEC及びノイズ除去 Ms. V. G-Turbin(仏)
を含む）のためのテレフォノメトリック法

課題５ ハンドセット及びヘッドセット端末のテレフォノメトリッ Mr. L. Madec(ﾃﾞﾝﾏｰｸ)
ク法

課題６ 合成測定信号を使用する解析方法 Mr. H-W. Gierlich(独)

ＷＰ２：性能、計画及び測定
議　長 ：Mr. K. P. F. Adler(独)

課題７ スピーチ及びオーディオ品質の主観評価のための方法、 Mr. P. Usai（ETSI）
ツール、試験計画

課題８ Eモデルの拡張 Mr. U. Jekosch(独)
Mr. S. Moeller（独）

課題９ 非線形及び時間変異量処理状況下での音声品質の客観 Mr. J. Berger(ｽｲｽ)
測定

課題10 音声帯域、データ及びマルチメディアサービスの伝送計画 Mr. V. Sypli(独)

課題11 複合相互接続網の音声伝送計画 Mr. J. Pomy(独)

ＷＰ３：IP上のサービス品質
議　長 ：Mr. P. Coverdale(加)

課題２ パケット交換（IP）網と接続する端末及びゲートウェイ Mr. U. Brunner(独)
の音声伝送特性及び測定方法

課題12 IP網上で伝送される音声帯域サービスの伝送性能検討 Mr. D. Mustill(英)

課題13 マルチメディアサービス品質／性能要求条件 Mr. P. Coverdale(加)

課題14 VoIP及び音声帯域サービスの伝送特性に関する複合ドメ Mr. D. Mustill(英)
イン間でのインターワーキングの影響

課題16 音声伝送性能の非割り込み評価 Mr. V. Barriac(仏)

課題１ 作業計画の展開 Mr. J-Y. Monfort  (仏）

課題15 サービス品質及び性能調整 Mr. C. Dvorak (米)

図６－１　ＳＧ１２の検討体制
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ＳＧ１５：光及びその他の伝達網
議　長 ：Mr. Peter H. K. Wery  (加）
副議長 ：Mr. G. Bonaventura (伊)
副議長 ：岡村　治男氏(ｺｰﾆﾝｸﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ)
副議長 ：Mr. S. J. Trowbridge(米)  

ＷＰ１：ネットワークアクセス
議　長 ：Mr. A. NUNN (英)

課題２ アクセス網における光システム Mr. D. Faulkner(英)

課題４ メタリック電話線によるアクセス伝送装置(xDSL)及び Mr. R. L. Stuart(米)
宅内ネットワーク用送受信器(PNT)

ＷＰ２：ネットワーク信号処理
議　長 ：内藤　悠史 氏(三菱電機)

課題５ 音声信号処理ネットワーク装置における信号圧縮と信号識別 内藤　悠史氏（三菱電機）

課題６ 音声信号処理ネットワーク装置における音声品質制御 Mr. B. Reeves(英)

課題７ 音声ゲートウェイ装置 Mr. T.Trump(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)

課題８ 音声信号処ネットワーク装置と外部との相互作用 Mr. H. Kullmann(独)

ＷＰ３：光伝達網（OTN ）の構造
議　長 ：Mr. S. J. Trowbridge  (米)

課題９ 伝達網装置と網の切替／復旧 Mr. G. Abbas(英）

課題11 伝達網の信号構造、インタフェース及びインターワーキング Mr. G. Joncour(仏)

課題12 テクノロジ依存の伝達網アーキテクチャ Mr. M.Betts(加)

課題13 網同期及び時刻分配特性 Mr. J-L. Ferrant(仏)

課題14 伝達網と装置の管理 Mr. H. K. Lam(米)

ＷＰ４：光伝達網（OTN ）の 技術
議　長 ：Mr. G. Bonaventura (伊)

課題15 光ファイバとケーブルの特性と試験法 Mr. W. B. Gardner(米)

課題16 陸上伝達網における光システムの特性 Mr. J. Shrimpton(米)

課題17 光部品、サブシステムの特性 Mr. J. Matthews Ⅲ(米)

課題18 光ファイバ海底ケーブルシステムの特性 大橋　正治氏（NTT）

課題20 ビル家庭内ブロードバンドサービス用光ファイバ Mr. W. B. Gardner(米)

ＷＰ５：プロジェクトとプロモーション
議　長 ：岡村　治男氏（ｺｰﾆﾝｸﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ）

課題１ アクセス系伝送 Mr. J. A. Jay (米）

課題19 オプティカルトランスポートネットワークの一般的特性 Mr. M. L. Jones(米)

図６－２　ＳＧ１５の検討体制
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（７）ＩＰネットワーク委員会の活動状況報告 
 
１ ＩＰネットワーク委員会の活動状況 

（１） はじめに 

   ＩＰネットワーク委員会は、ＳＧ１３（マルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインタ

ワーキング）を担当している。 

 

（２） 会合の開催状況 

   ＩＰネットワーク委員会は、第１回ＩＴＵ－Ｔ部会（平成１３年１月２６日）以降、次の

とおり１１回の会合を開催した。 

  ・第１回会合  平成１３年３月１５日 

    第１回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。また、ＩＴＵ第３回世界電気通信政策

フォーラムの開催結果が報告された。 

  ・第２回会合  平成１３年４月１９日 

    第２回ＳＧ１３全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１７件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第３回会合  平成１３年９月７日 

    第２回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第４回会合  平成１３年１２月２５日 

    第３回ＳＧ１３全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１５件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第５回会合  平成１４年３月１２日 

    第３回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。また、事務局から情報通信審議会等に

おける非常時通信に関する検討状況について情報提供があった。 

  ・第６回会合  平成１４年１０月９日 

    第４回ＳＧ１３全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１３件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第７回会合  平成１５年１月９日 

    第４回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第８回会合  平成１５年７月２日 

    第５回ＳＧ１３全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

２１件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第９回会合  平成１５年９月１７日 

    第５回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。また、ＴＳＢから各国主管庁あてに送

付される予定の、新規勧告案 Y.1271（緊急時通信のための網要求条件について既定）の承

認について審議することの可否を問う照会について、賛成する旨が了承された。当該勧告

に関しては、今後どのような検討が進められていくか注視する必要性を指摘された。 
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  ・第１０回会合 平成１６年１月２０日 

    第６回ＳＧ１３全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

２１件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第１１回会合 平成１６年５月１２日 

    第６回ＳＧ１３全体会合の結果報告が行われた。また、ＴＳＢから各国主管庁あてに送

付された勧告 I.620 及び I.371.1 削除の可否を問う照会について、賛成する旨が了承された。 

 

２ ＳＧ１３の活動状況 

（１） はじめに 

   ＳＧ１３は、ＩＴＵ－Ｔにおいて「マルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインタワー

キング」に関する課題を研究対象とし、４つのＷＰを設置して検討を行っている。 

   ＳＧ１３における検討体制を図７に示す。 

 

（２） 会合の開催状況 

  ・第１回全体会合 2000 年 11 月 20 日～24 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：24 ヶ国、3 機関、185 名（うち日本から 25 名） 

  ・第２回全体会合 2001 年 5 月 14 日～5 月 25 日 

   開催地：ベネズエラ国カラカス 

   出席国及び出席者数：16 ヶ国、3 機関、158 名（うち日本から 19 名） 

・第３回全体会合 2002 年 1 月 22 日～2 月 1 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：24 ヶ国、1 機関、134 名（うち日本から 10 名） 

・第４回全体会合 2002 年 10 月 29 日～11 月 8 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：23 ヶ国、109 名（うち日本から 13 名） 

・第５回全体会合 2003 年 7 月 21 日～8 月 1 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：23 ヶ国、132 名（うち日本から 12 名） 

・第６回全体会合 2004 年 2 月 3 日～12 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：26 ヶ国、146 名（うち日本から 13 名） 

 

（３） 検討状況 

   WTSA2000 以降、決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）

にて承認された勧告は、表 7 に示すとおり、新規３７件、改訂３７件、削除３件となってい

る。 

   なお、重点項目ごとの検討状況は以下のとおりである。 
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  ア 次世代ネットワーク（Next Generation Network） 

   第 3 回会合において、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）とは「世界情報基盤（Global Information 

Infrastructure）の具現化」という認識のもと、NGN2004 プロジェクトが発足した。本プロジ

ェクトでは、ネットワークにおける全ての構成要素間での相互運用性の確保を主目的として、

関連ＳＧやＥＴＳＩ等と連携をとりつつ、定義文書の作成や研究エリアの抽出等を行い、

2004 年までに関連勧告群を揃えるべく検討を進めてきた。その結果、第 5 回会合において、

関連課題の責任者が集まってのＪＲＧ（Joint Rapporteur Group）を結成して、NGN アーキ

テクチャ関連勧告草案（Y.NGN シリーズ）の作成作業に入っている。 

一方で、NGN に関する検討については、SG を越えた枠組みでの検討も不可欠との認識の

もと、2004 年 5 月に ITU-T 内に NGN フォーカスグループが設立され、SG13 をはじめとし

た関連 SG が連携してその検討に取り組んでいる。 

 

イ ネットワーク機能とインタワーキング 

 ATM（非同期転送モード）、FR（フレームリレー）、TDM（時分割多重）、音声等のトラフ

ィックを MPLS（Multi-protocol Label Switching）ネットワークで運ぶため、ATM 等の任意の

伝送技術と MPLS との相互接続を規定した勧告 Y.X-MPLS の作成作業が第 2 回会合より進め

られてきた。その結果、これまでに ATM と MPLS の相互接続を規定した勧告 Y.1411,Y.1412、

TDM と MPLS の相互接続を規定した勧告 Y.1413 が AAP により承認されており、音声等の狭

帯域信号をMPLS上で転送するために必要なプロトコルを規定した勧告Y.vsmplsも次回会合

でのコンセントを目指し、検討が進められている。 

 また、第 6 回会合において、パケット網でのエンド・エンドの QoS 制御・保証を行うため

のアーキテクチャフレームワークを規定した勧告 Y.1291 が AAP により承認された。当該勧

告には、具体的な QoS 実現方法の可能性を示した、日本提案の以下の 2 方式が盛り込まれて

いる。 

・IP 網の転送技術を MPLS に限定しない汎用的なリソース集中制御方式 

・全端末の自律分散的な QoS 保証を実現する端末主導の観測型受付制御方式 

 

  ウ 保守・運用・管理（Operation, Administration and Maintenance） 

   MPLS ネットワークにおける OAM 要求条件を規定した勧告 Y.1710 が第 2 回会合で AAP

により承認された。それ以降、第 6 回会合までに MPLS における OAM 機能を規定した以下

の関連勧告が承認されている。 

・Y.1711：MPLS ネットワークの OAM メカニズム 

・Y.1712：ATM-MPLS インタワーク時の OAM 

・Y.1713：MPLS ネットワークの誤記検出メカニズム 

次回会合においては、上述の勧告を含む関連ドキュメントの全体像をあらわし、MPLS ネ

ットワークの管理フレームワークを規定した勧告 Y.17fw がコンセントされる予定である。 

 また、第 3 回会合よりイーサネットの OAM 機能に関する検討が開始された。イーサネッ
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トは、安価・広帯域で上位プロトコルの自由度があるため、主に企業向けサービスとして普

及しており、第 5 回会合において、OAM 要求条件を規定した勧告 Y.1730 が AAP により承認

された。現在、OAM メカニズム勧告の作成を中心に検討している。 

 

  エ ＩＰネットワークのサービス品質（Quality of Service） 

   ＩＰパケット転送品質について、そのクラス（6 種類の QoS クラス）及び目標値・アプリ

ケーション例等を規定した勧告 Y.1541 が第 3 回会合で AAP により承認された。また、第 4

回会合においては、ＩＰパケットの尺度を規定した勧告 Y.1540 について、日本より提案した

ＩＰパケットロスに関する新たな品質尺度 IPSLBR（ＩＰパケット劣化損失ブロック率）を

盛り込んだ改訂版が AAP により承認されている。 

   ＴＣＰ品質については、ＩＰネットワークでのエンドユーザの実感をより反映した品質尺

度を表せるものとして第 1 回会合より検討が進められ、第 5 回会合においてミドルボックス

（ＩＰネットワーク内でＴＣＰ機能を有する装置）のあるＴＣＰコネクション品質尺度を規

定した勧告 Y.1560 が AAP により承認されている。 

   現在、イーサネット品質について、アーキテクチャやトラフィック制御勧告との整合性を

もった上で、イーサフレームの損失や遅延、安定品質を規定した勧告を作成すべく、検討を

進めている。 
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表 7 SG13 会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規 

改訂 

削除 

備考 

Y.1001 電気通信網と IP 網技術の融合のための枠組み WP2 

Q.1 

新規 第１回会合

郵便投票 

Y.120 

Corr.1 

世界情報通信基盤(GII)－シナリオ方法論 WP2 

Q.1 

改訂 第１回会合

郵便投票 

I.366.2 狭帯域サービスのための ATM アダプテーション

レイヤ(AAL)タイプ2サービス特定集約サブレイ

ヤ(SSCS) 

WP3 

Q.2 

改訂 第１回会合

郵便投票 

I.371.1 保証型フレームレート ATM 転送能力 WP4 

Q.4 

新規 第１回会合

郵便投票 

I.363.2 B-ISDN AAL タイプ 2 の仕様 WP3 

Q.2 

改訂 第１回会合

郵便投票 

Y.140 GII－相互接続フレームワークの参照ポイント WP2 

Q.1 

改訂 第１回会合

郵便投票 

I.357 B-ISDN セミパーマネントコネクションの安定

品質 

 

WP4 

Q.7 

改訂 第１回会合

郵便投票 

G.827.1 1.5Mbps 以上のエンド・エンド国際固定ビット

レートデジタルパスの安定品質目標値 

WP4 

Q.8 

新規 第１回会合

郵便投票 

Y.1231 IP アクセス網アーキテクチャ WP2 

Q.14 

新規 第１回会合

郵便投票 

Y.1241 IPベースサービスサポートのための IP転送能力 WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2001/02/28

I.381 AAL 品質 WP4 

Q.7 

新規 AAP 

2001/02/28

G.964 デジタルローカル交換機の V インタフェース-ア

クセス網をサポートするためのV5.1インタフェ

ース(2Mbps) 

WP2 

Q.14 

改訂 AAP 

2001/02/28

G.965 デジタルローカル交換機の V インタフェース-ア

クセス網をサポートするためのV5.2インタフェ

ース(2Mbps) 

WP2 

Q.14 

改訂 AAP 

2001/02/28

G.807/ 

Y.1302 

自動切替伝達網(ASTN)の要求条件 WP2 

Q.10 

新規 AAP 

2001/07/12
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Y.1710 

 

MPLSネットワークにおけるOAM機能の要求条

件 

WP3 

Q.3 

新規 AAP 

2001/07/12

Y.1311.1 

 

MPLSにおけるネットワークベース IP VPNアー

キテクチャ 

WP2 

Q.11 

新規 AAP 

2001/07/12

G.821 

Corr.1 

統合されたサービスデジタルネットワークの

1.5Mbps 未満の国際デジタル接続オペレーティ

ングの誤り性能 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2001/07/12

G.826 

Corr.1 

1.5Mbps 以上の国際固定ビットレートデジタル

パスの誤り性能パラメータ及び目標値 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2001/07/12

G.828 

Corr.1 

国際固定ビットレート同期デジタルパスの誤り

性能パラメータ及び目標値 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2001/07/12

I.366.2 

Corr.1 

狭帯域サービスのための AAL タイプ 2 サービス

特定集約サブレイヤ 

WP3 

Q.2 

改訂 AAP 

2002/03/15

Y.1221 IP 網におけるトラフィック制御及び輻輳制御 WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2002/03/15

Y.1311 狭帯域仮想専用線－一般構成及びサービス要求

条件 

WP2 

Q.11 

新規 AAP 

2002/03/15

Y.1541 IP サービスのためのネットワーク性能目標 WP4 

Q.6 

新規 AAP 

2002/05/06

G.931 3152kbps におけるデジタルラインセクション WP4 

Q.8 

削除 回章１０４

2002/05/13

Y.1251 インターワーキングのための一般的なアーキテ

クチャモデル 

WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2002/08/12

Y.1710  

Corr.1 

MPLSネットワークにおけるOAM機能の要求条

件 

WP3 

Q.3 

改訂 

 

AAP 

2002/11/08

Y.1711 

 

MPLS ネットワークの OAM メカニズム WP3 

Q.3 

新規 AAP 

2002/11/08

G.826 国際固定ビットレートデジタルパス及び接続の

エンド・エンドの性能パラメータ及び目標値 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2002/12/13

G.829 SDH の多重セクション、リピータセクションの

ビット誤り特性 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2002/12/13

I.378 AAL type 2 におけるトラヒックマネジメント WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2002/12/13

Y.1540 IP パケット転送品質および安定品質のパラメー

タ 

WP4 

Q.6 

改訂 AAP 

2002/12/13

Y.1261 Voice over MPLS の要求条件及びアーキテクチ

ャ 

WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2002/12/13
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G.821 統合されたサービスデジタルネットワークの

1.5Mbps 未満の国際デジタル接続オペレーティ

ングの誤り性能 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2002/12/13

Y.1411 

 

ATM-MPLS ネットワークのインターワーキング

－セルモードユーザ面インターワーキング 

WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2003/02/21

G.809 

 

コネクションレスネットワークの一般アーキテ

クチャ 

WP2 

Q.10 

新規 AAP 

2003/03/21

Y.1720 MPLS ネットワークにおける切り替え機能 WP3 

Q.3 

新規 AAP 

2003/04/05

G.827 エンド・エンドの国際固定ビットレートデジタ

ルパスの安定性能パラメータ及び目標値 

WP4 

Q.8 

改訂 AAP 

2003/09/12

G.8201 

 

光伝達網のマルチオペレータ国際パスの誤り性

能パラメータ及び目標値 

WP4 

Q.8 

新規 AAP 

2003/09/12

I.358 B-ISDN の SVC コネクションの呼処理品質 WP4 

Q.9 

改訂 AAP 

2003/09/12

Y.1281 

 

MPLS 上のモバイル IP サービス WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2003/09/12

Y.1312 

 

レイヤ 1VPN の一般的な要求条件及びアーキテ

クチャ 

WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2003/09/12

Y.1560 

 

ミドルボックスのある TCP コネクション品質尺

度 

WP4 

Q.6 

新規 AAP 

2003/09/12

Y.1720 MPLS ネットワークのプロテクションスイッチ WP3 

Q.3 

改訂 AAP 

2003/09/12

Y.1412 

 

ATM-MPLS 網インターワーキング 

－フレームモードユーザ面インターワーキング 

WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2003/11/05

Y.1712 

 

ATM-MPLS インタワーク時の OAM WP3 

Q.3 

新規 AAP 

2004/01/09

Y.1730 イーサネットワークにおける OAM 機能の要求

条件 

WP3 

Q.3 

新規 AAP 

2004/01/09

G.827.1 1.5Mbps 以上のエンド・エンド国際固定ビット

レートデジタルパスの安定品質目標値 

WP4 

Q.8 

削除 回章２１３

2004/01/16

Y.1711 MPLS ネットワークの OAM メカニズム WP3 

Q.3 

改訂 AAP 

2004/02/12

Y.1310 公衆網における ATM 上の IP 伝送 WP3 

Q.11 

改訂 AAP 

2004/03/14

Y.1713 MPLS 網での誤記検出 WP 

Q.3 

新規 AAP 

2004/03/14
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I.371 B-ISDN トラフィック制御及び輻輳制御 WP4 

Q.4 

改訂 AAP 

2004/03/28

Y.140.1 電気通信サービス提供における公衆電気通信網

オペレータとサービスプロバイダ間の相互接続

に関する属性及び要求条件についてのガイドラ

イン 

WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2004/03/28

Y.1221 

Amd.1 

DSBW の伝送能力 WP4 

Q.4 

新規 AAP 

2004/03/28

Y.1413 TDM-MPLS 網インターワーキング 

－ユーザ面インターワーキング 

WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2004/03/14

Y.1291 パケットネットワークにおけるサービス品質を

サポートするためのアーキテクチャフレームワ

ーク 

WP2 

Q.16 

新規 AAP 

2004/05/06

Y.1530 ハイブリッド IP ネットワークにおける音声サー

ビスのための呼処理性能 

WP4 

Q.9 

新規 AAP 

2004/05/06

Y.1561 MPLS ネットワークのための性能及び安定パラ

メータ 

WP4 

Q.6 

新規 AAP 

2004/05/06

I.620 フレームリレーの保守・管理原則・機能 WP3 

Q.3 

削除 回章２４１

2004/06/14
Y.1313(Y.l1
vpnarch) 

レイヤ１ＶＰＮとサービスアーキテクチャ WP3 

Q.11 

新規 AAP 

2004/07/21
G.820/I.351/ 
Y.1501 

物理レイヤ／ＩＳＤＮ／ＩＰ網品質勧告間の関

係 

WP4 

Q.6 

新規 AAP 

2004/07/28
Y.1414(Y.vs
mpls) 

ＭＰＬＳ上の音声サービス WP2 

Q.5 

新規 AAP 

2004/07/28
Y.2001(Y.N
GN-Overvie
w) 

ＮＧＮの機能と特徴の概要 WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2004/10/06
Y.2011(Y.G
RM-NGN) 

次世代ネットワークの基本参照モデル WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2004/10/06
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ＳＧ１３：ＩＰ及びマルチプロトコル網とそれらのインターワーキング
議　長 ：Mr. B. W. Moore (英）
副議長 ：Mr. J-Y. Cochennec(仏)
副議長 ：Mr. H. Schink (独)
副議長 ：Mr. C.-S. Lee（韓）
副議長 ：前田　洋一氏（NTT）
副議長 ：Mr. N. Seitz（米）

ＷＰ１：プロジェクト管理と調整
議　長 ：Mr. J-Y. Cochennec(仏)

課題12 網的側面の全体調整 Mr. J-Y. Cochennec(仏)
Mr. H. Schink(独)Associate

課題15 IP側面を含む一般的なネットワーク用語 Mr. I. Faynberg（米）

ＷＰ２：アーキテクチャ及びインターワーキング原則
議　長 ：Mr. C.-S. Lee（韓）

課題１ 複合的網環境の原則、要求条件、フレームワーク及び Mr. K. Knightson(加)
アーキテクチャ

課題５ IPマルチサービスを含む網のインターワーキング Mr. G. Koleyni(加)

課題10 コア網アーキテクチャ及びインターワーキング原則 森田　直孝氏(NTT)

課題13 衛星及び地上網の相互運用性 Mr. T. ORS(米)

課題16 変革環境下の電気通信アーキテクチャ Mr. H-L. Lu(米)

ＷＰ３：マルチプロトコル網及びメカニズム
議　長 ：前田　洋一氏(NTT)

課題２ ATMレイヤ及びATMアダプテーションレイヤ Mr. K. Ahmad(加)

課題３ IP網及びその他の網におけるOAM及び網管理 太田　宏氏(NTT)

課題11 公衆網におけるMPLSを用いたIP網サービスのための Mr. M. CARUGI(仏)
メカニズム 若山　浩二氏(日立)Associate

ＷＰ４：ネットワーク性能及びリソース管理
議　長 ：Mr. N. Seitz（米）

課題４ 広帯域及びIP間連リソース管理 米田　進氏(日本テレコム)

課題６ IP網及びGIIの品質 Mr. Hyung-soo KIM(韓)
Mr. P. Huckett(英)Associate

課題７ B-ISDN／ATMセル転送品質及び安定品質 Mr. D. Mustill(英)

課題８ 伝送誤りと安定品質 Mr. G. Garner(米)

課題９ 呼処理品質 四宮　光文氏(NTT)

図７　ＳＧ１３の検討体制

- 190 -



（８）マルチメディア委員会の活動状況報告 
 
１ マルチメディア委員会の活動状況 

（１） はじめに 

   マルチメディア委員会は、ＳＧ１６（マルチメディアサービス、システム及び端末）を担

当している。なお、ＳＧ１６課題１４（ファクシミリ端末）に関する事項については、マル

チメディア委員会の下にカラードキュメントワーキンググループを設置し、検討を行ってい

る。 

 

（２） 会合の開催状況 

   マルチメディア委員会は、第１回ＩＴＵ－Ｔ部会（平成１３年１月２６日）以降、次のと

おり１１回の会合を開催した。 

  ・第１回会合  平成１３年２月２０日 

    第１回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。また、同会合においてＡＡＰに付すこ

とが決定された勧告案 H.263 Annex X に対するラストコールコメントについて検討が行わ

れ、コメントを提出することが了承された。 

  ・第２回会合  平成１３年５月８日 

    第２回ＳＧ１６全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

４件の寄書が提出されることとなった。 

  ・第３回会合  平成１３年９月３日 

    第２回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。また、勧告案 F.706 は、ラストコール

コメント締切り後、同勧告案がレビューに付された旨周知があり、追加レビューの勧告案

について検討した結果、記述を一部修正する追加レビューコメントを提出することが了承

された。 

  ・第４回会合  平成１４年１月１７日 

    第３回ＳＧ１６全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１０件の寄書が提出されることとなった。そのうち、カラーＦＡＸ関連の寄書１件、4kbit/s

音声符号化標準に関する寄書２件、を日本寄書として提出することが了承された。 

  ・第５回会合  平成１４年３月２７日 

    第３回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。また、事務局から情報通信審議会等に

おける非常時通信に関する検討状況について情報提供があった。 

  ・第６回会合  平成１４年９月２７日 

    第４回ＳＧ１６全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

９件の寄書が提出されることとなった。そのうち、カラーＦＡＸ関連の寄書２件、メタデ

ータに関する寄書、音声及び音響符号化勧告開発における公開された共同作業を提案する

寄書、計４件の寄書を日本寄書として提出することが了承された。また、ＴＳＢからの、

勧告案 F.706 の承認について審議することの可否を問う照会について、賛成する旨が了承

された。 
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  ・第７回会合  平成１４年１２月３日 

    第４回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。 

  ・第８回会合  平成１５年４月２５日 

    第５回ＳＧ１６全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

６件の寄書が提出されることとなった。そのうち、メタデータに関する寄書１件を日本寄

書として提出することが了承された。また、事務局から、回章１３２に係る災害救援通信

に関するアンケートへの回答結果について、情報提供があった。 

  ・第９回会合  平成１５年７月８日 

    第５回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。また、ＴＳＢから各国主管庁あてに、

国内において非標準機能提供者コードをどこが管理しているかを尋ねるアンケートが実施

される予定である、との情報提供が会合出席者よりあった。 

  ・第１０回会合 平成１５年１２月２４日 

    第６回ＳＧ１６全体会合への対処方針及び寄書案について検討が行われた。この結果、

１０件の寄書が提出されることとなった。そのうち、メタデータに関する寄書５件を日本

寄書として提出することが了承された。 

  ・第１１回会合 平成１６年４月９日 

    第６回ＳＧ１６全体会合の結果報告が行われた。 

 

２ ＳＧ１６の活動状況 

（１） はじめに 

   ＳＧ１６は、ＩＴＵ－Ｔにおいて「マルチメディアサービス、システム及び端末」に関す

る課題を研究対象とし、４つのＷＰを設置して検討を行っている。 

   ＳＧ１６における検討体制を図 8 に示す。 

 

（２） 会合の開催状況 

  ・第１回全体会合 2000 年 11 月 13 日～17 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：26 ヶ国、2 機関、187 名（うち日本から 26 名） 

  ・第２回全体会合 2001 年 5 月 28 日～6 月 8 日 

   開催地：ブラジル共和国ポルトセグロ 

   出席国及び出席者数：20 ヶ国、110 名（うち日本から 20 名） 

・第３回全体会合 2002 年 2 月 5 日～15 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：27 ヶ国、1 機関、150 名（うち日本から 18 名） 

・第４回全体会合 2002 年 10 月 15 日～25 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：25 ヶ国、1 機関、126 名（うち日本から 18 名） 

・第５回全体会合 2003 年 5 月 20 日～30 日 
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   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：23 ヶ国、109 名（うち日本から 15 名） 

・第６回全体会合 2004 年 1 月 20 日～30 日 

   開催地：スイス国ジュネーブ 

   出席国及び出席者数：22 ヶ国、120 名（うち日本から 13 名） 

 

（３） 検討状況 

   WTSA2000 以降、決議 1 及び勧告 A.8 の適用により郵便投票又は代替承認手続き（AAP）

にて承認された勧告は、表 8に示すとおり、新規１１８件、改訂８３件となっている。 

   なお、重点項目ごとの検討状況は以下のとおりである。 

 

  ア カラーファクシミリ 

   カラーファクシミリの更なる普及を目指し、デジタルカメラ等の画像を簡単に送受信でき

るようにするため、カラーファクシミリに使用する色空間として、従来の CIELAB に加え、

新たにデジタルカメラで使用されている色空間 sYCC を追加するための検討が、SG16 第 3

回会合より行われてきた。 

   第 3 回会合では、日本より、sYCC 色空間のカラーファクシミリへの導入検討開始提案を

行った結果、作業を開始することが承認され、カラーファクシミリの色空間を定義した勧告

T.42 の改訂作業のエディタに日本の関係者が就いた。 

   第 4 回会合では、日本より、勧告 T.42 改訂のための詳細な提案、及びカラーファクシミリ

へ sYCC 色空間を適用するために必要な関連勧告（ファクシミリの端末特性を規定した勧告

T.4 及び伝送特性を規定した勧告 T.30）の修正提案を行った。その結果、勧告 T.42 及び関連

勧告の改訂について技術的な合意は得られたが、sYCC 色空間の参照先である IEC でまだ参

照文書が IS 化されていなかったため、IEC での IS 化ののち、承認することで合意された。 

   第 5 回会合では、sYCC 色空間を規定する参照文書が IEC で IS 化されたことを受け、関連

勧告のエディタより改めて改訂勧告案を提出した結果、改訂勧告が AAP により承認された。 

   現在、当該勧告に基づいた商品化のための接続試験等が実施されており、sYCC 色空間を

搭載したカラーファクシミリが続々と発表されていく予定である。 

 

  イ インターネットサービスを利用したビデオ会議 

   今会期から新たに設置された課題 4（インターネットでサポートされるサービスを利用す

るビデオ及びデータ会議）において、LDAP（Lightweight Directory Access Protocol）を用い

てディレクトリサービスのアーキテクチャを定義する勧告 H.350 シリーズが承認された。 

   高機能で複雑なディレクトリサービスプロトコルを規定した勧告 X.500 を、インターネッ

ト向けに軽量化した LDAP を実装した製品が現在数多く普及している。そこで、LDAP を用

いて、マルチメディア会議などのためのディレクトリサービスのアーキテクチャを定義する

ための勧告作成作業が第 4 回会合から開始され、第 5 回及び第 6 回会合において、新規勧告

H.350 シリーズが AAP により承認された。 
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   ディレクトリサービスにより可能となるサービスとしては、 

  ・端末パラメータの自動設定 

  ・利用者情報と端末情報の対応付け 

  ・信頼できるデータベースに基づく利用者認証 

  などが挙げられる。今後、勧告 H.350 シリーズに、LDAP だけでなく勧告 X.500 プロトコル

も利用できるよう改訂作業が進められていく予定である。 

 

  ウ 高度映像符号化技術（Advanced Video Coding） 

   次世代の映像符号化技術の標準化を検討するため、2001 年末に MPEG と ITU で共同検討

チーム（Joint Video Team）を設立し検討を重ねてきた。その結果、第 5 回会合において、

従来の方式と比較して同程度の画質で 2 倍程度の圧縮効率を上げた勧告 H.264（汎用視聴覚

サービスのための高度映像符号化）が AAP により承認された。 

   低ビットレートのテレビ会議から高画質なテレビまでの幅広い用途が想定されている当該

勧告について、国内においては早速、地上デジタル放送の携帯端末向けサービスに採用され

ることが発表されており、来年度中のサービス開始が予定されている。 

   当該勧告の承認により、上述のサービスをはじめとして、今後のマルチメディア通信シス

テム環境における、更なる高度な映像圧縮符号化技術の導入が期待される。 

 

  エ メタデータ技術 

   TV 会議システム、遠隔医療、遠隔教育などの発展に伴い、リアルタイムサービスだけでな

く、レコーディング、アーカイブ化、データの再利用及び配信のような他のサービスにもコ

ンテンツ利用の必要性が生じてきた。そこで、第 3 回会合より、ネットワーク上のコンテン

ツ流通のために、メタデータを利用するための検討が行われている。 

   第 3 回会合では、日本より、コンテンツ記述に関するメタデータ構成の標準化検討開始提

案を行ったところ、その必要性が認められ、検討を開始することが合意された。 

   第 4 回会合では、メタデータフレームワークアーキテクチャの提案、第 5 回会合では、他

機関のメタデータ標準の概要及びメタデータの利用シナリオの紹介、を日本より行って、メ

タデータフレームワーク標準化の意義を訴え続けてきた。 

   その結果、第 6 回会合において、アジア・太平洋地域からの賛同も得て、APT（アジア・

太平洋電気通信共同体）共同提案として、メタデータフレームワーク勧告草案を提案した。

当該勧告草案では、マルチメディアコンテンツをネットワークに配信する場合に必要となる

メタデータフレームワーク（アーキテクチャとその実現形態）を規定している。検討の結果、

その必要性が認められ、当該勧告草案に勧告番号 F.MDF が付与され、次回会合（本年 11 月

予定）でのコンセントを目指すことで合意されている。 

 

  オ 災害救援通信（Telecommunications for Disaster Relief） 

   災害時等において一定のユーザが使用する国際緊急マルチメディア通信のサービス要件を

規定する勧告案 F.706 について、第 1 回会合より検討されてきたが、各国間での用語や概念
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等の調整が困難を極めた。そこで、第 4 回会合で本件について検討を行う新規課題Ｉ（緊急

時や災害救援活動時の公衆電気通信サービスの利用）を設立、2003 年 2 月には関連 SG の関

係者が集まってのワークショップ（TDR-WS）を開催、などその理解を深める取り組みが継

続して行われてきた。 

現状、第 6 回会合において、勧告案 F.706 は、議論のターゲットをマルチメディアの側面

に絞り、マルチメディアサービスにおける TDR への要件を定義する勧告案 F.TDR-reqs とし

て再検討していくことで合意されている。 
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表 8 SG16 会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成 12 年 10 月～平成 16 年 10 月） 

新規 

改訂 勧告番号 勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 削除 

備考 

V.8 公衆交換電話網上のデータ伝送セッション

開始手順 

WP1 

Q.11 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

V.8bis データ回線終端装置及び回線交換網上のデ

ータ端末装置と電話型専用回線との間の共

通モード運用の確認及び選択手順 

WP1 

Q.11 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

V.59 公衆交換電話網に接続される V シリーズモ

デム DEC の診断情報の管理目標 

WP1 

Q.11 

新規 第１回会合 

郵便投票 

V.44 第 2 世代のデータ圧縮 WP1 

Q.12 

新規 第１回会合 

郵便投票 

V.18 テキスト電話モードにおけるデータ回線終

端装置運用のための運用及び相互接続要求

条件 

WP1 

Q.H 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

V.92 勧告 V.90 の機能強化 WP1 

Q.11 

新規 第１回会合 

郵便投票 

F.700 WP4 

Q.B 

改訂 第１回会合 

Annex A.3 

視聴覚及びマルチメディアサービスのフレ

ームワーク勧告 郵便投票 

F.700 

Annex C.2 

ミドルウェアサービスエレメント解説 WP4 

Q.C 

新規 第１回会合 

郵便投票 

F.701 特定マルチメディアサービス要求条件のガ

イドライン勧告 

WP4 

Q.B 

新規 第１回会合 

郵便投票 

F.703 マルチメディア会話型サービス WP4 

Q.C 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.323 WP2 

Q.2 

改訂 第１回会合 

Ver.4 

パケットベースのマルチメディア通信シス

テム 郵便投票 

H.323 

Annex J 

勧告 H.323 Annex F のセキュリティ WP2 

Q.2 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.323 

Annex K 

勧告 H.323 における HTTP ベースサービス

の制御転送チャンネル 

WP2 

Q.2 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.323 

Annex M.1 

勧告 H.323 における信号プロトコル(QSIG)

のトンネリング 

WP2 

Q.2 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.323 

Annex M.2 

勧告 H.323 における信号プロトコル(ISUP)

のトンネリング 

WP2 

Q.2 

新規 第１回会合 

郵便投票 
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H.324 

Annex H 

移動通信用マルチリンク動作 WP2 

Q.1 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.225.0  WP2 

Q.2 

改訂 第１回会合 

Ver.4 

パケットベースのマルチメディア通信シス

テムの呼信号プロトコル及びメディアスト

リームパケット化 

郵便投票 

H.235 勧告 H シリーズ(勧告 H.323 及び他の勧告

H.245 ベース)のマルチメディア端末のセキ

ュリティと暗号化 

WP2 

Q.G 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

H.245 

Ver.7 

マルチメディア通信の制御プロトコル WP2 

Q.3 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

H.246 WP2 

Q.5 

新規 第１回会合 

Annex E.1 

移動通信アプリケーション部分と勧告

H.225.0 との間の一般相互接続機能 郵便投票 

H.246 

Annex E.2 

ANSI-41 移動通信アプリケーション部分と

勧告 H.225.0 との間の相互接続機能 

WP2 

Q.5 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.248 

Annex F 

FAX、テキスト通信及び呼識別パッケージ WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.248 WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

Annex G 

ユーザインタフェースエレメント及びアク

ションパッケージ 郵便投票 

H.248 

Annex H 

ストリーム制御転送プロトコル上の転送 WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.248 

Annex I 

ATM 転送 WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.248 

Annex J 

ダイナミックトーンの記述パッケージ WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.248 

Annex K 

一般的なアナウンスメントパッケージ WP2 

Q.3 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.450.9 勧告 H.323 のための呼完結付加サービス WP2 

Q.2 

新規 第１回会合 

郵便投票 

G.722.1 WP3 改訂 第１回会合 

Corr.1 

フレーム損失の少ないシステムにおけるハ

ンズフリー向け 24kbps 及び 32bps 符号化

方式 

Q.7  郵便投票 

H.262 

Corr.1 

汎用映像符号化方式 WP3 改訂 第１回会合 

Q.6  郵便投票 

H.263 

Annex U 

拡張参照画像選択 WP3 

Q.6 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.263 

Annex V 

データ分割スライス WP3 

Q.6 

新規 第１回会合 

郵便投票 
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H.263 

Annex W 

補助拡張情報の追加 WP3 

Q.6 

新規 第１回会合 

郵便投票 

H.262 

Amd.1 

汎用映像符号化方式 WP3 改訂 第１回会合 

Q.6  郵便投票 

G.191 

Annex A 

利用可能なソフトウェア一覧 WP3 

Q.10 

新規 第１回会合 

郵便投票 

G.722.1 

Annex B 

勧告 G.722.1 の浮動小数点版 WP3 

Q.7 

新規 第１回会合 

郵便投票 

T.4 

Amd.2 

文書伝送のための G3 ファクシミリ端末の

標準化 

WP1 

Q.14 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

T.30 WP1 

Q.14 

改訂 第１回会合 

Amd.2 

一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 郵便投票 

T.38 

Amd.3 

IP 網上でのリアルタイム G3 ファクシミリ

通信手順 

WP1 

Q.14 

改訂 第１回会合 

郵便投票 

T.89 フ ァ ク シ ミ リ の た め の 2 値 画 像 の

Lossy/Lossles 符号化 

WP1 

Q.14 

新規 第１回会合 

郵便投票 

G.729  

Corr.2 to 

Annexes 

CS-ACELP を用いた音声符号化 WP3 改訂 AAP 

Q.10  2001/02/28 

H.222.0  WP2 改訂 AAP 

Corr.1 

情報技術－動画像及び付属した音声情報の

汎用符号化システム Q.1  2001/02/28 

H.323  

Annex L 

スティミュラスプロトコル WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/02/28 

H.450.10 呼要求付加サービス WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/02/28 

H.450.11 呼割込付加サービス WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/02/28 

T.30  WP1 改訂 AAP 

Amd.3 

一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 Q.14  2001/02/28 

T.37  WP1 改訂 AAP 

Amd.2 

蓄積型インターネットファクシミリ伝送手

順 Q.14  2001/02/28 

T.82  WP1 改訂 AAP 

Corr.2 

情報技術－画像・音声情報符号化表現－プ

ログレッシブ 2 値画像圧縮 Q.14  2001/02/28 

H.263 

Annex X 

低ビットレート通信の映像符号化 WP3 

Q.6 

新規 AAP 

2001/04/23 

H.223 低ビットレートマルチメディア通信用多重

化プロトコル 

WP2 

Q.1 

改訂 AAP 

2001/07/28 
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H.245 

Ver.8 

マルチメディア通信の制御プロトコル WP2 

Q.3 

改訂 AAP 

2001/07/28 

H.246 

Annex F 

勧告 H.323 システムと勧告 H.324 システム

の相互接続 

WP2 

Q.3 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.248 

Annex L 

エラーコード及びサービス変更理由記述 WP2 

Q.3 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.248 

Annex M.2 

輻輳取扱パッケージ WP2 

Q.3 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.248 

Annex M.4 

勧告 H.323 及び勧告 H.324 システムの相互

接続のための勧告 H.248 パッケージ 

WP2 

Q.3 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.323 

Annex M.3 

勧告 H.323 におけるトンネリング DSS1 WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.323 

Annex Q 

遠隔操作カメラ制御及び勧告 H.281/勧告

H.224 

WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.323 

Annex R 

勧告 H.323 システムのロバストネス WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.324 

Annex I 

勧告 H.324 端末における HTTP 汎用能力の

使用 

WP2 

Q.1 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.450.12 勧告 H.323 システムのための共通情報付加

ネットワーク機能 

WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/07/28 

H.460.2 勧告 H.323 システム及び SCN ネットワー

ク間の番号ポータビリティの相互接続 

WP2 

Q.2 

新規 AAP 

2001/07/28 

T.30  WP1 

Q.14 

改訂 AAP 

Corr.1 

一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 2001/07/28 

T.30  WP1 改訂 AAP 

Amd.4 

一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 Q.14  2001/07/28 

T.38  

Amd.4 

IP 網上のリアルタイム G3 ファクシミリ通

信手順 

WP1 

Q.14 

改訂 AAP 

2001/07/28 

V.25 WP1 

Q.H 

改訂 AAP 

Corr.1 

手動及び自動呼双方のエコー制御デバイス

の使用禁止手順を含む一般交換電話網に関

する自動発呼デバイスの自動応答機器及び

一般手順 

2001/07/28 

V.59 

Corr.1 

公衆交換電話網に接続される V シリーズモ

デム DEC の診断情報の管理目標 

WP1 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/07/28 

V.80 

Amd.1 

非対称 DTE のための帯域内 DCE 制御及び

対称データモード 

WP1 

Q.13 

改訂 AAP 

2001/07/28 
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V.91 

Corr.1 

4 芯回線交換接続及び専用線:対:4 芯デジタ

ル回線上で使用する 64kbps 超のデータ信

号レートでのデジタルモデム運用 

WP1 

Q.11 

改訂 AAP 

2001/07/28 

V.92 

Amd.1 

勧告 V.90 の機能強化 WP1 改訂 AAP 

Q.11  2001/07/28 

V.250 

Amd.1 

シリアル非対称自動ダイヤル及び制御 WP1 改訂 AAP 

Q.13  2001/07/28 

T.89  

Amd.1 

勧告 T.88 のための適用プロファイル WP1 改訂 AAP 

Q.14  2001/09/04 

G.722.2 AMR帯域を用いた 16 kbps程度の広帯域音

声符号化 

WP3 

Q.7 

新規 AAP 

2002/01/12 

H.222.0  WP2 

Q.1 

改訂 
 

AAP 

Corr.2 

情報技術－動画像及び付属音声情報の汎用

符号化：システム 2002/03/28 

H.235 ハイブリッドセキュリティプロファイル WP2 新規 AAP 

Annex F Q.G 2002/03/28 

H.248 Ver1 ゲートウェイ制御プロトコル WP2 改訂 AAP 

Amd.1 Q.3  2002/03/28 

H.248  

Annex L 

エラーコード及びサービス変更理由記述 WP2 改訂 AAP 

Q.3 2002/03/28 

Amd.1 

H.248  次世代オーディオサーバーパッケージ WP2 新規 AAP 

Annex M.1 Q.3 2002/03/28 

H.248  品質警告停止パッケージ WP2 新規 AAP 

Annex M.5 Q.3 2002/03/28 

H.248  停止タイマーパッケージ WP2 新規 AAP 

Annex M.6 Q.3 2002/03/28 

H.248  セッション記述プロトコル H.248 パッケ

ージ属性 

WP2 新規 AAP 

Annex N Q.3 2002/03/28 

H.324 低ビットレートマルチメディア通信端末 WP2 改訂 AAP 

Q.1 2002/03/28 

H.460.1 一般拡張フレームワーク使用ガイドライン WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/03/28 

H.501 マルチメディアシステムのモビリティ管理

及びインタードメイン通信のプロトコル 

WP2 新規 AAP 

Q.5 2002/03/28 

H.510 勧告 H.323 マルチメディアシステムのモビ

リティ 

WP2 新規 AAP 

Q.5 2002/03/28 
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H.530 勧告 H.510 の対称セキュリティ手順(勧告

H.323 マルチメディアシステム及びサービ

スのモビリティ) 

WP2 新規 AAP 

Q.G 2002/03/28 

T.38 IP 網上のリアルタイム G3 ファクシミリ通

信手順 

WP1 改訂 AAP 

Q.14 2002/03/28 

T.66 勧告 V.8 及び勧告 V.8bis 使用のためのファ

クシミリコードポイント 

WP1 新規 AAP 

Q.14 2002/03/28 

T.870 連続階調静止画像の無損失及び低損失圧

縮：拡張 

WP3 新規 AAP 

Q.E 2002/03/28 

V.42 非対称－対称変換を使用するデータ回線終

端装置のエラー訂正手順 

WP1 改訂 AAP 

Q.12 2002/03/28 

V.44  データ圧縮手順 WP1 改訂 AAP 

Corr.1 Q.12  2002/03/28 

V.59  公衆交換電話網に接続される V シリーズモ

デム DEC の診断情報管理目標 

WP1 改訂 AAP 

Corr.2 Q.11 2002/03/28 

V.92  勧告 V.90 の機能強化 WP1 改訂 AAP 

Amd.2 Q.11 2002/03/28 

V.250  シリアル非対称自動ダイヤル及び制御 WP1 改訂 AAP 

Amd.2 Q.13 2002/03/28 

H.248 Ver2 ゲートウェイ制御プロトコル 

 

WP2 改訂 AAP 

Q.3 2002/05/21 

T.800 改訂 JPEG2000 画像符号化システム：中核 

 

WP3 AAP 

Q.E 2002/08/28 

T.801 新規 JPEG2000 画像符号化システム：拡張 

 

WP3 AAP 

Q.E 2002/08/28 
新規 T.804 JPEG2000 画像符号化システム：参照ソフ

トウェア 

WP3 AAP 

Q.E 2002/08/28 

G.722.2 AMR帯域を用いた 16 kbps程度の広帯域音

声符号化：勧告 H.245 での AMR 帯域の利

用 

WP3 新規 AAP 

Annex F Q.7 2002/11/28 

H.225.0  ドメイン内 / ドメイン間通信 WP2 改訂 AAP 

Annex G Q.2 2002/11/28 

H.233 視聴覚サービスの機密システム WP2 改訂 AAP 

Q.G 2002/11/28 

H.234 視聴覚サービスの暗号化の鍵暗号と認証シ

ステム 

WP2 改訂 AAP 

Q.G 2002/11/28 
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H.248.11 メディアゲートウェイオーバーロード制御

パッケージ 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2002/11/28 

H.248.12 拡張勧告 H.324 と勧告 H.245 のコマンド、

勧告 H.245 インディケーションのパッケー

ジ 

WP2 新規 AAP 

Annex A Q.3 2002/11/28 

H.248.16 拡張 DTMF 検出パッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2002/11/28 

H.248.17 回線試験パッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2002/11/28 

H.248.18 複数プロファイルのサポートのためのパッ

ケージ 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2002/11/28 

H.248.20 ローカルとリモートでの勧告 H.221/勧告

H.223 多重化の利用 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2002/11/28 

H.324 低ビットレートマルチメディア通信端末 WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.1 2002/11/28 

H.460.3 勧告 H.323 システム内での回線ステータス

マップ 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.4 H.323 でのサービスクラスの指定 WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.5 同タイプで複数の勧告 Q.931 情報エレメン

トの伝送 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.6 拡張ファストコネクト特性 WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.7 勧告 H.323 システム内でのディジットマッ

プ 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.8 勧告 H.323 システム内での代替ルートの判

定 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

H.460.9 リアルタイム QoS モニタリング WP2 新規 AAP 

Q.2 2002/11/28 

T.37 蓄積型インターネットファクシミリ伝送手

順 

WP1 改訂 AAP 

Amd.3 Q.14 2002/11/28 

T.803 JPEG2000 画像符号化システム：適合性試

験 

WP3 新規 AAP 

Q.E 2002/11/28 

V.18 テキスト電話モードにおけるデータ回線終

端装置運用のための運用及び相互接続条件

WP1 改訂 AAP 

Amd.1 Q.H 2002/11/28 

H.222.0 MPEG-2 システムストリームでのメタデー

タ伝送 

WP2 改訂 AAP 

Amd.1 Q.1 2002/12/13 
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H.323  H.323 でのモデム信号伝送 WP2 新規 AAP 

Annex P Q.2 2003/01/12 

V.150.0 IP 網上でのモデム：原理 WP1 新規 AAP 

 Q.11 2003/01/12 

V.150.1 IP 網上での V シリーズにもとづく DCE 間

でのエンド-エンド接続のための手順 

WP1 新規 AAP 

 Q.11 2003/01/12 

H.245 Ver9 マルチメディア通信のための制御プロトコ

ル 

WP2 改訂 AAP 

Q.3 2003/02/05 

H.264 汎用視聴覚サービスのための次世代映像符

号化 

WP3 新規 AAP 

Q.6 2003/05/30 

H.222.0 

Corr.1 to  

メタデータ伝送 WP2 改訂 AAP 

Q.1  2003/06/28 

Amd.1 

H.222.0 MPEG2 システムでの IPMP サポート WP2 新規 AAP 

Amd.2 Q.1  2003/06/28 

T.88 エンコーダ WP3 新規 AAP 

Amd.1 Q.E  2003/06/28 

T.88 ハーフトーン符号のための適応テンプレー

トの拡張 

WP3 新規 AAP 

Amd.2 Q.E 2003/06/28 

G.726  勧告 H.245 シグナリングのためのパッケッ

トフォーマット、性能識別子、性能パラメ

ータ 

WP3 新規 AAP 

Annex B Q.E,10 2003/07/13 

H.225.0Ver5 パケットベースのマルチメディア通信シス

テムの呼信号プロトコル及びメディアスト

リームパケット化 

WP2 改訂 AAP 

Q.2 2003/07/13 

H.235 

Annex F 

ハイブリッドセキュリティプロファイル WP2 改訂 AAP 

Q.G 2003/07/13 

Corr.1 

H.239 勧告 H.300 シリーズ端末のためのメディア

チャネルの役割管理及び追加 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.241 勧告 H.300 シリーズ端末のための拡張され

た画像手順及び制御信号 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.245 Ver10 マルチメディア通信のための制御プロトコ

ル 

WP2 改訂 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.246 ISDN ユーザパート機能 

－勧告 H.225.0 インターワーキング 

WP2 改訂 AAP 

Annex C Q.3 2003/07/13 
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H.248.22 シェアードリスクグループパッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.248.23 拡張アラーティングパッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.248.24 多重周波数階調ジェネレーション及び検知

パッケージ 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.248.25 ベーシック CAS パッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.248.26 機能強化したアナログラインパッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.248.27 サプリメンタル階調パッケージ WP2 新規 AAP 

Q.3 2003/07/13 

H.323 V5 パケットベースのマルチメディア通信シス

テム 

WP2 改訂 AAP 

Q.2 2003/07/13 

H.323 URLs 及び DNS の使用法 WP2 新規 AAP 

Annex O Q.2 2003/07/13 

H.530 勧告 H.510 における勧告 H.323 モビリティ

のための対称セキュリティ手順 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.G 2003/07/13 

H.611 フルサービス VDSL プラットフォームの保

守・運用・管理及び規定 

WP4 新規 AAP 

Q.C 2003/07/13 

T.4 文書伝送のための G3 ファクシミリ端末の

標準化 

WP1 新規 AAP 

Amd.3 Q.14 2003/07/13 

T.30 一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 

WP1 改訂 AAP 

Corr.2 Q.14 2003/07/13 

T.30 一般交換電話網における文書ファクシミリ

伝送手順 

WP1 新規 AAP 

Amd.5 Q.14 2003/07/13 

T.38 IP 網上のリアルタイム G3 ファクシミリ通

信手順 

WP1 新規 AAP 

Corr.1 Q.14 2003/07/13 

T.42 ファクシミリのための連続階調カラー表現

方法 

WP1 改訂 AAP 

Q.14 2003/07/13 

V.42 非対称－対称変換を使用するデータ回線終

端装置のエラー訂正手順 

WP1 改訂 AAP 

Corr.1 Q.12 2003/07/13 

V.92 勧告 V.90 の機能強化 WP1 改訂 AAP 

Corr.1 Q.11,13 2003/07/13 

V.150.1 IP 網上での V シリーズにもとづく DCE 間

でのエンド-エンド接続のための手順 

WP1 改訂 AAP 

Corr.1 Q.11,13 2003/07/13 
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V.250 シリアル非対称自動ダイヤル及び制御：勧

告 V.92 接続のモデム保留のための ATO 及

び ATH の使用 

WP1 新規 AAP 

Amd.3 Q.11,13 2003/07/13 

G.722.2 Ver2 AMR-WB を用いた 16kbps 程度の広帯域音

声符号化 

WP3 改訂 AAP 

Q.7 2003/07/28 

H.610 フルサービス VDSL プラットフォーム－シ

ステムアーキテクチャ及び顧客構内装置 

WP4 新規 AAP 

Q.B 2003/07/13 

T.38 半二重化した勧告 V.34 及び勧告 V.150.1 イ

ンターワーキングのサポート 

WP1 新規 AAP 

Amd.1 Q.14 2003/07/28 

H.235 Ver3 H シリーズ(勧告 H.323 及びその他の勧告

H.245 ベースの)マルチメディア端末のため

のセキュリティ及びコード変換 

WP2 改訂 AAP 

Q.G 2003/08/05 

H.350 マルチメディア会議のためのディレクトリ

サービスのアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

H.350.1 勧告 H.323 のためのディレクトリサービス

のアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

H.350.2 勧告 H.235 のためのディレクトリサービス

のアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

H.350.3 勧告 H.320 のためのディレクトリサービス

のアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

H.350.4 SIP のためのディレクトリサービスのアー

キテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

H.350.5 非標準プロトコルのためのディレクトリサ

ービスのアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2003/08/05 

G.722.2 AMR帯域を用いた 16 kbps程度の広帯域音

声符号化：固定ポイント C コード 

WP3 改訂 AAP 

Annex C Q.7 2004/03/14 

H.221 視聴覚テレサービスでの 64～1920kbps チ

ャンネルのためのフレーム構造 

WP2 改訂 AAP 

 Q.1 2004/03/14 

H.222.0 ITU-T 勧告 H.222.0 | ISO/IEC 138181 スト

リーム上での AVC 画像データの伝送 

WP2 新規 AAP 

Amd.3 Q.1 2004/03/14 

H.230 Ver3 視聴覚システムのためのフレーム同期制御

及び表示信号 

WP2 改訂 AAP 

 Q.1 2004/03/14 

H.241 勧告 H.300 シリーズ端末のための拡張され

た画像手順及び制御信号 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.242 Ver3 2Mbps までのチャンネルを利用している

A/V 端末間の通信システム 

WP2 改訂 AAP 

 Q.1 2004/03/14 
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H.248.1 Ver2 

Corr.1 

ゲートウェイ制御プロトコル WP2 新規 AAP 

Q.3 2004/03/14 

H.248.3 ゲートウェイ制御プロトコル：ユーザイン

タフェースエレメント及びアクションパッ

ケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.4 ゲートウェイ制御プロトコル：ストリーム

制御伝送プロトコル上の伝送 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.7 ゲートウェイ制御プロトコル：汎用的なア

ナウンスメントパッケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.8 ゲートウェイ制御プロトコル：誤り符号及

びサービス変更理由記述 

WP2 新規 AAP 

Amd.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.16 ゲートウェイ制御プロトコル：機能強化し

たディジットコレクションパッケージ及び

手順 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.17 ゲートウェイ制御プロトコル：リンクテス

トパッケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.19 ゲートウェイ制御プロトコル：分解したマ

ルチポイント制御単位、音声、画像、デー

タ会議用パッケージ 

WP2 新規 AAP 

 Q.3 2004/03/14 

H.248.21 ゲートウェイ制御プロトコル：半永久的な

コネクションハンドリングパッケージ 

WP2 新規 AAP 

 Q.3 2004/03/14 

H.248.23 ゲートウェイ制御プロトコル：機能強化し

た警戒パッケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.25 ゲートウェイ制御プロトコル：ベーシック

CAS パッケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.26 ゲートウェイ制御プロトコル：機能強化し

たアナログラインパッケージ 

WP2 改訂 AAP 

Corr.1 Q.3 2004/03/14 

H.248.28 ゲートウェイ制御プロトコル：国際的な

CAS パッケージ 

WP2 新規 AAP 

 Q.3 2004/03/14 

H.248.30 ゲートウェイ制御プロトコル：RTCP 拡張

した性能メトリックパッケージ 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2004/03/14 

H.263 低ビットレート通信の画像符号化：プロフ

ァイル及びレベル定義 

WP3 改訂 AAP 

Annex X Q.6 2004/03/14 

H.320 Ver3 狭帯域テレビ電話システム及び端末機器 WP2 改訂 AAP 

 Q.1 2004/03/14 

H.350.6 転送及び優先電話のためのディレクトリサ

ービスのアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

Q.4 2004/03/14 
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H.360 エンド－エンドQoS制御及びシグナリング

のためのアーキテクチャ 

WP2 新規 AAP 

 Q.F 2004/03/14 

H.460.9 勧告 H.323 システム内でオンラインの QoS

モニタリング報告のためのサポート 

WP2 新規 AAP 

Annex B Q.2 2004/03/14 

H.460.10 呼群の分類 WP2 新規 AAP 

 Q.2 2004/03/14 

H.460.11 勧告 H.323 システム内での遅延呼の設置 WP2 新規 AAP 

 Q.2 2004/03/14 

H.460.12 グレア制御インディケータ WP2 新規 AAP 

 Q.2 2004/03/14 

H.460.13 呼ユーザリリース制御 WP2 新規 AAP 

 Q.2 2004/03/14 

H.460.14 勧告 H.323 システム内でのマルチレベル優

先権及び先取権（MLPP）のサポート 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2004/03/14 

H.460.15 呼シグナリング伝送チャンネルの一時的開

放及び再利用 

WP2 新規 AAP 

Q.2 2004/03/14 

T.42 ファクシミリのための連続階調カラー表現

方法 

WP1 改訂 AAP 

Corr.1 Q.14 2004/03/14 

V.150.1 IP 網上での V シリーズにもとづく DCE 間

でのエンド-エンド接続のための手順 

WP1 改訂 AAP 

Corr.2 Q.11 2004/03/14 

H.235  

Ver.3 

勧告 H シリーズ(勧告 H.323 及び他の勧告

H.245 ベース)のマルチメディア端末のセキ

ュリティと暗号化 

WP2 新規 AAP 

Q.G 2004/04/05 

Amd.1 

H.248.31 ゲートウェイ制御プロトコル：適応ジッタ

バッファパッケージ 

WP2 新規 AAP 

Q.3 2004/04/21 

T.38 RTP のサポート、ネゴシエーションバージ

ョン、「無信号」の挿入 

WP1 新規 AAP 

Amd. 2 Q.14 2004/04/21 

H.264 汎用視聴覚サービスのための次世代映像符

号化 

WP3 改訂 AAP 

Corr.1 Q.6 2004/05/06 
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ＳＧ１６：マルチメディアサービス、システム及び端末
議　長 ：Mr. P. A.Probst (スイス）
副議長 ：松本　充司氏（早大）

ＷＰ１：モデム及びファクシミリ端末
議　長 ：松本　充司氏（早大）
課題H マルチメディアサービス及びシステムへのアクセシビリティ Mr. G. Hellstrom(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)
課題11 音声帯域モデム：仕様及び特性評価 Mr. K. Chu(米)
課題12 回線交換網及びISDNのためのDCE-DCE間のプロトコル Mr. B. Pechey(英)
課題13 DCE-DCE間のインターフェイス及びプロトコル Mr. K. Chu(米)
課題14 ファクシミリ端末 未定

ＷＰ２：マルチメディアプラットフォーム及び相互接続
議　長 ：大久保　榮氏(早大)
課題D マルチメディアシステム及びサービスの相互運用性 未定
課題F マルチメディアシステムにおけるエンド－エンドのQoS Mr. S-H. Jeong（韓）
課題G マルチメディアシステム及びサービスのセキュリティ Mr. M. Euchner(独)
課題1 マルチメディアシステム、端末及びデータ会議 Mr. P. Luthi(ﾉﾙｳｴｰ)
課題2 H.323システムを用いたパケット網上のマルチメディア Mr. P. Jones(米)
課題3 パケット網上のマルチメディアのための基盤及び相互運用 Mr. C. Groves(豪)
課題4 インターネットでサポートされるサービスを利用する 大久保　榮氏（早大）

ビデオ及びデータ会議
課題K マルチメディアシステム及びサービスのモビリティ Mr. L. Lehman(ｽｲｽ)
課題5 マルチメディアシステムのためのNAT/ファイアウォール越え制御Mr. R. R. Gilman（米）

ＷＰ３：メディア符号化
議　長 ：未定
課題E メディア符号化 Mr. D. Lindbergh （米）
課題6 次世代映像符号化 Mr. G. Sullivan(米)

Mr. T. Wiegand(独)Associate
課題7 広帯域符号化
課題8 4kbps付近の音声信号符号化
課題9 音声信号の可変ビットレート符号化 内藤　悠史氏（三菱電機）
課題10 信号処理標準化活動のためのソフトウェアツール及び Ms. C. Lamblin（仏）

既存の符号化標準のメンテナンス
課題15 分散型音声認識及び話者照合

ＷＰ４：マルチメディアフレームワーク
議　長 ：未定
課題A メディアコム2004 未定
課題B マルチメディアアーキテクチャ Mr. C. Hansen（米）
課題C マルチメディアアプリケーション及びサービス Mr. F. Lucas（米）

岸上 順一氏（NTT）Associate
Mr. P. Adams（英）Associate

課題 I 緊急時や災害救援活動時の公衆電気通信サービスの利用 Mr. R. Roman（米）
課題J Eヘルスアプリケーションのためのマルチメディアフレームワーク Mr. V. Traver（ｽﾍﾟｲﾝ）

図８　ＳＧ１６の検討体制
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（９）移動通信ネットワーク委員会の活動状況報告 
 
１ 移動通信ネットワーク委員会の開催状況 

 (1) はじめに 

 移動通信ネットワーク委員会は、SSG IMT（IMT-2000及び将来の移動通信）を担当

している。SSG IMTでは、SSG IMTのみに適用される作業方法についても検討を行っ

てきたが、本件は、ITU-T全体の作業方法に影響するため、作業計画委員会において検

討を行っており、移動通信ネットワーク委員会ではSSG IMTの技術に関する事項を検

討している。 

 (2) 開催状況 

移動通信ネットワーク委員会は､第1回ITU-T部会(平成13年1月26日)以降､次のとおり

14回開催している｡ 

・第1回会合  平成13年4月12日 

第1回SSG IMT全体会合の結果及び第1回TSAG会合の結果のうちSSG IMT関連の

事項について報告が行われた。また、第2回SSG IMT会合への対処方針について検討

を行い、長期ビジョン作成について積極的に寄与していくこととなった。 

・第2回会合  平成13年6月7日

第2回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。長期ビジョン作成について、

提案されているITU-R WP8FとITU-T SSG IMT間の共同作業の手順では、それぞれが

一つの文書に対して修正提案を行うことが可能となっており、効率的に作業を進め

られるか等について問題提起された。そのため、共同作業の手順に係る修正提案提

出等の対応方法について、検討を行っていくことが確認された。 

・第3回会合  平成13年8月1日

第3回SSG IMT会合への対処について検討が行われた。事務局より長期ビジョン作

成に係る対処について説明があった。その後、ITU-R WP8Fにおける作業の進捗状

況やラポータ会合における検討結果等について質疑応答が行われた。長期ビジョン

作成に係る対処については、総務省と日本代表団の間で調整を行うこととなった。 

・第4回会合  平成13年10月18日

第3回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。長期ビジョンについて、委

員会で指摘があったITU-RとITU-Tの共同作業の手順について我が国より問題提起を

行った結果、修正された旨の報告があった。 

・第5回会合  平成14年4月26日 

SSG IMT課題5ラポータ会合及び課題3エディタ会合の結果について報告が行われ

た。第4回SSG IMT会合の対処について検討が行われた。課題1のネットワーク側面

に関する長期ビジョン（Q.LTVN）について、次回会合にて承認予定との説明があっ

た。課題2、4及び6を一つの課題Nに統合する議論が進められており、次回会合にて

承認予定との説明があった。また、サービス能力に関する長期ビジョン

（Q.SCFN）にセキュリティ関連の記述がないことから、セキュリティ/著作件保護

関連サービスに関する寄書を提出予定との説明があった。 
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・第6回会合  平成14年7月8日 

第4回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。課題1のネットワーク側面に

関する長期ビジョン勧告（Q.1702）について、承認されたとの説明があった。課題

2、4及び6を課題Nに統合することについては合意に至らず、継続検討されることと

なったとの説明があった。 

   ・第7回会合  平成14年10月18日 

第5回SSG IMT会合の対処について検討が行われた。課題1に関する寄書3件を内

容精査の上、代替となる遅延寄書を改めて提出することとなった。SSG IMT全体会

合の活性化に関する意見交換が行われた。 

 ・第8回会合  平成14年12月24日 

第5回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。勧告草案Q.1741.2（GSM発

展形UMTSコア網+UTRANアクセス網のリリース4への IMT-2000参照）および

Q.1742.1（ANSI-41発展形コア網＋cdma2000アクセス網へのIMT-2000参照）につ

いて承認手続きの開始が合意されたとの説明があった。 

・第9回会合  平成15年5月15日 

第6回SSG IMT会合の対処について、検討が行われた。平成14年7月に完成した第

4世代移動通信システムのネットワーク長期ビジョン勧告Q.1702に引き続く勧告

Q.SCFN（Service Capabilities Framework of Network Aspects for Systems Beyond 

IMT-2000）、Q.NCRB(Network Capabilities Requirements for Systems Beyond 

IMT-2000)等の策定に向け、日本が積極的に寄与していくこと等が報告された。 

・第10回会合  平成15年7月9日 

第6回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。Q.SCFNとQ.NCRBを統合し

て、Q.SNFB（Services and Network Capabilities Framework of Network Aspects for 

Systems Beyond IMT-2000）として、平成16年第2四半期の勧告化を目指して取り

組んでいくことが報告された。また、平成15年6月2日～6日に開催されたITU-R RA-

03会合においてビジョン勧告が策定されたこと、平成15年6月9日～7月4日に開催さ

れたWRC-03において、WRC-07会合の議題として第4世代移動通信システムの周波

数割当てについて取り上げられることが決定されたことについて、情報提供があっ

た。 

   ・第11回会合  平成15年11月5日 

第7回SSG IMT会合の対処について検討が行われた。平成15年9月に開催された

Q.1ラポータ電子会合にてTTC IP P

2専門委員会のメンバ会社が8件の寄書を入力し、

勧告案Q.SNFBの進捗を大幅に向上させたこと等が報告された。 

 ・第12回会合  平成16年1月7日 

     第7回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。SSGにおける合法的通信傍受

（Lawful Interception）に関する検討状況等について質疑応答が行われた。 

・第13回会合  平成16年3月30日 

第8回SSG IMT会合の対処について検討が行われた。勧告草案Q.SNFBのコンセン

トに向け、日本から勧告草案Q.SNFBの改訂に関する3件の寄書を入力することが報
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告された。審議の結果、3件の寄書案とも次回SSG会合に提出することが了承された。 

 ・第14回会合  平成16年6月9日 

第8回SSG IMT会合の結果について報告が行われた。勧告草案Q.SNFBは、日本

（日本電気1件、富士通1件、NTTドコモ1件）、ブラジル（1件）、韓国（サムソン

1件）の入力文書に基づき進捗を図り、Q.1703としてAAP手順にコンセントされた

こと等が報告された。 

 
２ SSG IMTの状況 

(1) はじめに 

 SSG IMTは、「IMT-2000及び将来の移動通信」に関する課題を研究対象としている。 

SSG IMTには、現在7つの課題が設定されている。SSG IMTにおける検討体制を図9に示

す。 

 (2) 会合開催状況 

・第1回全体会合  平成12年12月11日～15日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：27か国、1機関、80名（うち日本から8名） 

・第2回全体会合  平成13年5月7日～11日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：27か国、0機関、87名（うち日本から11名） 

・第3回全体会合  平成13年8月30日～9月5日 

開催地：リオデジャネイロ（ブラジル） 

出席国及び出席者数：22か国、1機関、63名（うち日本から6名） 

・第4回全体会合  平成14年5月21日～27日 

開催地：オタワ（カナダ） 

出席国及び出席者数：25か国、86名（うち日本から6名） 

   ・第5回全体会合  平成14年11月4日～8日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：22か国、62名（うち日本から6名） 

・第6回全体会合  平成15年6月2日～6日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：19か国、45名（うち日本から5名） 

   ・第7回全体会合  平成15年11月17日～21日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：20か国、47名（うち日本から5名） 

・第8回全体会合  平成16年4月19日～23日 

    開催地：モスクワ（ロシア） 

    出席国及び出席者数：17か国、47名（うち日本から3名） 

(3) 検討状況 

 WTSA2000以降、決議1及び勧告A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き
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（AAP）にて承認された勧告は、表9に示すとおり、新規9件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

 
ア IMT-2000以降の後継システム（第4世代移動通信システム）の長期ビジョン 

IMT-2000以降の後継システムにおけるサービスとアプリケーションをサポートするた

めに必要とされるサービスとネットワークの能力要求条件及びネットワークアーキテク

チャ等について検討が行われている。 

ネットワークの長期ビジョンに関する勧告群の作業については、第4回会合において、

市場及び技術のトレンド予想を基に、2010年頃に実現すると考えられているIMT-2000以

降の後継システムにおけるネットワーク構成のコンセプトを長期ビジョンとして取りま

とめた。日本からは通算17件の寄書を入力し、勧告Q.1702(Q.LTVN)として2002年7月に

承認された。 

また、第6回会合において、IMT-2000以降の後継システムにおけるサービス能力のフ

レームワーク勧告草案Q.SCFNとネットワーク能力要求勧告草案Q.NCRBの統合について

合意が得られた。日本からは通算16件の寄書を入力し、勧告Q.1703(Q.SNFB)として

2004年5月に承認された。 

 
 イ IMT-2000規格参照勧告の承認 

IMT-2000技術仕様は、関連SDO(Standards Development Organization)が参加している

3GPP及び3GPP2において作成され、各SDOでの承認手続きを経てIMT-2000規格となる。

IMT-2000規格参照勧告は、各SDO規格を参照し、ITU-T勧告として承認したものである。 

今会期においては、3GPPで作成された規格の参照勧告Q.1741.1～Q.1741.3が承認さ

れた。また、3GPP2で作成された規格の参照勧告Q.1742.1～Q.1742.3が承認された。 
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表9 SSG会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成12年10月～平成16年10月） 

 
勧告番号 

 
勧告名 

関連ＷＰ

関連研究

課題 

新規/ 
改訂/ 

削除 

 
備考 

Q.1741.1 
GSM発展形UMTSコア網＋UTRANアクセ

ス網のリリース1999へのIMT-2000参照 
WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2002.4.28 

Q.1702 
IMT-2000以降のシステムのネットワーク

長期ビジョン 
WP1 

Q.1 
新規 

AAP 

2002.7.4 

Q.1742.1 
ANSI-41発展形コア網＋cdma2000アクセ

ス網へのIMT-2000参照 
WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2002.12.13 

Q.1741.2 
GSM発展形UMTSコア網＋UTRANアクセ

ス網のリリース4へのIMT-2000参照 
WP2 

Q.3 
新規 

AAP 

2002.12.28 

Q.1742.2 

ANSI-41発展形コア網＋cdma2000アクセ

ス網への（2002年7月11日承認済の）

IMT-2000参照 
Q.3 新規 

AAP 

2003.7.28 

Q.1741.3 
GSM発展形UMTSコア網＋UTRANアクセ

ス網のリリース５へのIMT-2000参照 
Q.3 新規 

AAP 

2003.9.12 

Q.1742.3 

ANSI-41発展形コア網＋cdma2000アクセ

ス網への（2003年6月30日承認済の）

IMT-2000参照 
Q.3 新規 

AAP 

2004.1.9 

Q.1761 
固定網と既存IMT-2000システムとのコン

バージェンスにおける原理と要求条件 
Q.7 新規 

AAP 

2004.1.9 

Q.1703 

(Q.SNFB) 

IMT-2000以降のシステムにおけるネット

ワーク側面のサービス及びネットワーク

能力のフレームワーク 
Q.1 新規 

AAP 

2004.5.28 
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議　長 ：Mr. John Visser (加)
副議長 ：Mr. Maurice Ghazal(レバノン)

：Mr. Mike Briggs(英)
：Mr. Kiritkumar Lathia(伊)
：Mr. Leslie Graf(豪)
：Mr. Young Kyun Kim（韓)
：中村　寛氏（NTTドコモ)
：Mr. Bruno Ramos（ブラジル）
：Mr. Yuri Trofimov(露)
：Mr. Syed Husain(米)
：Mr. Patrick F. Masambu(ウガンダ）
：Mr. Krishna Kumar Sirohi(印)

課題1 サービスとネットワーク能力に対する要求条件 Mr. Ed Chien(米)
及びネットワークアーキテクチャ

課題2 NNI移動性管理プロトコル Mr. Farrokh Khatibi(米)

課題3 既存及び発展するIMT-2000システムの確認 Mr. Ilkka Hyvarinen(ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ)

課題4 既存及び発展するIMT-2000システムに使用すべき 未定
インターワーキング機能

課題5 IMT-2000ハンドブックの準備への参加 Mr. Maurice Ghazal(ﾚﾊﾞﾉﾝ)

課題6 発展するIMT-2000システム間のハーモナイゼーション 未定

課題7 固定網と既存IMT-2000システムとのコンバージェンス Mr. Krishna Kumar Sirohi(印)

図９　ＳＳＧ　ＩＭＴの検討体制

SSG IMT：IMT-2000及び将来の移動通信
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（１０）作業計画委員会の活動状況報告 

 
１ 作業計画委員会の開催状況 

 (1) はじめに 

 作業計画委員会は、TSAG（電気通信標準化アドバイザリグループ）を担当しており、

ITU-Tにおける標準化作業の手続き、戦略計画等について検討を行っている。なお、

SSG IMT（IMT-2000及び将来の移動通信）において検討が行われているSSG IMTのみ

に適用される作業方法については、ITU-T全体の作業方法に影響するため、作業計画委

員会において検討を行ってきた。 

 (2) 開催状況 

作業計画委員会は､第1回ITU-T部会(平成13年1月26日)以降､次のとおり13回開催して

いる｡ 

・第1回会合  平成13年3月5日

第1回TSAG全体会合への対処方針について検討が行われた。検討の結果、3件の

寄書を日本寄書としてTSAG全体会合に提出することとなった。また、ITU機構改革

ワーキンググループ（WGR）の検討状況について事務局から説明が行われた。 

・第2回会合  平成13年4月12日

第1回TSAG全体会合の結果、第4回WGR会合の結果及び第4回アジア・太平洋電

気通信標準化機関（ASTAP）総会の結果について報告が行われた。また、第2回

SSG IMT全体会合への対処方針のうち、作業方法に係る課題について検討を行った。 

・第3回会合  平成13年7月26日

IPRアドホックグループ会合の結果及び第2回SSG IMT全体会合の結果について報

告が行われた。また、第3回SSG IMT全体会合への対処方針のうち、作業方法に係る

課題及び第2回アジア太平洋電気通信共同体（APT）ITU全権委員会議（PP-02）準

備会合への対処方針について検討を行った。 

・第4回会合  平成13年10月22日

第3回SSG IMT全体会合の結果について報告が行われた。また、第2回TSAG全体

会合、第2回APT PP-02準備会合及び第5回ASTAP総会への対処について検討を行っ

た。検討の結果、3件の寄書をAPT共同提案としてTSAG全体会合に提出することと

なった。 

・第5回会合  平成14年2月15日

第2回APT全権委員会議準備会合の結果報告が行われ、日本が入力した第2回

TSAG会合に対する提案3件は異論なく合意され、APT共同提案となったことが報告

された。また、APT共同提案として全権委員会議に提案し得る論点が選定されたと

の報告が行われた。 

第2回TSAG会合の結果報告が行われ、日本からの寄書4件（うち3件はAPT共同提

案）についての審議状況が報告された。 
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・第6回会合  平成14年5月31日

第3回APT全権委員会議準備会合の結果報告が行われた。 

第3回SSG IMT会合の結果のうち、作業方法関連の結果について報告が行われた。 

第3回TSAG会合の対処方針について説明が行われた。TSAG寄書案3件について、

TSAG会合前に開催されるASTAP総会において議論することが了承された。 

郵便投票に付されているTSAG勧告案（勧告A.4、A.6、A.7の改訂）に対する対処

方針について説明が行われた。審議の結果、TSAG会合での勧告化に賛成すること

が了承された。 

・第7回会合  平成14年9月11日

第3回TSAG会合の結果報告が行われた。 

ITU全権委員会議の日本の対処方針案及び日本寄書について説明が行われた。 

・第8回会合  平成15年2月4日 

ITU全権委員会議の結果報告及び第5回SSG IMT会合の結果のうち、作業方法関連

の結果について報告が行われた。 

また、第4回TSAG会合への対処方針について審議が行われた。審議の結果、日本

寄書3件及びセクターメンバーからの寄書2件をTSAG会合へ提出することとなった。 

・第9回会合  平成15年4月21日 

第4回TSAG会合の結果報告が行われ、SG再編に向けた質疑応答が活発に行われ

た。 

・第10回会合  平成15年10月20日 

ITU-T TSAG SG再編会合の結果について報告が行われた。 

また、第5回TSAG会合への対処方針について審議が行われた。審議の結果、日本

寄書3件及びセクターメンバーからの寄書1件をTSAG会合へ提出することとなった。 

・第11回会合  平成15年12月9日 

第5回TSAG会合の結果報告が行われ、SG再編や今後の方針等に関する質疑応答

が行われた。 

 ・第12回会合  平成16年6月25日 

     TSAG会合及びIPRアドホック会合の対処方針について説明があった。TSAG会合

へ提出する予定の寄書案については、審議の結果、寄書案4件（「ITU-T活動の戦略

的調整に関する一連の寄書のロードマップ」、「ITU-Tにおける戦略的調整の原則」、

「ITU-T活動の戦略的調整におけるTSAGの役割」、「Strategic Coordination Group

の設置の提案」）を日豪共同寄書、寄書案2件（「ITU-Tの課題の設立の承認と削除

の改善方法に関する提案」、「SCGの設置を考慮した新SG構成の提案」）を日本寄

書として了承された。 

・第13回会合  平成16年7月26日 

第6回TSAG会合の結果についての報告が行われた。 

 
２ TSAGの状況 

(1) はじめに 
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 TSAGは、ITU電気通信標準化部門（ITU-T）における標準化活動の優先事項、計画、

運営、財政及び戦略について検討し、ITU電気通信標準化局長に助言を行う機関である。 

TSAGには課題が設置されていないが、4分野のテーマについて検討を行うために4つ

のWPが設置されているほか、必要に応じアドホックグループを設置して審議を行ってい

る。また、TSAG会合に先立ち、TSB局長主催のIPR（知的財産権）アドホックグループ

を設置して、特許関係、ソフトウェア著作権関係等について検討を行っている。TSAG

及びIPRアドホックグループの検討体制を図10に示す。 

 (2) 会合開催状況 

・第1回全体会合  平成13年3月19日～23日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：33か国、5機関、150名（うち日本から13名） 

・第2回全体会合  平成13年11月26日～30日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：33か国、4機関、155名（うち日本から13名） 

・第3回全体会合  平成14年6月17日～21日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：32か国、4機関、126名（うち日本から12名） 

・第4回全体会合  平成15年2月24日～28日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：37か国、4機関、119名（うち日本から10名） 

   ・第1回SG再編会合 

    開催地：パリ（フランス） 

    出席国及び出席者数：13カ国、40名（うち日本から7名） 

・第5回全体会合  平成15年11月10日～14日 

    開催地：ジュネーブ（スイス） 

    出席国及び出席者数：32カ国、4機関、125名（うち日本から12名） 

   ・第2回SG再編会合 

    開催地：オタワ（カナダ） 

    出席国及び出席者数：12か国、44名（うち日本から6名） 

・第6回全体会合  平成16年7月12日～16日 

開催地：ジュネーブ（スイス） 

出席国及び出席者数：41カ国、2機関、160名（うち日本から18名） 

 (3) 検討状況 

 WTSA2000以降、決議1及び勧告A.8の適用により郵便投票又は代替承認手続き

（AAP）にて承認された勧告は、表10に示すとおり、改訂6件となっている。 

なお、重点項目ごとの検討状況は次のとおりである。 

ア SG構成の見直しについて 

    WTSA-04においてITU-TのSG構成の見直しが行われる予定である。2003年10月に

第1回SG再編会合が開催され、その結果を踏まえた上、2003年11月に開催された第5
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回TSAG会合において、SGをブロック分割したブロック及び機能別のグルーピングが

まとめられ、今後のSG再編の議論のベースとなった。また、2004年4月に第2回SG再

編会合が開催され、来会期のSG構成案の進捗を図り、2004年7月の第6回TSAG会合に

おいて、いくつかの選択肢を残した形となっている来会期のSG構成案が合意された。

終的な結論は、WTSA-04に持ち越された。 

 
イ プロジェクトオリエンテッドな作業方法の提案 

市場ニーズに応じた迅速かつ柔軟な標準化作業を実現するため、プロジェクトオリ

エンテッドな作業方法を第1回TSAG会合から検討している。その作業方法の新規提案

として、NGN、セキュリティ、ホームネットワーク等の複数のSGが取り組むべき大

規模な標準化テーマについて各SGの標準化作業の戦略的な調整に関し、複数SGが取

り組む重要標準化テーマの特定、各テーマの目標・原則・優先事項の設置等を行う戦

略的調整グループ（Strategic Coordination Group）の設置を我が国から提案した。 

第6回TSAG会合では、日豪共同提案として、その調整の原則や決議22の改正による

TSAGの権限強化を踏まえた寄書を提出し、前者については承認された。各SG間の標

準化作業の戦略的な調整の推進に関するWTSA新決議をWTSA-04に、APT共同提案と

して提出する予定である。 

 
ウ 新たな出力文書について 

    TSAG及びSSG IMTに対し、我が国より ITU勧告より位置付けが低い、技術仕様

（TS: Technical Specification）の導入について提案し、第3回SSG IMT会合から検討

を行ってきたが、米国や途上国の反対により合意に至らなかった。第4回TSAG会合に

おいて、WTSA-2000以降のTSに関する寄書一覧をWP1のレポートに添付し、これま

でのTSの検討は終了した。 

 
エ 勧告A.9について 

    勧告A.9（SSG IMTの作業手順：Working Procedures for SSG on“IMT-2000 and 

beyond”）について、TSに関する章を盛り込まないことになったが、今後もSG

は”Alternative  deliverables”を作成できるという記述を残すこととした。 

 
オ 特許関係（IPRアドホックグループ） 

    ITU勧告に含まれるソフトウェア等の著作権取り扱いの明確化については、前会期

から検討が行われているが、今研究会期において、ガイドライン本文及びソフトウェ

ア著作権宣言書について第一版が作成され、その改良に向けて検討を引き続き行って

いる。 

また、標準策定に当たっての特許許諾宣言に関して、相手が当該勧告を実施するた

めに必要な特許の1号選択に応じずに2号選択を行う場合に、自らも「2号選択に変更

可能な1号選択」を可能とする1bisの項目を追加した特許許諾宣言書の改定案を検討す

ることになった。（1号は「非差別的に、実施希望者に対して無制限に無償の実施権
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を許諾：RF（Royalty Free）」、2号は「非差別的に、実施希望者に対して妥当な規

定及び条件で実施権を許諾：RAND（Reasonable And Non-Discriminatory）」）第6

回TSAG会合で、1号と1bisを統合して新たな1号とし、その中にサブオプションを設

けることで合意された。 
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表10 TSAG会合等において承認（削除）された勧告一覧 
（平成12年10月～平成16年10月） 

 
勧

 
勧告

関

関

課

新

改

削
告番号 名 

連ＷＰ

連研究

題 

規/ 
訂/ 

除 

 
備考 

A.5 

Annex 

ITU-T

るため
C 改

第

郵

勧告に他の機関の標準/仕様を参照す

の一般的手続き 
&C 訂 

2回会合 

便投票 

A.23 ITU-T

ド 
改

第

郵

とISO/IEC JTC-1の協力のためのガイ C&C 訂 2回会合 

便投票 

ITU-Tとフォーラム・コンソーシアム間の

情報交換 続き 
C&C 改訂 

第3

郵便投票 手
 

回会合 

ITU-Tと国内及び地域標準化機関間の協力

交換 
 改訂 

第3回会合

郵便投票 及び情報
C&C

 

フォー ープ：作業方法及び手順 WP1 改訂 
第3

郵便投票 
カスグル  

回会合 

“IMT-2000 and beyond”に関するSSGの作

業手順 
WP1 改訂 

第5回会合 

郵便投票 
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ＴＳＡＧ：電気通信標準化アドバイザリグループ
議　長 ：Mr. Gary Fishman(米)
副議長 ：Mr. Nabil Kisrawi(シリア)

：Mr. Ki-Shik Park(韓)
：Mr. Andrea Macchioni(伊)
：Mr. Aboubakar Zourmba(カメルーン)
：Mr. Stewart Alexander(英)
：Mr. Oleg Mironnikov(露)

ＷＰ１：作業方法
議　長 ：Mr. Stewart Alexander(英)

ＷＰ２：作業計画
議　長 ：Mr. Jacques Boulvin(仏)

ＷＰ３：ＥＤＨ、出版ポリシー及びＩＴＵ－Ｔの広報
議　長 ：Mr. Ki-Shik Park(韓)

ＲＧ１ ＥＤＨとＩＴＵ－Ｔ出版ポリシー 柴田　達雄氏(KDDI)

ＲＧ２ ＩＴＵ－Ｔの普及促進 Mr. Ray Hapeman(米)

ＷＰ４：戦略計画
議　長 ：Mr. Nabil Kisrawi(シリア)
副議長 ：Mr. Oleg Mironnikov(露)

Ｃ＆Ｃ：協力と協調
議　長 ：Mr. Andrea Macchioni(伊)

Finance：財政アドホックグループ
　 議　長 ：Mr. Eckart Lieser（独）

ＩＰＲ Ad Hoc Group：知的財産権アドホックグループ
議　長 ：Mr. Houlin Zhao電気通信標準化局長(中)

図１０　ＴＳＡＧ及びＩＰＲアドホックグループの検討体制
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○
総
務
省
組
織
令 

（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
四
十
六
号
） 

  

内
閣
は
、
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）、

総
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
一
号
）
及
び
消
防
組
織
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の

政
令
を
制
定
す
る
。 

   

（
情
報
通
信
政
策
局
の
所
掌
事
務
） 

第
十
条 

情
報
通
信
政
策
局
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。 

 

十
六 

情
報
通
信
審
議
会
の
庶
務
に
関
す
る
こ
と
。 

   

（
総
務
課
の
所
掌
事
務
） 

第
六
十
八
条 

総
務
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。 

 

三 

情
報
通
信
審
議
会
の
庶
務
に
関
す
る
こ
と
。 

   
 
 
 

第
三
節 

審
議
会
等 

 

（
設
置
） 

第
百
二
十
一
条 

法
律
の
規
定
に
よ
り
置
か
れ
る
審
議
会
の
ほ
か
、
本

省
に
、
次
の
審
議
会
等
を
置
く
。 

 
 

情
報
通
信
審
議
会 

    

（
情
報
通
信
審
議
会
） 

第
百
二
十
四
条 

情
報
通
信
審
議
会
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ

ど
る
。 

一 

総
務
大
臣
の
諮
問
に
応
じ
て
次
に
掲
げ
る
重
要
事
項
を
調
査
審

議
す
る
こ
と
。 

イ 

情
報
の
電
磁
的
流
通
及
び
電
波
の
利
用
に
関
す
る
政
策
に
関

す
る
重
要
事
項 

ロ 

郵
政
事
業
に
関
す
る
重
要
事
項 

二 

前
号
イ
に
掲
げ
る
重
要
事
項
に
関
し
、
総
務
大
臣
に
意
見
を
述

べ
る
こ
と
。 

三 

第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
重
要
事
項
に
関
し
、
関
係
各
大
臣
に
意
見

を
述
べ
る
こ
と
。 

四 

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
四

号
）
、
特
定
通
信
・
放
送
開
発
事
業
実
施
円
滑
化
法
（
平
成
二
年
法

律
第
三
十
五
号
）、
身
体
障
害
者
の
利
便
の
増
進
に
資
す
る
通
信
・

放
送
身
体
障
害
者
利
用
円
滑
化
事
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平

成
五
年
法
律
第
五
十
四
号
）
、
情
報
処
理
の
促
進
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
九
十
号
）
及
び
電
気
通
信
事
業
法
の
規

定
に
基
づ
き
そ
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項
を
処
理
す
る
こ
と
。 

２ 
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
情
報
通
信
審
議
会
に
関
し
必
要
な

事
項
に
つ
い
て
は
、
情
報
通
信
審
議
会
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二

百
七
十
一
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 
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○
情
報
通
信
審
議
会
令 

（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
七
十
一
号
） 

  

内
閣
は
、
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）

第
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。 

  

（
組
織
） 

第
一
条 

情
報
通
信
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。）
は
委
員
三

十
人
以
内
で
組
織
す
る
。 

２ 

審
議
会
に
、
特
別
の
事
項
を
調
査
審
議
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る

と
き
は
、
臨
時
委
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

審
議
会
に
、
専
門
の
事
項
を
調
査
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き

は
、
専
門
委
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
委
員
等
の
任
命
） 

第
二
条 

委
員
及
び
臨
時
委
員
は
、学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、

総
務
大
臣
が
任
命
す
る
。 

２ 

専
門
委
員
は
、
当
該
専
門
の
事
項
に
関
し
学
識
経
験
の
あ
る
者
の

う
ち
か
ら
、
総
務
大
臣
が
任
命
す
る
。 

 

（
委
員
の
任
期
等
） 

第
三
条 

委
員
の
任
期
は
、
二
年
と
す
る
。
た
だ
し
、
補
欠
の
委
員
の

任
期
は
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。 

２ 

委
員
は
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

臨
時
委
員
は
、
そ
の
者
の
任
命
に
係
る
当
該
特
別
の
事
項
に
関
す

る
調
査
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

    

４ 

専
門
委
員
は
、
そ
の
者
の
任
命
に
係
る
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す

る
調
査
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

委
員
、
臨
時
委
員
及
び
専
門
委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。 

 

（
会
長
） 

第
四
条 

審
議
会
に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
り
選
任
す
る
。 

２ 

会
長
は
、
会
務
を
総
理
し
、
審
議
会
を
代
表
す
る
。 

３ 

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
指
名
す
る
委
員

が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。 

 

（
分
科
会
） 

第
五
条 

審
議
会
に
、
情
報
通
信
技
術
分
科
会
（
以
下
「
分
科
会
」
と

い
う
。）
を
置
く
。 

２ 

分
科
会
は
、
審
議
会
の
所
掌
事
務
の
う
ち
、
情
報
の
電
磁
的
流
通

及
び
電
波
の
利
用
の
技
術
に
関
す
る
政
策
に
関
す
る
重
要
事
項
を
調

査
審
議
す
る
こ
と
を
つ
か
さ
ど
る
。 

３ 

分
科
会
に
属
す
べ
き
委
員
、
臨
時
委
員
及
び
専
門
委
員
は
、
総
務

大
臣
が
指
名
す
る
。 

４ 

分
科
会
に
分
科
会
長
を
置
き
、
分
科
会
に
属
す
る
委
員
の
互
選
に

よ
り
選
任
す
る
。 

５ 
分
科
会
長
は
、
分
科
会
の
事
務
を
掌
理
す
る
。 

６ 

分
科
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
分
科
会
に
属
す
る
委
員
の
う

ち
か
ら
分
科
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
者
が
、
そ
の
職
務
を
代

理
す
る
。 
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７ 

審
議
会
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
分
科
会
の
議
決
を
も

っ
て
審
議
会
の
議
決
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 
（
部
会
） 

第
六
条 

審
議
会
及
び
分
科
会
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
部

会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

部
会
に
属
す
べ
き
委
員
、
臨
時
委
員
及
び
専
門
委
員
は
、
会
長
（
分

科
会
に
置
か
れ
る
部
会
に
あ
っ
て
は
、
分
科
会
長
）
が
指
名
す
る
。 

３ 

部
会
に
部
会
長
を
置
き
、
当
該
部
会
に
属
す
る
委
員
の
互
選
に
よ

り
選
任
す
る
。 

４ 

部
会
長
は
、
当
該
部
分
の
事
務
を
掌
理
す
る
。 

５ 

部
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
部
会
に
属
す
る
委
員
の
う

ち
か
ら
部
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
者
が
、
そ
の
職
務
を
代
理

す
る
。 

６ 

審
議
会
（
分
科
会
に
置
か
れ
る
部
会
に
あ
っ
て
は
、
分
科
会
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
部

会
の
議
決
を
も
っ
て
審
議
会
の
議
決
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
議
事
） 

第
七
条 

審
議
会
は
、
委
員
及
び
議
事
に
関
係
の
あ
る
臨
時
委
員
の
過

半
数
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
会
議
を
開
き
、
議
決
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
。 

２ 

審
議
会
の
議
事
は
、
委
員
及
び
議
事
に
関
係
の
あ
る
臨
時
委
員
で

会
議
に
出
席
し
た
も
の
の
過
半
数
で
決
し
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、

会
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
分
科
会
及
び
部
会
の
議
事
に
準
用
す
る
。 

  

 

（
庶
務
） 

第
八
条 

審
議
会
の
庶
務
は
、
総
務
省
情
報
通
信
政
策
局
総
務
課
に
お

い
て
処
理
す
る
。 

 

（
雑
則
） 

第
九
条 

こ
の
政
令
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
審

議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
審
議
会
に
諮
っ
て
定

め
る
。 

 
 
 

附 

則 
 

こ
の
政
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法

律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行

す
る
。 
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○
情
報
通
信
審
議
会
議
事
規
則 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

平
成
十
三
年
一
月
十
七
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
一
号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

改
正 

平
成
十
三
年
三
月
二
十
八
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
四
号 

平

成

十

四

年

八

月

七

日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
七
号   

（
目
的
） 

第
一
条 

情
報
通
信
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
議
事
の
手
続
そ

の
他
審
議
会
の
運
営
に
つ
い
て
は
、
こ
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
会
議
の
招
集
） 

第
二
条 

審
議
会
の
会
議
（
以
下
「
会
議
」
と
い
う
。）
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。 

２ 

会
長
は
、
会
議
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
委
員
（
議
事
に
関
係
の

あ
る
臨
時
委
員
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）
に
対
し
あ
ら
か
じ
め
議
題
、
日
時
及

び
場
所
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

会
長
は
、
特
に
緊
急
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
委
員
に
対
し
文

書
に
よ
る
審
議
を
行
う
こ
と
を
通
知
し
、
会
議
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 
 

な
お
、
こ
の
会
議
を
行
っ
た
場
合
は
、
会
長
が
召
集
す
る
次
の
会
議
に
報

告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
議
長
） 

第
三
条 

会
長
は
、
総
会
の
議
長
と
な
り
、
議
事
を
整
理
す
る
。 

（
諮
問
及
び
答
申
等
） 

第
四
条 

審
議
会
に
対
す
る
諮
問
は
、
総
務
大
臣
は
文
書
を
も
っ
て
行
い
、
か

つ
、
効
率
的
な
審
議
が
行
え
る
よ
う
に
必
要
な
資
料
を
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。 

２ 

審
議
会
の
答
申
又
は
意
見
は
文
書
を
も
っ
て
行
う
。 

３ 

会
長
は
、
委
員
の
中
か
ら
起
草
委
員
を
命
じ
、
答
申
又
は
意
見
の
案
の
起

草
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

答
申
書
は
、
委
員
の
間
に
お
い
て
見
解
の
分
か
れ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、

複
数
の
意
見
を
並
記
す
る
な
ど
、
審
議
の
結
果
と
し
て
委
員
の
多
様
な
意
見

が
反
映
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。 

（
意
見
の
聴
取
） 

第
五
条 

審
議
会
は
、
そ
の
調
査
審
議
に
当
た
り
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、

当
該
調
査
審
議
事
項
と
関
連
す
る
利
害
関
係
者
そ
の
他
の
参
考
人
か
ら
公
聴

会
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
意
見
を
聴
取
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
に
よ
る
ほ
か
、
国
民
生
活
と
密
接
な
関
係
を
有
す
る
事
項
を
調
査
審

議
す
る
に
当
た
り
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
広
く
国
民
か
ら
意
見
を
募
集

す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

審
議
会
は
、
前
二
項
の
意
見
の
聴
取
又
は
募
集
に
係
る
事
項
の
調
査
審
議

に
当
た
り
、
聴
取
又
は
募
集
し
た
意
見
を
参
考
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

第
一
項
及
び
第
二
項
に
よ
り
聴
取
又
は
募
集
し
た
意
見
は
、
こ
れ
を
整
理

し
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
職
員
の
出
席
） 

第
六
条 

会
長
は
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
の
職
員
の
会
議
へ
の
出
席

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
議
事
録
） 

第
七
条 

審
議
会
は
、
開
催
し
た
会
議
に
つ
い
て
議
事
録
を
作
成
し
、
次
の
事

項
を
記
載
す
る
。 

一 

開
催
の
日
時
（
開
会
及
び
閉
会
の
時
刻
を
含
む
。）
及
び
場
所 

二 

出
席
し
た
委
員
、
臨
時
委
員
及
び
専
門
委
員
の
氏
名 

三 
出
席
し
た
利
害
関
係
者
及
び
そ
の
他
の
参
考
人
の
氏
名 

四 
出
席
し
た
関
係
職
員
の
所
属
及
び
氏
名 

五 

議
題 

六 

調
査
審
議
の
内
容 

七 

議
決
事
項 
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八 

そ
の
他
必
要
な
事
項 

 ２ 
議
事
録
は
、
前
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
の
委
員
等
の
確
認
を
得
て
作
成
し
、

会
長
の
承
認
を
得
る
も
の
と
す
る
。 

（
議
事
録
等
の
保
存
） 

第
八
条 

会
議
に
配
付
さ
れ
た
資
料
及
び
議
事
録
（
以
下
「
議
事
録
等
」
と
い

う
。）
は
、
審
議
会
の
事
務
局
に
お
い
て
保
存
す
る
。 

（
会
議
の
公
開
） 

第
九
条 

会
議
は
、
次
の
場
合
を
除
き
、
公
開
す
る
。 

 

一 

電
気
通
信
事
業
法
第
九
十
四
条
第
一
号
（
同
法
第
三
十
八
条
の
二
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
接
続
約
款
の
認
可
を
除
く
。
）
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る

事
項
に
関
す
る
審
議 

二 

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法
第
二
十
六
条
の
二
第
一
号
、
第
三
号
及
び

第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
審
議 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
会
議
を
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
当
事
者
又

は
第
三
者
の
権
利
、
利
益
や
公
共
の
利
益
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
そ

の
他
の
会
長
が
非
公
開
と
す
る
こ
と
を
必
要
と
認
め
た
場
合
に
あ
っ
て
は
非

公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

３ 

議
事
録
等
は
、
審
議
会
の
事
務
局
に
お
い
て
閲
覧
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り

公
開
す
る
。
た
だ
し
、
議
事
録
等
を
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
当
事
者
又
は
第

三
者
の
権
利
、
利
益
や
公
共
の
利
益
を
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
そ
の
他

の
会
長
が
非
公
開
と
す
る
こ
と
を
必
要
と
認
め
た
場
合
、
そ
の
全
部
又
は
一

部
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
会
議
を
非
公
開
と
す
る
場
合
又
は
前
項
た
だ
し
書

の
規
定
に
よ
り
議
事
録
等
を
非
公
開
と
す
る
場
合
は
、
そ
の
理
由
を
公
表
す

る
。 

５ 

議
事
録
が
公
開
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
審
議
会
の
事
務
局
は
、
議
事
概
要
を

速
や
か
に
作
成
し
、
会
長
の
承
認
を
得
て
公
開
す
る
。 

（
分
科
会
） 

第
十
条 

情
報
通
信
技
術
分
科
会
（
以
下
「
分
科
会
」
と
い
う
。）
の
議
事
の
手

続
そ
の
他
分
科
会
の
運
営
に
つ
い
て
は
、
第
二
条
か
ら
前
条
ま
で
の
規
定
を

準
用
す
る
。 

２ 

分
科
会
へ
の
付
議
に
つ
い
て
疑
義
の
あ
る
と
き
は
、
会
長
及
び
分
科
会
長

が
協
議
す
る
。 

３ 

分
科
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
次
の
審
議
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

４ 

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
分
科
会
の
運
営

に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
分
科
会
長
が
分
科
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

（
部
会
） 

第
十
一
条 

審
議
会
に
、
次
の
部
会
を
置
く
。 

一 

情
報
通
信
政
策
部
会 

二 

電
気
通
信
事
業
部
会 

三 

有
線
放
送
部
会 

２ 

分
科
会
に
、
次
の
部
会
を
置
く
。 

 

一 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｒ
部
会 

 

二 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｔ
部
会 

３ 

審
議
会
又
は
分
科
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
特
別
の
事
項
を
調
査
審

議
さ
せ
る
た
め
部
会
（
以
下
「
特
別
部
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
こ
と
が
で
き

る
。 

４ 

部
会
の
議
事
の
手
続
そ
の
他
部
会
の
運
営
に
つ
い
て
は
、
第
二
条
か
ら
第

九
条
ま
で
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

５ 

部
会
へ
の
付
議
に
つ
い
て
疑
義
の
あ
る
と
き
は
、
会
長
又
は
分
科
会
長
及

び
関
係
部
会
長
が
協
議
す
る
。 

６ 
部
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
次
の
付
議
に
係
る
審
議
会
又
は
分
科
会
に
報

告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

７ 

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
部
会
の
運
営
に

関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が
部
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

（
部
会
の
所
掌
事
務
） 

第
十
二
条 

前
条
第
一
項
の
部
会
の
所
掌
等
は
、
別
記
一
か
ら
別
記
三
の
と
お
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り
と
す
る
。 

２ 
前
条
第
二
項
の
部
会
の
所
掌
等
は
、
分
科
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

３ 
前
条
第
三
項
の
特
別
部
会
の
所
掌
は
、
そ
の
設
置
の
と
き
に
審
議
会
又
は

分
科
会
に
お
い
て
定
め
る
。 

   
 

附 

則 
 
 

平
成
十
三
年
一
月
十
七
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
一
号 

 

こ
の
規
則
は
、
平
成
十
三
年
一
月
十
七
日
か
ら
施
行
す
る
。 

  
 

附 

則 
 
 

平
成
十
三
年
三
月
二
十
八
日 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
四
号 

こ
の
決
定
は
、
平
成
十
三
年
四
月
二
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。 

  
 

附 

則 
 
 

平

成

十

四

年

八

月

七

日 

情
報
通
信
審
議
会
決
定
第
七
号 

こ
の
決
定
は
、
平
成
十
四
年
八
月
七
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｔ
部
会
の
所
掌 

   
 
 
 
 
 

平
成
十
三
年
一
月
十
七
日 

 
 
 
 
 
 

情
報
通
信
審
議
会
情
報
通
信
技
術
分
科
会
決
定
第
二
号 

   

Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｔ
部
会
の
所
掌
等
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

 

一 

委
員
等 

分
科
会
長
の
指
名
す
る
委
員
、
臨
時
委
員
及
び
専
門
委
員 

二 

所 

掌 
 

本
分
科
会
の
所
掌
す
る
事
項
の
う
ち
、
Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｔ
（
国
際
電
気
通

信
連
合
電
気
通
信
標
準
化
部
門
）
に
関
す
る
こ
と 

三 

専
決
事
項 

 

Ｉ
Ｔ
Ｕ
―
Ｔ
へ
の
対
処
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
部
会
の
決

議
を
も
っ
て
本
分
科
会
の
議
決
と
す
る 

四 

委
員
会 

１ 

部
会
長
は
、
部
会
の
審
議
す
べ
き
事
項
を
分
割
し
て
調
査
す
る
た

め
、
主
査
を
長
と
す
る
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

委
員
会
の
構
成
、
議
事
の
手
続
、
そ
の
他
そ
の
運
営
に
関
し
必
要

な
事
項
は
、
部
会
長
が
定
め
る
。 
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ＩＴＵ－Ｔ部会における委員会の設置 

 

平成１３年１月２６日 

情報通信審議会情報通信技術分科会 

Ｉ Ｔ Ｕ － Ｔ 部 会 決 定 第 １ 号 

改正 

平成１６年１２月３日 

情報通信審議会情報通信技術分科会 

Ｉ Ｔ Ｕ － Ｔ 部 会 決 定 第 ２ 号 

 

 本部会は、「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動への対処について」（情報通

信審議会に引き継がれた電気通信技術審議会諮問第２号）に関する事項を分割して調査

するため、次の委員会を設置する。 

 

１ 名称及び所掌 

  別表のとおり 

 

２ 調査事項 

 各委員会は、その所掌において、次の事項を調査する。 

(1) 国際電気通信連合（ＩＴＵ）世界電気通信標準化総会に提出される寄書、勧告案

に対する評価及びＩＴＵ電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）の研究課題の望ましい

作業計画に関すること 

(2) その所掌する会合（これに準ずる会合を含む。）に提出される寄書、勧告案及び

研究課題案に対する評価、対処方針等に関すること 

 

３ 構成 

(1) 委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、部会長が指名する。 

(2) 委員会の主査は、当該委員会に属する委員、臨時委員及び専門委員のうちから部

会長が指名する。 

(3) 委員会に、主査代理を置くことができる。 

(4) 主査代理は、当該委員会に属する委員、臨時委員及び専門委員のうちから主査が

指名する。 

(5) 主査に事故があるときは、主査代理がその職務を代理する。 

(6) 主査は、委員会が調査する事項について特に専門的な調査を行う必要があると認

めるときは、ワーキンググループを置くことができる。 

 

４ その他 

(1) 主査は、特に緊急の必要があると認めるときは、文書による審議を行うことを通

知し、会議をすることができる。なお、この会議を行った場合は、主査が召集する

次の会議に報告しなければならない。 
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(2) 主査は、調査を行うに当たって必要と認めるときは、関係者に対し出席、説明又

は文書等資料の提出を求めることができる。 

(3) 委員会の議事については、次の部会に報告するものとする。 

(4) その他委員会の運営に関し必要な事項は、主査が定める。 
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別表 

 

名 称 所 掌 

サービス・ネットワーク運用委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第２研究委員会（ＳＧ２） 

網管理システム・保守委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第４研究委員会（ＳＧ４） 

電磁防護・屋外設備委員会 
ＩＴＵ－Ｔ 第５研究委員会（ＳＧ５） 

      第６研究委員会（ＳＧ６） 

次世代ネットワーク委員会 
ＩＴＵ－Ｔ 第１１研究委員会（ＳＧ１１） 

      第１３研究委員会（ＳＧ１３） 

ケーブル網・番組伝送委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第９研究委員会（ＳＧ９） 

伝達網・品質委員会 
ＩＴＵ－Ｔ 第１２研究委員会（ＳＧ１２） 

      第１５研究委員会（ＳＧ１５） 

セキュリティ・言語委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第１７研究委員会（ＳＧ１７） 

マルチメディア委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第１６研究委員会（ＳＧ１６） 

移動通信ネットワーク委員会 ＩＴＵ－Ｔ 第１９研究委員会（ＳＧ１９） 

作業計画委員会 
ＩＴＵ－Ｔ 電気通信標準化アドバイザリグループ 

      （ＴＳＡＧ） 
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用 語 解 説 

 

 
 

- 235 - 



用 語 解 説 

３ＧＰＰ 【third Generation Partnership Project】第３世代移動通信システ

ム｢IMT-2000｣の仕様作成に関わるプロジェクト・グループ。 

ＡＡＰ 

 

【Alternative Approval Process】政策又は規制への影響を伴わない

技術的事項に関するＩＴＵ勧告案について電子的手段により実施され

るＴＡＰに替わる代替承認手続き。 

ＡＤＳＬ 

 

【Asymmetric Digital Subscriber Line】既設の電話線を使って、電

話の音声を伝える周波数よりも高い周波数帯を使ってデータ通信を行

なう xDSL 技術の一種。「非対称(Asymmetric)」の名の通り、通信方向

によって 高速度が異なる。 

ＡＳＯＮ 

 

【Automatic Switched Optical Network】自動切替光ネットワーク。

OTN/SDH 網に IP 的な自律分散制御の考え方を適用し、その運用性を高

めたネットワークシステム。 

Ｂ－ＩＳＤＮ 【Broadband-ISDN】広帯域 ISDN。 

ＣＩＥＬＡＢ 

 

CIE(Commission Internationale de I’Eclairage / 国際照明委員会)

によって定義された理論上の色空間。 

LAB は、明度(Lightness)の(L 軸)と、緑から赤の範囲の色差(a 軸)及び

青から黄の範囲の色差(b 軸)という３本の軸を使って表現される色モ

デル。 

ＣＭＩＰ 

 

【Common Management Information Protocol】共通管理情報プロトコ

ル。OSI 管理サービスである CMIS（Common Management Information 

Service：OSI 参照モデルのアプリケーション層の上位に位置する、OSI

管理のためのアプリケーション・プロセスに対するサービスを定義し

たもの）をインプリメンテーションするためのプロトコルである。 

ＣＯＲＢＡ  

 

【Common Object Request Broker Architecture】OMG（Object Management 

Group: 異機種間でのオブジェクト管理を統一することを目的に発足

した業界団体）が策定した分散オブジェクトを扱うための標準仕様｡ 

ＤＯＣＳＩＳ 

 

【Data Over Cable Service Interface Specification】米国ケーブル

ラボが中心となって制定しているケーブル網上でデータ伝送を行うた

めのインターフェース仕様。 

ＥＤＨ 【Electronic Document Handling】電子的文書処理。 

ＥＭＣ 

 

【Electromagnetic Compatibility（電磁環境適合性）】電子機器等に

より発生する電磁波が他の機器等に影響を及ぼしたり、逆に他の機器

等からの電磁波により当該機器等が誤動作したりしない能力。 

ＥＮＵＭ 

 

【Telephone Number Mapping】電話番号とＩＰ網上の様々なアプリケ

ー シ ョ ン の ア ド レ ス 関 連 情 報 （ Ｕ Ｒ Ｉ （ Uniform Resource 

Identifiers））を対応づける方式。ＩＥＴＦとＩＴＵ－Ｔが協調して

標準化を進めている。 
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用 語 解 説 

ｅＴＯＭ 

 

【Enhanced Telecom Operations Map】テレコム事業者の業務プロセス

を分析し、業務ブロックに分類したマップを定義・図示したＴＯＭに

関し、カバーする範囲を大きく拡張したもの。通信網管理技術を検討

するＴＭＦ（TeleManagement Forum）が提案している。 

ＥＴＳＩ 

 

【European Telecommunications Standards Institute】欧州電気通信

標準化機構。欧州内外で将来にわたって使用される通信標準を策定す

ることを目指す非営利団体。 

ＧＤＭＯ 

 

【Guidelines for the Definition of Managed Objects】管理情報定

義ガイドライン。管理情報を記述するための文法及びルールから構成

されるテンプレートによって、TMN 等で管理されるオブジェクトの構造

とふるまいを定義している。 

ＧＩＩ 

 

【Global Information Infrastructure】世界情報通信基盤。世界中の

どこからでも人々が情報にアクセスし、音声・映像店データなど双方

向でやり取りができる地球規模の情報ネットワークの構築を目指した

構想。 

ＧＳＭ 

 

【Global System for Mobile communications】欧州が標準化したデジ

タル携帯電話システム。 

ＩＣＡＮＮ 

 

【the Internet Corporation for Assigned Names and Numbers】ドメ

イン名、ＩＰアドレス、各種プロトコル番号、ルートサーバなどのイ

ンターネット資源を、民間主導でグローバルに調整する目的で、 1998

年 10 月に米国で設立された民間の非営利法人。 

ＩＥＴＦ 

 

【Internet Engineering Task Force】インターネット技術の標準化組

織。ＩＥＴＦが作成した仕様をＲＦＣ（request for comments）と呼

ぶ。 

IMT-2000 

 

【International Mobile Telecommunications-2000 】第 3世代の移動

通信システム。  

ＩＮ 

 

【Intelligent Network】通信網の中に散在する交換機やサービス制御

ノード、網内制御用データベースを共有信号網やデータ信号網を介し

て有機的に結合するもの。これにより、多様な通信サービスをコンピ

ュータの力を借りながら柔軟に提供でき、しかも保守運用が容易にな

る。 

ＩＰ 

 

【Internet Protocol】米国防総省のネットワークプロジェクトで開発

されたプロトコル。OSI 基本参照モデルの第 3層(ネットワーク層)に位

置し、ネットワークに参加している機器の住所付け(アドレッシング)

や、相互に接続された複数のネットワーク内での通信経路の選定(ルー

ティング)をするための方法を定義している。 

ＩＰＲ 【Intellectual Property Rights】知的財産権。 
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用 語 解 説 

ＩＴＵ 

 

【International Telecommunication Union】電気通信に関する国際標

準の策定を目的とする、国際連合の下位機関。本部はスイスのジュネ

ーブ。 

ＩＴＵ－Ｔ 

 

【 International Telecommunication Union - Telecommunication 

Standardization sector】国際電気通信連合(ITU)における電気通信に

関する技術の標準化を担当する部門。 

ＩＴＵキャリアコ

ード 

オペレータ、サービスプロバイダを識別するための文字列で、勧告Ｍ．

１４００では回線等の通信網リソースの呼称の一部に利用している。

ＪＡＩＮ 

 

【Java APIs Integrated Networks】通信サービス向けの API の標準化

団体及びその API。 

Lab 

 

明度(Lightness)の(L 軸)と、緑から赤の範囲の色差(a 軸)及び青から

黄の範囲の色差(b 軸)という３本の軸を使って表現される色モデル。 

ＭＰＬＳ 

 

【Multi Protocol Label Switching】IETF が標準化を進めている、ラ

ベルスイッチング方式を用いたパケット転送技術。現在、インターネ

ットで主流となっている、ルータを用いたバケツリレー式のデータ伝

送を、高速・大容量化する技術。 

ＮＧＮ 

 

【Next Generation Network】次世代通信網。電話を前提とした従来の

通信網の次世代と考えられているデータ通信を中心とした通信網。 

ＯＡＭ機能 

 

【Operations Administration and Maintenance 機能】直訳すると運用、

管理及び保守であり、ネットワークの保守運用機能を示す。機能とし

ては、故障の監視、予備系への切替制御、品質のモニタ等。 

ＯＴＤＲ 

 

【Optical Time Domain Refrectometer】光パルス試験器。光ファイバ

の片端から光パルスを入射して、その散乱光によって光ファイバの長

さ方向の特性を解析するための測定器。 

Other Group 

 

2002 年マラケシュで行われた全権委員会議において、WTSA が設置する

ことを認められた、SG とは別に勧告を作らないグループ。 

ＯＴＮ／ＳＤＨ 

 

【Optical Transport Network/Synchronous Digital Hierarchy】光伝

達網／同期デジタル・ハイアラーキ。光ネットワーク上におけるデジ

タル伝送の階層多重方式の国際規格。SDH という名称は主にヨーロッパ

で用いられ、北アメリカでは SONET の名称で知られる。 

ＰＥＳＱ 

 

【Perceptual Evaluation of Speech Quality】音声品質の知覚的評価。

勧告 P.862 で規定されている音声品質客観評価法。 

ＰＫＩ 

 

【Public Key Infrastructure】公開鍵暗号技術を用いてネットワーク

上における情報の改ざん防止や通信相手の本人確認などを実現するセ

キュリティ基盤。 

ＰＯＮ 

 

【Passive Optical Network】局内伝送装置(OLT)と加入者伝送装置

(ONU)間に光スプリッタを設置し、1 本の光ファイバを複数のユーザで
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共有することを特徴とするネットワーク構成。伝送速度 622Mbps の伝

送が可能なＢ－ＰＯＮ（広帯域ＰＯＮ）、ギガビットクラスの高速なＧ

－ＰＯＮ（Gigabit ＰＯＮ)などがある。 

ＰＰ 

 

【Plenipotentiary Conference】全権委員会議。ITU における 高意思

決定機関。 

ＰＳＴＮ／ＩＳＤ

Ｎ 

【Public Switched Telephone Network/ Integrated Services Digital 

Network】加入電話網／総合デジタル通信網。 

ＱＡＭ 

 

【Quadrature Amplitude Modulation】直交振幅変調。位相差９０度直

交関係にある２つの搬送波に振幅の変化を与えて加え合わせることに

より高能率の伝送を行う変調方式。 

ＱｏＳ 【Quality of services】サービス品質。 

ＳＤＯ 【Standards Development Organisation】標準化団体。 

ＳＧ 【Study Group】研究委員会。 

ＳＴＢ 

 

【Set Top Box】テレビに接続して様々なサービスを受けられるように

する機器の総称。テレビの上に置いておくことが多いことからこう呼

ばれる。ケーブルテレビ網に接続して番組を受信するものや、電話回

線に接続してインターネット接続や通信カラオケを提供するものな

ど、様々な種類がある。 

ｓＹＣＣ 

 

輝度(Y)とふたつの色度（Cb、Cr。それぞれ青色度と赤色度）で表現さ

れる色モデルで、sRGB より広い範囲の色を表現できる。 

Ｓバンド／Ｌハン

ド 

波長帯域。Ｓバンド：（Short：1460-1530nm）、L バンド：（Long：

1565-1625nm）。 

ＴＣＰ 

 

【Transmission Control Protocol】TCP/IP プロトコルにおけるトラン

スポート層のプロトコルにあたり、http や ftp の基盤となるプロトコ

ル。 

ＴＬＤ 

 

【Top Level Domain】インターネットで使われるドメイン名のうち、

"com" や "jp" など 後尾のコード。現在ＥＮＵＭトライアルにおい

ては、ＩＡＢ（Internet Architecture Board）が管理する"arpa"とい

う TLD が暫定的に利用されている。 

ｔＭＬ 

 

【telecommunications Markup Language】オペレータ間の情報交換に

適用することを目的とした、タグと呼ばれる特別な文字列を使用する

ような XML 等の記述言語の総称。  

ＴＭＮ 

 

【Telecommunications Management Network】電気通信管理網。電気通

信ネットワークを正常に保って運用するための概念。 

ＴＳＡＧ 

 

【Telecommunication Standardization Advisory Group】電気通信標

準化アドバイザリグループ。ITU-T の活動の作業方法、作業計画等につ

いて審議･検討を行うグループ。 
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ＵＭＴＳ 

 

【Universal Mobile Telecommunications System】第３世代移動通信

システム「IMT-2000」の欧州規格。 

ＵＴＲＡＮ 

 

【Universal Terrestrial Radio Access Network】WCDMA での無線系ネ

ットワーク。 

ＶＰＮ 

 

【Virtual Private Network】公衆回線をあたかも専用回線として利用

できるネットワーク。 

ＷＤＭ 

 

【Wavelength Division Multiplex】波長分割多重。波長の異なる複数

の光信号を 1 本の光ファイバーで同時に利用する技術。 

ＷＰ 

 

【Working Party】SG 毎に数個ずつ設置される、いくつかの研究課題

(Question)を持ったグループ。 

ＷＴＳＡ 

 

【World Telecommunication Standardization Assembly】世界電気通

信標準化総会。電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）における標準化活

動の方向性を決める重要な会議であり、４年に１度開催される。 

ＸＭＬ 

 

【eXtensible Markup Language】データをネットワーク経由で送受信

するための言語。ユーザが独自のタグを指定できる、メタ言語の一種

である。 

色空間 

 

色を表現するためのモデル。代表的なものとして、RGB 、CMYK などが

ある。RGB は赤（R）、緑（G）、青（B）の 3色の階調、CMYK はシアン（C）、

マゼンタ（M）、黄色（Y）、黒（K）の 4色の階調により特定の色を表現

する。 

雷サージ 

 

落雷によって瞬間的に電源ケーブルや通信回線等に過電圧・過電流が

発生することがあり、「誘導雷サージ」や「直撃雷サージ」とも呼ばれ

る。電源ケーブルや通信回線などを伝わって、電子機器等の故障の原

因になることがある。 

ケーブルモデム 

 

【Cable Modem】ケーブルテレビの回線を使ってインターネットに接続

するための装置。電話回線におけるモデムの役割を果たすため、ケー

ブルモデムという。シリアルポートを使う通常のモデムとは異なり、

パソコンとはイーサネットを通じて接続する。 

スプリッタ 

 

【splitter】DSL によるデータ通信を行なう際に、音声信号とデータ信

号とを分離する装置。DSL では音声信号とデータが同じ回線の中を流れ

てくるため、これをそれぞれ電話機と DSL モデムとに分けて届ける必

要がある。 

図記号 

 

通信機器で使用する記号であり、ピクトグラムともいう。（例：   →

メール）。ＳＧ２ ＷＰ１においては、国際電気通信サービスにおける

ヒューマンファクターの課題を検討しているが、その中で図記号につ

いても検討が行われている。 

テレバイオメトリ 【telebiometrics】オープンなネットワーク環境において身体的特徴
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クス 又は身体的特性を用いて個人を自動的に特定する技術、またはその応

用。 

テレフォノメトリ

ー 

【telephonometry】通話品質測定法。 

フレームリレー 

 

【frame relay】パケット通信方式の一つ。データをパケットと呼ばれ

る小さな単位に分割して送受信する。 

ベアラ 【bearer】伝達。 

ボンディング 

 

【bonding】地や構造物、機器等の露出した導電性部分の電位を同じ（等

電位）にするために、相互に電気的に接続して一点に接地すること。

電力保安、雷・過電圧及び雑音などに対する対策技術の一つ。 

メタデータ 

 

【metadata】データのためのデータと呼ばれるもので、コンテンツの

場合には、コンテンツの内容に関する記述や制作者、著作権などに関

する情報データ。 

モジュール 【module】交換可能な構成部分、各要素。 

ラポータ 【rapporteur】研究課題毎に勧告草案作成の取りまとめを担当する役

職。 

 

 

 

- 242 - 


	バインダ1.pdf
	01　表紙.doc
	02　目次.doc
	03　情報通信審議会委員名簿(H16.8.17現在).xls
	04　緑色仕切紙（諮問第２号　別添）.doc
	06 第2章 SG2の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	07 第3章 SG4の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	08 第4章 SG5の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	09 第5章 SG6の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	10 第6章 SG9の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	１　研究対象
	２　WTSA-04に提出される勧告案
	３　課題の見直し

	11 第7章 SG11の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	12 第8章 SG12の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	13 第9章 SG13の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	14 第10章 SG15の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	15 第11章 SG16の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	16 第12章 SG17の新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	17 第13章 SSGの新課題及び新勧告の対処ver.3.doc
	18 第14章 TSAGの新決議及び新勧告の対処ｒ8.doc
	19　緑色仕切紙（諮問書・諮問理由）.doc
	20 諮問書・諮問理由一式.doc

	バインダ2.pdf
	21　緑色仕切紙（参考資料）.doc
	22　表紙（T部会報告）.doc
	25-1 ITU-T部会報告.doc
	25-2 別紙1 ITU-T体制（前研究会期）.ppt
	25-3 別紙2 前研究会期のITU-T部会の構成.doc
	25-4 別紙3 構成員.DOC

	バインダ3.pdf
	25-5 別紙4 ITU-T部会における審議経過rev.doc
	25-6 別紙5 寄書提出状況r1.XLS
	25-7 別紙6 ＳＧ会合出席者数.XLS
	25-8 別紙7 SGにおける日本からの役職者r1.DOC
	25-9 別紙8 勧告化の状況r2.XLS
	25-10 別紙9 対処.doc
	25-11 別紙10 WTSA-04結果r2.doc
	25-12 別紙11 ITU-T体制（今研究会期）.ppt
	25-13 別紙12 ITU-T部会構成（今研究会期）.doc
	25-14 参考 主な活動 （各トピック）.doc

	バインダ4.pdf
	30　表紙（委員会活動状況）.doc
	32 サービスネットワーク運用委員会(SG2)活動報告ｒ3.doc
	33 図 SG2検討体制.XLS
	35 網管理システム・保守委員会（SG4）活動報告r1.doc
	36 図 SG4検討体制.XLS
	37 電磁防護・屋外設備委員会(SG5,6)活動報告r1.doc
	39 ケーブル網・番組伝送委員会(SG9)活動報告r4.doc
	40 図 SG9検討体制.XLS
	41 プロトコル委員会（SG11,17）活動報告.doc
	・Working Party B: 電気通信のセキュリティ 議長:  Herbert BERTINE
	・Working Party C: 言語と電気通信ソフトウェア 議長:  Ostap MONKEWICH

	43 伝達網・品質委員会（SG12,15）活動報告r2.doc
	44 図 SG12,15検討体制.XLS
	45 IPネットワーク委員会（SG13）活動報告r2.doc
	46 図 SG13検討体制.XLS
	47 マルチメディア委員会（SG16）活動報告r1.doc
	48 図 SG16検討体制.XLS
	49 移動通信ネットワーク委員会（SSG）活動報告.doc
	50 図 SSG IMT検討体制.XLS
	51 作業計画委員会（TSAG）活動報告.doc
	52 図 TSAG検討体制.XLS

	バインダ6.pdf
	60　表紙（総務省組織令等）.doc
	61 総務省組織令.doc
	62 情報通信審議会令【参考】.doc
	63 情報通信審議会議事規則（最新版14.8.7）.doc
	64 分科会決定第二号r1.doc
	65 ITU-T部会決定第２号r2.doc
	98　表紙（用語解説）.doc
	99 用語解説資料.doc




